
令 和 ２ 年

官 民 人 事 交 流 に 関 す る 年 次 報 告

人 事 院





(1) 国と民間企業との間の人事交流に関する法律 平成１１年法律第２２４号 以（ ）（

下「官民人事交流法」という ）に基づく官民人事交流制度は、人事交流を通じ。

て官民の相互理解を深めるとともに、双方の組織の活性化と人材の育成を図る

ことを目的として、人事院からの意見の申出に基づき、平成１２年３月２１日

から導入された。

(2) 官民人事交流法第２３条第２項により、官民人事交流制度の透明性を確保す

るため、人事院は、毎年、国会及び内閣に対し、①前年に交流派遣職員であっ

た者が同年に占めていた派遣先企業における地位及び当該交流派遣職員がその

交流派遣に係る書類の提出の時に占めていた官職、②３年前から前年までの間

に交流派遣後職務に復帰した職員が前年に占めていた官職及び当該職員が当該

復帰の日の直前に派遣先企業において占めていた地位、③前年に交流採用職員

であった者が同年に占めていた官職及び当該交流採用職員がその交流採用をさ

れた日の直前に交流元企業において占めていた地位等について報告しなければ

ならないこととされている。

(3) 本報告は、これに従い、令和２年における交流派遣及び交流採用の状況をと

りまとめたものである。

令和２年に交流派遣職員であった者は１１１人

交流採用職員であった者は７５２人となっている。

平成３０年１月１日から令和２年１２月３１日までの間に交流派遣後職務に

復帰した職員は１２６人となっている。

令和２年に交流派遣された者は１１府省 ３５人（前年比５人減少）

交流採用された者は１９府省２４８人（前年比２人増加）

（うち雇用継続型は１９府省２３８人）となっている。

令和２年１２月３１日現在で

交流派遣されている者は１５府省 ７０人（前年比９人減少）

交流採用されている者は２５府省５３９人（前年比２９人増加）

となっている （Ⅰ資料参照）。

(4) 本報告の内容は、すべて人事院のホームページに掲載する。

人事院は、今後とも公務の公正性を確保しつつ官民人事交流の適正な活用が図ら

れるよう、この制度の周知・説明等に努めていきたい。
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１　令和２年に交流派遣職員及び交流採用職員であった者の状況

　  ○ 交流派遣　１１１人

  　○ 交流採用  ７５２人

 （単位：人）

43

126

令和２年 43

Ⅰ　資料（令和２年の官民人事交流）

２　平成３０年から令和２年までの間に交流派遣後職務に復帰した職員の状況

交流派遣後職務
に復帰した年

平成３０年

令和元年

計

人数

40
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３　令和２年に開始した交流派遣及び交流採用の状況

　①　府省別状況
  　○ 交 流 派 遣

1
2
2
2
1
7
3
6
1
9
1

35

  　○ 交 流 採 用

4
1
1

10
11
17
10
2
7
5

24
13
47
3
4
2

78
2
7

248
環 境 省

(1)

金 融 庁
総 務 省

厚 生 労 働 省
農 林 水 産 省

内 閣 府

国 土 交 通 省

警 察 庁

環 境 省

金 融 庁
(1)

人　数府　  省

(3)

府　  省
内 閣 府

計

資 源 エ ネ ル ギ ー 庁
特 許 庁
中 小 企 業 庁
国 土 交 通 省
観 光 庁

財 務 省

ス ポ ー ツ 庁

厚 生 労 働 省

文 部 科 学 省

人　数

経 済 産 業 省

外 務 省

計

(1)

農 林 水 産 省
経 済 産 業 省

(4)

文 化 庁

財 務 省

特 許 庁

総 務 省

公 正 取 引 委 員 会

(10)
注（ ）内は、退職型の交流採用者数で、内数

文 部 科 学 省
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　②　業種別状況
　 （単位：人）

交流派遣 交流採用
14 72
7 45
4 46
6 25
4 20

 11
 10
 10
 7
 1

1
  

 
  

35 248

　③　期間別・任期別状況

  　○ 交流派遣 　 （単位：人）
期間 ２年超 ２年未満 総数
人数 1 5 35

  　○ 交流採用 　 （単位：人）
任期 ２年超 ２年未満 総数
人数 9 37 248

　④　本省・地方支分部局別状況

  　○ 交流派遣 　 （単位：人）
組織
人数

  　○ 交流採用 　 （単位：人）
組織
人数

本省
220

地方支分部局

２年

202

35

(注) 「業種」欄の分類は、日本標準産業分類（平成25年10月改訂）に
より、サービス業は、「学術研究,専門・技術サービス業」、「生活関
連サービス業,娯楽業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」
である。

本省
28

地方支分部局

漁業

計

卸売業,小売業
農業,林業 1

1

283

29

２年

28

7
総数

7
10

248
総数

宿泊業,飲食サービス業

教育,学習支援業

サービス業

運輸業,郵便業 
情報通信業 24

製造業 

電気・ガス・熱供給・水道業 10
不動産業,物品賃貸業 11

建設業

医療,福祉

業種 計
86

50
52

31

金融業,保険業 
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　⑤　男女別状況

  　○ 交流派遣 　 （単位：人）
性別 男性 総数
人数 33 35

  　○ 交流採用 　 （単位：人）
性別 男性 総数
人数 216 248

　⑥　年齢別状況

  　○ 交流派遣 　 （単位：人）
年齢 ２０歳台 ４０歳台
人数 3 16

　　　                                                   最年少者は２５歳、最年長者は４９歳

  　○ 交流採用 　 （単位：人）
年齢 ２０歳台 ４０歳台
人数 60 56

　　　最年少者は２５歳、最年長者は５６歳

      注　年齢は交流開始時のもの

総数
248

0

9
３０歳台

123

５０歳以上

５０歳以上

総数
35

女性
2

女性
32

３０歳台
16
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１．交流派遣

【国の機関から民間企業に派遣】





１．交流派遣【国の機関から民間企業に派遣】（１１１人）
　①　令和２年に派遣した職員（３５人）

交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

金融庁 R2.1.1
総合政策局秘書課課付 ～

1 R3.1.15

〔業務内容〕

※ ①

東日本旅客鉄道株式会社 内閣府 R2.4.1
～

2 R4.3.31
〔業務内容〕

⑥

株式会社博報堂 農林水産省 R2.4.1
～

3 R4.3.31
〔業務内容〕

※ ④

Ⅱ　官民人事交流の状況

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

ＯＴＣデリバティブ清算部部
員

　ＯＴＣデリバティブ取引
（ＣＤＳ、金利スワップ等）
に係る清算・決済制度の企画
立案、清算対象取引に係る決
済管理等に関する業務。実務
担当者として海外規制当局
や、国内外の機関投資家及び
証券会社等からの情報収集及
び調整なども行う。

大臣官房人事課係長営業部副課長

　鉄道の利用促進に関わる宣
伝の計画及び実施、観光キャ
ンペーンの展開、イベントの
企画・実施等

食料産業局輸出促進課（総括
班）

MD戦略センターＰＲ戦略局Ｐ
Ｒ職ＰＲプラナー

　企業・団体などのＰＲ関連
業務（新商品などの広報計画
策定、メデイアリレーション
活動、発表会・ＰＲイベント
の実施、企業広報コンサル
ティング、メディアトレーニ
ングなど）

（備考１）「番号」欄の※印は女性。
（備考２）「派遣期間」欄の○数字は、各府省と当該民間企業との間の連続交流の回数。
（備考３）「書類の提出の時」に公務外の出向先で勤務していた者などについては、交流派遣実施直前に占め
ていた官職及びその出向先等を記載。

株式会社日本証券クリアリン
グ機構

－5－



交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

東京東信用金庫 経済産業省 R2.4.1
～

4 R4.3.31
〔業務内容〕

②

株式会社群馬銀行 経済産業省 R2.4.1
～

5 R4.3.31
〔業務内容〕

③

株式会社東邦銀行 経済産業省 R2.4.1
地域商社事業部事務主事 ～

6 〔業務内容〕 R4.3.31

①

ＫＤＤＩ株式会社 特許庁 R2.4.1
～

7 R4.3.31

〔業務内容〕

②

関東経済産業局地域経済部産
業技術革新課知的財産権調整
官（併任）関東経済産業局地
域経済部産業技術革新課知的
財産室付

お客様サポート部中小企業応
援センター担当調査役

　地域活性化活動として、地
域事業者向けのセミナー開催
や経営課題を有する事業者へ
の個別訪問、金庫が有する
ネットワークを活用した支援
の企画・立案・実施に係る業
務等

東北経済産業局地域経済部製
造産業課ワシントン条約対策
官（併任）東北経済産業局地
域経済部製造産業課基礎産業
係長（併任）東北経済産業局
地域経済部製造産業課化学兵
器等規制対策官

　法人営業に係るサービス・
支援業務の発信、営業店渉外
担当者との帯同訪問による顧
客への提案等、法人営業の各
種支援を実施

審査第一部上席審査官（主
任・応用光学）

技術統括本部技術企画本部知
的財産室マネージャー（管理
職）

・ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社の新規サービスに
関する特許クリアランス
・ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社の新規サービスに
関する発明発掘
・ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社への知財に関する
啓発活動
・グループ会社の知財活動の
サポート（体制構築支援を含
む）
知財紛争・訴訟への対応（技
術的範囲の属否判断、無効化
のための文献調査など）

関東経済産業局産業部消費経
済課消費者取引専門官（併
任）関東経済産業局産業部消
費経済課消費者取引係長

コンサルティング営業部副推
進役

　中小企業へのコンサルティ
ング活動をサポートし、中小
企業が抱える様々な課題の解
決に向けた支援を行う。ま
た、各種セミナーや行員向け
勉強会などの企画運営等を行
う。

－6－



交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

綜合警備保障株式会社 国土交通省 R2.4.1
～

8 R4.3.31
〔業務内容〕

①

東日本旅客鉄道株式会社 国土交通省 R2.4.1
建設工事部次長 ～

9 〔業務内容〕 R4.3.31

⑪

株式会社北洋銀行 国土交通省 R2.4.1
地域産業支援部調査役 ～

10 〔業務内容〕 R4.3.31

①

株式会社商船三井 国土交通省 R2.6.15
～

11 R4.6.14
〔業務内容〕

②

日本郵船株式会社 国土交通省 R2.6.15
～

12 R4.6.14
〔業務内容〕

①

工務グループ計画チームチー
ム員

海事局船舶産業課長補佐

①新造船の計画、仕様概要決
定、造船契約手続きに関する
事項
②就航船大改造等への技術支
援に関する事項
③造船所船台調査に関する事
項

水管理・国土保全局河川計画
課企画専門官

セキュリティサービス第一部
兼運用技術部本社担当次長

　警備運用全般および災害対
策に関する業務を主に担当す
るとともに、各種プロジェク
トにも適宜参画

海事局海洋・環境政策課長補
佐

技術部海洋・中国プロジェク
トチームチームエキスパート

・海外造船所における新規発
注に向けた具体的準備
・国内外造船所調査・把握
・造船所評価・視察
・環境関係規制対応
・海洋事業案件(除FSRU)の技
術支援・運用助勢

　都市基盤整備と連携する鉄
道プロジェクトの推進および
河川流域周辺の鉄道機能の被
害軽減策などに関する業務な
らびに社員育成

近畿地方整備局足羽川ダム工
事事務所所長

　北海道の地域産業育成・活
性化に関する業務

北海道開発局小樽開発建設部
小樽港湾事務所計画課計画係
長
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交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

金融庁 R2.7.1
～

13 金融事業推進部主任 R4.6.30
〔業務内容〕

④

株式会社ポケットマルシェ 総務省 R2.7.1
～

14 R3.6.30
〔業務内容〕

①

ヤフー株式会社 総務省 R2.7.1
～

15 R4.7.31
〔業務内容〕

③

日本生命保険相互会社 厚生労働省 R2.7.1
～

16 R4.6.30

〔業務内容〕

⑤

・金融系システムのサイバー
セキュリティ基準の適用推進
及び実装支援
・金融機関向けのセキュリ
ティディレクション業務にお
ける課題検討対応

総合政策局総合政策課サイ
バーセキュリティ対策企画調
整室サイバーセキュリティ対
策第二係長（併任）総合政策
局リスク分析総括課（併任）
総合政策局秘書課（併任）総
合政策局総合政策課金融サー
ビス利用者相談室（併任）内
閣事務官（内閣官房内閣サイ
バーセキュリティセンター）

自治行政局地域政策課マイナ
ポイント施策推進室

　全国各地の農家・漁師と
ネット上でつながり、直接食
材を購入できる無料スマート
フォンアプリ「ポケットマル
シェ」の開発、提供

ふるさと納税アシスタントマ
ネージャー

・企業年金に関する財政検
証、再計算、制度変更等によ
る掛け金及び諸数値の計算等
の数理業務
・会計基準等に基づく退職給
付債務・費用の計算等の数理
業務
・退職金・年金制度設計、年
金財政等に関するコンサル
ティング

ホールセール部門団体年金部
調査役「退職給付コンサル
ティング担当部長」

年金局数理課長補佐（令和２
年６月30日まで全国健康保険
協会本部企画部調査分析グ
ループ調査分析専門役）

国際戦略局国際政策課企画官
（併任）国際戦略局総務課

・インターネットガバナンス
等企業政策課題に関連する諸
プロジェクトの支援業務
・検索サービス、ネット
ショッピングその他事業に関
わる施策の企画・立案、関係
先等の交渉等

政策企画統括本部　政策企画
部シニアスペシャリスト

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ
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交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

農林水産省 R2.7.1
～

17 企業商品業務部担当課長 R4.6.30
〔業務内容〕

②

株式会社荘内銀行 経済産業省 R2.7.1
営業推進部部長代理 ～

18 〔業務内容〕 R4.6.30

①

ブラザー工業株式会社 経済産業省 R2.7.1
～

19 R4.6.30

〔業務内容〕

①

首都圏新都市鉄道株式会社 国土交通省 R2.7.1
経営企画部経営企画部長 ～

20 〔業務内容〕 R4.6.30

⑨

国土交通省 R2.7.1
～

21 R3.6.30

〔業務内容〕

①

総合政策局付（研究休職：一
般財団法人運輸総合研究所総
合研究部ワシントン国際問題
研究所次長）

　新たな事業開発等に係る事
業企画業務及び経営企画部の
総括

中部経済産業局資源エネル
ギー環境部資源エネルギー対
策課荷主対策係長（併任）中
部経済産業局資源エネルギー
環境部エネルギー対策課総括
係長（併任）中部経済産業局
資源エネルギー環境部エネル
ギー対策課新エネルギー対策
官（併任）中部経済産業局資
源エネルギー環境部エネル
ギー対策課省エネルギー対策
官（併任）中部経済産業局資
源エネルギー環境部資源エネ
ルギー環境課総合エネルギー
広報室

　複合機やプリンター等の事
業領域を担当するプリンティ
ング＆ソリューションズ事業
の事業企画部戦略企画グルー
プにおいて事業戦略の立案及
び推進、新たなビジネスモデ
ルの設計及び展開、新商材の
企画立案等を行う。

プリンティング＆ソリュー
ションズ事業事業企画部戦略
企画グループ嘱託社員（プロ
フェッショナル職相当）

東北経済産業局地域経済部製
造産業課産業クラスター専門
職（併任）東北経済産業局地
域経済部製造産業課情報政策
室企画係長（併任）東北経済
産業局地域経済部製造産業課
情報政策室振興係長（併任）
東北経済産業局地域経済部製
造産業課情報政策室技術係長

　事業承継支援、創業・第２
創業支援等をはじめとした公
的支援制度を活用した企業成
長支援等企業の経営課題解決
サポートの推進

　企業向け保険商品の開発管
理、保険引受けリスク管理、
保有、再保険政策等に関する
業務等

　センサや業務データ（ＰＯ
Ｓデータ等）等の数値データ
解析、画像解析を対象とした
ＡＩ技術の開発、適用検証業
務

技術革新統括本部技術開発本
部ＡＩ技術センタ主任

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ 水管理・国土保全局河川計画

課水資源地下水係長

東京海上日動火災保険株式会
社 大臣官房秘書課付（令和２年

６月30日まで消費者庁食品表
示企画課長補佐（総括担
当）)
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交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

国土交通省 R2.7.1
～

22 R4.6.30

〔業務内容〕

⑩

株式会社東京証券取引所 経済産業省 R2.7.15
上場推進部調査役 ～

23 〔業務内容〕 R4.7.14

②

株式会社東芝 財務省 R2.8.1
～

24 R4.7.31
〔業務内容〕

①

株式会社経営共創基盤 財務省 R2.8.1
～

25 R4.7.31
〔業務内容〕

②

　企業商品業務部において、
企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有再保険政策等に関する業務
を行う。

企業商品業務部課長代理（担
当者クラス）

大臣官房付（令和２年７月21
日まで大臣官房文書課広報室
長（併任）大臣官房文書課広
報企画調整官（併任）大臣官
房文書課政策評価室長（併
任）大臣官房文書課政策分析
調整室長）

　ＣＥＯ対外活動補佐、経営
企画担当役員からの特命事
項、ＩＲ・ＳＲ
（Shareholder
Relationship）業務

経営企画部企画・ＩＲ室企画
担当エキスパート

東京海上日動火災保険株式会
社 住宅局住宅生産課住宅瑕疵担

保対策室課長補佐

大臣官房付（令和２年７月21
日まで総務省自治行政局行政
課課長補佐（併任）自治行政
局市町村課行政経営支援室）　経営コンサルティング、財

務アドバイザリー、投資業務
等

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イトマネジャー

　ＥＴＦ（上場投資信託）な
どの新たな上場商品の企画・
立案、上場促進に関する業務
及び国内外の未上場会社の上
場促進に関する業務。また、
実務担当者として証券会社、
資産運用会社、機関投資家、
監査法人等からの情報収集及
び調整なども行う。

電力・ガス取引監視等委員会
取引監視課課長補佐（企画調
整担当）
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交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

株式会社ＩＨＩ 厚生労働省 R2.8.1
～

26 R4.7.31
〔業務内容〕

④

農林中央金庫 農林水産省 R2.8.1
～

27 R4.7.31

〔業務内容〕

①

環境省 R2.8.1
～

28 R4.7.31

〔業務内容〕

①

厚生労働省 R2.9.1

29 ～
R4.8.31

〔業務内容〕

③

人事部安全衛生・健康推進グ
ループ主幹（部長職相当）

株式会社学研ホールディング
ス 大臣官房付（令和２年７月31

日まで経済産業省四国経済産
業局総務企画部長）

（１）多様性推進施策の企
画・実行：
・グループ価値観である多様
性の浸透、女性活躍推進、シ
ニア活用などグループにおけ
る多様性推進施策の企画・実
行
・多様性グループリーダーと
してチームマネジメント
（２）人材戦略への関与：
・中期経営計画の策定、働き
がい改革、組織開発など重要
課題への関与

キリンホールディングス株式
会社 労働経済調査官（併任）政策

統括官付労働政策担当参事官
室（併任）政策統括官付参事
官（企画調整）付統計・情報
総務室（併任）２０２０年度
労働基準監督官採用試験試験
専門委員

人事総務部人事担当経営職
（多様性推進室長）

・グループ環境業務全般（Ｉ
ＳＯ１４００１の運用、環境
教育、ＴＣＦＤ対応等）
・ＣＳＲ業務全般（ＳＤＧｓ
推進、社会貢献活動、各種施
策の企画・実行等）

ＣＳＲ推進室シニアマネー
ジャー

大臣官房文書課法令審査官兼
大臣官房法務支援室付兼大臣
官房秘書課付兼大臣官房政策
課付

　農業者・農業法人への投融
資、経営全般の計画策定等

営業企画部部長代理（兼総合
企画部部長代理）（兼ＪＡバ
ンク統括部）

人材開発統括官付能力評価担
当参事官室上席職業能力検定
官

　ＩＨＩグループにおける安
全衛生管理業務（ＩＨＩグ
ループ安全衛生委員会事務局
（グループ方針の企画・立
案・推進）、工場・建設部門
における安全衛生管理の指
導・援助、従業員の健康管理
及び健康の維持増進に関する
基本政策の企画・立案等）

－11－



交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

日本航空株式会社 厚生労働省 R2.9.1
～

30 R4.8.31
〔業務内容〕

③

厚生労働省 R2.9.1

31 個人商品業務部担当課長 ～
〔業務内容〕 R4.8.31

⑥

文部科学省 R2.10.1
～

32 R3.7.28

〔業務内容〕

①

日本生命保険相互会社 厚生労働省 R2.10.1
～

33 R4.9.30
〔業務内容〕

⑥

綜合警備保障株式会社 厚生労働省 R2.10.12
～

34 R3.12.11
〔業務内容〕

⑥

東京海上日動火災保険株式会
社 社会・援護局障害保健福祉部

企画課長補佐

大臣官房人事課課長補佐（併
任）医政局（併任）健康局

　経営戦略、会社組織全般に
関する業務を主に担当すると
ともに、戦略事業部門などの
プロジェクトへの参画

経営企画部本社担当部長兼本
社室長

　企業向けヘルスケア関連
サービスに係る販売手法開
発、営業支援の実施など

ホールセール部門法人営業企
画部法人営業開発室調査役

大臣官房付（令和２年９月30
日まで大臣官房厚生科学課健
康危機管理・災害対策室長）

　投資先の選定、投資後のモ
ニタリング等のファンド運営
業務

投資運用部バイスプレジデン
ト

　個人商品業務において、環
境変化等も踏まえた個人分野
商品開発の推進、新たなサー
ビス・販売手法の構築および
営業サポート等の保険商品開
発管理の実施等

人財戦略部人財戦略グループ
マネージャー

　人材の多様化推進に関する
総括業務、障害者活躍推進業
務、女性活躍推進施策の企画
立案業務、企業における持続
可能性（主に人権分野）に関
する業務

労働基準局総務課石綿対策室
長（併任）労災管理課

スパークス・イノベーショ
ン・フォー・フューチャー株
式会社

大臣官房人事課専門官
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交流派遣した日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

今治造船株式會社 国土交通省 R2.12.1
経営企画本部専任課長 ～

35 〔業務内容〕 R4.11.30

①

　船舶、生産に関する技術開
発の個別業務について、その
プロジェクトメンバーとして
業務を担当

海事局検査測度課船級協会業
務調整官
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　　②　令和元年に派遣した職員（３９人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

株式会社ミロク情報サービス 会計検査院 H31.4.1
～

36 R3.3.31
〔業務内容〕

②

株式会社みずほ銀行 警察庁 H31.4.1
～

37 R3.3.31

〔業務内容〕

①

ヤマハ発動機株式会社 厚生労働省 H31.4.1
～

38 R3.3.31
〔業務内容〕

②

株式会社日本旅行 農林水産省 H31.4.1
経営管理部 新規事業室付 ～

39 〔業務内容〕 R3.3.31

※ ②

株式会社農林中金総合研究所 農林水産省 H31.4.1
～

40 R3.3.31
〔業務内容〕

①

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

経営管理本部及び内部監査室
主査

調査第一部組合経営班主任研
究員

農林水産政策研究所主任研究
官

　地域における農業、農村の
実態変化、農家経済の動向を
踏まえた農家の家計について
分析、および農協の経営動向
を把握し、要因を分析

　財務戦略に関わる資料・決
算関連資料などの作成。価格
交渉や納期交渉、発注、品質
管理などのコントロール業
務。各管理部署が円滑に機能
するように組織横断的な業務
プロセスの構築など、間接部
門として業務オペレーション
の改善に向けた施策及び内部
監査業務を行う。

第１局財務検査第１課調査官

コンプライアンス推進部マ
ネー・ローンダリング対策室
ＡＭＬ企画チーム担当調査役

刑事局組織犯罪対策部暴力団
対策課付

人事総務本部人事部安全健康
推進グループ主管

　マネー・ローンダリング対
策及び資産凍結等経済制裁に
関する業務

人材開発統括官付海外人材育
成担当参事官室長補佐

（１）労働安全衛生に係る企
画並びに現場指導を通した安
全衛生活動の推進
（２）従業員の身体的健康の
維持増進に関する施策の企
画・立案

生産局穀物課稲生産第２係
（併任）政策統括官付

　新規事業（農業関連ビジネ
ス等）に関する需要発掘、提
案、調整、推進等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

住友林業株式会社 林野庁 H31.4.1
～

41 R3.3.31

〔業務内容〕

⑥

物林株式会社 林野庁 H31.4.1
～

42 R3.3.31
〔業務内容〕

※ ⑤

本田技研工業株式会社 特許庁 H31.4.1
知的財産・標準化統括部主任 ～

43 〔業務内容〕 R3.3.31

②

博多港ふ頭株式会社 国土交通省 H31.4.1
コンテナ事業部次長 ～

44 〔業務内容〕 R3.3.31

③

北海道電力株式会社 国土交通省 H31.4.1
～

45 R3.3.31
〔業務内容〕

①

・グローバル知財・模倣品対
策（訴訟対応、税関水際対策
など）
・開発現場での知財創出施策
（知財ポートフォリオの作成
強化、環境分野等の競争力分
析など）
・知的財産と標準化の戦略的
活用（知財活用、新ビジネス
企画など）

審査第一部審査官（応用光学
（光学要素・ＥＬ素子））

土木部電源開発グループ担当
職（主任クラス）

北海道開発局小樽開発建設部
小樽道路事務所計画課第１計
画係長

　新規発電所に関する調査、
計画、設計業務などについ
て、担当部署の長（グループ
リーダー）を補佐しながら業
務を遂行すること

　コンテナターミナルの管理
運営に係る総合調整など

九州地方整備局港湾空港部品
質確保室業務審査係長

国産材戦略室プロジェクトマ
ネージャー

　取扱商品の販路開拓と新商
品のニーズ調査等に関する業
務、市場調査並びに商品開発
に必要な諸資料、各種情報の
収集に関する業務

資源環境本部山林部林業企画
グループスタッフ職層（Ｓ
４）

国有林野部経営企画課経営計
画官

林政部木材産業課素材生産推
進官

　林業による地域活性化コン
サルタント業務、苗木生産事
業ならびに林業機械利用拡大
に関する業務、ICT・IOTを活
用した林業情報、ロボット技
術に関する業務等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

全日本空輸株式会社 環境省 H31.4.1
株式会社ＡＮＡ総合研究所 自然環境局総務課課長補佐 ～

46 R3.3.31

〔業務内容〕

②

東急不動産株式会社 金融庁 R1.7.1
企画市場局市場課 ～

47 R3.6.30
〔業務内容〕

③

株式会社デンソー 金融庁 R1.7.1
経理部嘱託社員 ～

48 〔業務内容〕 R3.6.30

④

総務省 R1.7.1
～

49 R3.6.30

〔業務内容〕

①

・渋谷エリアにおけるオフィ
ス系・商業系不動産の新規開
発・建設計画に関する業務
・都市再開発・建替型事業に
関する業務

株式会社オリエンタルコンサ
ルタンツグローバル

・株式会社デンソー及び国内
外グループ会社の個別事業投
資に関する資金計画立案
・同社連結・単独事業計画立
案・実施状況管理等につき、
関係部署と連携して業務全般
を推進

監督局銀行第一課銀行第六係
長（併任）監督局銀行第一課
銀行第四係長

海外組織統括部米国事業担当
部長

国際戦略局国際政策課課長補
佐（研究休職）（一般財団法
人マルチメディア振興セン
ター　国際通信経済研究所
ワシントン事務所長）　プローブデータを活用した

道路メンテナンス事業に関し
て、米国他でのビジネス展開
について推進する。米国で設
立を予定している事業会社に
対して、実務的な営業手法、
技術開発などの提案ならび
に、関連する市場の情報収集
を行う。

都市事業ユニット渋谷プロ
ジェクト推進本部社員

・環境を軸とした地方創生・
観光事業の企画・運営、調査
研究業務
・業務の推進役としてプロ
ジェクトマネジメント

（全日本空輸株式会社）
人財戦略室人事部付株式会社
ＡＮＡ総合研究所出向
(株式会社ＡＮＡ総合研究
所）
「元気な日本」創生事業部研
究員
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

みずほ信託銀行株式会社 2.4.1 厚生労働省 R1.7.1
～

50 R3.6.30

〔業務内容〕 〔業務内容〕
　同左

②

経済産業省 R1.7.1
～

51 R3.6.30

〔業務内容〕

②

株式会社十六銀行 経済産業省 R1.7.1
愛知営業本部課長代理 ～

52 〔業務内容〕 R3.6.30

②

岐阜信用金庫 経済産業省 R1.7.1
成長戦略部成長戦略課代理 ～

53 〔業務内容〕 R3.6.30

②

年金業務部兼フィデューシャ
リーマネジメント部参事役

年金局事業企画課調査室長補
佐

　年金・資産運用・資産管理
の統括業務。営業推進施策の
立案、営業支援、説明会等の
企画、年金・資産運用に係る
新商品・新業務の開発。信託
協会関連業務。フィデュー
シャリーマネジメント部：年
金制度に関する調査研究等の
業務

中部経済産業局総務企画部企
画課総括係長（併任）中部経
済産業局総務企画部企画課計
画係長（併任）中部経済産業
局総務企画部企画課地方創生
専門官（併任）中部経済産業
局地域経済部地域未来投資促
進室付

　企業の販路拡大や新規事業
進出、資金面からの効率化な
ど、専門的かつ高度な法人ソ
リューションを通じて顧客お
よび営業部店の支援を実施す
る。行内のみならず、必要に
応じて行政機関、教育機関お
よび民間のコンサルティング
機関とも連携するなど、地域
経済のあらゆるノウハウを活
用しながら、顧客に提案を行
う。

株式会社インターネットイニ
シアティブ 商務情報政策局保安課防災・

危機管理係長（併任）商務情
報政策局保安課法規係長（併
任）商務情報政策局産業保安
グループ政策調整官室付（併
任）商務情報政策局保安課制
度審議室付

グローバル事業本部グローバ
ル事業開発室主任

中部経済産業局地域経済部航
空宇宙産業課総括係長（併
任）中部経済産業局地域経済
部航空宇宙産業課航空宇宙企
画係長（併任）中部経済産業
局地域経済部航空宇宙産業課
航空宇宙推進係長（併任）中
部経済産業局地域経済部航空
宇宙産業課航空工場検査官

・派遣先企業の国際サービス
をベースとしたソリューショ
ンの企画・展開
・ＩＩＪグループ海外拠点側
の営業活動及びプロジェクト
に対する支援等

アセットマネジメント推進部
兼フィデューシャリーマネジ
メント部参事役

　コンサルティング機能を発
揮し、お客さまの成長ステー
ジに応じた最適なソリュー
ションの提供、職員のコンサ
ルティング能力の向上のため
の研修等の企画・運営
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

東日本旅客鉄道株式会社 国土交通省 R1.7.1
建設工事部次長 ～

54 〔業務内容〕 R3.6.30

⑩

国土交通省 R1.7.1
自動車局自動車情報課長補佐 ～

55 営業企画部課長代理 R3.6.30
〔業務内容〕

⑨

阪神国際港湾株式会社 国土交通省 R1.7.1
事業開発部長 ～

56 〔業務内容〕 R2.2.13

⑦

横浜川崎国際港湾株式会社 国土交通省 R1.7.1
企画部長 ～

57 〔業務内容〕 R2.2.13

④

総務省 R1.7.5
～

58 R3.7.31

〔業務内容〕

①

グローバル事業本部グローバ
ル事業開発室担当部長

・国際戦略港湾、港湾運営会
社、経営計画及び中期計画等
に関すること
・関係機関等との連絡調整に
関すること
・ＬＮＧバンカリングに関す
ること
・海外の港湾の整備及び運営
並びにこれらに関する調査に
関すること

四国地方整備局港湾空港部港
湾空港企画官

道路局道路交通管理課企画専
門官

情報流通行政局郵政行政部企
画課企画官

・ＩＩＪ国際サービスをベー
スとしたインフラレイヤのソ
リューションの企画、展開
（営業支援）
・ＩＩＪグループ海外拠点側
の営業活動及びプロジェクト
に対する支援

　連続立体交差化工事及び駅
改良、周辺基盤整備等のプロ
ジェクトの推進並びに社員育
成等

観光庁観光地域振興部観光地
域振興課地域競争力強化推進
官（港湾局技術企画課付）・阪神港の将来計画策定に向

けた調査業務等
・海外港湾との連携調査
・集貨事業に関する補助業務

株式会社インターネットイニ
シアティブ

東京海上日動火災保険株式会
社

　営業企画部において、次世
代自動車タスクフォースに参
画し、自動運転等に関連する
業務等を担う。
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

株式会社ラック 総務省 R1.7.8
～

59 R3.7.31
〔業務内容〕

③

株式会社東京証券取引所 金融庁 R1.7.10
上場推進部調査役 ～

60 〔業務内容〕 R3.7.9

⑱

株式会社日立ビルシステム 金融庁 R1.7.10
財務本部海外財務部主任 ～

61 〔業務内容〕 R3.7.9

※ ①

2.7.1 文部科学省 R1.7.16
投資部門アソシエイト 研究振興局参事官付専門職 ～

62 投資部門アナリスト R3.7.15
〔業務内容〕 〔業務内容〕

　同左

①

文部科学省 R1.7.29
～

63 R2.9.30

〔業務内容〕

①

公認会計士・監査審査会事務
局審査検査室調査企画係長心
得・持分法適用会社である永大

機電工業股份有限公司（在/
台湾）に関するプロジェクト
対応
・Ｍ＆ＡおよびＰＭＩ対応
（主に欧州、中東地区）

サイバー・グリッド・ジャパ
ン担当部長

・研究テーマの企画・統制
・サイバーセキュリティの研
究
・サイバーセキュリティの研
究成果を活用した事業化企画
支援

　ＥＴＦなどの新たな上場商
品の企画・立案、上場促進に
関する業務及び国内外の未上
場会社の上場促進に関する業
務。実務担当者として証券会
社、資産運用会社、機関投資
家、監査法人等からの情報収
集及び調整なども行う。

ユニバーサルマテリアルズイ
ンキュベーター株式会社

　投資業務（投資先の探索及
び投資検討並びに投資後のモ
ニタリング）

スパークス・アセット・マネ
ジメント株式会社
ＣＥＯ・プロジェクト／イン
ベストメント本部ＣＥＯプロ
ジェクト推進室バイスプレジ
デント

　新規投資領域における投資
先の選定、調査分析、情報収
集、モニタリングを含めた
ファンド組成業務

研究開発局宇宙開発利用課課
長補佐

総合通信基盤局電波部基幹・
衛星移動通信課課長補佐

証券取引等監視委員会事務局
総務課総務第一係長（併任）
証券取引等監視委員会事務局
総務課企画調整第一係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

金融庁 R1.8.1
～

64 R3.7.31

〔業務内容〕

※ ①

学校法人摺河学園 外務省 R1.8.1
～

65 R3.7.31
〔業務内容〕

①

株式会社野村総合研究所 財務省 R1.8.1
未来創発センター主席研究員 大臣官房付 ～

66 〔業務内容〕 R3.7.31

①

綜合警備保障株式会社 厚生労働省 R1.8.1
～

67 R2.5.31
〔業務内容〕

⑤

株式会社ベネフィット・ワン 厚生労働省 R1.8.1
～

68 R2.9.30

〔業務内容〕

※ ④

　金融リスクとその対応策に
関する調査、分析

経営企画部本社担当部長兼本
社室長

　経営戦略、会社組織全般に
関する業務を主に担当すると
ともに、戦略事業部門などの
プロジェクトへの参画

大臣官房人事課長補佐

フロンティア・マネジメント
株式会社 総合政策局総務課（国際室）

（併任）総合政策局総務課Ｇ
２０準備室室員

経済局経済安全保障課（漁業
室主査）

「注」R1.7.9まで金融庁総合
政策局リスク分析総括課検査
企画官（併任）総合政策局総
務課国際政策管理官（併任）
総合政策局総務課Ｇ２０準備
室グループ長（併任）総合政
策局マネーロンダリング・テ
ロ資金供与対策企画室

　BtoB（主に、消費財・産業
財の製造業）のコンサルティ
ング

摺河学園本部理事長特別補佐
兼学園長

コンサルティング第２部ジュ
ニア・アソシエイト

東日本営業部ヒューマンキャ
ピタル研究所ゼネラルマネー
ジャー（部長相当）

　福利厚生全般に関する情報
収集・調査・研究をはじめ、
大手・中小企業に向けた啓蒙
活動（セミナーの企画や運
営・出版等）

大臣官房人事課長補佐

　SDGｓ教育のカリキュラム
作成、外国人材の育成プログ
ラム、オフショアスクールの
開校（地方自治体、日本私立
中学高等学校連合会、企業等
との連携業務）、諸外国との
姉妹校提携業務等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

王子木材緑化株式会社 林野庁 R1.8.1
営業本部林業部主幹 ～

69 〔業務内容〕 R3.7.31

※ ③

阪和興業株式会社 林野庁 R1.8.1
国有林野部経営企画課付 ～

70 R3.7.31
〔業務内容〕

③

日本電産株式会社 特許庁 R1.8.1
知的財産部部長 ～

71 〔業務内容〕 R3.7.31

③

2.4.1 外務省 R1.10.1
損害保険ジャパン株式会社 ～

72 調査部副長 調査部副長 R3.9.30
〔業務内容〕 〔業務内容〕

　同左

①

厚生労働省 R1.10.1
～

73 R2.4.30

〔業務内容〕

①

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社 国際協力局地球規模課題総括

課課長補佐

・グループCEOの経済団体等
に係る対外活動に関するサ
ポート業務
・上記業務に関する各種団体
に対する窓口業務

営業本部代理店推進部ＫＤＤ
Ｉ事業グループマネージャー

ライフネット生命保険株式会
社 大臣官房人事課長補佐

　生命保険に関する営業企
画、プロモーション施策の企
画提案営業推進用資材の企
画・制作、保険代理店本部と
の交渉

・日本電産グループにおける
知財教育・啓発活動の企画・
立案・調整並びにその実施
・日本電産グループの知財活
動の活性化のための情報収集
及びその企画・立案、その他
特命事項の調査、研究、立案
に関する業務

審判部審判官（上級・第２５
部門）

木材部木材第一課総合Ａ職群
相当

・国内外の森林所有者、森林
組合、林業事業体、販売先と
の間での山林や立木の評価、
仕入販売戦略を立案
・国産材の拡販業務、情報収
集

森林整備部研究指導課研究企
画官

　林業、木材流通事業強化の
ための情報収集および国内社
有林の適正な管理と有効活用
のための対策の立案等

「注」R1.7.31まで大臣官房
国際部国際地域課地域調整班
地域調整第２係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

環境省 R1.12.9
～

74 海外営業部課長 R3.12.8
〔業務内容〕

①

・日本の浄化槽及び同システ
ムのPR（海外政府・公的機関
及び、現地の日本の公的機関
等）
・浄化槽の営業、設計折込営
業、技術サポート業務
・上記に関わる付随業務

水・大気環境局土壌環境課課
長補佐

クボタ浄化槽システム株式会
社
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　　③　平成30年に派遣した職員（３５人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

株式会社日本人材機構 金融庁 H30.2.1
～

75
〔業務内容〕 R2.6.30

②

東日本旅客鉄道株式会社 内閣府 H30.4.1
営業部副課長 ～

76 〔業務内容〕 R2.3.31

⑤

警察庁 H30.4.1
～

77 R3.3.31

〔業務内容〕

①

株式会社群馬銀行 経済産業省 H30.4.1
～

78 R2.3.31
〔業務内容〕

②

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社 東京都警察情報通信部情報技

術解析課課長補佐情報セキュリティ部サイバー
セキュリティ部門主査

　エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式会社並び
にエヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズグループのサ
イバーセキュリティの強化に
関する業務の実施

コンサルティング営業部推進
役

関東経済産業局地域経済部次
世代産業課長補佐（併任）関
東経済産業局地域経済部次世
代産業課航空宇宙産業室長補
佐

　企業への課題解決型営業に
関わる営業店支援。行員との
帯同訪問による個別企業への
コンサルティング活動や各種
セミナー、行員向け勉強会の
企画運営等

創生事業本部シニアアソシエ
イト

派遣期間

監督局総務課

大臣官房政策評価広報課広報
専門官

　鉄道の利用促進に関わる宣
伝の計画及び実施、観光キャ
ンペーンの展開、イベントの
企画・実施等

　地域の中堅・中小企業に対
するコンサルティング業務、
経営（サポート）人材等の
マッチング業務等及び経営企
画に関する業務等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

ＫＤＤＩ株式会社 特許庁 H30.4.1
～

79 R2.3.31

〔業務内容〕

①

川崎重工業株式会社 国土交通省 H30.4.1
～

80 R2.3.31
〔業務内容〕

③

株式会社商船三井 国土交通省 H30.4.16
～

81 R2.4.15
〔業務内容〕

①

東京東信用金庫 経済産業省 H30.5.1
～

82 R2.3.31
〔業務内容〕

①

技術統括本部技術企画本部知
的財産室マネージャー（管理
職）

審判部上級審判官（第８部
門）（併任）審査第二部審査
官（自動制御（流体制御））
（併任）審査第二部流体制御
技術担当室長　ＫＤＤＩ株式会社及びグ

ループ会社の新規サービスに
関する特許クリアランス
　ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社の新規サービスに
関する発明発掘
　ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社への知財に関する
啓発活動
　グループ会社の知財活動の
サポート（体制構築支援を含
む）
　知財紛争・訴訟への対応
（技術的範囲の属否判断、無
効化のための文献調査など）

水素チェーン開発センター担
当部長

自動車局環境政策課次世代自
動車推進官

　水素チェーンプロジェクト
推進の個別業務について、そ
のプロジェクトメンバーとし
て、業務を担当

技術部海洋・中国プロジェク
トチームマネージャー

海事局検査測度課船舶検査官

　環境関係規制対応（SOx・
NOx・バラスト）、GHG調査・
対応、国内・国外造船所調
査・把握、新造船・修繕船造
船所視察
　船舶維新NEXTプロジェクト
（関連要素技術研究　LNG燃
料船開発　等）

お客様サポート部中小企業応
援センター担当調査役

関東経済産業局産業部流通・
サービス産業課中心市街地活
性化専門官（併任）関東経済
産業局産業部流通・サービス
産業課クリエイティブ・コン
テンツ産業室産業支援係長

　地域活性化活動として、地
域事業者向けのセミナー開催
や経営課題を有する事業者へ
の個別訪問、金庫が有する
ネットワークを活用した支援
の企画・立案・実施に係る業
務等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

株式会社豊田自動織機 経済産業省 H30.5.1
～

83 R2.3.31
〔業務内容〕

③

株式会社日立製作所 金融庁 H30.7.1
～

84 R2.6.30

〔業務内容〕
　セキュリティ関連業務 ⑤

金融庁 H30.7.1
～

85 金融事業推進部課長代理 R2.6.30
〔業務内容〕

④

日本生命保険相互会社 厚生労働省 H30.7.1
～

86 R2.6.30

〔業務内容〕

③

技術・開発本部Ｒ＆Ｄ統括部
企画Ｇ嘱託

　技術・開発本部において、
新事業創出のための開発テー
マ企画から新規事業化までを
一貫して強力に推進、サポー
トする体制を構築する等の業
務

金融ビジネスユニット金融第
一システム事業部事業推進本
部システム統括部第３Ｇ主任

総務企画局総務課情報化統括
室情報化技術係長（併任）総
務企画局政策課

中部経済産業局産業部製造産
業課総括係長（併任）中部経
済産業局産業部製造産業課航
空工場検査官（併任）中部経
済産業局産業部製造産業課化
学兵器等規制対策官（併任）
中部経済産業局地域経済部地
域経済課消費税転嫁対策室転
嫁対策調査官

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ 総務企画局総務課情報化統括

室情報セキュリティ対策推進
係長（併任）総務企画局政策
課サイバーセキュリティ対策
企画調整室

・外部機関/コミュニティと
連携したFintech周りを含め
たセキュリティ動向把握・情
報連携
・社内および金融領域におけ
るセキュリティガバナンスの
ための施策推進
・金融系システムの提案、開
発業務におけるセキュリティ
技術支援

ホールセール部門団体年金部
調査役 「退職給付コンサル
ティング担当部長」

保険局調査課長補佐（併任）
政策統括官付情報化担当参事
官室（命）ＩＣＴ利活用推進
チーム員

・企業年金に関する財政検
証、再計算、制度変更等によ
る掛金及び諸数値の計算等の
数理業務
・会計基準等に基づく退職給
付債務・費用の計算等の数理
業務
・退職金・年金制度設計、年
金財政等に関するコンサル
ティング業務　など
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

国土交通省 H30.7.1
～

87 R2.5.31

〔業務内容〕

⑧

阪神国際港湾株式会社 国土交通省 H30.7.1
～

88 R2.2.13
〔業務内容〕

※ ⑥

首都圏新都市鉄道株式会社 国土交通省 H30.7.8
～

89 R2.6.30
〔業務内容〕

　

⑧

株式会社経営共創基盤 金融庁 H30.7.17
～

90 R2.3.31
〔業務内容〕

③

株式会社経営共創基盤 財務省 H30.7.17
～

91 R2.7.16
〔業務内容〕

①

東京海上日動火災保険株式会
社 国土政策局国土情報課地理空

間情報活用推進官（併任）政
策統括官付

経営企画部参与兼経営企画部
長

総合政策局海洋政策課長補佐

　公共交通政策に係る調査・
分析業務や新たな事業開発等
に係る事業企画業務及び経営
企画部の総括

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イトマネジャー

国際局開発機関課課長補佐

　経営コンサルティング、財
務アドバイザリー、投資業務
等

企業商品業務部課長代理（担
当者クラス）

事業開発部海外事業課長兼事
業開発課長

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イトマネジャー

総務企画局総務課課長補佐
（併任）総務企画局組織戦略
監理官室

　経営コンサルティング、財
務アドバイザリー、投資業務
等

　企業商品業務部において、
企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有再保険政策等に関する業務
等を行う。

港湾局技術企画課付

「注」30.6.30まで京都府企
画理事付参事・海外港湾との事業連携に係

る企画、調整業務
・コンテナターミナルのIT化
等自動化推進の企画、調整業
務等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

経済産業省 H30.7.22
～

92 経済情報室課長 R3.7.21
〔業務内容〕

②

富士フイルム株式会社 厚生労働省 H30.7.23
ヘルスケア事業推進室一般 ～

93 〔業務内容〕 R2.5.17

④

東レ株式会社 厚生労働省 H30.7.31
～

94 R2.6.10
〔業務内容〕

⑤

2.2.17 公正取引委員会 H30.8.1
～

95 R2.7.31

〔業務内容〕 〔業務内容〕
　同左

※ ①

　国内における新規事業の開
拓に関すること、国内におけ
る需要の喚起に関すること、
海外における税・規制等に関
する外国政府との交渉に関す
ること、健康経営の推進に関
すること

サントリーホールディングス
株式会社 中小企業庁長官官房総務課長

補佐（企画担当）（併任）経
済産業政策局総務課付

健康局健康課主査（併任）健
康局健康課予防接種室（併
任）健康局健康課地域保健室
（併任）健康局健康課保健指
導室

　当社ヘルスケア事業拡大に
向けたブラジルへの医療アウ
トバウンドのための事業計画
立案・推進

ＣＳＲ推進室主席部員（部
（室）長代理）

職業安定局雇用保険課調査官

　東レおよび東レグループの
短・中・長期ＣＳＲ経営戦略
の企画・推進に関して、ＣＳ
Ｒ推進室長を補佐しながら、
社内外のキーマンとなって対
応する。（具体的な業務：全
社会議開催、ＣＳＲ活動計画
の策定、各ラインＣＳＲ活動
フォロー、支援等の事務局業
務。）

オペレーション本部決済アプ
リ・インバウンド推進プロ
ジェクトメンバー

　経営カウンセリング・コン
サルティング業務（現場業務
のフォロー・バックアップ業
務含む）

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン 事務総局審査局第五審査係員オペレーション本部オペレー

ションサポート部オペレー
ション企画担当
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

ヤフー株式会社 総務省 H30.8.1
～

96 R2.2.7
〔業務内容〕

②

みずほ証券株式会社 総務省 H30.8.1
～

97 R2.6.30

〔業務内容〕

①

株式会社ＩＨＩ 厚生労働省 H30.8.1
～

98 R2.7.31
〔業務内容〕

③

日本航空株式会社 厚生労働省 H30.8.1
～

99 R2.5.31
〔業務内容〕

※ ②

ＣＥＯ政策企画本部政策企画
部シニアスペシャリスト

情報流通行政局情報通信政策
課課長補佐（併任）情報通信
政策研究所調査研究部

・インターネットガバナンス
等企業政策課題に関連する諸
プロジェクトの支援業務
・検索サービス、ネット
ショッピングその他事業に関
わる施策の企画・立案、関係
先等の交渉等

金融公共本部／フィナンシャ
ルソリューション部ディレク
ター

情報流通行政局郵政行政部郵
便課国際企画室長

　検討が進められている空港
等の分野におけるコンセッ
ション案件において、海外ア
ドバイザー対応、案件分析・
情報収集及び入札提案書作成
等のアドバイザリー業務を行
う。

人事部労働安全グループ主査
（課長職相当）

労働基準局安全衛生部労働衛
生課電離放射線労働者健康対
策室中央放射線管理専門官
（併任）労働基準局安全衛生
部労働衛生課電離放射線労働
者健康対策室作業計画審査官

　全社安全衛生管理の企画・
立案及び各地区における総務
部・工場の行う安全衛生管理
の指導・援助・調整、建設工
事安全衛生に関する企画・立
案・調整、従業員の健康管理
及び健康の維持増進に関する
基本政策の企画・立案等

人財戦略部人財戦略グループ
マネジャー

雇用環境・均等局総務課労働
紛争処理業務室長（併任）雇
用環境・均等局総務課雇用環
境・均等監察官・人材の多様化推進に関する

総括補佐業務
・ワークスタイル変革推進に
関する総括補佐業務
・定年後の働き方検討に関す
る総括補佐業務
・人材戦略施策の社内外への
発信に関する研究
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

農林水産省 H30.8.1
～

100 企業商品業務部担当課長 R2.6.30
〔業務内容〕

①

株式会社東京証券取引所 経済産業省 H30.8.1
上場推進部調査役 ～

101 〔業務内容〕 R2.4.10

※ ①

日本生命保険相互会社 厚生労働省 H30.8.10
～

102 R2.5.17
〔業務内容〕

④

厚生労働省 H30.8.10
～

103 企業商品業務部担当課長 R2.4.30
〔業務内容〕

⑤

株式会社日立製作所 文部科学省 H30.9.1
～

104 R2.7.31
〔業務内容〕

①

研究開発グループ技術戦略室
シニアストラテジースタッフ

大臣官房総務課企画官（併
任）大臣官房総務課副長

　社会課題解決型のビジネス
創出に向けた、アジェンダの
セッティング、ルール形成、
社会実装の一連の活動のリー
ドおよびグローバルなエコシ
ステム構築の牽引

ホールセール部門法人営業企
画部法人営業開発室調査役

大臣官房人事課長補佐

　企業向けヘルスケア関連
サービスに係る販売手法開
発、営業支援の実施　など

　企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有、再保険政策等に関する業
務等を行う。

　企業商品業務部において、
企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有、再保険政策等に関する業
務等を行う。

経済産業政策局産業資金課付

　ＥＴＦ（上場投資信託）な
どの新たな上場商品の企画・
立案、上場促進に関する業務
及び国内外の未上場会社の上
場促進に関する業務。また、
実務担当者として証券会社、
資産運用会社、機関投資家、
監査法人等からの情報収集及
び調整なども行う。

東京海上日動火災保険株式会
社 生産局農産部地域作物課課長

補佐（企画班担当）（併任）
政策統括官付

東京海上日動火災保険株式会
社 大臣官房付（併任）大臣官房

厚生科学課

「注」30.7.30まで大臣官房
厚生科学課健康危機管理・災
害対策室長（命）東日本大震
災厚生労働省復興対策本部事
務局次長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

日本通運株式会社 厚生労働省 H30.9.1
本社業務部調査役 ～

105 〔業務内容〕 R2.7.3

④

農林水産省 H30.9.1
～

106 R2.8.31

〔業務内容〕

※ ①

株式会社竹中工務店 原子力規制庁 H30.10.1
技術研究所構造部門研究員 ～

107 〔業務内容〕 R2.9.30

①

株式会社日本人材機構 金融庁 H30.11.1
創生事業本部マネージャー ～

108 〔業務内容〕 R2.6.30

③

大臣官房付（併任）労働基準
局労働関係法課

「注」30.7.30まで労働基準
局監督課調査官（併任）労働
基準局労働関係法課

　運送事業における業務運営
の適正化および生産性向上に
寄与する業務、またその他関
連する業務

総合政策局秘書課課長補佐

　地域の中堅・中小企業に対
するコンサルティング業務、
経営（サポート）人材等の
マッチング業務等および経営
企画に関する業務等

サントリー食品インターナ
ショナル株式会社 食料産業局食品流通課市場企

画班企画調整係長ジャパン事業本部開発生産推
進部メンバー

　開発生産推進部において、
国内飲料ビジネスのサプライ
チェーンマネジメント、特に
自社工場・委託先の製品製造
計画策定業務ならびに中期の
飲料生産戦略の策定業務を行
う。

長官官房安全技術管理官（地
震・津波担当）付技術研究調
査官　設計レベルを超えるような

地震荷重に対するRC構造物等
の応答・耐力に関する技術的
知見について調査・研究を行
う。
　主な実施項目を以下に示
す。
1) RC構造部材の構造実験や
振動試験による応答性状の把
握および耐力評価
2) RC構造等と支持地盤の地
震連成解析の適用性に関する
評価
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

三優監査法人 会計検査院 H30.12.16
～

109 R2.12.15
〔業務内容〕

②

業務本部監査部門東京事務所
シニアスタッフ

第２局防衛検査第１課原価検
査室調査官補

　契約締結会社（クライアン
ト）の会計監査業務
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　　④　平成29年に派遣した職員（２人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における地位 あった場合の地位

株式会社経営共創基盤 経済産業省 H29.8.31
～

110 R2.1.31
〔業務内容〕

①

花王株式会社 特許庁 H29.10.1
ブランド法務部主任 ～

111 〔業務内容〕 R2.3.31

②

番号
派遣先企業における地位

交流派遣職員がその交流
派遣に係る第7条第2項の
規定による書類の提出の
時に占めていた官職等

派遣期間

審査業務部審査官（併任）審
査業務部商標課長補佐（企画
調査班長）（併任）審査業務
部商標課企画調査班統計係長
（併任）総務部秘書課職員相
談室（併任）総務部総務課苦
情処理室（併任）審査業務部
審査業務課審査業務企画室
（併任）特許庁情報化推進本
部

　国内外における自社商標・
意匠の取得戦略の立案、他社
商標・意匠の調査分析、自社
商標・意匠権の維持保全業
務、自社商標適正使用の推
進、不当表示防止業務など

　企業及び事業の発展段階に
おける経営支援を実現するた
め、経営、財務、投資業務等
に対する支援に関連する業務

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イト

大臣官房秘書課付

「注」29.6.21まで平成27年
度行政官長期在外研究員とし
てカリフォルニア大学サン
ディエゴ校（米国）において
研究に従事
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２．交流派遣

【国の機関から民間企業に派遣】

から復帰した職員の状況





２．交流派遣【 国の機関から民間企業に派遣 】から復帰した職員の状況（１２６人 ）
　　①　令和２年に復帰した職員（４３人）

株式会社経営共創基盤 R2.2.1 ～ R2.6.14 H29.8.31
～

112 R2.1.31
〔業務内容〕 R2.6.15 ～

R2.6.15 ～

R2.6.15 ～

R2.6.15 ～
①

花王株式会社 R2.4.1 ～ R2.9.30 H29.10.1
ブランド法務部主任 ～

113 〔業務内容〕 R2.10.1 ～ R2.3.31

②

株式会社ニコン R2.1.1 ～ H30.1.1
～

114 R1.12.31
〔業務内容〕

②

株式会社日本人材機構 R2.7.1 ～ R2.7.15 H30.2.1
～

115 R2.7.16 ～ R2.6.30
〔業務内容〕

R2.7.16 ～

②

（備考１）「番号」欄の※印は女性。
（備考２）「派遣期間」欄の○数字は、各府省と当該民間企業との間の連続交流の回数。

カスタムプロダクツ事業部等
主事研究員

　特殊光学機器の開発・設計
に関する業務、光学機器全般
の画像処理技術に係る研究・
開発に関する業務

（ア）金融庁総合政策局秘書課
専門官

（ア）内閣官房内閣情報調査室
内閣衛星情報センター技術部主
任開発官付

創生事業本部シニアアソシエ
イト （イ）金融庁総合政策局総合政

策課政策評価企画係長
（ウ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課金融行政モニター
事務作業担当職員

　地域の中堅・中小企業に対
するコンサルティング業務、
経営（サポート）人材等の
マッチング業務等及び経営企
画に関する業務等

　国内外における自社商標・
意匠の取得戦略の立案、他社
商標・意匠の調査分析、自社
商標・意匠権の維持保全業
務、自社商標適正使用の推
進、不当表示防止業務など

（エ）（併任）経済産業省経済
産業政策局産業資金課投資機構
室付

　企業及び事業の発展段階に
おける経営支援を実現するた
め、経営、財務、投資業務等
に対する支援に関連する業務

番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等

（イ）特許庁審判部審判官（第
３６部門）

（ア）特許庁審査業務部審査官
（一般役務）

（オ）（併任）経済産業省大臣
官房第四次産業革命政策室付

（ア）経済産業省経済産業政策
局総務課長補佐（産業競争力強
化担当）
（イ）経済産業省経済産業政策
局産業創造課長補佐（調整担
当）

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イト

（ウ）（併任）経済産業省経済
産業政策局産業創造課新規事業
創造推進室長補佐（企画担当）

（備考３）②及び③中、令和元年及び平成30年に復帰した職員で令和元年以前に退職した者については、過去
の年次報告で報告済みのもの（「令和２年に占めていた官職等」欄は「なし」と表記。）。

派遣期間

－33－



番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

東日本旅客鉄道株式会社 R2.4.1 ～ H30.4.1
営業部副課長 ～

116 〔業務内容〕 R2.3.31

⑤

株式会社群馬銀行 R2.4.1 ～ H30.4.1
～

117 R2.4.1 ～ R2.3.31
〔業務内容〕

②

ＫＤＤＩ株式会社 R2.4.1 ～ H30.4.1
～

118 R2.3.31
R2.4.1 ～

〔業務内容〕

①

川崎重工業株式会社 R2.4.1 ～ H30.4.1
～

119 R2.3.31
〔業務内容〕

③

　ＫＤＤＩ株式会社及びグ
ループ会社の新規サービスに
関する特許クリアランス、Ｋ
ＤＤＩ株式会社及びグループ
会社の新規サービスに関する
発明発掘、ＫＤＤＩ株式会社
及びグループ会社への知財に
関する啓発活動
　グループ会社の知財活動の
サポート（体制構築支援を含
む）
　知財紛争・訴訟への対応
（技術的範囲の属否判断、無
効化のための文献調査など）

（イ）経済産業省関東経済産業
局産業部製造産業課航空宇宙・
自動車産業室長

（ア）内閣府政策統括官（沖縄
政策担当）付参事官（総括担
当）付広報専門官

　鉄道の利用促進に関わる宣
伝の計画及び実施、観光キャ
ンペーンの展開、イベントの
企画・実施等

コンサルティング営業部推進
役

　企業への課題解決型営業に
関わる営業店支援、行員との
帯同訪問による個別企業への
コンサルティング活動や各種
セミナー、行員向け勉強会な
どの企画運営等

（ア）経済産業省関東経済産業
局総務企画部参事官

技術統括本部技術企画本部知
的財産室マネージャー（管理
職）

　水素チェーンプロジェクト
推進の個別業務について、そ
のプロジェクトメンバーとし
て、業務を担当

水素チェーン開発センター担
当部長

（ア）特許庁審査第二部審査官
（上席総括・生活機器（照
明））

（イ）（併任）特許庁審査第二
部照明技術担当室長

（ア）国土交通省海事局外航課
海運渉外室長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

株式会社商船三井 （ア）海事局検査測度課付 R2.4.16 ～ R2.7.20 H30.4.16
R2.7.21 ～ ～

120 R2.4.15
〔業務内容〕

①

東京東信用金庫 R2.4.1 ～ H30.5.1
～

121 R2.3.31
〔業務内容〕

R2.4.1 ～

①

株式会社豊田自動織機 R2.4.1 ～ H30.5.1
～

122
〔業務内容〕 R2.4.1 ～ R2.4.30 R2.3.31

R2.4.1 ～

③

株式会社日立製作所 R2.7.1 ～ R2.7.15 H30.7.1
～

123 R2.7.16 ～ R2.6.30

〔業務内容〕

R2.7.16 ～

R2.7.16 ～
⑤

　技術・開発本部において、
新事業創出のための開発テー
マ企画から新規事業化までを
一貫して強力に推進、サポー
トする体制を構築する等の業
務

（ウ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部国際課国
際交流室調整係長

お客様サポート部中小企業応
援センター担当調査役

　地域活性化活動として、地
域事業者向けのセミナー開催
や経営課題を有する事業者へ
の個別訪問、金庫が有する
ネットワークを活用した支援
の企画・立案・実施に係る業
務等

（イ）金融庁総合政策局総合政
策課サイバーセキュリティ対策
企画調整室サイバーセキュリ
ティ企画係長

（ア）経済産業省関東経済産業
局資源エネルギー環境部資源エ
ネルギー環境課総合エネルギー
広報室総合エネルギー広報係長

（ア）経済産業省中部経済産業
局地域経済部国際課総括係長

（ウ）（併任）金融庁監督局総
務課
（エ）（併任）金融庁総合政策
局リスク分析総括課金融証券検
査官

　セキュリティ関連業務

（ア）金融庁総合政策局秘書課
課付金融ビジネスユニット金融第

一システム事業部事業推進本
部システム統括部第３Ｇ主任

（イ）独立行政法人日本貿易振
興機構ジェトロ・ロンドン事務
所所員

（イ）（併任）経済産業省関東
経済産業局資源エネルギー環境
部資源エネルギー環境課地域エ
ネルギー振興室付

（イ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部国際課国
際交流室推進係長

技術部海洋・中国プロジェク
トチームマネージャー

　環境関係規制対応（SOx・
NOx・バラスト）、GHG調査・
対応、国内・国外造船所調
査・把握、新造船・修繕船造
船所視察
　船舶維新NEXTプロジェクト
（関連要素技術研究　LNG燃
料船開発等）

技術・開発本部Ｒ＆Ｄ統括部
企画管理室企画Ｇ嘱託
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

R2.7.1 ～ R2.7.15 H30.7.1
～

124 金融事業推進部課長代理 R2.7.16 ～ R2.6.30
〔業務内容〕

R2.7.16 ～

③

日本生命保険相互会社 （ア）厚生労働省大臣官房付 R2.7.1 ～ R2.8.6 H30.7.1
R2.8.7 ～ ～

125 R2.6.30
R2.8.7 ～

〔業務内容〕

③

阪神国際港湾株式会社 R2.2.14 ～ R2.2.14 H30.7.1
～

126 R2.2.15 ～ R2.6.30 R2.2.13
〔業務内容〕

R2.7.1 ～

※ ⑥

R2.6.1 ～ R2.6.6 H30.7.1
～

127 R2.6.1 ～ R2.6.6 R2.5.31

〔業務内容〕 R2.6.7 ～

⑧

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ

・外部機関／コミュニティと
連携したＦｉｎｔｅｃｈ周り
を含めたセキュリティ動向把
握・情報連携
・社内および金融領域におけ
るセキュリティガバナンスの
ための施策推進
・金融系システムの提案、開
発業務におけるセキュリティ
技術支援

企業商品業務部課長代理（担
当者クラス）

ホールセール部門団体年金部
調査役「退職給付コンサル
ティング担当部長」

（ア）国土交通省大臣官房人事
課付
（イ）（併任）国土交通省鉄道
局国際課
（ウ）退職（独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備支援機構
へ）

（ウ）（併任）厚生労働省保険
局医療介護連携政策課

（ア）金融庁総合政策局秘書課
課付

・企業年金に関する財政検
証、再計算、制度変更等によ
る掛金及び諸数値の計算等の
数理業務
・会計基準等に基づく退職給
付債務・費用の計算等の数理
業務
・退職金・年金制度設計、年
金財政等に関するコンサル
ティング業務など

（ウ）（併任）金融庁総合政策
局総務課広報企画係長

（イ）金融庁総合政策局秘書課
情報化統括室業務情報化戦略第
一係長

（ア）国土交通省港湾局技術企
画課付

（イ）厚生労働省保険局調査課
数理企画官

事業開発部海外事業課長兼事
業開発課長

・海外港湾との事業連携に係
る企画、調整業務
・コンテナターミナルのIT化
等自動化推進の企画、調整業
務等

（イ）阪神国際港湾株式会社事
業開発部海外事業課長兼事業開
発課長

（ウ）国土交通省港湾局技術企
画課付（研究休職：京都大学経
営管理大学院特定准教授）

　企業商品業務部において、
企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有再保険政策等に関する業務
等を行う。

東京海上日動火災保険株式会
社
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

首都圏新都市鉄道株式会社 （ア）国土交通省大臣官房付 R2.7.1 ～ R2.7.7 H30.7.8
R2.7.8 ～ ～

128 R2.6.30
〔業務内容〕 R2.7.8 ～

⑧

株式会社経営共創基盤 R2.4.1 ～ R2.7.15 H30.7.17
～

129 R2.4.1 ～ R2.7.15 R2.3.31
〔業務内容〕

R2.4.6 ～ R2.7.15

R2.7.16 ～

R2.7.16 ～

R2.11.2 ～
③

株式会社経営共創基盤 （ア）財務省大臣官房付 R2.7.17 ～ R2.7.21 H30.7.17
R2.7.22 ～ R2.8.4 ～

130 R2.7.16
〔業務内容〕 R2.7.22 ～ R2.8.10

R2.7.22 ～ R2.8.4

R2.8.5 ～
①

富士フイルム株式会社 R2.5.18 ～ R2.7.31 H30.7.23
ヘルスケア事業推進室一般 ～

131 〔業務内容〕 R2.8.1 ～ R2.5.17

R2.8.1 ～

④

　当社ヘルスケア事業拡大に
向けたブラジルへの医療アウ
トバウンドのための事業計画
立案・推進

（ウ）（併任）内閣官房内閣副
長官補付（命）内閣官房情報通
信技術（ＩＴ）総合戦略事務室
室員

（オ）財務省主計局主計官補佐
（司法・警察係主査）

（イ）財務省主計局調査課課長
補佐

（エ）（併任）財務省主計局主
計企画官補佐（調整第一係主
査）

（カ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課

　経営コンサルティング、財
務アドバイザリー、投資業務
等

　経営コンサルティング、財
務アドバイザリー、投資業務
等

（イ）道路局総務課高速道路経
営監理室長
（ウ）（併任）道路局臨時旅客
船問題等対策室長

（ア）金融庁総合政策局総務課
課長補佐
（イ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課
（ウ）（併任）金融庁監督局総
務課
（エ）金融庁企画市場局企業開
示課課長補佐
（オ）（併任）金融庁企画市場
局企業開示課企業開示調整官

（ア）厚生労働省医政局経済課
主査

経営企画部参与兼経営企画部
長

　公共交通政策に係る調査・
分析業務や新たな事業開発等
に係る事業企画業務及び経営
企画部の総括

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イトマネジャー

ＩＧＰＩカンパニーアソシエ
イトマネジャー

（イ）厚生労働省保険局総務課
企画調査係長
（ウ）（併任）厚生労働省保険
局保険課
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

東レ株式会社 （ア）厚生労働省大臣官房付 R2.6.11 ～ R2.8.31 H30.7.31
R2.6.11 ～ R2.8.31 ～

132 R2.6.10
〔業務内容〕 R2.9.1 ～

⑤

R2.8.1 ～ H30.8.1
～

133 R2.7.31

〔業務内容〕

※ ①

ヤフー株式会社 R2.2.8 ～ H30.8.1
～

134 R2.2.7
〔業務内容〕

②

みずほ証券株式会社 （ア）総務省情報流通行政局付 R2.7.1 ～ R2.7.19 H30.8.1
R2.7.20 ～ ～

135 R2.6.30
R2.7.20 ～

〔業務内容〕

①

　経営カウンセリング・コン
サルティング業務（現場業務
のフォロー・バックアップ業
務含む）

金融公共本部／フィナンシャ
ルソリューション部ディレク
ター

・インターネットガバナンス
等企業政策課題に関連する諸
プロジェクトの支援業務
・検索サービス、ネット
ショッピングその他事業に関
わる施策の企画・立案、関係
先等の交渉等

　検討が進められている空港
等の分野におけるコンセッ
ション案件において、海外ア
ドバイザー対応、案件分析・
情報収集及び入札提案書作成
等のアドバイザリー業務を行
う。

オペレーションサポート本部
オペレーションサポート部オ
ペレーション企画担当

（ア）公正取引委員会事務総局
経済取引局総務課企画室総括係
長

（イ）（併任）厚生労働省職業
安定局雇用保険課
（ウ）厚生労働省職業安定局総
務課公共職業安定所運営企画室
長

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン

（イ）総務省金融庁総合政策局
参事官（郵便保険監督担当）
（ウ）（併任）総務省監督局郵
便保険監督参事官

ＣＳＲ推進室主席部員（部
（室）長代理）

　東レおよび東レグループの
短・中・長期ＣＳＲ経営戦略
の企画・推進に関して、ＣＳ
Ｒ推進室長を補佐しながら、
社内外のキーマンとなって対
応する。（具体的な業務：全
社会議開催、ＣＳＲ活動計画
の策定、各ラインＣＳＲ活動
フォロー、支援等の事務局業
務）

（ア）総務省総合通信基盤局電
気通信事業部電気通信技術シス
テム課安全・信頼性対策室長

ＣＥＯ政策企画本部政策企画
部シニアスペシャリスト
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

株式会社ＩＨＩ R2.8.1 ～ H30.8.1
～

136 R2.8.1 ～ R2.7.31
〔業務内容〕

③

日本航空株式会社 （ア）厚生労働省大臣官房付 R2.6.1 ～ R2.7.31 H30.8.1
R2.6.1 ～ R2.7.31 ～

137 R2.5.31
〔業務内容〕 R2.8.1 ～

※ ②

R2.7.1 ～ H30.8.1
～

138 企業商品業務部担当課長 R2.6.30
〔業務内容〕

①

人事部　労働安全グループ主
査（課長職相当）

　全社安全衛生管理の企画・
立案及び各地区における総務
部・工場の行う安全衛生管理
の指導・援助・調整、建設工
事安全衛生に関する企画・立
案・調整、従業員の健康管理
及び健康の維持増進に関する
基本政策の企画・立案等

人財戦略部人財戦略グループ
マネジャー

東京海上日動火災保険株式会
社

（イ）（併任）厚生労働省人材
開発統括官付能力評価担当参事
官室

（イ）（併任）厚生労働省労働
基準局労働関係法課
（ウ）厚生労働省労働基準局労
働関係法課長

（ア）農林水産省農林水産技術
会議事務局研究調整課課長補佐
（総括班担当）

　企業商品業務部において、
企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有、再保険政策等に関する業
務等を行う。

（ア）厚生労働省上席職業能力
検定官

・人材の多様化推進に関する
総括補佐業務
・ワークスタイル変革推進に
関する総括補佐業務
・定年後の働き方検討に関す
る総括補佐業務
・人材戦略施策の社内外への
発信に関する研究
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

株式会社東京証券取引所 R2.4.11 ～ R2.6.14 H30.8.1
上場推進部調査役 ～

139 〔業務内容〕 R2.4.10
R2.4.11 ～ R2.6.14

R2.6.8 ～ R2.7.3

R2.6.15 ～ R2.7.5

R2.6.15 ～

R2.6.15 ～

R2.6.15 ～

R2.7.6 ～

※ ①

日本生命保険相互会社 R2.5.18 ～ R2.8.24 H30.8.10
～

140 R2.5.18 ～ R2.8.24 R2.5.24
〔業務内容〕

R2.5.18 ～

R2.8.25 ～

R2.8.25 ～

R2.8.25 ～
④

（ア）厚生労働省大臣官房付 R2.5.1 ～ R2.8.6 H30.8.10
R2.5.1 ～

141 企業商品業務部担当課長 R2.5.1 ～ ～
〔業務内容〕 R2.8.7 ～ R2.4.30

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

⑤

東京海上日動火災保険株式会
社

（オ）（併任）厚生労働省社
会・援護局援護企画課

（エ）厚生労働省健康局健康課
受動喫煙対策推進官

　運送事業における業務運営
の適正化および生産性向上に
寄与する業務、またその他関
連する業務

ホールセール部門法人営業企
画部法人営業開発室調査役

（カ）（併任）経済産業省商務
情報政策局保安課制度審議室付

（キ）（併任）経済産業省商務
情報政策局保安課業務改革推進
室付

（エ）厚生労働省社会・援護局
地域福祉課成年後見制度利用促
進室長

（カ）（併任）厚生労働省社
会・援護局事業課

（ウ）（併任）厚生労働省健康
局

（ウ）（併任）厚生労働省健康
局総務課

（オ）（併任）厚生労働省健康
局総務課原子爆弾被爆者援護対
策室長

（イ）（併任）厚生労働省医政
局

（カ）（併任）厚生労働省健康
局健康課予防接種室

（イ）（併任）厚生労働省医政
局総務課

（ア）経済産業省商務情報政策
局消費・流通政策課長補佐（商
品市場国際担当）

（ウ）（併任）経済産業省大臣
官房秘書課付
（エ）経済産業省商務情報政策
局保安課高圧ガス保安室付

（オ）（併任）経済産業省商務
情報政策局保安課付

　ＥＴＦ（上場投資信託）な
どの新たな上場商品の企画・
立案、上場促進に関する業務
及び国内外の未上場会社の上
場促進に関する業務。また、
実務担当者として証券会社、
資産運用会社、機関投資家、
監査法人等からの情報収集及
び調整なども行う。

（イ）（併任）経済産業省商務
情報政策局商務・サービスグ
ループ参事官室長補佐

（ク）経済産業省商務情報政策
局保安課高圧ガス保安室長補佐
（企画調整担当）

　企業向け保険商品の開発管
理、保険引受リスク管理、保
有、再保険政策等に関する業
務等を行う。

（ア）厚生労働省大臣官房人事
課長補佐
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

株式会社日立製作所 R2.8.1 ～ H30.9.1
～

142 R2.7.31
〔業務内容〕 R2.8.1 ～

R2.10.1 ～

R2.10.1 ～

①

日本通運株式会社 （ア）厚生労働省大臣官房付 R2.7.4 ～ R2.8.6 H30.9.1
本社業務部調査役 R2.7.4 ～ R2.8.6 ～

143 〔業務内容〕 R2.7.3
R2.8.7 ～

④

R2.9.1 ～ H30.9.1
～

144 R2.8.31

〔業務内容〕

※ ①

株式会社竹中工務店 R2.10.1 ～ H30.10.1
技術研究所構造部門研究員 ～

145 〔業務内容〕 R2.9.30

①

サントリー食品インターナ
ショナル株式会社

研究開発グループ技術戦略室
シニアストラテジースタッフ

　設計レベルを超えるような
地震荷重に対するRC構造物等
の応答・耐力に関する技術的
知見について調査・研究を行
う。主な実施項目を以下に示
す。
１）ＲＣ構造部材の構造実験
や振動試験による応答性状の
把握および耐力評価
２）ＲＣ構造等と支持地盤の
地震連成解析の適用性に関す
る評価

（イ）（併任）厚生労働省労働
基準局賃金課

（ア）大臣官房政策課企画専門
職

　開発生産推進部において、
国内飲料ビジネスのサプライ
チェーンマネジメント、特に
自社工場・委託先の製品製造
計画策定業務ならびに中期の
飲料生産戦略の策定業務を行
う。

（ウ）（併任）文部科学省科学
技術・学術政策局企画評価課評
価・研究開発法人支援室

（エ）（併任）内閣府政策統括
官（科学技術・イノベーション
担当）付参事官（研究環境担
当）付企画官

（ア）原子力規制庁長官官房地
震・津波研究部門技術研究調査
官

　社会課題解決型のビジネス
創出に向けた、アジェンダの
セッティング、ルール形成、
社会実装の一連の活動のリー
ドおよびグローバルなエコシ
ステム構築の牽引

（ウ）厚生労働省労働基準局賃
金課長

　コンプライアンスの徹底な
どを中心としたＣＳＲ経営の
推進強化及びその他関連する
業務

ジャパン事業本部開発生産推
進部メンバー

（イ）（命）文部科学省大臣官
房文部科学戦略官

（ア）文部科学省科学技術・学
術政策局企画評価課新興・融合
領域研究開発調査戦略室長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

株式会社日本人材機構 （ア）金融庁総合政策局付 R2.7.1 ～ R2.7.15 H30.11.1
創生事業本部マネージャー R2.7.16 ～ ～

146 〔業務内容〕 R2.6.30
R2.7.16 ～

③

三優監査法人 R2.12.16 ～ H30.12.16
～

147 R2.12.15
〔業務内容〕

②

阪神国際港湾株式会社 R2.2.14 ～ R2.2.14 R1.7.1
事業開発部長 ～

148 〔業務内容〕 R2.2.15 ～ R2.2.13

⑦

横浜川崎国際港湾株式会社 R2.2.14 ～ R2.2.14 R1.7.1
企画部長 ～

149 〔業務内容〕 R2.2.15 ～ R2.3.31 R2.2.13

R2.4.1 ～

R2.4.1 ～

④

株式会社東京証券取引所 （ア）総合政策局秘書課課付 R2.1.1 ～ R1.7.10
情報サービス部部員 R2.1.1 ～ ～

150 〔業務内容〕 R1.12.31

※ ⑰

（イ）金融庁総合政策局リスク
分析総括課課長補佐

（イ）交流派遣（株式会社日本
証券クリアリング機構へ）

・阪神港の将来計画策定に向
けた調査業務等
・海外港湾との連携調査
・集貨事業に関する補助業務

・国際戦略港湾、港湾運営会
社、経営計画及び中期計画等
に関すること
・関係機関等との連絡調整に
関すること
・ＬＮＧバンカリングに関す
ること
・海外の港湾の整備及び運営
並びにこれらに関する調査に
関すること

（ア）会計検査院第１局財務検
査第１課公会計検査室調査官

（ウ）（併任）金融庁監督局総
務課

（ア）国土交通省港湾局技術企
画課付
（イ）阪神国際港湾株式会社事
業開発部長

　地域の中堅・中小企業に対
するコンサルティング業務、
経営（サポート）人材等の
マッチング業務等および経営
企画に関する業務等

業務本部　監査部門　東京事
務所シニアスタッフ

　契約締結会社（クライアン
ト）の会計監査業務

　証券取引所が提供する情報
サービス（相場情報、上場会
社のコーポレートアクション
情報、株価指数情報など）の
利用促進、新規サービスの企
画立案に関する業務。実務担
当者として機関投資家、情報
ベンダー、証券会社等からの
情報収集及び調整なども行
う。

（ウ）国土交通省港湾局港湾経
済課港湾情報化企画調整官
（エ）（併任）国土交通省港湾
局海洋・環境課

（ア）国土交通省港湾局技術企
画課付
（イ）横浜川崎国際港湾株式会
社企画部長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等 派遣期間

R2.10.1 ～ R1.7.29
～

151 R2.10.1 ～ R2.9.30

〔業務内容〕

①

綜合警備保障株式会社 R2.6.1 ～ R1.8.1
～

152 R2.6.1 ～ R2.10.11 R2.5.31
〔業務内容〕

R2.6.1 ～ R2.10.11

R2.10.12 ～
⑤

株式会社ベネフィットワン R2.10.1 ～ R1.8.1
～

153 R2.10.1 ～ R2.9.30

〔業務内容〕 R2.10.1 ～

※ ④

R2.5.1 ～ R2.10.11 R1.10.1
～

154 R2.5.1 ～ R2.10.11 R2.4.30

〔業務内容〕 R2.10.12 ～

R2.10.12 ～

①

営業本部代理店推進部KDDI事
業グループマネージャー

　生命保険に関する営業企
画、プロモーション施策の企
画提案営業推進用資材の企
画・制作、保険代理店本部と
の交渉

（ウ）厚生労働省人材開発統括
官付人材開発政策担当参事官室
長補佐

（ウ）（併任）厚生労働省健康
局総務課

（イ）（併任）厚生労働省医政
局総務課

　福利厚生全般に関する情報
収集・調査・研究をはじめ、
大手・中小企業に向けた啓蒙
活動（セミナーの企画や運
営・出版等）

東日本営業部ヒューマンキャ
ピタル研究所ゼネラルマネー
ジャー（部長相当）

（エ）（併任）人材開発統括官
付人材開発総務担当参事官室

（ア）厚生労働省健康局結核感
染症課長補佐
（イ）（併任）厚生労働省医政
局経済課

（エ）交流派遣（綜合警備保障
株式会社へ）

スパークス・アセット・マネ
ジメント株式会社
ＣＥＯ・プロジェクト／イン
ベストメント本部ＣＥＯプロ
ジェクト推進室バイスプレジ
デント

　新規投資領域における投資
先の選定、調査分析、情報収
集、モニタリングを含めた
ファンド組成業務

（ア）文部科学省大臣官房人事
課専門官
（イ）交流派遣（スパークス・
イノベーション・フォー・
フューチャー株式会社へ）

経営企画部本社担当部長兼本
社室長

（ア）厚生労働省大臣官房人事
課長補佐
（イ）（併任）厚生労働省医政
局総務課
（ウ）（併任）厚生労働省健康
局総務課

（ア）厚生労働省大臣官房人事
課長補佐

ライフネット生命保険株式会
社

　経営戦略、会社組織全般に
関する業務を主に担当すると
ともに、戦略事業部門などの
プロジェクトへの参画
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　　②　令和元年に復帰した職員（４３人）

株式会社ラック R1.7.9 ～ H28.7.1
～

155 R1.6.30
〔業務内容〕

②

R1.7.9 ～ R2.3.31 H28.7.1
～

156 R1.7.9 ～ R2.3.31 R1.6.30

人事総務部人事担当経営職 R1.7.9 ～ R2.3.31
（キリン株式会社）
人事総務部人事担当経営職 R2.4.1 ～ R2.8.6
〔業務内容〕

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

②

みずほ信託銀行株式会社 （ア）厚生労働省審査解析官 R1.7.9 ～ H28.7.1
R1.7.9 ～ ～

157 R1.6.30
〔業務内容〕

①

（オ）厚生労働省主任職業能力
開発指導官
（カ）（併任）厚生労働省人材
開発統括官付人材開発政策担当
参事官室

（キ）（併任）厚生労働省人材
開発統括官付海外人材育成担当
参事官室
（ク）（併任）厚生労働省大臣
官房人事課
（ケ）（併任）厚生労働省政策
統括官付参事官（企画調整担
当）付統計・情報総務室
（コ）（併任）内閣官房副長官
補付

（イ）（併任）厚生労働省政策
統括官付参事官（企画調整担
当）付審査解析室長

（ア）総務省国際戦略局通信規
格課企画官

（ア）厚生労働省医政局看護課
看護職員確保対策官
（イ）（併任）厚生労働省医政
局研究開発振興課
（ウ）（併任）厚生労働省労働
基準局労働条件政策課

派遣期間

（エ）内閣官房副長官補付企画
官

番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

年金業務部参事役（兼務）年
金研究所参事役

　年金・資産運用・資産管理
の統括業務。営業推進施策の
立案、営業支援、説明会等の
企画、年金・資産運用に係る
新商品・新業務の開発。信託
協会関連業務
　年金制度に関する調査研
究、機関紙発行等

サイバー・グリッド・ジャパ
ン担当部長

・研究テーマの企画・統制
・サイバーセキュリティの研
究
・サイバーセキュリティの研
究成果を活用した事業化企画
支援

１.シニア制度設計
・職務開発を含めたシニア層
の活躍推進の在り方を社内や
他社事例の情報収集を通じて
検討・方向性を決定・実現す
るための雇用体系・制度体系
の在り方（＝方向性）を検
討・決定
２.女性社員の就労継続支援
・「転勤」「長時間労働」と
いう視点を踏まえた女性社員
の就労継続支援への取組

キリンホールディングス株式
会社（兼務）キリン株式会社
（キリンホールディングス株
式会社）
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

阪神国際港湾株式会社 R1.7.9 ～ H28.7.1
事業開発部長 ～

158 〔業務内容〕 R1.7.9 ～ R1.6.30

④

R1.8.1 ～ R2.4.29 H28.9.1
～

159 R1.7.31
R1.8.1 ～ R2.4.29

〔業務内容〕

R1.8.8 ～ R2.4.29

R1.8.8 ～ R2.4.29

R1.12.25 ～ R2.4.29

（カ）退職 R2.4.30 ～ ①

株式会社東北新社 H31.4.1 ～ R2.3.31 H28.11.1
～

160 R2.4.1 ～ H31.3.31

〔業務内容〕

③

本田技研工業株式会社 H31.4.1 ～ R2.3.31 H28.11.1
～

161 R2.4.1 ～ R2.6.30 H31.3.31

R2.7.1 ～

①

（ウ）（併任）内閣府参事官補
佐（政策統括官（経済社会シス
テム担当）付参事官)(民間資金
等活用事業・成果連動型事業推
進担当）付

（エ） (併任）内閣府成果連動
型事業推進室参事官補佐

（ア）総務省四国総合通信局無
線通信部長

（ア）国土交通省港湾局産業港
湾課クルーズ振興室長
（イ）（併任）国土交通省港湾
局産計画課官民連携推進室長

（ア）特許庁審判部審判官（第
２２部門）

（ア）経済産業省商務情報政策
局ヘルスケア産業課長補佐（企
画調整担当）

（イ）（併任）経済産業省大臣
官房２０２５年国際博覧会推進
事務局付

（オ） (併任） 経済産業省大
臣官房参事官（情報産業戦略・
ヘルスケア産業総括担当）付

（イ）特許庁審査第三部審査官
（上席・有機化学（食品））

（ウ）特許庁審査第三部審査官
（主任上席・有機化学）

（イ）総務省国際戦略局通信規
格課国際情報分析官

（１）阪神港の将来計画策定
に向けた調査業務等
（２）海外港湾との連携調査
（３）集荷事業に関する補助
業務

株式会社インターネットイニ
シアティブ
グローバル事業本部グローバ
ル事業開発部担当課長

　主に東南アジア、加えてイ
ンド、アフリカ等の海外諸地
域におけるコンテナＤＣやク
ラウド等の自社技術を活用し
た事業開発の推進

デジタルメディア事業部企画
開発センターコミュニティ開
発部ＵＩ／ＵＸ開発（専任副
部長）

　関連のＢＳ・ＣＳチャンネ
ルに関する配信プロジェクト
の推進業務

知的財産・標準化統括部二
輪・パワープロダクツ事業知
的財産部戦略企画課主任
１．グローバル知財・模倣品
対策（訴訟対応、税関水際対
策など）
２．開発現場での知財創出施
策（知財ポートフォーリオの
作成強化、環境分野等の競争
力分析など）
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社ミロク情報サービス H31.4.1 ～ H29.4.1
～

162 H31.3.31
〔業務内容〕

①

（ア）内閣官房内閣情報調査室 H31.4.1 ～ H29.4.1
～

163 技術部門 H31.3.31
〔業務内容〕

※ ①

R1.7.1 ～ H29.4.1
～

164 人事部企画グループ課長補佐 R1.6.30
〔業務内容〕

※ ④

ヤマハ発動機株式会社 H31.4.1 ～ H29.4.1
～

165 H31.3.31
〔業務内容〕

①

経営管理本部及び内部監査室
主査

（ア）会計検査院第２局厚生労
働検査第１課調査官

(1)労働安全衛生に係る教
育・企画並びに現場指導を通
した安全衛生活動の推進
(2)従業員の身体的健康の維
持増進及びメンタルヘルスに
関する施策の企画・立案
(3)従業員の就労に係る施策
の企画・立案

株式会社サイバーディフェン
ス研究所

　サイバーセキュリティ領域
における最新技術及び海外に
おける情報収集を行い、国内
の安全・安心を提供するサー
ビス業務を行う。

　財務戦略に関わる資料・決
算関連資料などの作成。価格
交渉や納期交渉、発注、品質
管理などのコントロール業
務。各管理部署が円滑に機能
するように組織横断的な業務
プロセスの構築など、間接部
門として業務オペレーション
の改善に向けた施策及び内部
監査業務を行う。

あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社

　人事諸制度に係る調査・研
究・企画・立案、就業規則・
労働協約・三六協定その他人
事に係る諸規定の制定・改
廃、人件費計画など

人事総務本部人事部労政グ
ループ主管

（ア）厚生労働省人材開発統括
官付海外人材育成担当参事官室
長補佐

（ア）農林水産省農村振興局農
村政策部鳥獣対策・農村環境課
農村環境対策室長

［交流派遣の要請の時に占めていた官職］
厚生労働省長野労働局労働基準部長
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

物林株式会社 H31.4.1 ～ H29.4.1
～

166 H31.3.31
〔業務内容〕

④

株式会社北洋銀行 H31.4.1 ～ H29.4.1
地域産業支援部主任調査役 ～

167 〔業務内容〕 H31.3.31
H31.4.1 ～

H31.4.1 ～

R2.4.1 ～

③

東日本旅客鉄道株式会社 R1.7.1 ～ R2.6.30 H29.4.1
建設工事部次長 ～

168 〔業務内容〕 R1.7.1 ～ R2.6.30 R1.6.30

R1.7.1 ～ R2.6.30

R1.7.1 ～ R2.6.30

R2.7.1 ～

⑨

博多港ふ頭株式会社 H31.4.1 ～ R2.3.31 H29.4.1
事業企画部次長 ～

169 〔業務内容〕 H31.3.31

R2.4.1 ～

②

（ア）林野庁林政部林政課管理
官

（エ）（併任）環境省福島中間
貯蔵推進総括室室員

［交流派遣の要請の時に占めていた官職］
国土交通省中部地方整備局道路部道路調査官

（ウ）（併任）経済産業省北海
道経済産業局地域経済部健康・
サービス産業課コンテンツ産業
支援室長補佐

 (イ)（併任）経済産業省北海
道経済産業局地域経済部健康・
サービス産業課サービス産業係
長

（ア）環境省地球環境局地球温
暖化対策課事業監理官
（イ）（併任）環境省環境再
生・資源循環局放射性物質汚染
対処技術担当参事官室

（ウ）（併任）環境省環境再
生・資源循環局環境再生施設整
備担当参事官室

（イ）国土交通省九州地方整備
局鹿児島港湾・空港整備事務所
先任建設管理官（第一建設管理
官室）

・取扱い商品の販路開拓と新
商品のニーズ調査等に関する
業務
・市場調査並びに研究開発に
必要な諸資料、各種情報の収
集に関する業務

　連続立体交差化工事及び駅
改良、周辺基盤整備等のプロ
ジェクトの推進並びに社員育
成等

（ア）経済産業省北海道経済産
業局地域経済部健康・サービス
産業課長補佐

・ものづくり産業支援：もの
づくり産業の活性化に向けた
取り組みや道内の優れた技
術・製品を有する企業の商談
会開催等の業務
・新事業展開・ベンチャー企
業支援：企業活性化のための
技術の高度化や新分野進出等
の支援業務

国産材戦略室プロジェクトマ
ネージャー

（エ）（併任）経済産業省北海
道経済産業局総務企画部企画調
査課地域連携室付

（ア）国土交通省九州地方整備
局鹿児島港湾・空港整備事務所
先任建設管理官（建設管理官
室）　コンテナターミナルの管理

運営に係る総合調整など

（オ）国土技術政策総合研究所
道路構造物研究部道路地震防災
研究室長
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社道銀地域総合研究所 H31.4.1 ～ R2.3.31 H29.4.1
経済調査部上席研究員 ～

170 〔業務内容〕 H31.3.31
R2.4.1 ～

①

全日本空輸株式会社 H31.4.1 H29.4.1
株式会社ＡＮＡ総合研究所 ～

171 H31.4.1 ～ R2.3.31 H31.3.31

H31.4.1 ～ R2.3.31

H31.4.1 ～

〔業務内容〕 R2.4.1 ～

①

住友林業株式会社 H31.4.1 ～ R2.8.31 H29.4.3
～

172 H31.3.31
〔業務内容〕 R2.4.1 ～ R2.8.31

R2.9.1 ～

⑤

株式会社日本旅行 H31.4.1 ～ H29.4.17
経営管理部新規事業室主任 ～

173 〔業務内容〕 H31.3.31

※ ①

（ア）国土交通省北海道開発局
開発監理部開発連携推進課開発
計画専門官

（ア）環境省自然環境局総務課
課長補佐
（イ）観光庁観光地域振興部観
光資源課長補佐
（ウ）（併任）観光庁観光地域
振興部観光資源課新コンテンツ
開発推進室

（エ）（併任）内閣官房副長官
補付
（オ）観光庁観光地域振興部観
光資源課地域資源活用推進室課
長補佐

資源環境本部山林部林業企画
Ｇ経営総合職層（Ｅ１）

　新規事業（農業関連ビジネ
ス等）に関する需要発掘、提
案、調整、推進等

（ア）農林水産省関東農政局土
地改良技術事務所専門技術指導
官

＜山林部林業企画グループに
おける林業の関連する業務全
般＞
　林業による地域活性化コン
サルタント業務、苗木生産事
業ならびに林業機械利用拡大
に関する業務、ＩＣＴ、Ｉｏ
Ｔを活用した林業情報、ロ
ボット技術に関する業務等、
他

１.北海道内・国内の経済予
測調査並びに各種調査報告の
作成
２.地域経済の構造問題解析
業務
３.成長期待分野の調査分析

（全日本空輸株式会社）
人財戦略室人事部付株式会社
ＡＮＡ総合研究所出向
(株式会社ＡＮＡ総合研究
所）
「元気な日本」創生事業部研
究員

・環境を軸とした地方創生・
観光事業の企画・運営、調査
研究業務
・業務の推進役としてプロ
ジェクトマネジメント

（ア）林野庁林政部木材利用課
課長補佐（木質バイオマス推進
班担当）

（イ）林野庁林政部木材利用課
付
（ウ）独立行政法人日本貿易振
興機構

（イ）国土交通省北海道開発局
開発監理部開発連携推進課上席
開発計画専門官
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

コニカミノルタ株式会社 R1.7.5 ～ R2.7.19 H29.6.2
社長室担当部長 ～

174 〔業務内容〕 R1.7.5 ～ R2.7.19 R1.7.4

R2.7.20 ～

①

株式会社デンソー R1.7.10 ～ R2.7.15 H29.7.1
経理部社員 ～

175 〔業務内容〕 R1.7.10 ～ R2.7.15 R1.6.30

R2.4.27 ～ R2.7.15

R2.7.1 ～ R2.7.15

R2.7.1 ～ R2.7.15

R2.7.16 ～

※ ③

東急不動産株式会社 R1.7.10 ～ R2.7.15 H29.7.1
～

176 R1.7.10 ～ R2.7.15 R1.6.30

〔業務内容〕 R2.7.16 ～

R2.7.16 ～

R2.7.16 ～

R2.7.16 ～

※ ②

（ウ）退職（独立行政法人郵便
貯金簡易生命保険管理・郵便局
ネットワーク支援機構総務部長
へ）

（オ）（併任）金融庁監督局総
務課金融会社室指導係長

（ウ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課金融サービス利用
者相談室

（エ）（併任）金融庁企画市場
局企業開示課企業会計第一係長

（オ）（併任）金融庁企画市場
局企業開示課企業会計第四係長

（ウ）金融庁監督局総務課金融
会社室金融会社第一係長

（カ）（併任）金融庁総合政策
局マネーローンダリング・テロ
資金供与対策企画室

（ア）金融庁企画市場局総務課
保険企画室損害保険係長

（イ）（併任）金融庁企画市場
局企業開示課企業会計第三係長

・渋谷エリアにおけるオフィ
ス系・商業系不動産の新規開
発・建設計画に関する業務
・都市再開発・建替型事業に
関する業務

　トランスフォーム（課題解
決型デジタルカンパニーへの
転換）に向けた経営戦略・事
業戦略の構築。市場・競合ト
レンドの大きな変化や世間動
向（ＩＣＴ、デジタル化）を
捉え、新たな事業領域やビジ
ネスモデルを見出し、その肝
となるテーマを関連部署と一
体となって創出・推進する。

・株式会社デンソー及び国内
外グループ会社の個別事業投
資に関する資金計画立案
・同社連結・単独事業計画立
案・実施状況管理・ＩＲ等に
つき、関係部署と連携して業
務全般を推進

都市事業ユニット渋谷プロ
ジェクト推進本部渋谷プロ
ジェクト推進第一部社員

（ア）総務省情報流通行政局地
域通信振興課長
（イ）（併任）総務省情報流通
行政局地域通信振興課沖縄情報
通信振興室長

（ア）金融庁企画市場局企業開
示課企業会計第二係長

（エ）（併任）金融庁監督局総
務課金融会社室地方調整係長

（カ）金融庁公認会計士・監査
審査会事務局総務試験室総務係
長

（イ）（併任）金融庁企画市場
局総務課保険企画室保険企画係
長
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社十六銀行 R1.7.1 ～ H29.7.1
愛知営業本部課長代理 ～

177 〔業務内容〕 R1.6.30
R1.7.1 ～

R1.7.1 ～

R1.7.1 ～

R1.7.1 ～

①

岐阜信用金庫 R1.7.1 ～ R2.12.31 H29.7.1
業務推進部地域支援課代理 ～

178 〔業務内容〕 R1.6.30
R1.7.1 ～

R1.7.1 ～ R2.12.31

R1.7.1 ～

①

R1.7.9 ～ R2.6.30 H29.7.1
～

179 営業企画部課長代理 R2.7.1 ～ R1.6.30
〔業務内容〕

⑦

住友林業株式会社 R1.7.1 ～ H29.7.1
～

180 R1.6.30
〔業務内容〕 R1.7.1 ～ R2.3.31

R1.7.1 ～ R2.3.31

③

　企業の販路拡大や新規事業
進出、資金面からの効率化な
ど、専門的かつ高度な法人ソ
リューションを通じて顧客お
よび営業部店の支援を実施す
る。行内のみならず、必要に
応じて行政機関、教育機関及
び民間のコンサルティング機
関とも連携するなど、地域経
済のあらゆるノウハウを活用
しながら、顧客に提案を行
う。

（エ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部航空宇宙
産業課航空宇宙推進係長

（エ）（併任）経済産業省中部
経済産業局総務企画部会計課
（オ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部地域未来
投資促進室付

（ア）経済産業省中部経済産業
局総務企画部総務課総括係長

（イ）（併任）経済産業省中部
経済産業局総務企画部総務課企
画調整係長

（ウ）（併任）経済産業省中部
経済産業局総務企画部総務課情
報公開・広報室

東京海上日動火災保険株式会
社

　海外の「森作り」業務、国
内外での森林管理に関する業
務、山林火災対策に関する業
務、生物多様性に関する業
務、その他環境、山林に関す
る業務

　営業企画部において、次世
代自動車タスクフォースに参
画し、自動運転等に関連する
業務等を担う。

資源環境本部海外資源部経営
総合職層（Ｅ１)

（ア）国土交通省自動車局整備
課点検整備推進対策官

（イ）（併任）環境省中部地方
環境事務所信越自然環境事務所
国立公園課地域連携専門官

（ウ）（併任）環境省中部地方
環境事務所信越自然環境事務所
志賀高原自然保護官事務所首席
自然保護官

　地方創生に関し、地公体等
との連携協定に基づく個別事
業への参画・推進、地域密着
型金融の推進、ＣＳＲ・地域
貢献活動事業の企画・運営、
顧客組織活動の企画・運営

（ア）経済産業省中部経済産業
局地域経済部航空宇宙産業課航
空工場検査官

（イ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部航空宇宙
産業課総括係長

（ウ）（併任）経済産業省中部
経済産業局地域経済部航空宇宙
産業課航空宇宙企画係長

（ア）環境省中部地方環境事務
所信越自然環境事務所国立公園
企画官

（イ）国土交通省自動車局技
術・環境政策課付（研究休職：
公益財団法人日本自動車輸送技
術協会自動車基準認証国際化研
究センタ－へ）
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社日立製作所 R1.7.10 ～ R2.7.15 H29.7.10
～

181 R1.7.10 ～ R2.7.15 R1.7.9
〔業務内容〕

R1.7.10 ～ R2.7.15

R1.7.10 ～ R2.7.15

R2.7.16 ～

R2.7.16 ～

④

株式会社東京証券取引所 R1.7.10 ～ R2.7.8 H29.7.10
情報サービス部調査役 ～

182 〔業務内容〕 （イ）金融庁企画市場局付 R2.7.9 ～ R1.7.9

※ ⑮

株式会社東京証券取引所 R1.7.10 ～ R2.7.15 H29.7.10
上場推進部調査役 ～

183 〔業務内容〕 R2.7.16 ～ R1.7.9

R2.7.16 ～

⑯

東京瓦斯株式会社 R1.8.1 ～ H29.8.1
導管企画部導管企画部長付 ～

184 〔業務内容〕 R1.7.31

③

（エ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課研究開発第二係長
（オ）金融庁総合政策局総合政
策課金融税制第二係長
（カ）（併任）内閣官房大臣官
房消費税価格転嫁等相談対応室
金融庁分室室員

（イ）金融庁企画市場局市場課
総務係長
（ウ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課金融サービス利用
者相談室

（ア）金融庁企画市場局市場課
金融取引係長

鉄道ビジネスユニット財務本
部経理部主任

　鉄道事業における財務戦略
立案・推進業務、鉄道事業に
おける会計関連業務

　証券取引所が提供する情報
サービス（相場情報、上場会
社のコーポレートアクション
情報、株価指数情報など）の
利用促進、新規サービスの企
画立案に関する業務。実務担
当者として機関投資家、情報
ベンダー、証券会社等からの
情報収集及び調整なども行
う。

（ア）金融庁総合政策局総合政
策課政策立案推進係長

（ア）金融庁企画市場局市場課
課長補佐

（ア）総務省情報流通行政局衛
星・地域放送課技術企画官

　東京ガスグループの主要経
営課題であるガススマート
メーター導入に関する取組の
状況を一元的に把握するとと
もに、ガススマートメーター
の主要構成要素であるメー
ター、通信、センターシステ
ムに関する検討を行う。

（ウ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課研究開発第一係長

　ＥＴＦなどの新たな上場商
品の企画・立案、上場促進に
関する業務及び国内外の未上
場会社の上場促進に関する業
務。実務担当者として証券会
社、資産運用会社、機関投資
家、監査法人等からの情報収
集及び調整なども行う。

（イ）（併任）金融庁総合政策
局総合政策課総務係長
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

本田技研工業株式会社 R1.7.5 ～ R2.7.19 H29.8.1
～

185 R2.7.20 ～ R1.7.4

〔業務内容〕

②

阪和興業株式会社 R1.9.1 ～ R2.3.1 H29.8.1
～

186 R1.9.9 ～ R2.3.1 R1.7.31
〔業務内容〕

R1.12.1 ～ R2.2.29

R2.3.1 ～

②

王子木材緑化株式会社 R1.8.1 ～ H29.8.1
営業本部林業部課長 ～

187 〔業務内容〕 R1.7.31

②

日本電産株式会社 R1.8.1 ～ H29.8.1
知的財産部ＰＲ２（部長） ～

188 〔業務内容〕 R1.7.31

②

（イ）総務省情報流通行政局情
報流通振興課情報流通高度化推
進室長

（ア）林野庁森林整備部計画課
付

（ウ）農林水産省大臣官房国際
部国際地域課付

・知財教育・啓蒙活動、知財
担当者のスキルズインベント
リー策定、運用
・グローバル知財戦略の検
討、立案、実行
・経営戦略や製品の企画立案
への貢献等

（エ）外務省在インドネシア日
本国大使館二等書記官

（ア）特許庁審判部上級審判官
（第２０部門）

ＩＴ本部コネクテッド開発部
サービス開発課プロジェクト
リーダー

・通信利活用による安心安全
なモビリティー社会の実現に
向けたシステムの開発と実用
化
・準天頂衛星利活用による東
南アジア地域のビジネス展開
検討と実証実験推進
・上記内容のプロジェクト
リーダー

木材部国際開発課総合Ａ職群
相当

　国内外の森林所有者、森林
組合、林業事業体、販売先と
の間で山林や立木評価、仕入
販売戦略を立案し、実務担当
者の中心となり業務を遂行す
る。

・国内社有林の適正な管理と
有効活用のための対策の立案
・社有林経営に資する林業、
木材流通事業強化のための民
間市場における情報収集と具
体的戦略の構築等

（イ）（併任）外務省大臣官房

（ア）林野庁林政部企画課課長
補佐（年次報告班担当）

（ア）総務省情報流通行政局郵
政行政部企画課企画官
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社ベネフィット・ワン （ア）財務省大臣官房企画官 R1.7.9 ～ R2.6.30 H29.9.1
（イ）厚生労働省大臣官房付 R2.7.1 ～ R2.7.20 ～

189 （ウ）（併任）医政局 R2.7.1 ～ R2.7.20 R1.6.30
（エ）（併任）健康局 R2.7.1 ～ R2.7.20

〔業務内容〕 R2.7.21 ～

③

綜合警備保障株式会社 （ア）厚生労働省訓練企画官 R1.9.11 ～ R2.3.31 H29.9.1
R1.9.11 ～ R2.3.31 ～

190 R1.6.30
〔業務内容〕

R1.9.11 ～ R2.7.31

R1.10.3 ～ R2.3.31

R2.4.1 ～ R2.7.31

R2.8.1 ～

R2.8.1 ～

R2.8.1 ～
④

株式会社日立製作所 （ア）厚生労働省政策評価官 R1.7.16 ～ R2.8.6 H29.9.1
R1.7.16 ～ R2.8.6 ～

191 R1.7.15
R1.7.16 ～

〔業務内容〕
R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

R2.8.7 ～

（ク）復興庁統括官付 R2.8.7 ～

③

（キ）（併任）内閣府地方創生
推進事務局参事官（地域再生担
当）

東日本営業部　ヒューマン
キャピタル研究所ゼネラルマ
ネージャー（部長相当）

　福利厚生全般に関する情報
収集・調査・研究をはじめ、
大手・中小企業に向けた啓蒙
活動（セミナーの企画や運
営・出版等）

経営企画部本社担当部長兼本
社室長

（カ）厚生労働省雇用環境・均
等局職業生活両立課長

（イ）（併任）厚生労働省人材
開発統括官付参事官（人材開発
政策担当）付訓練企画室長

（オ）退職（年金積立金管理運
用独立行政法人へ）

（エ）（併任）厚生労働省大臣
官房総務課
（オ）厚生労働省大臣官房総務
課企画官

（キ）（併任）雇用環境・均等
局総務課

（エ）厚生労働省職業安定局雇
用政策課長
（オ）（併任）政策統括官付参
事官（企画調整担当）付統計・
情報総務室
（カ）（併任）内閣官房副長官
補付

① 「企業年金制度再構築プ
ロジェクト」への参画
　当社グループ企業年金制度
(確定給付企業年金制度及び
確定拠出企業年金制度)の再
構築及び現行制度からの移行
に関する企画立案・労使交
渉・グループ各社における移
行支援 等
② 「雇用・改革プロジェク
ト」への参画
　５～10年後を見据えた、日
本における人財マネジメント
転換の方針・基本的考え方の
整理と、関連諸制度の改訂に
関するグランドデザイン検討

（ク）（併任）内閣官房副長官
補付

　経営戦略、会社組織全般に
関する業務を主に担当すると
ともに、戦略事業部門などの
プロジェクトへの参画

人財統括本部人事勤労本部
雇用・処遇改革プロジェクト
部長代理

（ウ）（併任）厚生労働省人材
開発統括官付若年者・キャリア
形成支援担当参事官室

（イ）（併任）厚生労働省政策
統括官付政策評価官室長
（ウ）（併任）厚生労働省行政
改革推進室

- 53 -



派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

株式会社ヤクルト本社 R1.7.9 ～ R2.4.7 H29.9.1
広報室ＣＳＲ推進室室長 ～

192 〔業務内容〕 R1.7.9 ～ R2.4.7 R1.7.8

R1.7.9 ～ R2.4.7

R1.7.9 ～ R2.4.7

R1.7.9 ～ R2.4.7

R1.7.10 ～ R2.1.7

R2.4.8 ～
③

株式会社博報堂 R1.10.1 ～ H29.10.1
～

193 R1.9.30
〔業務内容〕 R1.10.1 ～

③

横浜川崎国際港湾株式会社 R1.6.30 H29.10.16
企画部長 ～

194 〔業務内容〕 R1.6.30 R1.6.29

③

R1.12.2 ～ H29.12.2
～

195 R1.12.1

〔業務内容〕

②

・横浜港、川崎港の大規模整
備及び再編成などの事業の推
進に関すること
・施設の維持管理計画に関す
る総合調整に関すること
・国などの関係機関等との連
絡調整に関すること

e-Janネットワークス株式会
社
ビジネスパートナーグループ
一般従業員

　法人向けリモートアクセス
サービスであるCACHATTOの販
売・代理店教育、販売促進の
ための企画業務・法務業務、
その他付随する業務

（ア）国土交通省九州地方整備
局港湾空港部付
（イ）退職（下関市へ）

（ア）会計検査院第５局特別検
査課調査官

（ア）厚生労働省健康局がん・
疾病対策課肝炎対策推進室長
（イ）（併任）厚生労働省健康
局がん・疾病対策課B型肝炎訴
訟対策推進室長

　広報室全体の運営及び業務
管理面において、室長のサ
ポートを行うとともに、ＣＳ
Ｒ推進室の長として、室の具
体的な目標設定や後継者・室
員の育成など、組織運営に関
するマネジメント業務を行
う。

（キ）文部科学省初等中等教育
局幼児教育課幼児教育企画官

（カ）（併任）厚生労働省健康
局難病対策課

　企業、団体などのＰＲ関連
業務（新商品などの広報計
画、メディアリレーション活
動、発表会・ＰＲイベントの
実施、企業広報コンサルティ
ング、メディアトレーニング
など）

（ア）農林水産省生産局農産部
地域作物課課長補佐（地域作物
第１班担当）

（イ）（併任）農林水産省政策
統括官付

（ウ）（併任）厚生労働省健康
局
（エ）（併任）厚生労働省健康
局総務課原子爆弾被害者援護対
策室

（オ）（併任）厚生労働省保険
局

ＭＤ戦略センターＰＲ戦略局
ＰＲ職スーパーバイザー
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派遣期間番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

大川信用金庫 R1.12.2 ～ H29.12.2
～

196 R1.12.1
〔業務内容〕 R2.4.1 ～

R2.4.1 ～

R2.7.1 ～ R2.9.30

①

株式会社日本人材機構 R1.7.10 ～ H30.8.1
創生事業本部マネージャー ～

197 〔業務内容〕 R1.7.10 ～ R1.5.31

①

　地域の中堅・中小企業に対
するコンサルティング業務、
経営（サポート）人材等の
マッチング業務等

（イ）（併任）経済産業省経済
産業研修所研修制度企画調整官

（ア）経済産業省大臣官房秘書
課長補佐（研修・採用担当）

営業推進部経営支援課課長代
理

（ア）経済産業省九州経済産業
局地域経済部新産業戦略課新産
業戦略第一係長

・支援先の経営上の諸問題の
明確化、その他原因究明、改
善計画の策定・実施、結果
チェック等、取引先の経営支
援及び経営指導に関する事項
・支援先の信用諸情報の収集
保管に関する事項

（エ）（併任）経済産業省九州
経済産業局地域経済部新産業戦
略課ヘルスケア産業係長

（イ）（併任）経済産業省九州
経済産業局地域経済部新産業戦
略課新産業戦略第二係長

（ウ）（併任）経済産業省九州
経済産業局地域経済部新産業戦
略課新産業戦略第三係長
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　　③　平成30年に復帰した職員（４０人）

スズキ株式会社 R1.6.30 ～ R2.3.31 H26.4.1
～

198 （イ）（併任）特許庁審査官 R1.6.30 ～ （R2.3.31） H30.3.31
〔業務内容〕

②

R1.7.5 ～ R2.7.11 H26.10.15
～

199 秘書部部長 R1.7.5 ～ R2.7.11 H30.7.21
〔業務内容〕

（ウ）退職 R2.7.12 ～
①

株式会社北洋銀行 H31.4.1 ～ （R2.3.31） H27.4.1
地域産業支援部主任調査役 ～

200 〔業務内容〕 H30.3.31

③

番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）

法務・知財本部知的財産部
戦略担当部長

（ア）経済産業省経済産業政
策局調査課長

（ア）特許庁審査第四部審査
長（電子デバイス・電気機

・特許・ノウハウを含む知
的財産情報の活用
・知的財産に関する運用体
制の整備
・技術提携に関する交渉

サントリーホールディング
ス株式会社

　国内外における社長業務
のフォロー

　北海道の地域産業育成・
活性化に関する業務
１．観光関連業務：道内の
観光産業の支援・育成
２．農業・フードビジネス
関連業務：食産業育成、北
海道フード特区に関する業
務
３．ものづくり関連業務：
道内の機械・工業産業の支
援・育成

（ア）国土交通省北海道開発
局釧路開発建設部釧路港湾事
務所計画・保全課長

派遣期間

（イ）（併任）経済産業省大
臣官房秘書課付
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

株式会社豊田自動織機 H30.4.1 ～ R2.3.31 H27.5.1
～

201 H30.3.31
〔業務内容〕 H30.4.1 ～ (R2.3.31)

H30.5.1 ～ (R2.3.31)

H30.10.1 ～ (R2.3.31)

H31.4.1 ～ (R2.3.31)

R1.7.1 ～ (R2.3.31)

R1.8.30 ～ (R2.3.31)

②

株式会社経営共創基盤 H27.7.13
～

202 H30.7.12
〔業務内容〕

②

株式会社日本人材機構 H30.7.17 ～ (R2.6.30) H27.12.7
創生事業本部ディレクター ～

203 〔業務内容〕 H30.6.30

①

技術・開発本部Ｒ＆Ｄ統括
部企画管理室企画グループ

　新事業創出のための開発
テーマ企画から新規事業化
までを一貫して強力に推
進、サポートする体制を構
築する等の業務。具体的に
は、関連する市場と技術情
報に関する調査、情報ネッ
トワークの構築、情報蓄積
の仕組み構築、情報分析と
手法の検討、環境変化が及
ぼす影響予測等に関わる業
務

ＩＧＰＩカンパニーアソシ
エイト

　経営コンサルティング、
財務アドバイザリー、投資
業務等

（カ）（併任）経済産業省中
部経済産業局産業部経営支援
課経営支援係長

（ア）金融庁監督局銀行第二
課課長補佐

（エ）（併任）経済産業省中
部経済産業局産業部経営支援
課中小企業相談官

　地域の中堅・中小企業に
対するコンサルティング業
務、経営（サポート）人材
等のマッチング業務等

（イ）（併任）経済産業省中
部経済産業局産業部経営支援
課新事業支援室振興係長
（ウ）（併任）経済産業省中
部経済産業局産業部経営支援
課総括係長

（ア）なし（1.8.9金融庁退職）

（ア）経済産業省中部経済産
業局産業部経営支援課中小企
業海外展開支援係長

（オ）（併任）経済産業省中
部経済産業局産業部経営支援
課経営力向上室

（キ）（併任）経済産業省経
済産業政策局地域経済産業グ
ループ地域経済産業調査員
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

H30.5.1 ～ (R1.12.31) H28.1.1
～

204 H29.12.31
H30.5.1 ～ (R1.12.31)

〔業務内容〕

H30.5.1 ～ (R1.12.31)

H30.5.1 ～ (R1.12.31)

H30.7.25 ～ (R1.12.31)

R1.8.30 ～ (R1.12.31)

①

三優監査法人 H31.4.1 ～ （R2.6.30） H28.2.15
～

205 H30.6.30
〔業務内容〕

①

東日本旅客鉄道株式会社 H30.4.1 ～ R2.3.31 H28.4.1
広報部副課長 ～

206 〔業務内容〕 H30.3.31

※ ④

株式会社野村総合研究所 H30.4.1 ～ (R2.3.31) H28.4.1
～

207 H30.7.17 ～ (R2.3.31) H30.3.31
（株式会社野村総合研究

H30.9.5 ～ (R2.3.31)

R1.7.10 ～ (R2.3.31)

〔業務内容〕

①

本社勤務ＮＲＩセキュアテ
クノロジーズ株式会社出向
（ＮＲＩセキュアテクノロ
ジーズ株式会社）
サイバーセキュリティサー
ビス事業本部サイバーセ
キュリティ事業推進部特別
専門職　コンサルタント

（イ）（併任）金融庁総合政
策局リスク分析総括課

　補助金・助成制度等の顧
客提案営業、産学官連携・
事業化支援等の推進、地域
資源活用・新事業創出等の
企画、等

（ア）内閣府大臣官房政府広
報室広報専門官

（ウ）（併任）金融庁総合政
策局秘書課

株式会社山口フィナンシャ
ルグループ
出向（もみじ銀行地域振興
部副調査役）

業務本部東京事務所シニア
スタッフ

（イ）（併任）経済産業省中
国経済産業局産業部中小企業
課小規模企業係長

（ア）会計検査院第２局監理
官付調査官

（ア）（併任）内閣官房内閣
サイバーセキュリティセン

　契約締結会社（クライア
ント）の会計監査業務

　広報関係事務の総合企
画、報道、部内外広報、社
員育成等

エヌ・アール・アイ・セ
キュアテクノロジーズ株式

　セキュリティ人材育成事
業に関する支援業務、セ
キュリティコンサルティン
グサービスに関する支援業
務、セキュリティソリュー
ションサービスに関する支
援業務　等

（ウ）（併任）経済産業省中
国経済産業局地域経済部地域
経済課消費税転嫁対策室転嫁
対策調査官

（エ）（併任）経済産業省中
国経済産業局産業部中小企業
課消費税転嫁対策室転嫁対策
調査官（オ）（併任）経済産業省中
国経済産業局産業部産業振興
課中小企業金融検査室信用保
証検査官

（ア）経済産業省中国経済産
業局産業部中小企業課支援体
制係長

（カ） (併任）経済産業省経
済産業政策局地域経済産業グ
ループ地域経済産業調査員

（エ）金融庁総合政策局総合
政策課サイバーセキュリティ
対策企画調整室サイバーセ
キュリティ対策第一係長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

株式会社八十二銀行 R1.5.1 ～ R2.3.31 H28.4.1
法人部アソシエイト３ ～

208 〔業務内容〕 R1.5.1 ～ R2.3.31 H30.3.31

①

川崎重工業株式会社 H30.4.1 ～ R2.3.31 H28.4.1
～

209 H30.3.31
〔業務内容〕

②

京都信用金庫 H30.5.1 ～ R2.3.31 H28.5.1
企業成長推進部主任 ～

210 〔業務内容〕 H30.4.30
R2.4.1 ～ R2.4.30

③

H30.7.17 ～ (R2.6.30) H28.7.1
～

211 H30.6.30
H30.7.17 ～ (R2.6.30)

〔業務内容〕 H31.4.1 ～ (R2.6.30)

②

日東電工株式会社 R1.7.1 ～ R2.2.4 H28.7.1
～

212 H30.6.30
〔業務内容〕 R2.2.5 ～ R2.4.22

R2.4.23 ～ (R2.6.30)

※ ②

水素チェーン開発センター
担当部長

　水素チェーンプロジェク
ト推進の個別業務につい
て、そのプロジェクトメン
バーとして業務を担当

　付加価値営業による企業
成長の推進、臨店指導及び
企業金融担当者の指導育
成、産学公連携事業の企
画・運営、制度融資等事業
性融資商品の企画立案、企
業金融部門の営業推進及び
業績管理

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ
金融事業推進部技術戦略推
進部プロジェクトサポート
担当主任

（ア）海上保安庁装備技術部
船舶課上席船舶工務官

・金融システムに求められ
るシステム要件を踏まえた
金融システム構築ガイドラ
インの作成
・ガイドラインの社内普及
推進等を実施する業務

経営戦略統括部門経理財務
統括部財務部資金管理グ

　財務諸表の作成、年次業
績報告、資金繰り管理、現
金・送金・銀行口座・為替
予約等に関する業務

（ア）経済産業省近畿経済産
業局地域経済部地域経済課産
業人材企画係長

　中小企業を中心としたコ
ンサルティング営業の企
画・運営等本部業務

（イ）金融庁公認会計士・監
査審査会事務局公認会計士監
査検査官
（ウ）金融庁公認会計士・監
査審査会事務局総務課試験室
室付

（イ）経済産業省近畿経済産
業局地域経済部地域経済課イ
ノベーション推進室産業人材
企画係長

（イ）（併任）経済産業省関
東経済産業局総務企画部政策
評価広報課審査係長

（ア）金融庁公認会計士・監
査審査会事務局総務試験室総
務係長

（ウ）金融庁総合政策局秘書
課情報化統括室情報セキュリ
ティ対策推進係長

（ア）（併任）金融庁総合政
策局総合政策課サイバーセ
キュリティ対策企画調整室
（イ）（併任）金融庁総合政
策局リスク分析総括課

（ア）経済産業省関東経済産
業局総務企画部総務課調整係
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

株式会社東京証券取引所 H30.7.17 ～ (R2.6.30) H28.7.1
上場部調査役 ～

213 〔業務内容〕 H30.7.17 ～ (R2.6.30) H30.6.30

⑭

株式会社日立製作所 R1.7.10 ～ (R2.6.30) H28.7.1
～

214 R1.7.10 ～ (R2.6.30) H30.6.30

〔業務内容〕

②

日本ユニシス株式会社 （ア）総務省大臣官房付 R1.8.1 ～ (R2.6.30) H28.7.1
R1.8.1 ～ (R2.6.30) ～

215 H30.6.30
〔業務内容〕 R1.8.1 ～ (R2.6.30)

③

シスコシステムズ合同会社 H30.7.9 ～ (R2.6.30) H28.7.1
～

216 H30.6.30
〔業務内容〕

②

（ア）総務省国際戦略局国際
政策課課長補佐（国際機関派
遣：アジア・太平洋電気通信
共同体）

金融ビジネスユニット金融
システム事業部事業推進本
部システム統括部ＣＳＩＲ
Ｔ主任

　金融機関（業界）におけ
るセキュリティ対策等に関
連する業務

総合技術研究所未来環境室
上席研究員

　先端技術の研究開発及び
要素技術実用化のための調
査、技術開発・獲得、知財
化、事業化に向けた技術移
転に関する業務

パブリックセクター政策推
進部シニアアドバイザー

（イ）（併任）金融庁総合政
策局リスク分析総括課金融証
券検査官

（ア）金融庁監督局総務課課
長補佐

　国内外の情報通信政策に
関する情報収集、国内政策
関係者への自社業務に関わ
る啓蒙活動、国内外事業環
境の分析及び新規事業の企
画と実施を営業部門、海外
関係部門と連携して行う。

（イ）（併任）内閣官房副長
官補付企画官
（ウ）（命）内閣官房拉致問
題対策本部事務局政策企画室
企画官

　上場会社の適時開示に関
する支援・助言、上場会社
の企業実態等の調査分析、
会社情報の収集整理などの
業務

（ア）金融庁総合政策局秘書
課専門官
（イ）（併任）金融庁総合政
策局秘書課人事第三係長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

H28.7.1
～

217 企業商品業務部担当課長 H30.7.31
〔業務内容〕

④

日本通運株式会社 H30.7.31 ～ (R2.6.30) H28.7.1
本社業務部調査役 ～

218 〔業務内容〕 H31.1.29 ～ (R2.6.30) H30.6.30

H31.1.29 ～ (R2.6.30)

H31.3.1 ～ (R2.6.30)
③

H30.7.1 ～ (R2.6.30) H28.7.1
～

219 リテール商品業務部課長代 H30.7.1 ～ (R2.6.30) H30.6.30
〔業務内容〕

H30.7.1 ～ (R2.6.30)

R1.10.1 ～ (R2.6.30)

②

H31.4.1 ～ （R2.6.30) H28.7.1
～

220 企業商品業務部担当課長 H31.4.1 ～ （R2.6.30) H30.6.30
〔業務内容〕

H31.4.1 ～ （R2.6.30)

H31.4.1 ～ （R2.6.30)

H31.4.1 ～ （R2.6.30)

H31.4.1 ～ （R2.6.30)
①

国際原子力開発株式会社 H28.7.1
企画調査部部長 ～

221 〔業務内容〕 H30.6.30

④

（ア）厚生労働省労働基準局
労働関係法課長

（イ）（併任）農林水産省近
畿農政局企画調整室付
（ウ）（併任）農林水産省近
畿農政局消費・安全部付
（エ）（併任）農林水産省近
畿農政局生産部付
（オ）（併任）農林水産省近
畿農政局経営・事業支援部付
（カ）（併任）農林水産省近
畿農政局統計部付

（ア）なし（30.8.1厚生労働
省退職（社会保険診療報酬支
払基金へ））

　コンプライアンスの徹底
などを中心としたＣＳＲ経
営の推進強化及びその他関
連する業務

損害保険ジャパン日本興亜
株式会社

　リテール市場向け保険商
品（火災保険、第三分野保
険（傷害保険、医療保険
等））等に関する商品開
発、商品管理、マーケット
に関する調査・研究及び販
売手法等の立案・実行・管
理業務

東京海上日動火災保険株式
会社

（ア）なし（30.7.6経済産業
省退職（愛知県へ））

（ア）厚生労働省社会・援護
局保護課長補佐
（イ）（併任）厚生労働省大
臣官房総務課審理室

　企業向け保険商品の開発
管理、保険引受リスク管
理、保有、再保険政策等に
関する業務等を行う。

　原子力発電新規導入国に
おける原子力発電プロジェ
クトの受注に向けた提案、
調査、附帯又は関連する業
務

（イ）（併任）厚生労働省職
業安定局雇用保険課
（ウ）（併任）厚生労働省保
険局保険課
（エ）（併任）厚生労働省大
臣官房人事課

（ウ）（併任）厚生労働省社
会・援護局地域福祉課生活困
窮者自立支援室
（エ）（併任）厚生労働省社
会・援護局保護課保護基準検
証専門官

（ア）農林水産省近畿農政局
地方参事官

東京海上日動火災保険株式
会社

　企業向け保険商品の開発
管理、保険引受リスク管
理、保有、再保険政策等に
関する業務等を行う。
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

H30.8.1 ～ （R2.6.30) H28.7.1

～
222 H30.6.30

〔業務内容〕 H30.8.1 ～ （R2.6.30)

R1.7.26 ～ （R2.6.30)

R1.10.1 ～ （R2.6.30)

①

株式会社荘内銀行 H30.7.1 ～ R2.4.30 H28.7.1
～

223 H30.6.30
〔業務内容〕 H30.7.1 ～ R2.4.30

H30.7.1 ～ R2.4.30

H30.7.1 ～ （R2.6.30)

R2.5.1 ～ （R2.6.30)

R2.5.1 ～ （R2.6.30)

R2.5.1 ～ （R2.6.30)

③

ヤフー株式会社 H30.7.20 ～ (R2.7.3) H28.7.4
～

224 H30.7.3

〔業務内容〕

※ ①

経営企画部経営企画グルー
プ部長代理

　利益計画の策定に係る協
議、新たな顧客創造とアラ
イアンス強化、法人営業体
制改革に関する協議立案、
営業各部・営業店とのコ
ミュニケーションによる課
題抽出等

コーポレート統括本部総合
企画室（兼務）コーポレー
ト統括本部政策企画本部シ
ニアスペシャリスト

（ア）経済産業省東北経済産
業局地域経済部地域経済課総
括係長
（イ）（併任）経済産業省東
北経済産業局地域経済部地域
経済課競争環境整備室企画調
査係長（ウ）（併任）経済産業省東
北経済産業局地域経済部地域
経済課消費税転嫁対策室消費
税転嫁対策係長

（エ）（併任）経済産業省東
北経済産業局地域経済部地域
未来投資促進室地域未来投資
促進係長

・インターネットガバナン
ス等企業政策課題に関連す
る諸プロジェクトの支援業
務
・検索サービス、ネット
ショッピングその他事業に
関わる施策の企画・立案、
関係先等の交渉等

（ア）総務省情報流通行政局
情報流通振興課情報流通高度
化推進室長

（カ）（併任）経済産業省東
北経済産業局資源エネルギー
環境部エネルギー対策課エネ
ルギー対策係長

総合企画部新規事業推進担
当調査役

　フィンテック分野に関す
る情報収集と評価、事業化
検討、ＪＰＸグループ内の
イノベーション推進等

株式会社日本取引所グルー
プ

（ア）（併任）内閣府政策統
括官（科学技術・イノベー
ション担当）付参事官（原子
力担当）付主査

（キ）（併任）経済産業省東
北経済産業局資源エネルギー
環境部エネルギー対策課省エ
ネルギー対策官

（オ）経済産業省東北経済産
業局資源エネルギー環境部エ
ネルギー対策課新エネルギー
対策官

（イ）（併任）内閣府原子力
政策担当室室員
（ウ）（併任）資源エネル
ギー庁電力・ガス事業部原子
力政策課廃炉産業室付
（エ）資源エネルギー庁電
力・ガス事業部原子力政策課
原子力国際協力推進室長補佐
（国際協力担当）
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

首都圏新都市鉄道株式会社 H30.7.31 ～ （R2.7.7） H28.7.8
～

225 H30.7.7
〔業務内容〕

⑦

日本テレビ放送網株式会社 H30.4.1 ～ （R2.3.31) H28.7.15
～

226 H30.3.31
〔業務内容〕

③

株式会社野村総合研究所 H28.8.1
未来創発センター主席研究 ～

227 〔業務内容〕 H30.7.19

③

日本生命保険相互会社 H28.8.1
～

228 H30.7.31
〔業務内容〕

②

株式会社ＩＨＩ R1.7.9 ～ (R2.7.31) H28.8.1
～

229 H30.7.31
〔業務内容〕

②

（ア）総務省九州総合通信局
無線通信部長

　ＩＣＴ、ＩｏＴ、個人情
報活用政策及び民間企業に
おける戦略に関する調査、
分析

　社長からの特命事項（公
共交通政策に係る調査・分
析業務や新たな事業開発等
に係る事業企画業務など）
及び経営企画部の総括

法人営業企画部法人営業開
発室調査役

（ア）なし（2.7.5総務省退職
（日本郵政株式会社へ））

（ア）なし（30.8.1厚生労働
省退職（日本年金機構へ））

　ヘルスケア事業のビジネ
ス開発および推進に関する
企画・立案・実施等

　全社安全衛生管理の企
画・立案及び各地区におけ
る総務部・工場の行う安全
衛生管理の指導・援助・調
整、建設工事安全衛生に関
する企画・立案・調整、従
業員の健康管理及び健康の
維持増進に関する基本政策
の企画・立案　等

（ア）スポーツ庁健康スポー
ツ課障害者スポーツ振興室室
長補佐

人事部労働安全グループ主
査（課長職相当）

技術統括局技術開発部専門
副部長（管理職資格）

・電波産業会（ＡＲＩ
Ｂ）、ＩＴＵ－Ｒなど標準
化活動への参画
・業界先端状況の調査分析
・４Ｋ/８Ｋ等、最新技術の
国内外動向調査

経営企画部参与兼経営企画
部長

（ア）海上保安庁第四管区海
上保安本部次長
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

H31.4.1 ～ R2.3.31 H28.8.1
～

230 品質戦略部メンバー H30.7.31
〔業務内容〕 R2.4.1 ～ (R2.7.31)

R2.4.1 ～ (R2.7.31)

※ ⑥

R1.7.9 ～ (R2.6.30) H28.9.1
～

231 R1.7.9 ～ (R2.6.30) H30.6.30

〔業務内容〕

⑥

富士フイルム株式会社 R1.7.9 ～ (R2.7.31) H28.9.1
ヘルスケア事業推進室担当 ～

232 〔業務内容〕 H30.7.31
R1.7.9 ～ (R2.7.31)

R2.3.9 ～ (R2.7.31)

③

京浜急行電鉄株式会社 R2.7.20 ～ (R2.7.31) H28.10.1
グループ戦略室専任課長 ～

233 〔業務内容〕 R2.7.20 ～ (R2.7.31) H30.7.31

③

①ヘルス事業全般（主に機
能性化粧品、サプリメン
ト）の新製品開発支援（企
画・マーケティング・事業
探索等）
②海外市場調査、販売チャ
ンネルに関する調査と海外
販売戦略立案への助言

（イ）（併任）国土交通省住
宅局住宅政策課

（ア）国土交通省住宅局住宅
生産課住宅産業適正化推進官

（イ）（併任）経済産業省商
務情報政策局サービス政策課
調整係長
（ウ）（併任）厚生労働省健
康局結核感染症課

（ア）経済産業省商務情報政
策局サービス政策課教育産業
室企画調整係長

・サントリーグループ全体
の品質マネジメント及び品
質カルチャーの醸成
・新たな品質戦略課題の探
索・策定・推進

（ア）総務省国際戦略局技術
政策課研究推進室長

（イ）（併任）内閣官房副長
官補付（命）地理空間情報活
用推進室企画官（併任）内閣
府企画官（政策統括官（科学
技術・イノベーション担当）
付参事官（課題実施担当）
付）

・最新のＩＴ技術を活用し
た新事業の創出と実行（お
客様の利便性向上、収入を
得られる事業、インバウン
ドに寄与する事業の創出）
・外部機関等とのＩＴ関連
の連携（大学等における実
証実験等に関する調整、推
進）

東京海上日動火災保険株式
会社
企業商品業務部担当課長
（リーダークラス）

　企業商品業務部におい
て、企業向け保険商品の開
発管理、保険引受リスク管
理、保有再保険政策等に関
する業務等

サントリーホールディング
ス株式会社

（イ）文部科学省文化庁参事
官（食文化担当）付参事官補
佐

（ア）農林水産省食料産業局
食品流通課企画調査班企画係
長

（ウ）農林水産省農林水産技
官（食料産業局海外市場開
拓・食文化課付）
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

H30.7.30 ～ R2.3.31 H28.12.15
～

234 事業推進本部審議役 H30.7.30 ～ R2.3.31 H30.6.30
〔業務内容〕

H30.7.30 ～ R2.3.31

R1.7.1 ～ R2.3.31

R1.7.1 ～ R2.3.31

R1.7.1 ～ R2.3.31

R2.4.1 ～ (R2.6.30)

①

阪神国際港湾株式会社 H31.4.1 ～ (R2.6.30) H29.4.1
調査部調査課長 ～

235 〔業務内容〕 H30.6.30

⑤

東レ株式会社 H30.7.31 ～ (R2.7.30) H29.7.11
～

236 R1.10.18 ～ (R2.7.30) H30.7.30
〔業務内容〕

R2.4.1 ～ (R2.7.30)

※ ④

（ア）国土交通省近畿地方整
備局舞鶴港湾事務所工務課長

（ア）厚生労働省大臣官房人
事課調査官

（ウ）（併任）内閣官房特定
複合観光施設区域整備推進本
部事務局局員
（エ）観光庁国際観光部国際
観光課長補佐
（オ）（併任）観光庁国際観
光部国際観光課ＩＲ調整官

（イ）（命）内閣官房特定複
合観光施設区域整備推進室室

（イ）（併任）厚生労働省大
臣官房総括調査室員

（カ）（併任）観光庁国際観
光部参事官付
（キ）国土交通省中部地方整
備局港湾空港部港湾空港企画
官

（ア）（併任）内閣官房副長
官補付

（ウ）（併任）大臣官房業務
改革推進室員

・コンテナターミナルのあ
り方の企画、調整業務
・コンテナターミナル高度
化利用の企画、調整業務
等

ＣＳＲ推進室主任部員（担
当課長）

　東レおよび東レグループ
の短・中・長期ＣＳＲ経営
戦略の企画・推進に関し
て、ＣＳＲ推進室長を補佐
しながら、社内外のキーマ
ンとなって対応する。
（業務例：全社会議開催、
ＣＳＲ活動計画の策定、各
ラインＣＳＲ活動フォ
ロー、支援等の事務局業
務）

公益社団法人日本観光振興
協会

（１）近年急増中の外航ク
ルーズ船寄港を通した観光
活性化による地域振興や、
離島観光、クルーズ、海水
浴、海上・海中遊覧等海洋
環境・資源を活用した観光
に係る調査、研究及び計画
（２）「みなとオアシス」
をはじめとする新たな観光
拠点を活用したＤＭＯの形
成支援及び普及啓蒙の他、
クルーズ振興、農水産物の
販売に関わる港湾関連団体
等との連携強化による新た
な観光事業の研究
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番号

交流派遣後職務に復帰
した職員が当該復帰の
日の直前に派遣先企業

において占めていた地位

令和２年に占めていた官職等
（その復帰の日から起算して２年

を経過する日までに限る。）
派遣期間

有限責任監査法人トーマツ R1.7.10 ～ (R2.6.30) H29.7.16
～

237 H30.6.30

〔業務内容〕

②

（ア）金融庁企画市場局総務
課総括係長アドバイザリー事業本部 イ

ンダストリー事業部　ＦＳ
Ｉ　ＦＩＧコンサルティン
グ
シニアスタッフ

・金融機関向けアドバイザ
リー業務全般
・銀行、証券会社、保険会
社に対する、各種内部管理
（リスク管理、コンプライ
アンス、内部監査）態勢構
築・高度化支援（外部評
価・検証及び高度化アドバ
イサリー）、海外進出支援
等
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３．交流採用

【民間企業から国の機関に採用】





３．交流採用【 民間企業から国の機関に採用 】（７５２人）
　　①　令和２年に採用された職員（２４８人）
　　　イ．退職型（１０人）

　
外務省 三菱商事株式会社 R2.1.1

～
238 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑤

　
外務省 日本電気株式会社 R2.1.6

～
239 R4.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 株式会社ＫＰＭＳ　ＦＡＳ R2.1.1

～
240 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 西日本電信電話株式会社 R2.7.1

～
241 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

番号
交流採用職員の占める官職

交流元企業を退職した日の直
前に占めていた地位

任　　期
交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

　日本電信電話株式会社等に
関する法律に基づく、西日本
地域における地域電気通信業
務、地域電気通信業務に附帯
する業務（附帯業務）等

ビジネスデザイン部ビジネス
クリエーション部門新ビジネ
ス開発担当主査

　総合商社

地域開発部課長

①日本産品輸出促進、日本企
業支援等に関する官民連携業
務の企画立案及び実績取りま
とめ
②2025年の万博誘致に向けた
働きかけ等

経済局政策課官民連携推進室
課長補佐（併任）経済局政策
課課長補佐

サービスプロバイダソリュー
ション事業部キーアカウント
事業開発グループ

①パラグアイ経済情勢・動向
等の情報収集・分析
②日パラグアイ経済・経済協
力関係業務③対日直接投資の
推進、ビジネス環境整備関係
業務④日パラグアイ企業等へ
の支援関係業務

在パラグアイ日本国大使館三
等書記官

　北海道旅客鉄道株式会社、
四国旅客鉄道株式会社並びに
日本貨物鉄道株式会社の経営
自立に向けた財務に関する業
務

鉄道局鉄道事業課長補佐

　フィナンシャルアドバイザ
リーサービス

リストラクチャリング（Ｒ
Ｓ）部シニアアソシエイト

　電気通信機器等の製造・販
売等

・放送コンテンツのネット同
時配信等の放送・通信連携
サービスの推進に関する業務
・視聴データの利活用の推進
に関する業務
・放送コンテンツの不正流通
対策に関する業務

情報流通行政局情報通信作品
振興課主査
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国土交通省 ＥＹ新日本有限責任監査法人 R2.7.1

～
242 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
文部科学省 株式会社日立製作所 R2.10.1

～
243 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 R2.10.1
鉄道局国際課専門官 ～

244 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
資源エネルギー庁 R2.11.1
電力・ガス事業部電力基盤整 ～

245 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

番号
交流採用職員の占める官職

交流元企業を退職した日の直
前に占めていた地位交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

ＥＹトランザクション・アド
バイザリー・サービス株式会
社

任　　期

　下水道事業の経営健全化に
向けた取組みの推進に関する
業務、維持管理事故への対応
業務、下水道の適切な管理に
向けた下水道管理者への指導
業務、下水道管理者からの相
談対応業務

水管理・国土保全局下水道部
下水道企画課管理企画指導室
課長補佐

　監査・保証業務、財務会計
アドバイザリーサービス等

第４事業部マネージャー

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

　情報科学技術に係る研究開
発事業の推進に関する事務、
科学技術・学術審議会情報委
員会等に係る国内外の調整や
交渉や関係府省及び政府機関
との連絡調整等

研究開発グループ技術戦略室
技術総括センタ産学官連携部
長兼グローバル渉外統括本部
員

　我が国鉄道システムの海外
展開に資する案件形成他のた
めの省内・関係省庁（外務省
（含む大使館）、経済産業
省、ＪＩＣＡ）との調整及び
相手国政府との協議、並びに
案件形成のための民間企業
（鉄道事業者、鉄道関係メー
カー等）からの情報収集

　Ｍ＆Ａ、戦略コンサルティ
ング業務

研究振興局参事官（情報担
当）付専門官

ＥＹパルテノンストラテージ
シニアアソシエイト

ＰｗＣあらた有限責任監査法
人
Ｓｅｎｉｏｒ　Ａｓｓｏｓｉ
ａｔｅ(同)

　電力取引市場の開設や円滑
な取引に向けた詳細設計や制
度具体化に係る関係者との議
論、調整などに関する業務

　財務諸表監査、内部統制監
査をはじめとする各種証明業
務、財務報告に関する会計ア
ドバイザリー業務

－68－



　
国土交通省 双日株式会社 R2.11.1

～
246 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 日本たばこ産業株式会社 R2.12.2
在イラン日本国大使館二等書 中国事業部主任(同) ～

247 R4.11.30
〔職務内容〕 〔事業内容〕

日本たばこ、医薬品、食品・

②

（備考２）「任期」欄の○数字は、各府省と当該民間企業との間の連続交流の回数。

　　　イ．雇用継続型（２３８人）

　
金融庁 株式会社野村総合研究所 R2.1.1

～
248 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

番号
交流採用職員の占める官職

交流元企業を退職した日の直
前に占めていた地位

任　　期
交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

コンサルティングサービス、
ＩＴソリューションサービス

NRIセキュアテクノロジーズ
出向 上級専門職（上級）
（本社勤務 上級専門職（上
級））

　サイバーセキュリティ関連
情報の収集及び分析等、サイ
バーセキュリティ対策にかか
る取組み状況等の把握・分
析、分析結果を基にした金融
機関へのモニタリングの企
画・実施業務等

総合政策局総合政策課研究官
（併任）監督局総務課課付

交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

（備考１）「番号」欄の※印は女性。

番号 任　　期

・イランの経済情勢（制裁の
影響を含む）及びイラン経
済・財政・金融政策について
の情報収集・分析
・石油、天然ガス、電力等の
プロジェクトについての情報
収集
・日系企業等への支援等

航空局総務課政策企画調査室
調査第二係

航空産業・交通プロジェクト
本部航空事業部ビジネス
ジェット課(－)

　ビジネスジェットの受入環
境整備に関する調査等業務、
航空イノベーションに関する
情報収集及び調整等業務

　総合商社

－69－



交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
金融庁 R2.1.1

～
249 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 大鵬薬品工業株式会社 R2.1.1

～
250 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 湧永製薬株式会社 R2.1.1

～
251 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 ファイザー株式会社 R2.1.1

～
252 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

日鉄ソリューションズ株式会
社
金融ソリューション事業本部
コンサルティング総括セン
ター／基幹職（同）

　医療用医薬品の製造、販
売、輸出入

　成果連動型民間委託契約や
社会保障教育、共同ポータル
の実施に向けた調整業務

コーポレートアフェアーズ・
ヘルスアンドバリュー本部
医療政策部 担当部長（コー
ポレートアフェアーズ・ヘル
スアンドバリュー本部 医療
政策部 担当部長）

政策統括官付政策統括室政策
第五班主査

薬剤疫学研究部一課 係長
（企画渉外部 係長）

医政局医療経営支援課主査

　情報システムに関する企
画・設計･開発・構築・運
用・保守及び管理、情報シス
テムに関するソフトウェア及
びハードウェアの開発・製造
並びに販売及び賃貸

　金融関係データセットの整
備や様々なシナリオに基づく
可変料率の算出・分析、モニ
タリング支援システムの開
発、整備及び機能改善に向け
たプロジェクト業務等

総合政策局リスク分析総括課
金融証券検査官（併任）総合
政策局リスク分析総括課課長
補佐

　医薬品・健康食品の製造販
売

　健康保険法や地域における
医療及び介護の総合的な確保
の促進に関する法律等の法改
正などの法令業務、医療保険
者及び医療関係者・関係省庁
等との調整業務

ヘルスケア研究開発部ヘルス
ケア研究課（ヘルスケア研究
開発部ヘルスケア研究課）

保険局医療介護連携政策課保
険データ企画室保険データ企
画係長

　医療用医薬品、一般消費者
用医薬品及び食品の製造販売

　医師の働き方改革の実現に
向けた検討、医療法人の経営
安定化に向けた支援策の検
討、実行
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 2.7.1 株式会社インテリックス R2.1.1

～
253 R3.12.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

※ ①

　
経済産業省 静岡ガス株式会社 R2.2.1

～
254 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 2.7.1 セコム株式会社 R2.2.1

～
255 R3.12.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　不動産売買・不動産賃貸・
不動産コンサルティング

不動産・建設経済局不動産市
場整備課不動産投資市場整備
室小規模不動産特定共同事業
係長

商務情報政策局情報経済課企
画三係長（併任）商務情報政
策局情報経済課アーキテク
チャ戦略企画室付

　我が国の産業・社会におけ
るデータ流通・利活用の促進
のための技術基盤の構築や制
度整備等に関する業務

　警備の請負とその保障業務

本社企画部主務（本社人事部
付）

商務情報政策局情報経済課企
画三係長

　産業技術環境局技術振興・
大学連携推進課における、研
究開発ベンチャーのエコシス
テム構築に係る企画業務、既
存の予算事業及び委託調査事
業の進捗管理等

　一般ガス事業

導管ネットワーク事業部導管
計画グループ（経営戦略部部
長付）

①小規模不動産特定共同事業
者の新規・更新の登録審査
②登録業者情報の管理・更新
等
③小規模不動産特定共同事業
者からの照会対応
④適格特例投資家及び適格特
例投資家限定事業に関する届
出審査業務

リノヴェックスマンション事
業部門横浜店（リノヴェック
スマンション事業部門横浜店
主任）

土地・建設産業局不動産市場
整備課不動産投資市場整備室
小規模不動産特定共同事業係
長

産業技術環境局技術振興・大
学連携推進課研究開発専門職
（併任）産業技術環境局技術
振興・大学連携推進課法人係
長
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 株式会社ＡＮＡ　Ｃａｒｇｏ R2.2.1

～
256 R4.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
外務省 R2.3.1

～
257 R4.2.28

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
金融庁 日本生命保険相互会社 R2.3.25

～
258 R4.3.24

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ
財務部財務計画担当総括グ
ループ課長代理（人事本部企
画担当シニア・エキスパー
ト）

　エアラインセールス事業、
ウェアハウスオペレーション
事業、ソリューション事業

オペレーション部門羽田国際
ウェアハウスオペレーション
センター貨物サービス部運送
業務課（業務企画部付）

・ＡＳＥＡＮ諸国等との二国
間・多国間政策対話等の開催
に向けた企画立案
・新興国物流パイロット事業
の実施に向けた企画立案、・
物流人材育成支援事業の実施
に向けた企画立案
・ＡＳＥＡＮ等での我が国の
コールドチェーンの展開支援
のための企画立案

総合政策局物流政策課主査

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐（併任）監督局総務
課課付（併任）監督局銀行第
一課課付

　ハンガリー経済情報に関す
る情報収集・分析、報告業
務・日系企業等への支援業務

　生命保険業

財務審査部課長補佐（人材開
発部）

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

在ハンガリー日本国大使館二
等書記官

・大手銀行における信用リス
ク管理態勢の高度化に係る調
査・分析、大手銀行との対
話。特に米国のクレジットリ
スクの調査・分析
・上記業務に関する海外金融
当局との意見交換の実施
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
内閣府 R2.4.1

～
259 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 株式会社日立製作所 R2.4.1

～
260 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
金融庁 R2.4.1

～
261 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ
社会基盤ソリューション事業
本部デジタルコミュニティ事
業部第一ビジネス統括部観
光・防災推進担当課長代理
（社会基盤ソリューション事
業本部デジタルコミュニティ
事業部第一ビジネス統括部観
光・防災推進担当シニアエキ
スパート）

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ
第二金融事業本部金融ソ
リューション事業部第二ソ
リューション統括部営業店シ
ステム担当主任（同）

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局秘書課情
報化技術支援室上席技術支援
専門官

　金融庁の情報システム及び
情報セキュリティに関する特
に専門的かつ技術的な事項に
ついての情報システム所管部
署に対する情報の提供及び助
言その他の支援に関する事務

電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

金融庁の情報システム及び情
報セキュリティに関する特に
専門的かつ技術的な事項につ
いての情報システム所管部署
に対する情報の提供及び助言
その他の支援に関する事務

　防災計画に関する業務のう
ち、災害時の国、地方公共団
体等の災害対応機関の情報共
有の推進に関する職務

参事官補佐（情報連携推進担
当）（政策統括官（防災担
当）付参事官（防災計画担
当）付）

システムインテグレーション
事業、ネットワークシステム
サービス事業等

金融第一システム事業部事業
推進本部システム統括部主任
技師（同）

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局秘書課情
報化技術支援室上席技術支援
専門官

－73－



交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
金融庁 住友生命保険相互会社 R2.4.1

～
262 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
総務省 みずほ証券株式会社 R2.4.1

～
263 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 ＫＤＤＩ株式会社 R2.4.1

～
264 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑦

　
外務省 全日本空輸株式会社 R2.4.1

～
265 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑬

情報流通行政局郵政行政部貯
金保険課主査

・サイバーセキュリティの確
保に関する制度の推進
・サイバーセキュリティ対策
に係る国際関係業務
・サイバーセキュリティに係
る調査、普及啓発等

主査（サイバーセキュリティ
統括官付参事官付）

　電気通信事業

情報システム本部セキュリ
ティプラットフォーム部課長
補佐（情報システム本部セ
キュリティプラットフォーム
部課長補佐）

　証券業

アジア大洋州局中国・モンゴ
ル第二課

ＡＮＡ新千歳空港株式会社出
向　一般職（外務省出向　一
般職）

　生命保険業・大手銀行における信用リス
ク管理態勢の高度化に係る調
査・分析、大手銀行との対
話、特に米国のクレジットリ
スクの調査・分析、上記業務
に関する海外金融当局との意
見交換の実施

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐（併任）監督局総務
課課付（併任）監督局銀行第
一課課付

運用審査部運用審査室（調査
広報部副長）

プロダクツ本部デットキャピ
タルマーケット第３部（投資
銀行本部付）

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

　日中経済・ビジネス関係の
強化に向けた外交政策の企
画・立案業務の補佐、日中経
済・ビジネス関係の強化に資
する業務、日本企業支援に関
する業務

・郵便貯金管理業務及び簡易
生命保険管理業務に関する業
務
・郵政事業のうち銀行代理
業、保険募集及び所属保険会
社等の事務の代行に係るもの
に関する業務
・郵政事業のうち郵便貯金、
簡易生命保険業務における国
際的取決め等に関する業務等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
外務省 R2.4.1

～
266 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
外務省 2.10.26 R2.4.1

～
267 グループリーダー（同） R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 R2.4.1

～
268 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 R2.4.1

～
269 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑥

関西営業第三部営業第一課課
長代理（公務第一部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社

東京海上日動火災保険株式会
社
栃木支店営業課（公務第一部
副主任）

在ニューヨーク日本国総領事
館領事

　銀行業

資金証券部トレジャリー統括
室調査役（米州金融市場部付
外務省出向）

　損害保険業

株式会社ＪＴＢグローバル
マーケティング＆トラベル在ラトビア日本国大使館三等

書記官

・ジャパン・ハウスの運営に
関連した対外発信の企画立
案、日本企業支援全般の強化
等にかかる業務
・各種日本文化紹介イベント
や招聘事業の企画実施等、文
化交流・人的交流、自治体間
交流にかかる業務
・外交政策や一般事情等、我
が国に関する広報活動

在ロサンゼルス日本国総領事
館副領事

　損害保険業・日系企業支援及びブルネイ
経済関係のうち、ＡＳＥＡ
Ｎ、マクロ経済・産業政策、
経済多角化、金融、雇用創出
に関連した業務
・ブルネイ政務関係のうち、
ＡＳＥＡＮに関連した業務
・在外公館広報文化事業

在ブルネイ日本国大使館二等
書記官

・文化行事等の開催
・人的交流業務
・地方自治体関連業務

　米国の財政金融動向にかか
る情報収集・調査分析

在ラトビア日本国大使館三等
書記官

　訪日インバウンド旅行営業・文化行事等の開催
・人的交流業務
・地方自治体関連業務等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
財務省 みずほ信託銀行株式会社 R2.4.1

～
270 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 R2.4.1

～
271 R4.6.30

〔職務内容〕
〔事業内容〕

⑤

　
財務省 R2.4.1

～
272 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
文部科学省 株式会社ＪＴＢ R2.4.1

～
273 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①
　高校改革の推進や産業教育
の振興に関する業務

　旅行業等

法人事業部事業推進部旅行事
業チーム旅行事業推進マネー
ジャー（法人事業部事業推進
部旅行事業チーム旅行事業推
進マネージャー）

不動産コンサルティング部
（人事部付）

理財局国有財産業務課業務第
三係長心得（併任）理財局国
有財産調整課

　ホテル、レストラン、バン
ケット運営

初等中等教育局参事官（高等
学校担当）付専門職

関東財務局管財第２部上席国
有財産鑑定官（併任）関東財
務局管財第２部審理第２課課
付

　損害保険業

大阪自動車営業第一部第一課
副長（損害保険ジャパン株式
会社調査部長席付）

国際局開発政策課経済協力調
査係長（併任）国際局国際機
構課

　普通財産の減額売却、減額
貸付及び定期借地貸付に関す
る企画及び立案並びに事務の
統一に関すること、普通財産
の売却及び貸付を活用した地
域における国有財産の最適利
用に関すること等

　信託銀行業

赤坂プリンスクラシックハウ
ス（Ｈｅａｄ　Ｏｆｆｉｃｅ
Ｃａｓｔｉｎｇ室スタッフ）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

　本邦からの海外投融資のう
ち経済開発に係るものの実施
状況の調査等に関すること

株式会社Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｓ
ｅｅ

　宇都宮財務事務所、前橋財
務事務所、東京財務事務所、
長野財務事務所及び立川出張
所の管轄区域に所在する国有
財産の管理及び処分に関する
審理に関すること
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
スポーツ庁 株式会社ＪＴＢ R2.4.1

～
274 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
スポーツ庁 R2.4.1

～
275 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
スポーツ庁 株式会社アシックス R2.4.1

～
276

R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 R2.4.1

～
277 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
スポーツ庁 味の素株式会社 R2.4.1

～
278 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

財務広報企画部財務広報企画
課課長補佐（総務部付課長補
佐）

三井住友海上火災保険株式会
社
東京本部東京西支店府中本社
支社長代理（公務開発部課長
代理）

株式会社立飛ホールディング
ス

参事官（地域振興担当）付専
門職

法人事業本部スポーツマーケ
ティング事業部営業担当課長
（法人事業本部スポーツマー
ケティング事業部営業担当課
長）

参事官（地域振興担当）付専
門職

　食品及びアミノ酸関連製品
の製造販売

　スポーツ科学を活用した競
技力の向上施策に係る企画・
立案等に関すること

　グループ経営方針の策定、
グループ財務広報、グループ
総務・経理等

　スポーツ団体の経営改善に
対する指導及び助言等に関す
ること

食品事業本部甘味料部加工用
グループ（人事部）

競技スポーツ課スポーツ科学
係長

参事官（民間スポーツ担当）
付経営改善係長

　諸外国とのスポーツ交流に
係る企画・立案及び援助・助
言等に関すること

国際課専門職

　各種スポーツ用品等の製造
および販売

アシックスジャパン株式会社
マーケティング統括部マーケ
ティングコミュニケーション
部トレードマーケティング
チーム（株式会社アシックス
人事総務統括部人事部長付）

　スポーツによる地域振興に
係る企画及び立案並びに援助
及び助言に関すること

　旅行業等

　損害保険業　スポーツによる地域振興に
係る企画及び立案並びに援助
及び助言に関すること
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
スポーツ庁 R2.4.1

～
279 R3.3.31

コンサルタント（同）
〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
スポーツ庁 R2.4.1
国際課専門職 ～

280 R3.3.31
マネージャー（同）

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
文化庁 株式会社文化財保存計画協会 R2.4.1

～
281 R5.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 株式会社島津製作所 R2.4.1

～
282 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

ＥＹアドバイザリー・アン
ド・コンサルティング株式会
社

ＥＹアドバイザリー・アン
ド・コンサルティング株式会
社

・文化財建造物の震災対策事
業における技術指導に係る業
務
・文化財建造物の現状を変更
するにあたっての許可申請に
係る業務
・文化財建造物の保存修理事
業における技術指導に係る業
務
・文化財建造物の保存活用に
関する人材養成に係る業務

　文化財建造物等保存修理に
伴う調査・設計監理・保存活
用計画策定業務等

事業本部第４室所属室長（主
任研究員）（事業本部第４室
所属室長（主任研究員））

文化資源活用課文化財調査官
（近現代遺産活用部門）

　分析・計測機器、医用機
器、航空機器、産業機器の開
発、製造、販売

分析計測事業部グローバルア
プリケーション開発センター
ライフサイエンスグループ主
任（人事部）

　アレルギー疾患対策、循環
器病対策、腎疾患対策の分野
に係る企画立案業務

健康局がん・疾病対策課長補
佐

　経営戦略、カスタマー、財
務、テクノロジー等幅広い領
域のアドバイザリーサービス

　国際競技力の向上に向けた
選手強化活動拠点の環境整備
に関すること

競技スポーツ課整備係

　経営戦略、カスタマー、財
務、テクノロジー等幅広い領
域のアドバイザリーサービス

　スポーツを通じた国際貢
献・協力、国際スポーツ団体
への人材の派遣に係る企画・
立案及び指導・助言に関する
こと

－78－



交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 日本生命保険相互会社 R2.4.1

～
283 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
厚生労働省 株式会社栗本鐵工所 R2.4.1

～
284 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 株式会社ＩＨＩ R2.4.1

～
285 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

保険局調査課医療費解析官

　生命保険業

団体年金部専門課長（年金数
理）（法人営業企画部市場開
発室）

　鋳鉄管メーカー　水道料金の適正化に関する
業務、情報セキュリティ、サ
イバーテロ対応に関する業
務、水道施設の災害復旧に関
する業務及び水道施設の立入
検査に関する業務

医薬・生活衛生局水道課長補
佐（併任）医薬・生活衛生局
水道課水道計画指導室

鉄管事業部管路ソリューショ
ン部課長代理（厚生労働省出
向）

　航空機エンジン、発電用ボ
イラ、ＬＮＧタンク、ターボ
チャージャ等の製造

・ストレスチェック制度に関
する周知広報、制度への疑義
及び見直し対応・事業場にお
ける健康増進取組の促進に関
する周知広報、支援体制の検
討・労働者健康安全機構本
部、産業保健総合支援セン
ター及びその地域窓口（地域
産業保健センター）における
産業保健活動総合支援事業
（補助金）の運営

労働基準局安全衛生部労働衛
生課産業保健支援室長補佐

航空・宇宙・防衛事業領域
武蔵総務部（人事部人事グ
ループ）

　医療費供給面のマクロ統
計・ミクロ統計の解析及びそ
のための調査研究
・医療費の動向調査（審査支
払機関から得られたレセプト
情報を集計することによる医
療費の動向の早期把握）のと
りまとめ、分析業務
・ＮＤＢを活用した医療費の
動向の詳細分析（手法の構
築、結果分析等）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 住友化学株式会社 R2.4.1

～
286 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 ＳＧホールディングス株式会 R2.4.1

～
287 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑤

　
厚生労働省 綜合警備保障株式会社 R2.4.1

～
288 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
厚生労働省 2.8.7 損害保険ジャパン日本興亜株 R2.4.1

～
289 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

老健局総務課長補佐（併任）
老健局総務課生産性向上推進
官（併任）老健局認知症施
策・地域介護推進課

老健局総務課長補佐（併任）
老健局総務課生産性向上推進
官（併任）老健局総務課認知
症施策推進室

企業営業第一部日立室特命課
長（損害保険ジャパン株式会
社企画開発部付特命課長）

・介護分野の文書に係る負担
軽減に関する検討会議の運営
業務
・介護保険制度及び認知症施
策に関する国際発信業務
・その他介護保険制度に関す
る対外説明業務等・国会業務
等

　損害保険業

　グループ経営戦略策定・管
理

　パートタイム・有期雇用労
働法（改正法）の解釈及び改
正法の周知業務に関すること

　警備の請負とその保障業務・保育分野の企画・所管法令
に関する法令業務
・国会関連業務
・調査研究

子ども家庭局保育課主査 教育・訓練部　教育・訓練課
（人事部付）

佐川急便株式会社（出向）
経営企画・広報部（人事部付
チーフ）

雇用環境・均等局有期・短時
間労働課多様な働き方推進室
企画係長

　雇用類似就業者が安心して
働くことができる就業環境整
備に向けた制度の企画・立案
業務、雇用型テレワークの推
進に関する実態調査、課題の
検証等の業務

雇用環境・均等局在宅労働課
長補佐

　基礎化学、石油化学等の分
野の化学品、素材の製造、販
売

人事部（人事部）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 住友生命保険相互会社 R2.4.1

～
290 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
厚生労働省 富士ソフト株式会社 R2.4.1

～
291 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
厚生労働省 アフラック生命保険株式会社 R2.4.1

～
292 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 ＳＯＭＰＯひまわり生命保険 R2.4.1

～
293 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　生命保険業・医療保険者、関係団体及び
関係省庁等との調整業務
・国民健康保険法等の法改正
などの法令業務
・国保改革後の課題、安定的
な財政運営に向けた対応
・システム関係業務
・国会業務等

　情報システムに関する企
画・設計･開発・構築・運
用・保守及び管理、情報シス
テムに関するソフトウェア及
びハードウェアの開発・製造
並びに販売及び賃貸

　医療保険分野のシステム構
築に関する企画立案、システ
ム仕様及びシステムの運用方
法等の検討に関する支援並び
に関係者との調整に関する補
助等

健康局がん・疾病対策課主査 法人総合サービス部年金サー
ビス室副長（調査広報部副
長）

　生命保険業・省内、外部有識者、国会議
員等との調整業務
・法令業務

保険局医療介護連携政策課保
険データ企画室係員（併任）
医療費適正化対策推進室

プロダクト事業本部ＰＡＬＲ
Ｏ事業部フィールドセールス
室担当（専門職）

保険局国民健康保険課主査 福山支社副長（人財開発部付
副長）

保険局医療介護連携政策課保
険データ企画室健康保険情報
推進専門官

経済政策調査室主任（調査部
付）

・健康保険法や地域における
医療及び介護の総合的な確保
の促進に関する法律等の法改
正などの法令業務
・医療保険者及び医療関係
者、関係省庁等との調整業務
・国会業務

生命保険業
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 大同生命保険株式会社 R2.4.1

～
294 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
農林水産省 クミアイ化学工業株式会社 R2.4.1

～
295 R5.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
農林水産省 株式会社日本旅行 R2.4.1

～
296 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
農林水産省 江崎グリコ株式会社 R2.4.1

～
297 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
農林水産省 株式会社ジーピーエス R2.4.1

～
298 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　農産物・米の仕入れ、企
画・販売・物流業務及び農産
品の加工

　環境保全型農業直接支払交
付金等に関する情報の収集、
分析、提供及び調整

生産局農業環境対策課環境直
接支払班環境直接支払調査係
長

管理本部管理部管理課（パル
システム連合会出向中）（管
理部長付）

食料産業局海外市場開拓・食
文化課海外普及班海外普及係

マーケティング本部商品開発
研究所洋生菓子グループ副主
事（グループ渉外部付）

　農薬の製造・販売　国内における植物の重要病
害虫の防除に関する企画・調
整業務

消費・安全局植物防疫課国内
防除第２班国内防除第５係長

研開企画部企画課員（総務人
事部付）

経営管理部新規事業室マネー
ジャー（経営管理部新規事業
室マネージャー）

　食文化の振興に関する企
画、連絡調整及び指導に関す
ること

食料産業局海外市場開拓・食
文化課食文化専門官

　旅行業

　海外への日本食普及に関す
る施策についての企画、立案
及び連絡調整

　菓子・アイスクリーム・食
品の製造及び販売業

政策統括官付政策統括室調整
第二係長

人事総務部人材向上推進室係
長（人事総務部付係長）

　生命保険業①職場情報総合サイト（しょ
くばらぼ）の円滑な運営等に
関すること
②労働行政と地域金融機関等
との効果的・積極的な連携の
推進に関すること
③技術革新（ＡＩ等）が進展
する中でのコミュニケーショ
ンに関する検討会開催のため
の資料作成や各種調整業務
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
農林水産省 R2.4.1

～
299 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 R2.4.1

～
300 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 株式会社青森銀行 R2.4.1

～
301 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 R2.4.1

～
302 技術部主任（技術部主任） R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社
リテール商品業務部課長代理
（損害保険ジャパン株式会社
企画開発部長席付課長代理）

三井住友海上火災保険株式会
社
中国本部中国損害サポート第
二部鳥取保険金お支払セン
ター所長代理（人事部課長代
理職）

株式会社ジャパン・コン
ピュータ・テクノロジー

　損害保険業１　農業法人投資育成事業に
関すること
２　地方銀行、信用金庫等農
協系統金融機関以外の金融機
関に対する農業融資の啓蒙・
普及に関すること

経営局金融調整課経営専門職

　システム開発業務（業務監
理及び設計開発）

　経済産業省の情報化を図る
ため、個別業務等の情報シス
テムに係る企画、開発及び運
用管理へのサポート、担当課
室との連絡調整等に関する業
務。また、省内各課からのＩ
Ｔに係る相談に応じ、ツール
開発・提供やシステム開発の
提案等の業務を行う。

大臣官房情報システム厚生課
情報システム室情報システム
調査官

　農業協同組合等が行う経済
事業の整備及び監督

経営局協同組織課経済班経済
事業係長

　損害保険業

１　農協系統金融機関の指
導・監督の前提となる①各種
行政庁報告、②業務改定等の
改定内容の分析、調査等に関
すること
２　大学発ベンチャーに対す
る支援の企画に関すること

　銀行業

経営局金融調整課 野辺地支店（企業サポート
部）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 住友電気工業株式会社 R2.4.1

～
303 R3.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 古河電気工業株式会社 R2.4.1

～
304 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 R2.4.1

～
305 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

経済産業省②

内閣官房①

　
経済産業省 三井化学株式会社 R2.4.1

～
306 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

株式会社インターネットイニ
シアティブ
セキュリティ本部セキュリ
ティビジネス開発部企画開発
1課　課長（セキュリティ本
部担当課長）

商務情報政策局サイバーセ
キュリティ課長補佐（サイ
バー攻撃対策担当）（併任）
内閣官房内閣事務官（内閣官
房内閣サイバーセキュリティ
センター）

　ヘルスケア事業、モビリ
ティ事業、フード＆パッケー
ジング事業、基盤素材事業

　主に新規物質の環境への影
響調査・対策、大気汚染及び
水質汚濁等の産業公害の防止
対策並びに廃棄物に関する対
策の促進に関する政策の関係
機関との調整に関する業務

産業技術環境局資源循環経済
課環境管理推進室新規物質環
境影響専門職

生産・技術部門安全・環境部
製品安全センター（ＲＣ・品
質保証部化学品安全セン
ター）

　情報通信業　重要インフラを含めた各産
業分野におけるサイバーセ
キュリティ対策を促進

　日本とＡＳＥＡＮ諸国との
経済・ビジネス関係の構築に
向けた諸施策の企画・調整・
調査等に関する業務

通商政策局アジア大洋州課ア
セアン二係長

　非鉄金属製造業

財務・グローバルマネジメン
ト本部グローバルマネジメン
ト室（財務・グローバルマネ
ジメント本部グローバルマネ
ジメント室）

　自動車関連事業、情報通信
関連事業、エレクトロニクス
関連事業、環境エネルギー関
連事業、産業素材関連事業

　新素材、航空に係る標準化
（JIS/ISO）の企画立案及び
その実施に関する業務

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

解析技術研究センター伊丹研
究部部長（解析技術研究セン
ター主幹）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 伊丹産業株式会社 R2.4.1

～
307 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 西部瓦斯株式会社 R2.4.1

～
308 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 株式会社仙台銀行 R2.4.1

～
309 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

九州産業保安監督部電力安全
課

　銀行業・事業承継・世代交代集中支
援事業に関する業務
・中小企業再生支援・事業引
継ぎ支援事業に関する業務
・経営承継円滑化法における
金融支援に関する業務

大富支店主任（総務部付（主
任））

東北経済産業局産業部中小企
業課事業承継支援係長

　ガスの製造、供給、販売等　発電用施設（新エネルギー
施設を除く）に関する以下の
業務
（１）電気事業法に基づく届
出、立入検査等に関する業務
（２）事故防止、事業者の保
安力向上のための周知、会議
開催等の業務

営業本部技術ソリューション
部部員（同）

（１）事業用電気工作物に係
る工事、維持及び運用に関す
ること（他の係の所掌に属す
るものを除く）
（２）ダム水路主任技術者の
資格に関すること
（３）一般用電気工作物に関
する調査業務の監督に関する
こと
（４）電気事故防止対策に関
すること（他の係の所掌に属
するものを除く）
（５）電気保安通信設備に関
すること

　ガスの製造、供給、販売等

中部近畿産業保安監督部近畿
支部電力安全課産業保安職
（併任）中部近畿産業保安監
督部近畿支部電力安全課電気
事業用係

保安部係員（同）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 城南信用金庫 R2.4.1

～
310 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 東京東信用金庫 R2.4.1

～
311 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 2.5.1 株式会社伊予銀行 R2.4.1

～
312 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　銀行業

コンサルティング営業部（人
事部付）

・四国地域の産学官連携の推
進に関する事業の実施や調査
等、政策の推進に関する業務
・ヘルスケア産業の創出・育
成に関する調査、セミナーの
開催等、政策の推進に関する
業務
・各市町村の地方創生の取組
みに関し、「しごとづく
り」、「まちづくり」等の
ニーズへの対応を行う業務

四国経済産業局地域経済部地
域経済課産業技術室産学官連
携推進係長（併任）四国経済
産業局地域経済部付（併任）
四国経済産業局総務企画部企
画調整課付

・地域の情報収集を行い、自
治体等や地域の支援機関と連
携しながら、施策活用を推進
する。
・地域産業支援機関と連携し
ながら、地域中堅・中小企業
等に対し、伴走型支援を実施
する。

　信用金庫業

関東経済産業局地域経済部地
域振興課（併任）地域経済部
地域振興課地域企業支援室

江東中央支店営業課（人事部
付）

　信用金庫業・地域の中小企業、大学、研
究機関や産業支援機関と連携
しながら地域主導型クラス
ターの推進を図る。施策の活
用や事業化戦略の立案等を支
援する。
・地域産業支援機関等と連携
しながら地域中堅・中小企業
等に対し伴走型支援を実施す
る。

関東経済産業局地域経済部地
域振興課産業クラスター専門
官（併任）地域経済部地域振
興課地域企業支援室付

玉川支店お客様応援課一般職
員（人事部付）

四国経済産業局地域経済部次
世代産業課産学官連携推進係
長（併任）四国経済産業局地
域経済部次世代産業課ヘルス
ケア産業室付（併任）四国経
済産業局総務企画部企画課地
方創生支援室地方創生専門官
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社東芝 R2.4.1

～
313 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 2.5.1 株式会社百十四銀行 R2.4.1

～
314 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
経済産業省 2.9.1 アズビル株式会社 R2.4.1

～
315 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑤

　
経済産業省 R2.4.1

～
316 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

三井住友海上火災保険株式会
社
神奈川静岡本部神奈川損害サ
ポート部厚木保険金お支払セ
ンター所長代理（人事部課長
代理職）

　基盤・マネジメントシステ
ムに係る標準化（ＪＩＳ／Ｉ
ＳＯ）の企画立案及びその実
施に関する業務

　損害保険業

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

　製造業　貿易管理や製造産業に係る
産業競争力上重要な技術の最
新動向に関する分析、当該重
要な技術の産業基盤把握に関
する業務

貿易経済協力局貿易管理部安
全保障貿易管理政策課技術調
査室技術分野一係長

ＡＡＣ　ＣＰマーケティング
部センサー２グループ（ＡＡ
Ｃ　ＣＰマーケティング部）

　普通銀行業

ソリューション推進部（人事
部付調査役待遇）

・企業の工業所有権の取得促
進のため、特許料減免措置の
周知等を行うとともに、企業
経営における工業所有権等の
活用に関する普及・啓発のた
めのセミナー等を行う業務
・各市町村の地方創生の取組
みに関し、「しごとづく
り」、「まちづくり」等の
ニーズへの対応を行う業務

四国経済産業局地域経済部産
業技術課工業所有権活用専門
官（併任）四国経済産業局地
域経済部産業技術課知的財産
室知的財産係長（併任）四国
経済産業局総務企画部企画課
地方創生支援室地方創生専門
官

　電気機械器具製造業　等

電池事業部電池企画部技術管
理担当主務（電池事業部電池
企画部長附）

　スマートホーム、スマート
シティ分野における国際標準
化等に関する調査等の業務

産業技術環境局国際電気標準
課産業標準専門職

貿易経済協力局貿易管理部安
全保障貿易管理政策課技術調
査室技術分野一係長（併任）
大臣官房経済安全保障室付

四国経済産業局地域経済部地
域経済課知的財産室工業所有
権活用専門官（併任）四国経
済産業局地域経済部地域経済
課知的財産室知的財産係長
（併任）四国経済産業局総務
企画部企画調整課付
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社東邦銀行 R2.4.1

～
317 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社島津製作所 R2.4.1

～
318 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
資源エネルギー庁 東邦ガス株式会社 R2.4.1

～
319 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
特許庁 株式会社発明通信社 R2.4.1

～
320 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　銀行業

　工業所有権に関する情報シ
ステムに関する設計及び開発
に関する業務

　知的財産情報の提供

営業統括本部名古屋営業所
（ＨＴＣ業務委託室）（同）

総務部総務課情報技術統括室
（併任）総務部総務課システ
ム開発室（併任）総務部情報
システム室

　新エネルギーシステム課に
おける政策の企画立案及び調
整等に関する事項

　ガスの製造、供給、販売等

省エネルギー・新エネルギー
部新エネルギーシステム課企
画調整二係長

企画部組織検討ＰＪ課長
（同）

　分析・計測機器、医用機
器、航空機器、産業機器の開
発、製造、販売

分析計測事業部ライフサイエ
ンス事業統括部 ＬＣビジネ
スユニットソリューション開
発グループ主任（人事部主
任）

　環境・化学分析に係る標準
化（ＪＩＳ／ＩＳＯ）の企画
立案及びその実施に関する業
務

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

東北経済産業局地域経済部製
造産業課機械産業係長

仙台支店調査役（総務部付）

・東北地域内における機械産
業の現状調査や課題解決のた
めの検討
・福島イノベーションコース
ト構想の実現のための支援
・中小ものづくり産業の技術
力向上・販路拡大のための対
応
・地域未来投資促進法に基づ
く地域経済牽引企業等への支
援制度周知、案件発掘
・地域中核支援事業による機
械産業のネットワーク化構築
支援
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
特許庁 R2.4.1

～
321 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
中小企業庁 2.10.23 R2.4.1

～
322 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
中小企業庁 のと共栄信用金庫 R2.4.1

～
323 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
中小企業庁 西武信用金庫 R2.4.1

～
324 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

業務第四部主任（人事部付主
任）

東京中小企業投資育成株式会
社

　創業支援分野において、法
律、税、財政投融資等の政策
手法を活用しつつ、中小企業
の創業・起業を促進するため
の業務に従事する。また、地
方の経済産業局や市区町村、
商工会・商工会議所とも密接
に連携を行う。

事業環境部企画課経営力向上
係長（併任）事業環境部企画
課調査室調査係長

　中小企業の設立に際して発
行される株式の引受け・保有
及び中小企業の発行する増資
新株等の引受け・保有並びに
投資先企業に対する経営又は
技術の指導

　我が国の中小企業の足下の
動向について調査・分析を行
うとともに、これまでの我が
国の中小企業の構造変化を踏
まえつつ、中長期的に取り組
むべき中小企業政策の検討に
資する調査・分析を行う業務

経営支援部創業・新事業促進
課創業支援専門官

渋谷営業部コーディネート担
当（同）

　信用金庫業・小規模事業者支援法に基づ
く経営発達支援計画の認定及
び関連業務
・地方自治体との連携業務
・小規模事業者振興のための
予算関連業務
・その他、小規模事業者振興
政策の企画立案業務

経営支援部小規模企業振興課
地域連携二係長

本店営業部主任（総合戦略部
主任）

事業環境部企画課経営力向上
係長（併任）事業環境部企画
課調査室調査係長（併任）経
済産業政策局地域経済産業調
査室付

　信用金庫業

　工業所有権に関する情報シ
ステムに関する設計及び開発
に関する業務

総務部総務課情報技術統括室
（併任）総務部総務課システ
ム開発室（併任）総務部情報
システム室

　ＩＴインフラ基盤及びシス
テムの企画・設計、運用・保
守委・管理までの総合ＳＩ
サービス等

知財ソリューション部（知財
ソリューション部）

パナソニックソリューション
テクノロジー株式会社
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 2.7.1 西日本建設業保証株式会社 R2.4.1

～
325 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑦

　
国土交通省 R2.4.1

～
326 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 R2.4.1

～
327 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

スターツコーポレーション株
式会社
営業担当者（人事部育成チー
ム付）

中国本部山口支店下関支社支
社長代理（人事部課長代理）

　損害保険業

総合政策局社会資本整備政策
課経済政策係長（併任）社会
資本整備政策課

　インフラシステム輸出の促
進のため、トップセールスの
企画・立案・調整、新興国に
おける日系企業の事業環境整
備等

総合政策局政策課課長補佐
（併任）国際政策課

　グループ各社の経営管理及
びそれに附帯する業務

大臣官房地方課公共工事契約
指導室契約管理係長

大臣官房会計課公共工事契約
指導室契約管理係長

熊本支店主任（東京支店付主
任待遇）

・電子契約システムの運用保
守等に関する業務
・統合版工事契約管理システ
ムの開発に関する業務
・国土交通省発注工事・コン
サルの契約実績のとりまとめ
業務
・行政文書開示請求に関する
業務

三井住友海上火災保険株式会
社

・公共投資の経済効果分析等
のためのデータ等の収集・資
料作成・調整
・地方公共団体担当者に対す
る津波防災地域づくり制度の
普及啓発
・次期社会資本整備重点計画
に係る分析・調整

　公共工事前払金保証事業、
契約保証事業等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 全日本空輸株式会社 R2.4.1

～
328 R2.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑮

　
国土交通省 国際興業株式会社 R2.4.1

～
329 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 三井住友信託銀行株式会社 R2.4.1

～
330 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑪

　信託銀行業

名駅南支店財務相談室（人事
部付）

・一般乗合、貸切、乗用旅客
自動車運送業、自動車教習
所、外車販売
・油圧機器、各種建設機械、
自動車部品、建築資材、機
器、製品等の輸出入及び販売
・不動産売買、賃貸、管理及
び宅地開発、旅行業法に基づ
く旅行業等

運輸事業部業務課係長（総務
部業務支援室付）

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

客室センター客室乗務一部乗
務第三課（人事部付）

・交通に関連するバリアフ
リー関係施策の企画・立案及
び省内外との連絡調整業務等
・公共交通事業者の接遇向上
を目的として平成29年度に作
成した「公共交通事業者向け
接遇ガイドライン」の別冊と
して、認知症の人も対象とし
た「認知症の人対応のための
公共交通事業者向け接遇ガイ
ドライン」の作成
・障害者等の参画の下、バリ
アフリー施策内容の評価等を
行うための「移動等円滑化評
価会議」の開催に伴う調整業
務等

総合政策局安心生活政策課主
査

　環境の保全に関する基本的
な政策に関する業務のうち、
環境基本計画、環境白書等の
省内取りまとめ、再生可能エ
ネルギー、水素関係政策の省
内取りまとめに関する業務。

総合政策局環境政策課長補佐

・シベリア鉄道の利用促進に
向けた実証実験の企画立案
・シベリア鉄道の利用促進に
向けたロシア政府等との調整

総合政策局物流政策課係員
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 R2.4.1

～
331 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 R2.4.1

～
332 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 2.7.1 大和不動産鑑定株式会社 R2.4.1

～
333 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
国土交通省 2.7.1 東日本建設業保証株式会社 R2.4.1

～
334 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑦

さくらインターネット株式会
社

山梨支店課長（総務部課長代
理）

土地・建設産業局建設業課入
札制度企画指導室入札適正化
係長

不動産・建設経済局建設業課
入札制度企画指導室入札適正
化係長

・物流の平準化・標準化に向
けた調査の実施及び進捗管理
等
・物流分野における新技術の
活用に向けた調査の実施及び
進捗管理等
・物流関連の統計の整備等に
関する統計の作成・分析の実
施

　公共工事の前払金保証、契
約保証

総合政策局物流政策課物流効
率化推進室係員

　貨物自動車運送業、貨物利
用運送事業、倉庫業等

物流技術ソリューション部
（物流技術ソリューション部
付）

　施工時期の平準化の推進に
関する事務、調査・設計に係
る入札契約の適正化に関する
事務

・地価公示の実施に関するこ
と
・都道府県の地価調査の実施
に関する指導に関すること
・地価公示等に関する課題の
検討等

大阪本社鑑定部　次席研究員
（東京本社付）

土地・建設産業局地価調査課
鑑定官（併任）土地・建設産
業局地価公示室

不動産・建設経済局地価調査
課鑑定官（併任）不動産・建
設経済局地価公示室

　不動産鑑定評価、不動産コ
ンサルティング等

総合政策局行政情報化推進課
企画第二係長 （併任）総合
政策局情報政策本部

・国土交通本省ＬＡＮシステ
ムに関する業務
・国土交通本省テレワークシ
ステムに関する業務

・インターネットへの接続
サービスの提供、サーバの設
置及び管理業務、各種情報提
供サービス業務、コンサル
ティング
・電気通信事業法に基づく電
気通信事業
・コンピュータソフトウェア
の企画、開発及び販売

技術本部ハードウェアグルー
プ　グループマネージャー
（管理本部人事部）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 2.7.1 積水ハウス株式会社 R2.4.1

～
335 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑤

　
国土交通省 住友林業株式会社 R2.4.1

～
336 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
国土交通省 積水ハウス株式会社 R2.4.1

～
337 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
国土交通省 信金中央金庫 R2.4.1

～
338 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 株式会社島津製作所 R2.4.1

～
339 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

都市局都市安全課都市防災対
策企画室液状対策係長

土地・建設産業局建設市場整
備課労働資材対策室監理第二
係長

　建築物の設計、施工、請負
及び監理等

①液状化ハザードマップに関
すること
②液状化対策の新たな技術や
工法の情報収集や普及等に関
すること

施工部品質安全推進室東日本
品質管理グループ 社員（施
工部品質安全推進室東日本品
質管理グループ 社員）

不動産・建設経済局国際市場
課監理第二係長（併任）不動
産・建設経済局建設業法令遵
守推進室

中小企業支援部審議役（地
域・中小企業研究所付国土交
通省出向　審議役待遇）

　特定技能外国人受入のため
の教育訓練・技能評価試験、
人材紹介事業の実施、人材不
足状況の把握や地域偏在対策
に関する業務

　建築物の設計、施工、請負
及び監理等

①都市局所掌の防災施策の調
整に関する業務
②防犯まちづくりに関する業
務

　山林の経営、木材・建材の
売買、注文住宅の建築等

　金融業

　分析・計測機器、医用機
器、航空機器、産業機器の開
発、製造、販売

・都市再生に関する都市開発
金融支援室関連施策について
の連絡調整
・地方都市における都市再生
等に係る助言等

総合デザインセンター設計技
術ユニットソフトウェア設計
グループ主任（人事部主任）

都市局まちづくり推進課都市
開発金融支援室まち再生係長

設計部東京設計室社員（設計
部東京設計室社員）

・都市再生の推進に関する施
策に関する事務の総括
・まちづくりに関する民間事
業者に対する支援に関する事
務の総括等

都市局まちづくり推進課企画
専門官

都市局都市安全課都市防災対
策企画室企画係長

住宅・建築事業本部神奈川西
支店設計Ｇ主任（人事部付）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 三菱地所株式会社 R2.4.1

～
340 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 西日本旅客鉄道株式会社 R2.4.1

～
341 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 R2.4.1

～
342 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑮

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 R2.4.1

～
343 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑯

　
国土交通省 株式会社東栄住宅 R2.4.1

～
344 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

開発推進部（人事部付）

　海外展開支援、新興国への
国際協力、国際会議、トップ
セールス等の運営、支援に関
する業務

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

本社建設工事部（管理）課員
（建設工事部課員）

　官民連携まちづくりの推進
に関する先進事例の収集及び
横展開の推進

住宅局総務課国際室課長補佐

　総合不動産業

　駐車場整備に関する長期計
画策定、指導、調整及び自転
車駐車場整備に関する計画、
指導、調整等に関すること

東北工事事務所開発調査室副
課長（建設工事部主席）

都市局まちづくり推進課官民
連携推進室官民連携推進係長

・マイタイムラインの地方自
治体等に向けた説明、取組支
援
・洪水浸水想定区域図、洪水
ハザードマップの作成支援
・洪水ハザードマップに関す
る報道機関との情報共有、連
携
・中小河川における水害危険
性の周知

　水管理・国土保全局河川環
境課水防企画室課長補佐

　道路ネットワークの課題、
整備効果等の分析・調査

道路局企画課道路経済調査室
一般職員

都市局街路交通施設課駐車場
安全対策係（係員）

　戸建住宅分譲事業、マン
ション分譲事業、建築請負事
業、不動産賃貸事業

生産本部首都圏企画部東京企
画二課課長（総務部付課長）

　旅客鉄道事業等

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

建設工事部課員（建設工事部
課員）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 R2.4.1

～
345 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 イオンタウン株式会社 R2.4.1

～
346 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東急住宅リース株式会社 R2.4.1

～
347 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 明治安田生命保険相互会社 R2.4.1

～
348 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

・住宅金融支援機構の評価業
務、中期目標・計画策定に係
る調整業務、年度計画に係る
調整業務
・住宅金融支援機構の業務実
施に係る指導、検査業務
・調査業務

住宅局総務課民間事業支援調
整室金融業務係長

　個人向け金融サービス

　賃貸物件の運営・管理事業　民間賃貸住宅の計画修繕に
関すること、ＤＩＹ型賃貸借
の普及啓発に関すること、住
宅確保要配慮者向けの賃貸住
宅の供給方策についての調査
に関すること

　生命保険業

コンプライアンス統括部コン
プライアンス推進グループ
主席スタッフ（人事部（出
向））

・住宅セーフティネット制度
に関すること
・家賃債務保証に関すること
・高齢者の居住支援に関する
こと

住宅局安心居住推進課課長補
佐

モーゲージバンク事業部（オ
リックス株式会社へ兼務出向
中）（人事総務部）

オリックス・クレジット株式
会社

　商業施設開発、運営

活性化推進本部不動産部マネ
ジャー（活性化推進本部不動
産部）

　住生活基本計画の見直しに
関すること、空き家対策の企
画・立案に関すること、政策
評価に関すること

住宅局住宅政策課住宅経済係
長

運営本部　運営四部　第三グ
ループ（総務・人事部　人事
グループ特命休職）

住宅局住宅総合整備課賃貸住
宅対策室課長補佐
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 旭化成ホームズ株式会社 R2.4.1

～
349 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
国土交通省 ＹＫＫ　ＡＰ株式会社 R2.4.1

～
350 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 R2.4.1

～
351 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 株式会社竹中工務店 R2.4.1

～
352 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

関西西日本営業本部南大阪支
店営業課（人事部付）

　窓、サッシ及びその他の建
築建材の製造、販売

・建築物省エネ法の施行に関
すること
・改正建築物省エネ法の施行
に関すること
・低炭素建築物の普及の促進
に関すること

　住宅領域に関わる商品、
サービスの提供

　住宅品確法・住宅瑕疵担保
履行法の施行に関すること、
住宅紛争処理の支援等の住宅
紛争処理制度の運用に関する
こと、住宅瑕疵担保履行制度
の見直しに関すること、民法
改正法を踏まえた住宅瑕疵担
保に係る紛争実務における対
応に関すること

住宅局住宅生産課住宅消費者
支援係長

　長期優良住宅制度の運用・
改善に関すること、住宅・建
築物の技術開発の調査・普及
啓発に関すること

中央研究所　研究員（企画調
査室係長）

住宅局住宅生産課調査・技術
振興係長

　戸建住宅、集合住宅の受
注、販売、設計、施工管理

住宅局住宅生産課建築環境企
画室環境企画係長 営業統括本部 戸建・流通営

業統括部 戸建・流通営業推
進G（リーダー職）（経営管
理室付）

住宅局建築指導課課長補佐

①建築物に関する関するＢＩ
Ｍ（ビルディング・インフォ
メーション・モデリング）に
関する業務
②新規技術に関する調査等業
務

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理

東京本店設計部第８部門設計
１グループ主任（東京本店設
計部付）

株式会社リクルート住まいカ
ンパニー
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 R2.4.1

～
353 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 2.7.1 株式会社日立製作所 R2.4.1

～
354 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑭

　
国土交通省 トヨタ自動車株式会社 R2.4.1

～
355 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 R2.4.1

～
356 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑭

　自動車の製造・販売等

車両品質生技部 車両技術室
車両機能１Ｇ グループ長
（出向（国内出向基幹職））

　自動車運送事業の安全確保
や長時間労働是正のための働
き方改革等に向け、ＩＣＴを
活用した運行管理の高度化や
ＩＴ点呼等の導入拡大のため
の調査、調整業務

自動車局安全政策課安全監理
室主査

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

車両システム部高速車両グ
ループ技師（車両システム部
高速車両グループ技師）

阪急阪神ホールディングス株
式会社
阪急電鉄株式会社都市交通事
業本部運輸部（運転担当）部
員（人事総務室人事部付）

　損害保険業

　都市交通事業、国際輸送事
業、ホテル事業等

・国際関係事務に関する基本
的な政策及び計画の取りまと
めに関すること
・外国における鉄道政策及び
鉄道事情に関する調査及び資
料の収集に関すること

鉄道局国際課係員

　海外の鉄道に係る人材育成
の支援等国際協力に関する業
務

鉄道局国際課国際協力室国際
協力係長

自動車局技術・環境政策課専
門官

・自動運転に係る公道等実証
実験の計画策定に関する関係
者との調整及び当該計画の進
捗管理
・自動運転技術の開発・普及
促進に係る施策検討に関する
関係部局との調整
・自動運転車の事故調査に関
する関係部局との調整

鉄道局国際課国際協力係長

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社
保険金サービス企画部特命課
長（損害保険ジャパン株式会
社企画開発部長席付）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 R2.4.1

～
357 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 R2.4.1

～
358 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑳

　
国土交通省 日本郵船株式会社 R2.4.1

～
359 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 一般財団法人日本海事協会 R2.4.1

～
360 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 R2.4.1

～
361 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　訪日インバウンド旅行営業

②

株式会社ＪＴＢ総合研究所コ
ンサルティング事業部主任研
究員（総務部総務課）

ＬＮＧグループＬＮＧ船計画
チーム（工務グループ付）

　海洋環境の保全に関する国
際協定、国際機関、外国の行
政機関等との調整業務

海事局海洋・環境政策課環境
渉外室専門官

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ自動車局技術・環境政策課国

際業務室主査

　我が国の自動車検査登録制
度について東南アジア諸国連
合（ASEAN）を中心に展開を
推進する。

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

第二公共事業本部課長代理
（第一公共事業本部第一公共
事業部　シニア・エキスパー
ト）

　航空の国際協定等に関する
国際航空交渉に係る各種調査
等

航空局航空ネットワーク部国
際航空課専門官

東京海上日動火災保険株式会
社
船舶営業部営業第二課主任
（海上業務部主任）

　地方運輸局の支援業務、国
際会議の日本代表団事務局と
しての業務、イラン産原油輸
送タンカーに係わる国と船社
間での契約締結に関する業務

海事局安全政策課事故保障対
策係

・船級及び船舶の設備登録
・船舶の検査
・材料、舶用機器、艤装品等
の検査
・安全管理システム及び船舶
保安システムの審査登録等

長崎支部技師（長崎支部技
師）

　船舶のloT、ビッグデータ
化に関する政策の企画立案・
調整業務、船舶の省エネル
ギー化・省ＣＯ２化に関する
政策の企画立案・調整業務

　損害保険業

海事局海洋・環境政策課技術
企画室専門官

　海運業

株式会社ＪＴＢグローバル
マーケティング＆トラベル
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 戸田建設株式会社 R2.4.1

～
362 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　総合建設業

②

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 R2.4.1

～
363 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑭

　
国土交通省 R2.4.1

～
364 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東北電力株式会社 R2.4.1

～
365 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社鴻池組 R2.4.1

～
366 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

大阪本店土木営業部営業課主
任（本社付）

・近畿地方整備局内の事業評
価のとりまとめ、各部への指
導・助言、事業評価監視委員
会委員との調整等
・近畿地方整備局内の広報関
係業務の企画・立案等

近畿地方整備局企画部企画課
事業評価係長

・東北ブロックの国土形成計
画等の計画づくり
・インフラ施設を活用した地
域づくり

東北地方整備局防災室専門員
（併任）東北地方整備局企画
部企画課（併任）東北地方整
備局東北圏広域地方計画推進
室

東北支店土木営業第１部営業
課　主任（人事部人事部長
付）

　建設事業：土木・建築・プ
レストレストコンクリート工
事の設計・施工及びこれらに
関する事業
　開発事業：不動産の売買、
賃貸及び管理に関する事業

石巻電力センター配電計画課
主務（送配電カンパニー宮城
支社（配電）付管理職待遇）

　電気事業等

　ＮＴＴグループの基盤設備
（通信土木設備）を基本とし
た所外設備の構築・保守業務
等

東北事業部岩手支店勤務 東
日本事業本部東北復興推進室
兼務（東北事業部エリアマネ
ジメント担当主査）

　道路改築事業（仙台市域）
等

東北地方整備局仙台河川国道
事務所道路管理第二課専門官

・県道及び市町村道の整備及
び保全に係る助成の技術審査
・踏切、通学路、生活道路、
標識等に関する業務
・自転車道に関する業務

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

東北工事事務所（南東北）課
員（東北工事事務所総務課課
員）

　東北地方整備局管内の交通
量調査や交通量推計などの基
礎的なデータ整理、高速道路
（スマートインターチェンジ
など）に関わる事務

東北地方整備局道路部道路計
画第二課調査係長

エヌ・ティ・ティ　インフラ
ネット株式会社東北地方整備局道路部地域道

路課専門員
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 近畿日本鉄道株式会社 R2.4.1

～
367 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
観光庁 R2.4.1

～
368 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
観光庁 全日本空輸株式会社 R2.4.1

～
369 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
環境省 R2.4.1

～
370 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 全日本空輸株式会社 R2.4.8

～
371 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑭

ＡＮＡ大阪空港株式会社出向
一般職（外務省出向一般職）

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

　鉄道事業及びその他付帯事
業

鉄道本部大阪統括部施設部工
務課事務員（鉄道本部企画統
括部技術管理部付）

　鉄道の土木施設関係に係る
許認可事務、施設完成検査業
務等

　環境ビジネス促進方策のた
めの基礎調査とそれに基づく
普及策の企画・立案及び情報
発信に関する業務

　損害保険業

名古屋企業営業部第三課特命
課長（損害保険ジャパン株式
会社特命課長）

観光地域振興部観光資源課
（併任）観光地域振興部観光
資源課新コンテンツ開発推進
室

　新たな観光資源としてのコ
ンテンツの開発及び新たな観
光需要の創出に係る企画・立
案業務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

客室センターオペレーション
品質推進部乗務サポート課
（人事部付）

　損害保険業　住宅宿泊事業及び住宅宿泊
仲介業に関する制度の企画・
立案業務

　西欧諸国の政治経済事情及
び我が国との関係に関する情
報収集・調査研究、我が国と
の二国間関係に関わる諸案件
業務

欧州局西欧課

三井住友海上火災保険株式会
社
九州損害サポート第一部佐賀
保険金お支払いセンター所長
代理（公務第一部営業第三課
課長代理）

観光産業課民泊企画係長（併
任）観光産業課民泊業務適正
化指導室

関東運輸局鉄道部技術第一課
土木第一係長

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社大臣官房環境経済課課長補佐

（環境ビジネス担当）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社ファミリーマート R2.4.15

～
372 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
内閣府 R2.5.1

～
373 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
金融庁 株式会社日立システムズ R2.5.1

～
374 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
外務省 R2.5.1

～
375 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　被災者生活再建支援法に関
する事務等に係る職務

　フランチャイズシステムに
よるコンビニエンスストア事
業

総合企画部デジタル戦略室デ
ジタル戦略グループ（人事部
付）

　スタートアップ振興のため
の政策の企画立案及び既存企
業（特に大企業）とスタート
アップとの連携強化に向けた
政策の企画立案等に関する業
務

経済産業政策局産業創造課資
金係長（併任）経済産業政策
局産業創造課新規事業創造推
進室付

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局秘書課情
報化技術支援室上席技術支援
専門官

エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社大臣官房総務課情報防護対策

室主査

　金融庁の情報システム及び
情報セキュリティに関する特
に専門的かつ技術的な事項に
ついての情報システム所管部
署に対する情報の提供及び助
言その他の支援に関する事務

　情報システムの設計、開
発、保守及び運営管理等

　電気通信事業等　外務省の情報防護対策に必
要とされる省員の情報セキュ
リティ意識・知識の維持及び
向上に関する業務（各種検
査、研修・講義（含む教育コ
ンテンツの準備）等）、本省
及び在外公館における秘密保
全関連機器の調達・配備等に
関する業務、その他の情報防
護対策及び関連規則の企画立
案・調査（他国の政府機関・
制度・規則や最新技術にかか
る情報収集、セミナー参加・
概要報告）等に関する業務

カスタマサービス部イノベー
ション部門（ヒューマンリ
ソース部人事・人材開発部
門）

金融事業グループ金融情報
サービス第一事業部銀行シス
テム本部第一システム部第四
グループ主任技師（同）

　損害保険業

公務開発部課長代理（公務開
発部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社主査（政策統括官（防災担

当）付参事官（被災者生活再
建担当）付）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
外務省 日本郵船株式会社 R2.5.1

～
376 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 R2.5.1
保険局総務課長補佐 ～

377 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 株式会社ベクトル R2.5.1

～
378 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 株式会社伊藤園 R2.5.1

～
379 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
農林水産省 シダックス株式会社 R2.5.1

～
380 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　食品循環資源の再生利用等
に関する企画、連絡調整、知
識の普及及び指導

食料産業局バイオマス循環資
源課食品ロス削減・リサイク
ル班食品ロス削減指導係長

　輸出促進に関する支援機
関、輸出戦略実行委員会との
連絡調整等に係る業務

食料産業局海外市場開拓・食
文化課戦略実行班戦略実行第
３係長

　給食事業、売店コンビニエ
ンス事業、レストランカラオ
ケ事業、車両運行管理事業等

シダックス総合研究所マーケ
ティング本部ウェルネス・ラ
イフサイエンス研究所（人事
部付）

　茶葉及び飲料の製造、販売

農業技術部農業技術一課（人
事部付）

輸出の促進その他輸出に関す
る事務の企画及び連絡調整等
に係る業務

食料産業局海外市場開拓・食
文化課戦略企画班戦略企画第
２係長

・医療保険制度改革に関する
企画・調整業務
・国会業務
・国際案件業務
・医療保険分野の課題に係る
特命案件

　ＰＲ企画立案及び実施、Ｐ
Ｒ業務代行・コンサルティン
グブランディング業務等

海外事業本部戦略営業部（海
外事業本部戦略営業部）

　生命保険業

東京営業部東京北生保支社課
長代理（人事総務部人事企画
グループ課長代理）

三井住友海上あいおい生命保
険株式会社

　海運業

バルク・エネルギー輸送統轄
グループ統轄チーム（出向
人事グループ付）

・バーレーンの経済情勢関連
情報収集・分析
・二国間経済・経済協力関連
業務
・広報文化関連業務

在バーレーン日本国大使館一
等書記官
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 東日本旅客鉄道株式会社 R2.5.1

～
381 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
経済産業省 東日本旅客鉄道株式会社 R2.5.1

～
382 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
経済産業省 株式会社明電舎 R2.5.1

～
383 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

①電気設備の技術基準に関す
ること
②発電用施設（発電用原子力
施設を除く。）に関する技術
基準に関すること
③電気に関する事故の調査や
防止対策に関すること

商務情報政策局電力安全課電
力技術基準係長

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

エネルギー管理センター給電
技術センター電気技術主任
（エネルギー管理センター課
員）

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

東京電気システム開発工事事
務所（変電・工事）課員（鉄
道事業本部電気ネットワーク
部課員）

　海外産業人材の育成に関す
る業務の企画・実行、及び、
途上国における産業育成協力
に資する案件の検討に関する
業務

貿易経済協力局技術・人材協
力課

　電気機械器具およびその他
の機械器具の製造、販売、据
付工事ならびに保守・点検
サービス

経営企画グループ管理部管理
課ＥＶ事業推進プロジェクト
兼務（経営企画グループ管理
部管理課）

①電気事業用電気工作物の工
事、維持及び運用に関するこ
と（発電用施設に係るものを
除く。）
②電気事業用電気工作物の保
安に関すること
③一般用電気工作物に関する
調査業務の監督に関すること
④電気事故防止対策に関する
こと
⑤電力保安通信設備に関する
こと、⑥電気設備に関する技
術基準に関すること

関東東北産業保安監督部東北
支部電力安全課産業保安職
（併任）関東東北産業保安監
督部東北支部電力安全課電力
技術係長
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 R2.5.1

～
384 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 国際興業株式会社 R2.5.1

～
385 R2.6.11

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 R2.5.1

～
386 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 セコム株式会社 R2.5.1

～
387 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
国土交通省 関西エアポート株式会社 R2.5.1

～
388 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　住生活基本計画の見直しに
関すること。重要な住宅政策
の企画・立案に関すること

住宅局住宅政策課住生活サー
ビス産業振興係長

①航空貨物運送ネットワーク
の強化に係る連絡調整
②中部国際空港沖埋立工事に
係る連絡調整

航空局航空ネットワーク部航
空ネットワーク企画課物流業
務係

　警備の請負とその保障業務

コーポレート広報部（人事部
付）

　関西国際空港及び大阪国際
空港の運営業務、管理受託業
務等

企画・管理部渉外（企画・管
理部付）

　研究開発型ベンチャーのエ
コシステム構築に係る企画業
務、既存の予算事業及び委託
調査事業等の進捗管理等

東京海上日動リスクコンサル
ティング株式会社大臣官房運輸安全監理官付地

方防災係長（併任）大臣官房
参事官付

　災害発生に備えた各種訓練
の企画、交通に関連する防災
に関わる業務

　国土交通省が所掌する国の
危機管理に関する業務・新型
コロナウィルス感染症対策・
オリンピック、パラリンピッ
ク等に向けた公共交通に係る
テロ対策・ミサイル発射、核
実験、テロ発生時等の非常対
応

大臣官房危機管理官付主査
（併任）大臣官房危機管理室

　リスクコンサルティング業
務

研究員（主任研究員）

　一般乗合、貸切、乗用旅客
自動車運送業、自動車教習
所、外車販売
　油圧機器、各種建設機械、
自動車部品、建築資材、機
器、製品等の輸出入及び販売
　不動産売買、賃貸、管理及
び宅地開発、旅行業法に基づ
く旅行業等

財務経理部主計第一課課員
（総務部業務支援室付課員）

産業技術環境局技術振興・大
学連携推進課研究開発専門職
（併任） 産業技術環境局技
術振興・大学連携推進課振興
係長

　主に持ち株会社としてのグ
ループ会社（傘下の半導体機
器、印刷関連機器、フラット
パネルディスプレイ機器事業
等を展開する会社群）の経営
管理業務等

株式会社ＳＣＲＥＥＮホール
ディングス
第三技術開発室開発三課副参
事（開発管理室付）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 日本電気株式会社 R2.5.1

～
389 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 九州電力株式会社 R2.5.1

～
390 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
環境省 北陸電力株式会社 R2.5.1

～
391 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 ＪＸ金属株式会社 R2.5.15

～
392 R4.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
内閣府 R2.6.1

～
393 R4.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　道路標識をはじめとする交
通安全対策、特殊車両通行許
可、自動運転に関する自治体
及び関係機関との調整等

食品安全委員会事務局情報・
勧告広報課リスクコミュニ
ケーション専門官

　小麦粉の製造及び販売他

　通商政策横断的な業務に関
することに加え、英国を始め
とする欧州二国間通商・産業
協力案件等のとりまとめや、
ロシアとの経済協力を始めと
する業務

株式会社日清製粉グループ本
社
Ｒ＆Ｄ・品質保証本部品質保
証部勤務主査（同）

　食品安全委員会が行う食品
健康影響評価をはじめとする
食品の安全に関するリスクコ
ミュニケーションの企画立案

通商政策局総務課企画調査一
係長（併任）通商政策局欧州
課付

　原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する
業務

福島地方環境事務所中間貯蔵
部調査設計課中間貯蔵施設調
査専門官

　非鉄金属資源の開発・採
掘、非鉄金属製品（銅、金、
銀等）の製造・販売、薄膜材
料品・精密圧延品・精密加工
品の製造・販売等

技術本部技術戦略部兼経営企
画部（人事部）

　電気事業、熱供給事業、ガ
ス供給事業、電気通信事業等

志賀原子力発電所発電部放射
安全課（志賀原子力発電所発
電部放射安全課）

九州地方整備局道路部交通対
策課

　電気事業等

原子力発電本部川内原子力発
電所土木建築課（テクニカル
ソリューション統括本部土木
建築本部付）

　空港経営改革に係る政策の
企画・立案の補助業務及び調
査業務

航空局航空ネットワーク部航
空ネットワーク企画課空港経
営改革推進室主査

　電気通信機器等の製造・販
売等

官公営業本部郵政ソリュー
ション営業部兼第一官公ソ
リューション事業部主任（官
公営業本部）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
文化庁 R2.6.1

～
394 R5.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 コスモ工機株式会社 R2.6.1

～
395 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 2.7.1 トヨタ自動車株式会社 R2.6.1

～
396 R4.5.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

①訪日外国人に対するニーズ
調査等の文化観光の推進に関
する企画・立案の前提となる
調査
②文化観光拠点施設を中核と
した地域における文化観光の
推進に関する法律に基づく計
画認定に向けた調査・文化観
光拠点施設の管理者等に対す
る指導助言
③出国税事業に関する指導助
言

文化観光支援調査官

　印刷出版物の発行・販売、
広告掲載営業、トータルソ
リューション

マネージャー（総務部調査
役）

医薬・生活衛生局水道課水道
水質管理室長補佐（併任）医
薬・生活衛生局水道課復興第
２係長、医薬・生活衛生局水
道課水道計画指導室

　水道、ガス、石油及び化学
用機械、器具、材料の製造並
びに販売、管工事、水道施設
工事等

海外部部長（営業部長付部
長）

　我が国の産業・社会におけ
るデータ流通・利活用の促進
のための技術基盤の構築や制
度整備等に関する業務

商務情報政策局情報経済課課
長補佐（システム企画担当）

　自動車の製造・販売等

先進技術統括部主幹（国内出
向基幹職）

　水道水の水質管理に関する
業務、東日本大震災により被
害を受けた地域で水道未復旧
地域との調整、現地連絡協議
会等との調整、災害復旧費に
関する事務などの業務、水道
施設の立入検査に関する業務

商務情報政策局情報経済課企
画一係長（併任）商務情報政
策局情報経済課アーキテク
チャ戦略企画室付

株式会社ＪＴＢパブリッシン
グ
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 2.10.1 柏崎信用金庫 R2.6.1

～
397 R4.5.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 R2.6.1
商務情報政策局ヘルスケア産

398 ～
R4.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 R2.6.8

～
399 R4.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

東京海上日動火災保険株式会
社
個人商品業務部ヘルスケア室
企画開発グループ課長代理
（同）

　国内の予防・健康管理サー
ビス等の新事業促進の基盤と
なる環境整備に関する業務

商務情報政策局ヘルスケア産
業課新規事業一係長

　損害保険業

　国内の予防・健康管理サー
ビス等のヘルスケア産業の育
成に関する業務

　自治体、支援機関等と連携
し、地域サプライヤー企業の
課題解決のため、ヒアリング
や支援策の検討、紹介を行
う。また、加工リーダー企業
育成のため、海外販路開拓に
かかるセミナーや専門家派遣
等を実施するとともに、局内
関係課と連携し、関連施策を
紹介し、課題解決を支援し、
機能強化を図る。

関東経済産業局産業部製造産
業課航空宇宙・自動車産業室
航空宇宙産業係長

　生命保険業

人財開発部課長代理（人財開
発部付課長代理）

　信用金庫業

地域支援室室長代理（地域支
援室付）

関東経済産業局産業部製造産
業課航空宇宙・自動車産業室
航空宇宙産業係長（併任）製
造産業課ものづくり基盤技術
専門官

・自治体、支援機関等と連携
し、地域サプライヤー企業の
課題解決のため、ヒアリング
や支援策の検討、紹介を行
う。また、加工リーダー企業
育成のため、海外販路開拓に
かかるセミナーや専門家派遣
等を実施するとともに、局内
関係課と連携し、関連施策を
紹介し、課題解決を支援し、
機能強化を図る。
・中小企業者等が産官学等と
で連携（共同体）して行う、
ものづくり基盤技術の高度化
に資する研究開発、試作開発
及び販路開拓等に対する戦略
的基盤技術高度化支援事業の
執行業務（採択から精算、事
業終了後のフォローアップ）
を併せて行う。

ＳＯＭＰＯひまわり生命保険
株式会社
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 日本生命保険相互会社 R2.6.15

～
400 R4.6.14

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
内閣府 株式会社日建設計 R2.7.1

～
401 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
金融庁 R2.7.1

～
402 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 一般社団法人生命保険協会 R2.7.1

～
403 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 住友生命保険相互会社 R2.7.1

～
404 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　海外投資家に対する国債の
投資情報の提供に関する企
画、立案及び実施並びに国債
に関する海外投資家の需要動
向等の調査に関すること

理財局国債企画課国債政策情
報室海外投資家係長

　生命保険業

調査広報部調査室（調査広報
部調査室付）

　保険会社等の分析等に関す
ること（保険会社等の業務ま
たは財産に関するリスク及び
その管理状況の把握に関する
業務等）

　損害保険会社を会員とする
事業者団体

募集・教育企画部企画・運営
グループ主任（総務人事部付
主任）

　保険会社等の分析等に関す
ること（検査結果の分析、統
計その他資料の作成、検査報
告書の審査等）

監督局保険課審査分析第二係
長

　防災計画に関する業務のう
ち、主に多様な手段による防
災気象情報等の提供の推進に
関する職務

主査（政策統括官（防災担
当）付参事官（防災計画担
当）付）

　生命保険会社を会員とする
業界団体

業務教育部業務教育Ｇ副調査
役（総務部付副調査役）

　建築の設計監理、都市計画
およびこれらに関する調査・
企画・コンサルタント業務

都市部門都市基盤計画グルー
プＴＯＤ計画部（都市部門統
括付）

　中長期的な経済・産業・社
会構造の変化、少子高齢化・
現役世代の減少という構造課
題の下における予防・健康づ
くりやヘルスケアサービスの
在り方、医療・介護等、社会
保障制度の在り方について、
調査・分析、企画立案を行
う。

経済産業政策局産業構造課企
画二係長

　生命保険業

営業企画部ヘルスケア開発室
副主任（営業企画部副主任）

一般社団法人日本損害保険協
会監督局総務課金融情報分析官

（併任）監督局保険課（命）
監督局保険課保険モニタリン
グ分析官
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
財務省 東京短資株式会社 R2.7.1

～
405 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 野村證券株式会社 R2.7.1

～
406 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑩

　
財務省 株式会社東邦銀行 R2.7.1

～
407 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
文化庁 野村證券株式会社 R2.7.1

～
408 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
文化庁 味の素株式会社 R2.7.1

～
409 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

金融公共公益法人部法人ソ
リューション課（本社勤務）

宗務課認証係長

　銀行業

　国債に係る金利スワップ取
引及び国債流通市場の分析等
を担当

理財局国債業務課（流通市場
係）

　国債市場の動向及びその他
の国債の発行、償還及び利払
の実施に影響を及ぼす事項に
ついての調査及び分析に関す
る業務

理財局国債業務課市場分析官
（併任）理財局国債企画課

　金融業（短資業）

市場本部マーケットオペレー
ション部（総務部付）

　証券業

市場戦略リサーチ部（本社勤
務）

名取支店調査役（総務部付調
査役）

　地域経済に関する調査、地
方経済に関する調査統計に基
づく総合的な研究及び分析等
に関すること

東北財務局総務部経済調査課
調査官

　調査研究、企画立案、文化
財指定に関すること

参事官（食文化担当）付事業
係長

　食品及びアミノ酸関連製品
の製造販売

食品研究所商品開発センター
（コーポレートサービス本部
人事部人財開発グループ）

①宗教法人の規則等の認証及
び証明に係る業務
②都道府県の宗教法人事務に
対する指導・助言に係る業務
③所轄庁変更事務に係る業務
④都道府県宗教法人事務担当
者研修会に係る業務

　証券業
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 明治安田生命保険相互会社 R2.7.1

～
410 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 三井住友信託銀行株式会社 R2.7.1

～
411 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 農林中央金庫 R2.7.1

～
412 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 R2.7.1

413 ～
R4.5.15

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　クレジットカード業界やＦ
ｉｎＴｅｃｈ企業との連携に
よるキャッシュレスの推進に
関する業務

　スーパーマーケットチェー
ン「ライフ」を運営・展開す
る食品小売業

株式会社来ライフフィフィナ
ンシャルサービス推進本部課
長代理（首都圏人事部課長代
理）

　農林水産省の所掌事務に関
する基本的な政策の企画及び
連絡調整

大臣官房政策課企画専門職

・審議会の運営に関する調整
業務
・介護職員の処遇改善に関す
る業務
・所管法令（法律、政令、省
令、告示等）の改正等に伴う
業務
・国会業務

老健局老人保健課長補佐

　農林水産業者の共同組織を
基盤とする全国金融機関

経営企画部部長代理（本店付
部長代理）

　生命保険業

主任スタッフ（（出向）株式
会社明治安田総合研究所副主
任研究員）（主任スタッフ）

・年金広報企画に関する業務
・税制改正に関する業務

年金局総務課長補佐（併任）
年金局総務課年金広報企画室
総合調整専門官

　信託銀行業

年金信託部数理第４グループ
数理第７チーム調査役（年金
企画部付）

株式会社ライフコーポレー
ション商務情報政策局消費・流通政

策課キャッシュレス推進担当
二係長（併任）商務情報政策
局キャッシュレス推進室付
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社荘内銀行 R2.7.1

～
414 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 株式会社きらぼし銀行 R2.7.1

～
415 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 穴吹興産株式会社 R2.7.1

～
416 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

穴吹不動産流通株式会社営業
部岡山店（人事部付）

　中小企業ものづくり高度化
法に基づく「特定研究開発等
計画」の認定、及び中小企業
者等が産学官等で連携（共同
体）し、ものづくり基盤技術
の高度化に資する研究開発、
試作開発及び販路開拓等に対
する戦略的基盤技術高度化支
援事業の執行業務

　企業の情報化推進を目的と
した「地方版Iot推進ラボ」
相互の連携促進、生産性向上
等支援中小企業の発掘・Iot
導入モデル事業紹介による普
及啓発・IoTベンダーとユー
ザー企業のマッチング、中小
企業のサイバーセキュリティ
対策の普及促進、室内の旅費
管理・勤務時間管理などの庶
務業務

経済産業省東北経済産業局地
域経済部製造産業課情報政策
室企画係長（併任）情報政策
室振興係長（併任）情報政策
室技術係長

　銀行業

桜田支店（経営管理部付）

関東経済産業局産業部製造産
業課ものづくり基盤技術専門
官

　銀行業

本店営業部営業一部営業課法
人担当（人事部）

　ものづくり企業のニーズに
応じた施策展開・ものづくり
日本大賞の候補企業の発掘
等・製造産業政策の地域展開
を行う業務、四国管内の製造
業と四国内外の企業とのマッ
チングを通じて技術競争力の
強化・新たな市場の開拓を行
う業務、各市町村の地方創生
の取組みに関し、「しごとづ
くり」、「まちづくり」等の
ニーズへの対応を行う業務

　宅地建物取引業

四国経済産業局地域経済部製
造産業・情報政策課（併任）
地域経済部地域経済課産業技
術室付（併任）総務企画部企
画調査課付
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 カニエＪＡＰＡＮ株式会社 R2.7.1

～
417 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 第一生命保険株式会社 R2.7.1

～
418 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 キヤノン株式会社 R2.7.1

～
419 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社商工組合中央金庫 R2.7.1

～
420 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

上場企業と投資家の対話の促
進に関する業務及び金融制度
の調査・分析に関する業務

経済産業政策局産業資金課企
画係長

　我が国の化学物質管理制度
のアウトリーチ業務（特にア
ジア地域の二国間・マルチの
枠組み）、化学物質管理制度
に関する条約等対応業務（ス
トックホルム条約、ロッテル
ダム条約対応）

製造産業局化学物質管理課国
際係長

中小企業等協同組合、中小規
模の事業者を構成員とする団
体等に対する金融の円滑化に
必要な事業

渋谷支店書記（人事部書記）

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造

環境統括センター（人事部
付）

　経済産業省内のバックオ
フィスＩＴ化による業務効率
化実現に係る情報システムに
関する企画・開発、運用管
理、調整等に関する技術的支
援

大臣官房情報システム厚生課
情報システム室情報システム
専門官（併任）大臣官房秘書
課付（併任）大臣官房デジタ
ル・トランスフォーメーショ
ン室付

①電気安全の普及に関するこ
と
②電気事故防止策に関するこ
と
③ポリ塩化ビフェニール使用
の電気工作物に係わる公害防
止に関すること

関東東北産業保安監督部電力
安全課産業保安職（併任）関
東東北産業保安監督部電力安
全課安全推進係長

　生命保険業

マネジャー（マネジャー）

　ＬＰガス及びガス器具の販
売、ガス供給設備の設計施
工、太陽光発電事業等

保安統括部副部長（保安統括
部副部長）
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 日本電気株式会社 R2.7.1

～
421 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
資源エネルギー庁 本田技研工業株式会社 R2.7.1

～
422 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 日本空港ビルデング株式会社 R2.7.1

～
423 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

総合政策局海外プロジェクト
推進課専門官（併任）国際総
括室

　旅客ターミナルビル等の建
設・管理運営

空港事業部空港事業課課長代
理（企画管理本部総務・人事
部付）

　交通分野に係るインフラ輸
出に関する各種会合・協議の
国土交通省意見反映作業等の
取りまとめ。①各国閣僚の訪
日に伴う表敬の対応・調整、
②案件発掘調査の実施・監
督、③政務、省内幹部出張に
関わる準備・手配

通商政策局欧州課長補佐（ロ
シア担当）（併任）通商政策
局ロシア・中央アジア・コー
カサス室長補佐

＜グローバルＢＵ＞海洋シス
テム事業部マネージャー
（同）

・サプライチェーン等の実態
を踏まえた鉱種毎の資源確保
戦略の策定に関すること
・海外鉱物資源開発プロジェ
クト支援や資源国協力事業・
資源外交に関すること

資源・燃料部鉱物資源課鉱物
資源確保二係長

　二輪事業、四輪事業、航空
機事業、汎用事業及びその他
の事業

四輪事業本部ものづくりセン
ター完成車開発統括部材料開
発部パワーユニット材料課
（人事・コーポレートガバナ
ンス本部人事部付）

①日露８項目の「協力プラ
ン」の担当分野における既存
案件の進捗管理・新規案件の
創出
②日露首脳会談、ロシア経済
分野協力担当大臣とロシア経
済閣僚との会談への対応
③ロシア情勢に関する調査・
分析等

　電気通信機器等の製造・販
売等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 マツダ株式会社 R2.7.1

～
424 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 アットホーム株式会社 R2.7.1

～
425 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 東急不動産株式会社 R2.7.1

～
426 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 住友不動産株式会社 R2.7.1

～
427 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 相鉄不動産株式会社 R2.7.1

～
428 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　輸送用機械器具の製造及び
販売

カスタマーサービス本部技術
サービス部技術情報グループ
付（カスタマーサービス本部
技術サービス部技術情報グ
ループ付）

　不動産事業

開発営業部開発営業センター
係長（業務管理部総務・人事
センター係長）

　不動産情報サービス業

城南営業所所長（業務推進部
推進役）

　居住支援協議会及び居住支
援法人の活動支援に関するこ
と、住宅確保要配慮者の入居
実態の調査・支援に関するこ
と、家賃債務保証業に関する
こと

住宅局安心居住推進課安心居
住係長

　遊休不動産の流通・活用促
進策の検討、実行等に関する
事務

不動産・建設経済局不動産業
課長補佐

　都市計画基礎調査をはじめ
とした都市計画関連情報の利
活用及びそれら情報の３Ｄ化
の推進に関する調査に係る業
務等

都市局まちづくり推進課都市
再生推進係長（併任）都市計
画課

　土地区画整理事業、市街地
再開発事業等税制関係業務、
市街地整備課の窓口業務

都市局都市計画課開発企画係
長（併任）市街地整備課

　総合不動産業

都市事業ユニット都市事業本
部商業施設開発部（人事部）

　総合不動産業

都市開発事業本部開発企画事
業所（管理本部人事部部員）

　我が国建設産業の国際展開
支援業務に関する企画立案、
調整及び実施や国際交渉を行
うことで、我が国企業が海外
進出しやすいビジネス環境を
整備する。

不動産・建設経済局国際市場
課課長補佐（併任）不動産・
建設経済局国際市場課建設産
業海外ビジネス推進官
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 三井ホーム株式会社 R2.7.1

～
429 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 日本コンサルタンツ株式会社 R2.7.1

～
430 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 日本空港ビルデング株式会社 R2.7.1

～
431 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 日本原燃株式会社 R2.7.1

～
432 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

１　ウランの濃縮
２　原子力発電所等から生ず
る使用済燃料の再処理
３　前記2.に関する海外再処
理に伴う回収燃料物質および
廃棄物の一時保管
４　低レベル放射性廃棄物の
埋設
５　混合酸化物燃料の製造
６　ウラン、低レベル放射性
廃棄物および使用済燃料等の
輸送
７　前各号に付帯関連する事
業

　原子力発電所の事故による
放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する
業務

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課廃棄物対策官

放射線管理部放射線安全課副
長（放射線管理部放射線安全
課副長）

三井ホームリンケージ株式会
社ファイナンス事業部オー
ナーサポートグループ（人事
部付）

　航空インフラ国際展開の推
進のための事務及び調整、航
空分野の国際案件への対応等

航空局総務課政策企画調査室
プロジェクト支援係長

　旅客ターミナルビル等の建
設・管理運営

業務改革室、経理部財務課兼
務（企画管理本部総務・人事
部付）

　鉄道行政における基本的な
政策及び計画の取りまとめ等
に関すること

鉄道局総務課企画係長

　鉄道プロジェクトに関する
調査、鉄道・その他交通シス
テムに関するコンサルティン
グ等

国際事業本部（国際事業本
部）

　既存住宅の二次的インスペ
クションの作成及び普及に関
すること、既存住宅の検査・
評価技術開発に関すること

住宅局住宅生産課既存住宅検
査・評価係長

　建築工事の設計・施工監
理・施工請負、不動産の販売
等

－115－



交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
環境省 アルピコ交通株式会社 R2.7.1

～
433 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 アクセンチュア株式会社 R2.8.1

～
434 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
総務省 株式会社オプテージ R2.8.1

～
435 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 東海旅客鉄道株式会社 R2.8.1

～
436 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　総合コンサルティング業

ビジネスコンサルティング本
部マネージャー（ビジネスコ
ンサルティング本部コンサル
ティンググループマネー
ジャー）

監督局金融証券検査官（併
任）監督局証券課（併任）証
券取引等監視委員会事務局証
券検査官（命）監督局証券課
証券モニタリング分析官

　地域連携・インバウンド観
光、プロモーション、アク
ティビティコンテンツ充実、
交通アクセス強化、国立公園
管理に関する業務

　鉄道事業、乗合バス事業、
貸切バス事業、旅行事業、飲
食小売業、不動産事業、広告
業

中部地方環境事務所信越自然
環境事務所中部山岳国立公園
管理事務所国立公園管理官

　電気通信事業、有線一般放
送事業、小売電気事業、電気
通信ならびに放送に関するシ
ステム開発、運用、保守業務

技術開発部ネットワーク技術
開発チーム（人事労務部）

・デジタル市場競争本部事務
局及び省内関係者との連絡・
調整（デジタルプラット
フォームに関する取引透明化
法、デジタル広告関係等）
・サーバー空間とフィジカル
空間の融合に伴うデータの取
扱いに係る調査及び課題の検
討

情報流通行政局情報通信政策
課主査

○地上デジタルテレビジョン
放送の高度化に関する業務
○放送用周波数の活用方策に
関する業務

情報流通行政局放送技術課主
査

　東海道新幹線及び東海地方
の在来線における鉄道事業、
鉄道車両等の製造、各種設備
の保守・検査・修繕、その他
関連事業

建設工事部電気工事課主任
（総合技術本部技術企画部主
任）

営業企画部乗合バス営業課係
長（人事部付）

①証券会社等に関する財務
データ・リスク情報の分析
②証券会社等のリスク管理手
法・リスク管理態勢の分析
③上記を踏まえた検査・監督
の支援等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
総務省 富士通株式会社 R2.8.1

～
437 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 日本電信電話株式会社 R2.8.1

～
438 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 R2.8.1

～
439 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 株式会社三井住友銀行 R2.8.1

～
440 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
財務省 株式会社みずほ銀行 R2.8.1

～
441 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　銀行業

欧州統括部（本店）

　ＮＴＴ東西の株式保有、電
気通信技術に関する研究等

西日本電信電話株式会社人事
部社員（ＮＴＴソリューショ
ンズ株式会社出向）（技術企
画部門）

　サウジアラビアにおける経
済情勢、経済政策に関する情
報収集・分析、二国間経済関
係及び日系企業支援に関する
業務等

在サウジアラビア日本国大使
館三等書記官

・サイバーセキュリティ対策
に係る国際関係業務
・サイバーセキュリティに係
る調査、普及啓発等

主査（サイバーセキュリティ
統括官付参事官付）

　銀行業

立川支店（グローバル人事業
務部付）

　グループ経営戦略策定・管
理

コンプライアンス統括部内部
統制ユニット主任（人事部付
主任）

　ＡＰＥＣ／ＡＳＥＭ財務大
臣関連会合に関する業務、中
東産油国諸国のマクロ経済に
関する調査業務、要人面会対
応業務及び北朝鮮に関するマ
クロ経済調査業務

国際局調査課調査第一係長心
得

　日米経済・ビジネス関係の
強化に向けた外交政策の企
画・立案業務の補佐

総合通信基盤局電気通信事業
部電気通信技術システム課専
門職

　国内外での電気通信サービ
スに関する技術動向、市場動
向、研究開発動向、国際標準
化動向に関する調査業務

　通信システム、情報処理シ
ステム及び電子デバイスの製
造、販売等

ネットワークソリューション
事業本部ソフト・サービスビ
ジネス事業部クラウドインテ
グレーション部（同）

ＳＧホールディングス株式会
社北米局北米第二課係員
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
財務省 第一生命保険株式会社 R2.8.1
国際局地域協力課調査係長 人事部（関連事業部付） ～

442 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R4.7.31

※ ④

　
農林水産省 ＳＢテクノロジー株式会社 R2.8.1

～
443 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 旭化成株式会社 R2.8.1

～
444 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 公益社団法人関西経済連合会 R2.8.1

～
445 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

研究・開発本部技術政策室ク
リーンエネルギープロジェク
ト長（研究・開発本部技術政
策室クリーンエネルギープロ
ジェクト付）

　マテリアル、住宅、ヘルス
ケア領域等の製造、研究、販
売

　経済問題の調査研究、政府
その他関係機関への建議、地
域振興・産業振興に係るプロ
ジェクト推進

産業部主任（産業部付主任）

　関西に存在する航空機関連
企業及び産業支援機関のプ
ラットフォーム化に係る調
査、セミナー開催、情報提供
等

近畿経済産業局産業部製造産
業課部素材産業係長（併任）
機械産業第二係長

　エネルギー環境分野の技術
革新に関する政府全体の検討
会資料の作成、企業間連携の
促進に向けた協議会に関する
業務、個別技術課題に係る研
究会の企画・運営、個別革新
技術の予算状況の確認業務等

産業技術環境局環境政策課技
術統括専門職（併任）産業技
術環境局環境政策課エネル
ギー・環境イノベーション戦
略室技術係長

　農林水産省の行政情報化に
関する情報システムに係る業
務、行政情報化に関する通信
に係る業務

大臣官房広報評価課情報企画
官

　東南アジア災害リスク保険
ファシリティ（SEADRIF）の
運営、ASEAN+3財務プロセス
における第４の柱の検討、二
国間金融協力及び国別担当業
務

　ＩＣＴサービスの提供、ク
ラウドコンサルティングサー
ビス、クラウドインテグレー
ション及びクラウドセキュリ
ティサービス提供

法人公共事業統括法人第１本
部法人１部シニアネットワー
クスペシャリスト（人事本部
付）

　生命保険業
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社みずほ銀行 R2.8.1

～
446 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 国際興業株式会社 R2.8.1

～
447 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 北海道電力株式会社 R2.8.1

～
448 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
農林水産省 株式会社ＡＮＡ　Ｃａｒｇｏ R2.9.1

～
449 R4.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 三菱電機株式会社 R2.9.1

～
450 R4.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　電気機械器具の製造・販売

国際本部国戦略企画Ｇ・国統
括アジアＧ兼務（国際本部国
戦略企画Ｇ・国統括アジアＧ
兼務）

　ダム再開発に関連する周辺
の地質調査など調査・検討業
務の監督、関係機関協議のた
めの技術資料の作成等

北海道開発局札幌開発建設部
滝川河川事務所計画課専門官
（併任）札幌開発建設部雨竜
川ダム調査事業所調査設計班
調査係長

　国内外のマクロ経済・金融
市場動向に関する調査・分析
等業務

経済産業政策局調査課係員

　電気事業等

土木部地盤耐震グループ（土
木部付）

　銀行業

新橋中央支店渉外二課（リ
サーチ＆コンサルティング業
務部付）

　現在交渉中の各経済連携協
定に係る電子商取引分野・
サービス分野等の交渉方針の
立案、省内外の調整

通商政策局経済連携課経済連
携一係長

　エアラインセールス事業、
ウェアハウスオペレーション
事業、ソリューション事業

日本統括室九州販売支店（一
般職）（業務企画部付）

　一般乗合、貸切、乗用旅客
自動車運送業、自動車教習
所、外車販売
　油圧機器、各種建設機械、
自動車部品、建築資材、機
器、製品等の輸出入及び販売
　不動産売買、賃貸、管理及
び宅地開発、旅行業法に基づ
く旅行業等

総務部人事課課員（総務部業
務支援室付課員）

　食品産業の海外投資等に関
する事務の企画及び連絡調整
等に係る業務

食料産業局海外市場開拓・食
文化課食品産業海外投資推進
班海外調査係長

　国土交通省が所掌する国の
危機管理に関する業務（新型
コロナウィルス感染症対策、
オリンピック、パラリンピッ
ク等に向けた公共交通に係る
テロ対策、ミサイル発射、核
実験、テロ発生時等の非常対
応）

大臣官房危機管理官付主査
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社ローソン R2.9.1

～
451 R4.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
経済産業省 株式会社みずほ銀行 R2.9.1

～
452 R4.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
環境省 ミニストップ株式会社 R2.9.1

～
453 R4.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
環境省 アジア航測株式会社 R2.9.1

～
454 R5.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

営業本部ＭＯ推進部係長（営
業本部ＭＯ推進部係長）

　コンビニエンスストア
「ローソン」のフランチャイ
ズチェーン展開

　測量業、建設コンサルタン
ト業

福島支店一般職員（国土保全
コンサルタント事業部一般職
員（環境省出向））

　銀行業

グローバル人事業務部付調査
役（グローバル人事業務部付
調査役）

　コンビニエンスストアを展
開

一般社団法人日本フランチャ
イズチェーン協会ＣＳＲ推進
部課長（人事部長付）

　環境基本計画の達成状況の
点検・見直し、環境基本計画
に関する国内外の動向の把
握、環境基本計画の普及・啓
発、環境白書の企画・立案の
実施等

大臣官房環境計画課計画官

　福島再生・未来志向プロ
ジェクト（脱炭素まちづくり
の支援、地域コミュニティの
活性化、風評払拭等）に関す
る業務

環境再生・資源循環局特定廃
棄物対策担当参事官室主査

　現在交渉中の各経済連携協
定に係る物品関税及び関税に
関連する分野の交渉方針の立
案、省内外との調整等

通商政策局経済連携課地域連
携三係長

　商業動態統計調査の見直し
に係る検討等、当該統計調査
の企画及び実施に関する業務
及びビッグデータを活用した
統計作成業務

大臣官房参事官付業態別係長
（併任）大臣官房調査統計グ
ループサービス動態統計室付
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 日清食品株式会社 R2.9.11

～
455 R4.9.10

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
警察庁 株式会社ゆうちょ銀行 R2.10.1

～
456 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 綜合警備保障株式会社 R2.10.1

～
457 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 株式会社みずほ銀行 R2.10.1

～
458 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　情報技術の利用に伴う犯罪
の捜査手法等に関する調査・
分析及び同犯罪の分析に関す
ること等の事務に従事

　即席めん等の製造及び販売

日清食品冷凍株式会社広島営
業所（事業構造改革推進部Ｓ
ＣＭ企画部付）

①戦略的イノベーション創造
プログラム（ＳＩＰ）スマー
ト物流サービスの推進に向け
た調整
②物流標準化の推進に向けた
企画立案、③全国貨物純流動
調査の実施に向けた企画立案

総合政策局物流政策課専門官

　銀行業

　研究開発プロジェクトを運
用するための関係者との連絡
調整、取りまとめ業務等

　情報通信分野における海外
展開の支援に関する業務等

　銀行業

静岡支店（グローバル人事業
務部付）

開発企画部開発企画課課長代
理（人事部付）

コーポレートスタッフ部門Ｉ
Ｔ戦略部サイバーディフェン
ス推進室主任（コーポレート
スタッフ部門ＩＴ戦略部サイ
バーディフェンス推進室マネ
ジャー）

生活安全局情報技術犯罪対策
課係長

国際戦略局技術政策課イノ
ベーション推進官（併任）国
際戦略局技術政策課研究推進
室課長補佐

　警備の請負とその保障業務

国際戦略局国際政策課係員
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
総務省 R2.10.1

～
459 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 富士ソフト株式会社 R2.10.1

～
460 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 R2.10.1

～
461 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社
金融・公共法人部部長代理
（金融・公共法人部部長代
理）

一般社団法人日本原子力産業
協会
国際部一般職（国際部一般
職）

　ソフトウェア開発・システ
ムインティグレーター事業

ソリューション事業本部イン
ダストリービジネス事業部産
業機器ソリューション部リー
ダー（ソリューション事業本
部秘書部リーダー）

　簡易生命保険管理業務に関
する業務、郵政事業のうち保
険募集及び所属保険会社等の
事務の代行に係るものに関す
る業務、郵便局の活用による
地域住民の利便の増進に関す
る事務のうち生命保険業の代
理業務に係るものに関する業
務

情報流通行政局郵政行政部貯
金保険課保険管理係長

　原子力に関する合意形成・
調査研究、原子力利用に関し
ての提言及び意見の発表、関
係諸機関との連絡連携

　証券業

・外務省ソーシャルメディア
等インターネットを通じた日
本の外交政策等に関する広報
戦略の企画・立案
・ソーシャルメディア発信の
運用・管理に関する業務及び
関係先との調整
・外務省内及び在外公館にお
けるソーシャルメディア発信
の支援に関する業務

大臣官房広報文化外交戦略課
ＩＴ広報室係員

・福島第一原発事故後の廃
炉・汚染水の取組についての
国際原子力機関（IAEA）を含
めた国際社会への情報発信
・核セキュリティ分野での多
国間枠組み及び核セキュリ
ティ関連条約に携わる国際機
関等との連絡・調整
・放射線利用の国際協力に係
るＩＡＥＡとの連絡・調整

総合外交政策局軍縮不拡散・
科学部不拡散・科学原子力課
国際原子力協力室課長補佐
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
外務省 R2.10.1

～
462 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 野村證券株式会社 R2.10.1

～
463 R4.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑪

　
文化庁 R2.10.1
政策課文化発信室室長補佐 ～

464 営業本部本部長（管理部） R4.9.30
〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
厚生労働省 株式会社千葉銀行 R2.10.1

～
465 R5.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　年金担保貸付業務の終了に
関し、関係機関との連絡調整
に関する業務等

年金局資金運用課業務調整専
門官

　経営コンサルティング

Automotive / Coreシニアコ
ンサルタント（Automotive /
Coreシニアコンサルタント）

業務企画部制度一課（本社勤
務）

大臣官房政策金融課課長補佐

　ウクライナにおける
・マクロ経済・金融動向等の
情報収集関連業務
・エネルギー情勢、環境・気
候変動等に係る情報収集関連
業務
・外国企業の投資状況等

御宿支店支店長代理（人材育
成部副調査役）

　株式会社日本政策金融公庫
等政策金融に関する総合的又
は基本的な政策の企画及び立
案、政策金融に関する関係省
庁と民間金融機関との意見交
換並びに所管する機関の監督
等に関すること

　旅行業・文化庁の戦略的な広報に関
する総括業務
・全国の文化遺産に関する情
報を利活用するための文化遺
産オンライン構想の推進
・国際観光旅客税財源で実施
する「文化遺産・観光コンテ
ンツバンク構想」の推進

　証券業

　銀行業

デロイトトーマツコンサル
ティング合同会社在ウクライナ日本国大使館二

等書記官

株式会社ＫＮＴ－ＣＴグロー
バルトラベル
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
経済産業省 株式会社三井住友銀行 R2.10.1

～
466 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社大阪取引所 R2.10.1

～
467 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 森ビル株式会社 R2.10.1

～
468 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 株式会社竹中工務店 R2.10.1

～
469 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑦

株式会社日本取引所グループ
総合企画部調査役（総合管理
室（人事担当）付）

　総合ディベロッパー
　都市再開発事業、不動産賃
貸・管理事業、文化・芸術・
タウンマネジメント事業

都市開発本部開発事業部開発
２部２Ｇ（都市開発本部計画
企画部都市政策企画室付）

・社会資本整備に関する基本
的な政策立案業務
・社会資本整備重点計画の推
進に係る業務

総合政策局社会資本整備政策
課社会資本整備調整係長

経済産業政策局産業創造課新
規事業創造推進室係員

経済産業政策局産業資金課調
査係長（併任）経済産業政策
局企業行動課企業会計室付

　規制のサンドボックス制度
及び新事業特例制度・グレー
ゾーン解消制度の取りまと
め、各省との調整及び今後の
制度のあり方についての検討
等

　取引所金融商品市場の開設

　銀行業

堺法人エリア（公共・金融法
人部）

　ＥＳＧ／ＳＤＧｓ経営や
コーポレートガバナンスも含
めたインベストメント・
チェーンのあり方に関する調
査・分析をはじめとする産業
金融に関する調査、分析及び
政策の企画立案に関する業務

都市局都市計画課都市機能誘
導調整室集約都市企画係長

東京本店営業部（社長室付）

　コンパクトシティ政策の企
画立案及び関係機関との調整
に関すること

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 綜合警備保障株式会社 R2.10.1

～
470 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 メタウォーター株式会社 R2.10.1

～
471 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 R2.10.1

～
472 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
国土交通省 株式会社日立製作所 R2.10.1

～
473 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑮

三井住友海上火災保険株式会
社
金融公務営業推進本部公務第
一部営業第三課主任（公務第
一部営業第三課主任）

　上下水・再生水処理、海水
淡水化等の水環境分野の各種
装置類、施設用電気設備等製
造販売、各種プラントの設
計・施工・請負

プラントエンジニアリング事
業本部水再生技術部第一グ
ループ担当課長（プラントエ
ンジニアリング事業本部水再
生技術部第一グループ担当課
長）

○新たな「水循環基本計画」
推進のための政策の企画・立
案
○水源地域対策特別措置法に
基づく手続き等の実施
○水循環施策の普及啓発・情
報発信

　警備の請負とその保障業務

セキュリティサービス第一部
警備運用企画課（人事部付）

昇降機事業部開発生産統括本
部開発設計本部装置開発部機
構装置開発グループ技師（但
し、（株）日立ビルシステム
出向）（ビルシステムビジネ
スユニット昇降機事業部（技
師））

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

①政府の成長戦略、経済対策
等に関する省内及び局内調
整、②道路事業のPPP/PFIの
推進に係る連絡・調整、③地
域活性化に関する道路関係施
策の連絡・調整

道路局総務課企画係長

　損害保険業

住宅局建築指導課動力係長

　水防活動の推進に資する事
務に関する調整

　建築設備等に関する、技術
基準の運用に係る現地調査・
情報収集及び技術開発・調査
に関すること

水管理・国土保全局水資源部
水資源政策課長補佐

水管理・国土保全局河川環境
課水防企画室津波水防係長
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
国土交通省 日本ＥＲＩ株式会社 R2.10.1

～
474 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 京王電鉄株式会社 R2.10.1

～
475 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 三菱自動車工業株式会社 R2.10.1

～
476 R4.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
公正取引委員会 R2.11.1

477 ～
R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 株式会社ＳＢＩ証券 R2.11.1

～
478 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

オペレーション本部新潟・北
陸ゾーン上越地区OFC（人事
本部付）

　独占禁止政策に係る事業活
動（独占的状態に係るものを
除く。）の調査に関すること
（企業取引課及び相談指導室
の所掌に属するものを除
く。）

　コンビニエンスストア事業
運営

　日ＥＵ鉄道の相互認証に関
する業務

鉄道局技術企画課電気基準協
定係長

　建築物の確認・検査業務、
住宅性能評価およびその関連
業務、耐震診断・耐震改修判
定等に関する業務

省エネ推進部主査（人事部付
主査）

・マンションの敷地売却事業
に係る技術及びその普及啓発
に関すること
・マンションの敷地分割事業
に係る技術及びその普及啓発
に関すること

住宅局市街地建築課マンショ
ン政策室技術係長

　自動車保有関係手続のワン
ストップサービスの利用促進
のための、関係者との調整業
務等

自動車局自動車情報課専門官

　自動車及びその部品の開
発、生産、販売等

（総務・コミュニケーショ
ン・サステナビリティ）総務
渉外部田町渉外Ｇ主任（同）

　鉄道事業等

鉄道事業本部工務部連続立体
交差工事事務所課長補佐（人
事部付）

　金融商品取引業

情報流通行政局情報通信政策
課情報通信経済室主査

法務部主任（人事部付総務省
出向　主任）

　情報通信白書に関すること
及び情報通信分野に関する最
新動向調査等業務

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン事務総局経済取引局取引部取

引企画課取引調査室調査係長
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
厚生労働省 大塚製薬株式会社 R2.11.1

～
479 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
厚生労働省 みずほリース株式会社 R2.11.1

～
480 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 みずほ情報総研株式会社 R2.11.1

～
481 R4.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 中部電力株式会社 R2.11.1

～
482 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　電気事業等

④

　
環境省 共同ピーアール株式会社 R2.11.1

～
483 R5.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

医薬・生活衛生局食品基準審
査課残留農薬等基準審査室基
準策定専門官

　医薬営業本部プロダクトマ
ネージメントグループAPMM
（業務管理部係長）

　食品中に残留する農薬、飼
料添加物及び動物用医薬品の
規格基準の設定に関する業務

　製造業

老健局高齢者支援課主査 広島支店（医療ヘルスケア営
業部付）

　介護ロボット等を活用した
介護現場の生産性向上に効果
的なテクノロジーの普及推進

　総合金融サービス業

保険局保険課長補佐 開発本部第５事業部第４部課
長（開発本部第５事業部第４
部課長）

（１）社会保険診療報酬支払
基金のシステム刷新等に係る
業務
（２）医療保険者等向け中間
サーバーに係る業務
（３） オンライン資格確認
等の導入に係る業務

　サービス業

大臣官房総務課環境情報室室
長補佐（情報普及）

　ＰＲアカウント本部デジタ
ルコミュニケーション部ＷＥ
Ｂリレーショングループディ
レクター（コーポレート本部
経営戦略部総務人事室付）

　環境省図書館の管理、運
営、国立国会図書館との連絡
調整、環境省保有データの
オープンデータ化の促進等、
環境省のWebサイト等による
行政情報の提供に係る管理・
監督

　メディア・リレーションズ
を中心とした広報活動の支
援、代行、コンサルティング

中部地方整備局河川部河川計
画課国土交通技官

再生可能エネルギーカンパ
ニー事業推進部水力開発グ
ループ（再生可能エネルギー
カンパニー企画室付）

　河川整備事業における計画
等
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交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）交流採用された日

における官職
令和２年に変更が
あった場合の官職

番号 任　　期

　
中小企業庁 株式会社きらぼし銀行 R2.12.1

市場ローン室(人事部) ～
484 R4.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　銀行業

※ ①

　
国土交通省 ＡＮＡセールス株式会社 R2.12.1

～
485 R4.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

①事業承継ネットワークが行
う経営者保証関連業務に係る
照会対応、運営管理等
②経営者保証ＧＬの普及促進
③東日本大震災被災地域の復
興支援
④中小企業庁施策に対する金
融実務全般に関するアドバイ
ス等

全日本空輸株式会社企画部東
京オリンピック・パラリン
ピック推進本部（出向）(総
務人事部付)

総合政策局安心生活政策課主
査

・障害者等の参画の下、バリ
アフリー施策内容の評価等を
行うための「移動等円滑化評
価会議」の開催に伴う調整業
務等
・公共交通事業者の接遇向上
を目的として平成29年度に作
成した「公共交通事業者向け
接遇ガイドライン」の別冊と
して認知症の人も対象とした
「認知症の人対応のための公
共交通事業者向け接遇ガイド
ライン」の作成
・バリアフリー関係施策の白
書等への執筆及び省内、関係
省庁との連絡調整業務等

　旅行業、航空運送代理業及
び旅行積立商品の販売及び旅
行券の発行等

事業環境部金融課調査・国際
係長

－128－



　　②　令和元年に採用された職員（２４２人）
　　　ア．退職型（２人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
外務省 日本電気株式会社 H31.4.15

～
486 R3.4.14

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
公正取引委員会 ＥＹ新日本有限責任監査法人 R1.10.1

～
487 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　　　イ．雇用継続型（２４０人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
消費者庁 ライオン株式会社 H31.1.1

～
488 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

・連邦議会に関する情報収集
・連邦議会における日本の政
策・文化に関する広報活動

　電気通信機器等の製造・販
売等

　消費者の利益の擁護及び増
進に係る業務のうち、物価、
エネルギーその他消費生活に
関する調査・分析や、消費者
白書の執筆、消費者問題に関
する分析・研究の実施

　製造業　ハミガキ、ハブラ
シ、石けん、洗剤、ヘアケ
ア・スキンケア製品、クッキ
ング用品、薬品、海外現地会
社への輸出

番号
交流採用職員の占める官職

交流元企業を退職した日の直
前に占めていた地位

任　　期

参事官（調査・物価等担当）
付政策企画専門職

経営戦略本部経営企画部副主
席部員（研究開発本部環境・
安全性評価センター副主任研
究員）

在アメリカ合衆国日本国大使
館一等書記官

グローバル事業推進本部シニ
アエキスパート

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

事務総局審査局管理企画課企
画室審査専門官

　独占禁止法に関する審査に
おける電子機器・電磁的記録
に係る解析等に関する業務

　監査・保証業務　等

Ｆｏｒｅｎｓｉｃｓ事業部
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 株式会社三井住友銀行 H31.1.1

～
489 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 H31.1.1

～
490 R3.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 アフラック生命保険株式会社 H31.1.1

～
491 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

情報通信政策研究所調査研究
部研究官

システム統括部統括グループ
（システム統括部調査役補）

・情報通信政策に資する調査
研究、その中でも特に人工知
能（ＡＩ）について情報通信
政策研究所長の下で組織する
会議体において検討が進めら
れている事項のうち、ＡＩを
社会実装することによる生産
性の向上、労働力の補完、新
たなビジネスモデルの創造
等、社会の諸課題の解決を可
能とする新たな経済の姿とし
ての「ＡＩ経済」に関する調
査研究
・情報通信に関連する経済調
査等

　銀行業

・労働市場インフラの整備状
況調査に関すること
・「ものづくり基盤技術の振
興施策」に関すること
・民間教育訓練機関の訓練の
質の保証及び向上に関するこ
と
・「能力開発基本調査」に関
すること

　生命保険業

大臣官房文化交流・海外広報
課人物交流室主査

・「スポーツ外交」の推進に
かかる業務
・日本政府とスポーツ関係団
体との官民連携にかかる業務
・２０２０年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会
の成功に向けた連絡調整にか
かる業務

　サッカー、フットサル、
ビーチサッカー等の強化、普
及等

公益財団法人日本サッカー協
会

マーケティング部パートナー
シップ第二グループ（事務局
付部員）

職業能力開発指導官（併任）
人材開発統括官付人材開発政
策担当参事官室

大型法人営業部主任（調査部
付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 株式会社三井住友銀行 H31.1.1

～
492 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 大阪信用金庫 H31.1.1

～
493 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 東京建物株式会社 H31.1.1

～
494 R2.12.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
国土交通省 ＡＧＣ株式会社 H31.1.1

～
495 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

 ・住生活関連サービス産業
の育成、振興に関すること
 ・住宅着工等の動向・分析
に関すること　等

　板ガラス、自動車用ガラ
ス、ディスプレイガラス、電
子部材、クロールアルカリ・
ウレタン、フッ素化学・スペ
シャリティ、セラミックスな
どの製造及び販売

経済産業政策局産業創造課新
規事業創造推進室

小石川法人営業部部員（公
共・金融法人部部員）

　生産性向上特別措置法に基
づくプロジェクト型レギュラ
トリーサンドボックス制度、
産業競争力強化法に基づく新
事業特例制度・グレーゾーン
解消制度の執行業務、当該制
度の見直し

　銀行業

住宅局住宅政策課住生活サー
ビス産業振興官

ＡＧＣマテックス株式会社事
業企画部長（ビルディング・
産業ガラスカンパニーマネー
ジャー）

近畿経済産業局産業部創業・
経営支援課長補佐

管理部管理課調査役（人事部
付調査役）

　近畿経済産業局産業部創
業・経営支援課において、ベ
ンチャー企業さらなる創出拡
大に向けて成功事例を調査し
国等における支援のあり方に
ついて検討するとともに、産
業支援機関等との連携による
新たなプロジェクト創出に関
する業務を実施

　預金業務、貸出業務、為替
業務、証券業務、付随業務

不動産・建設経済局土地政策
課政策第一係長

土地・建設産業局企画課政策
第一係長

ビルマネジメント第二部ビル
営業Ｇ課長代理（企画部詰）

　人口減少・高齢化の進行等
が土地利用に与える影響の分
析及び効果的な方策の検討な
ど、土地に関する総合的かつ
基本的な政策の企画、立案、
推進に関する事務及び土地白
書の作成にあたっての土地利
用、土地取引、不動産市場等
の動向の調査・分析に関する
事務を担当

　総合不動産業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 住友生命保険相互会社 H31.1.7

～
496 R3.1.3

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
外務省 日本たばこ産業株式会社 H31.1.10

～
497 R3.1.17

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 豊田通商株式会社 H31.1.10

～
498 R4.1.9

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

・アフリカ連合委員会（ＡＵ
Ｃ）各部局（主に貿易・産業
局，インフラ・エネルギー局
（水・灌漑系を除く。），経
済局，社会局及びＮＥＰＡＤ
（アフリカ開発のための新
パートナーシップ）に関する
業務
・エチオピアとの二国間関係
における業務

　総合商社

医政局研究開発振興課医療情
報技術推進室長補佐

スミセイ情報システム株式会
社・基盤システム第１部（情
報システム部上席部長代
理））

　医療情報の標準化に関する
企画、立案及び連絡調整並び
に推進に関する業務等
データヘルス改革の将来像の
作成、将来像を実現するため
の工程表の策定に関する技術
的支援業務

　生命保険業

アフリカ連合日本政府代表部
二等書記官（併任）在エチオ
ピア日本国大使館

アフリカ事業開発部プラント
グループアソシエイト職（人
事総務部付）

在イラン日本国大使館二等書
記官

事業企画室課長代理（人事部
課長代理）

・イランの経済情勢（制裁の
影響を含む）及び経済政策に
ついての情報収集・分析
・石油，天然ガス，電力等の
プロジェクトについての情報
収集
・日系企業等への支援等

　たばこ事業、医薬事業、加
工食品事業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 株式会社日立製作所 H31.2.1

～
499 R3.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 アクセンチュア株式会社 H31.2.15

～
500 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
外務省 H31.3.1

～
501 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

電力・ガス取引監視等委員会
事務局取引監視課小売取引企
画一係長（併任）電力・ガス
取引監視等委員会事務局取引
制度企画室付

素材・エネルギー本部コンサ
ルタント（同）

　電力・ガスの卸取引市場の
活性化策の企画・立案、旧一
般電気事業者に更なる自主的
取組を促す等の交渉・調整に
伴う実務作業等

　総合コンサルティング業

経済局国際貿易課サービス貿
易室（併任）経済局経済連携
課

　ＥＰＡ／ＦＴＡ交渉、ＷＴ
Ｏ交渉及び投資関連協定の
サービス貿易分野に関わる企
画立案及び調整・調査分析業
務の補佐

　コンサルティング事業、政
策研究事業、国際事業、人材
開発事業、会員事業、マクロ
経済調査

政策研究事業本部経済政策部
研究員（同）

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサ
ルティング株式会社

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

・情報通信分野の技術革新や
人材育成に関する以下の業務
・情報通信に係る先端技術の
研究開発・社会展開や人材育
成に関する推進方策の企画・
立案に関する業務等

国際戦略局技術政策課専門職 サービス＆プラットフォーム
ビジネスユニットサービスプ
ラットフォーム事業本部Ｉｏ
Ｔ・クラウドサービス事業部
アプリケーションサービス第
１本部アプリケーション第３
部第３Ｇ主任技師（サービス
＆プラットフォームビジネス
ユニットサービスプラット
フォーム事業本部ＩｏＴ・ク
ラウドサービス事業部アプリ
ケーションサービス第１本部
アプリケーション第３部員）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
外務省 キヤノン株式会社 H31.3.1

～
502 R4.2.28

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
特許庁 旭化成株式会社 H31.3.1

～
503 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 四国電力株式会社 H31.3.1

～
504 R3.2.28

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
内閣府 三菱地所株式会社 H31.4.1

～
505 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業、電気通信事業、
熱供給に関する事業など

政策企画専門職（政策統括官
（経済社会システム担当）付
参事官（総括担当）付）（併
任）内閣府本府民間資金等活
用事業推進室主査（併任）地
方創生推進事務局参事官（総
括担当）付主査（併任）内閣
府本府地方創生推進室主査

常盤橋開発部（副主事）（人
事部付）

　公的不動産を活用したＰＰ
Ｐ／ＰＦＩ事業の推進に向け
た施策の推進等

　総合不動産業

在リトアニア日本国大使館一
等書記官

企画本部経営調査部部長（企
画本部経営調査部）

・リトアニア及びバルト地域
ほか欧州の経済情勢関連情報
収集・分析
・二国間経済関係業務
・日リトアニア双方の企業支
援
・上記の各種業務を通じた対
日理解促進に関わる業務

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造

総務部国際協力課国際情報専
門官（併任）総務部国際協力
課地域協力室（併任）総務部
国際政策課多国間政策室（併
任）総務部国際政策課多国間
政策室多国間政策第二班韓国
係長

研究・開発本部知的財産部知
財リエゾンマテリアル第一グ
ループ主査（研究開発本部知
的財産部）

　工業所有権分野における経
済連携、国際機構、主要先進
国、新興国・開発途上国に関
する情報収集・分析
・収集・分析した情報の施策
や会合対処方針等への反映

　マテリアル、住宅、ヘルス
ケア領域等の製造、研究、販
売

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生課
事業管理専門官

原子力本部伊方発電所安全管
理部放射線・化学管理課副長
（同）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
内閣府 関西電力株式会社 H31.4.1

～
506 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
内閣府 トヨタ自動車株式会社 H31.4.1

～
507 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
内閣府 H31.4.1

～
508 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
内閣府 株式会社沖縄銀行 H31.4.1

～
509 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　中小企業の育成及び発展を
図るための基本となる方策の
企画及び立案、中小企業の経
営方法の改善及び経営の向
上・安定に関する業務、中小
企業の新たな事業の創出に関
する事務、中小企業の海外展
開支援等

　銀行業

参事官補佐（官民交流・ボラ
ンティア担当）（政策統括官
（防災担当）付参事官（普及
啓発･連携担当）付）

社会貢献推進部共生社会支援
室ダイバーシティ・スポーツ
グループ主任（東京本社国内
出向社会貢献推進部付主任）

　防災に関する普及啓発及び
連携の推進に関する基本的な
政策に関する事項の企画及び
立案に係る職務

　自動車の製造・販売等

参事官補佐（政策統括官（防
災担当）付参事官（事業推進
担当）付）

沖縄総合事務局経済産業部中
小企業課企画支援係係員（併
任）沖縄総合事務局経済産業
部商務通商課国際室

沖縄銀行読谷支店（人事部
付）

　災害からの復旧及び復興に
関する基本的な政策に関する
事項の企画及び立案並びに総
合調整に係る職務

　損害保険業

主査（政策統括官（防災担
当）付参事官（防災計画担
当）付）

送配電カンパニー奈良電力本
部奈良配電営業所工事統括係
長（東京支社附）

　防災計画に関する業務のう
ち、災害時における地方公共
団体の業務継続計画（BCP）
の策定の推進や地方公共団体
の受援体制の構築の推進に関
する職務

　電気事業等

東京海上日動火災保険株式会
社

業務企画部開発室担当課長
兼営業企画部地方創生・健康
経営室参事（公務開発部付参
事）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
警察庁 セコム株式会社 H31.4.1

～
510 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
警察庁 株式会社みずほ銀行 H31.4.1

～
511 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 H31.4.1

～
512 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 H31.4.1

～
513 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

研究員（株式会社明治安田総
合研究所研究員）

生活安全局情報技術犯罪対策
課課長補佐（併任）長官官房
企画課付（併任）情報通信局
情報管理課付（併任）情報通
信局情報技術解析課付

ＩＳ研究所コミュニケーショ
ンプラットフォームディビ
ジョンコミュニケーション
ネットワークグループ（本社
人事部付）

　サイバー犯罪対策に必要な
官民連携の強化に向けた事業
者等との連絡・調整・折衝や
各種企画・立案等の業務に従
事

　警備の請負とその保障業務

刑事局組織犯罪対策部組織犯
罪対策企画課課長補佐

コンプライアンス推進部マ
ネー・ローンダリング対策室
ＡＭＬ企画チーム参事役（グ
ローバル人事業務部付）

監督局総務課課長補佐（併
任）総合政策局リスク分析総
括課課付（併任）監督局銀行
第一課課付

・大手銀行の市場リスクなど
に関連する情報収集及び分析
のほか、その結果を踏まえた
政策対応の企画及び立案
・上記メイン業務を行う上
で、大手銀行にかかるモニタ
リング情報を把握

　年金、健康、医療、介護等
少子高齢化社会への対応およ
び生活設計に関する調査・研
究・コンサルティング（社
会・経済構造変化の調査含
む）

　マネー・ローンダリング対
策として、犯罪収益移転防止
法の施行、国際機関等との連
絡調整等に関する業務

　銀行業

監督局総務課課長補佐（併
任）監督局銀行第二課課付

　地域銀行の市場リスク等に
関する調査・分析を含むモニ
タリング業務

　損害保険業

株式会社明治安田生活福祉研
究所

三井住友海上火災保険株式会
社

投資部課長代理（人事部課長
代理）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
金融庁 H31.4.1

～
514 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 第一生命保険株式会社 H31.4.1

～
515 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
消費者庁 住友生命保険相互会社 H31.4.1

～
516 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
総務省 大日本印刷株式会社 H31.4.1

～
517 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　地域金融機能の強化を通じ
た企業の生産性向上を支援す
るための政策の企画及び立案

　経営コンサルティング事
業、ファイナンシャル・アド
バイザリー事業、再生支援事
業・制度関連助言業務・教育
研修事業・資金支援業務

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐（併任）総合政策局
リスク分析総括課マクロ分析
室市場モニタリング専門官
（併任）監督局総務課課付

リスク管理統括部部長（部
長）

・金融システムに係るリスク
の状況を把握するための国内
外の金融市場及び経済情勢に
関する情報収集及び分析。マ
クロ分析室内における業務調
整と必要に応じて他職員に対
する分析方法の指導
・上記メイン業務を行う上
で、大手銀行等にかかるモニ
タリング情報を把握

　金融・保険業

総務省国際戦略局通信規格課
専門職

情報イノベーション事業部Ｃ
＆ＩセンターＩｏＳＴプラッ
トフォーム本部ＩｏＳＴソフ
トウェア企画開発部第１課
（情報イノベーション事業
部）

　情報通信分野における標準
化活動に関する以下の業務
・国際電気通信連合、アジ
ア・太平洋電気通信標準化機
関などとの連絡・調整
・民間フォーラム等における
標準化活動の支援　等

　総合印刷業

総務部経営総務室（お客さま
本位推進部お客さま満足推進
室）

監督局総務課課長補佐（併
任）監督局銀行第二課地域金
融生産性向上支援室室付

事業開発部シニア・ディレク
ター（同）

フロンティア・マネジメント
株式会社

参事官（調査・物価等担当）
付政策企画専門職

　物価の基本政策、公共料金
の調査等消費者行政関連事務

　生命保険業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 株式会社みずほ銀行 H31.4.1

～
518 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
総務省 H31.4.1

～
519 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 株式会社ＪＡＬスカイ H31.4.1

～
520 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

主査（サイバーセキュリティ
統括官付参事官付）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

大阪北支店法人第一支社支社
長代理（損保ジャパン株式会
社特命課長）

・総務省におけるサイバーセ
キュリティ対策に係る国際関
係業務
・サイバーセキュリティ基準
等の調査検討
・サイバーセキュリティに係
る能力構築支援

　損害保険業

情報流通行政局郵政行政部郵
便課国際企画室主査

国際営業部国際業務推進第二
チーム（グローバル人事業務
部付）

・郵便事業の近代化・高度化
に関する外国政府等との協力
関係の構築及び協力取組の推
進に関する業務、同業務に係
る政府内の連絡調整業務
・日本企業による郵便・郵便
局関連ビジネスの展開促進に
関する業務　等

　銀行業

領事局政策課主査 羽田事業所空港オペレーショ
ン国際部第１室国際パッセン
ジャーサービス第１グループ
（企画総務部付）

・領事業務全般にかかる広報
活動
・外国人受入れ制度の対外説
明

　空港旅客取扱業務および運
行支援業務に付帯する業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
外務省 株式会社ＪＴＢ H31.4.1

～
521 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 H31.4.1

～
522 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
外務省 日本工営株式会社 H31.4.1

～
523 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

在フィリピン日本国大使館三
等書記官

・一般邦人援護業務（犯罪被
害，事件事故，疾病，困窮等
トラブル事案への対応）
・在留邦人への安全情報の発
出等情報提供（含むＨＰの改
訂）業務
・邦人への行政サービス業務
（証明書・旅券の発給，戸
籍・国籍の届出受理，在外選
挙人名簿登録・在外投票）
・在留届管理，在留邦人数調
査に係る業務

　旅行業、運輸機関の乗船車
券類の販売に関する事業、
マーケティング調査研究・情
報資料の提供・販売、国際・
国内会議の開催に関する企
画・立案および請負業務等

在エチオピア日本国大使館三
等書記官（併任）アフリカ連
合日本政府代表部

コンサルタント海外事業本部
交通・都市事業部 開発計画
部員（同）

三重支店鈴鹿支社主任（損害
保険ジャパン株式会社海外事
業企画部長席付主任）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

・無償資金協力（草の根・人
間の安全保障無償資金協力，
日本ＮＧＯ連携無償資金協
力）
・地方連携
・日本企業支援
・経済班総務

　損害保険業

・エチオピアの経済情勢及び
経済政策についての情報収
集・分析
・対エチオピア経済及び経済
協力に関する業務
・日系企業支援に関する業務
補助
・ＡＵ（アフリカ連合）の主
催する各種会合への参加
・ＡＵの活動に関する調査・
分析・説明資料の作成等

在上海日本国総領事館領事 法人事業本部ＪＴＢ山形支店
（グローバル事業本部付）

　開発および建設技術コンサ
ルティング業務ならびに技術
評価業務、電力設備、各種工
事の設計・施工、電力関連機
器、電子機器、装置などの製
作・販売
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
文部科学省 H31.4.1

～
524 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
文部科学省 2.4.1 H31.4.1

～
525 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
スポーツ庁 綜合警備保障株式会社 H31.4.1

～
526 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 セントラルスポーツ株式会社 H31.4.1

～
527 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 H31.4.1

～
528 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

㉖

医政局総務課長補佐

　保健医療行政に関する企
画・立案及び調整等

　損害保険業

福岡中央支店博多支社支社長
代理（公務開発部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社

　オリンピック・パラリン
ピック競技種目に係る選手強
化活動の実施に関すること

　警備の請負とその保障業務

参事官（民間スポーツ担当）
付産業連携係長

　スポーツ団体とスポーツ産
業の連携促進に関すること

　スポーツクラブの運営・指
導、スポーツ施設の設計アド
バイス及び管理運営、企業
フィットネスの推進、介護予
防事業、旅行業、野外活動の
運営指導、他

高等教育局専門教育課情報教
育推進係長

　情報教育の振興に関する企
画立案、援助、助言

　損害保険業

競技スポーツ課推進第一係長
（併任）競技スポーツ課推進
第二係長

セキュリティサービス第一部
警備運用企画課（人事部付）

研究開発局環境エネルギー課
核融合開発室室長補佐（併
任）研究開発局 研究開発戦
略官（核融合・原子力国際協
力担当）付（併任）研究開発
局開発企画課核不拡散科学技
術推進室

　原子力の平和利用分野に係
る国際的な研究開発、人材育
成プロジェクトの企画・実施
等

　エネルギー事業関連の製
品・システム・サービスの開
発・製造・販売

東芝エネルギーシステムズ株
式会社

原子力先端システム設計部先
端システム設計第一担当グ
ループ主務（原子力先端シス
テム設計部部長附）

盛岡支店岩手南支社支社長代
理（公務第二部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社

アカデミー部マネージャー
（人事部付マネージャー）

研究開発局環境エネルギー課
核融合開発室室長補佐（併
任）研究開発局 研究開発戦
略官（核融合・原子力国際協
力担当）付（併任）研究開発
局開発企画課
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 社会福祉法人恩賜財団済生会 H31.4.1

～
529 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
厚生労働省 コニカミノルタ株式会社 H31.4.1

～
530 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 久光製薬株式会社 H31.4.1

～
531 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

医政局看護課就業支援専門官

・難病対策に関する総合的な
企画調整、所管法令の改廃・
解釈など
・省内関係局で構成する治療
と仕事の両立支援室において
難病の治療と仕事の両立支援
に関する業務実施のための資
料作成、関係者との打合せ及
び施策への反映

　医薬品、医薬部外品、医療
機器等の製造、販売および輸
出入

　保健師、助産師、看護師及
び准看護師の就業支援並びに
離職防止に係る技術指導に関
する業務を担当

　医療機関、介護老人保健施
設等の経営等

医政局研究開発振興課医療情
報技術推進室主査

開発統括本部バイオ要素技術
開発室バイオＩＴ戦略推進グ
ループ（一般職正規従業員）
（同）

　医療分野の情報化の推進に
関する総合企画及び総合調整
に関すること
　データヘルス改革の将来像
の作成、将来像を実現するた
めの工程表の策定に関する企
画調整

・複合機（MFP）、プリン
ター、印刷用機器、ヘルスケ
ア用機器、産業用・医用計測
機器、産業用インクジェット
ヘッド、テキスタイルプリン
ターなどの開発・製造・販
売、並びにそれらの関連消耗
品、ソリューション・サービ
スなど
・電子材料（TACフィルムな
ど）、照明光源パネル、機能
性フィルム（遮熱フィルムな
ど）、光学デバイス（レンズ
ユニットなど）の開発・製
造・販売など

健康局難病対策課主査（併
任）労働基準局安全衛生部労
働衛生課治療と仕事の両立支
援室

研究開発本部開発企画部開発
推進２課（人事部付）

済生会横浜市東部病院看護師
（済生会横浜市東部病院看護
部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 日本電気株式会社 H31.4.1

～
532 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 H31.4.1

～
533 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
厚生労働省 2.8.7 H31.4.1

～
534 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

※ ㉗

　
厚生労働省 H31.4.1

～
535 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

㉘

老健局認知症施策・地域介護
推進課長補佐

労働基準局労働関係法課法規
第四係長

人事部（同）

保険局保険課主査（併任）保
険局医療介護連携政策課医療
費適正化対策推進室

　健康保険制度の企画及び立
案に関すること並びにデータ
ヘルス事業の総合的な調整業
務に関すること

　損害保険業

・建設業の働き方改革の推進
に関すること
・業種別の長時間労働対策に
関すること
・自動車運転者の改善基準告
示の改正等に関する補助業務
・改正労働基準法の周知等に
関すること
・ＩＬＯ案件の審議対応に関
する補助業務

　電気通信機器等の製造・販
売等

労働基準局安全衛生部計画課
調整係長

・労働災害防止計画に基づく
施策のＰＤＣＡ管理
・安全衛生優良企業公表制
度、特別安全衛生改善計画制
度の運営
・安全衛生分野の国際業務の
取りまとめ
・学生に対する労働安全衛生
教育の取組

　グループ経営戦略策定・管
理

医療福祉法人部法人第一課課
長代理（個人商品業務部課長
代理）

東京海上日動火災保険株式会
社

老健局総務課認知症施策推進
室長補佐

　認知症施策等に関する企
画・立案及び調整等

　損害保険業

京葉支店柏支社主任（公務開
発部主任）

東京海上日動火災保険株式会
社

人事部（人事部付アソシエイ
ト）

ＳＧホールディングス株式会
社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 2.4.1 株式会社ジェネラス H31.4.1

～
536 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 株式会社三井住友銀行 H31.4.1

～
537 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 日本赤十字社 H31.4.1

～
538 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 湧永製薬株式会社 H31.4.1

～
539 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 マルハニチロ株式会社 H31.4.1

～
540 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

保険局医療介護連携政策課主
査（併任）保険データ企画室

・社会保険診療報酬と介護報
酬の調整並びに社会保険診療
報酬及び基金等の総合的な企
画調整に関すること、その他
医療と介護の連携に関する企
画調整に関すること
・医療保険分野のシステム開
発におけるシステムの運用方
法等の検討に関する支援並び
に関係者との調整に関する支
援等

　農薬の環境への排出量の把
握及び管理の改善、農薬の生
産、流通及び消費の増進、改
善及び調整に係る業務

　医薬品・健康食品の製造販
売

食料産業局食品流通課食品
サービス第１班情報係長

関西支社食品営業部グロッサ
リー課課長役（人事部付課長
役）

　卸売業の合理化、卸売業を
営む中小企業の育成及び発展
等に関する業務

　水産物の加工、販売等

政策統括官付政策統括室政策
第五班主査

医療事業推進本部経営企画部
主事（総務局人事部付）

　社会保障に関する教育や広
報など、社会保障に関する重
点施策に関すること

　国内災害救護、医療事業、
血液事業など

消費・安全局農産安全管理課
農薬対策室農薬指導班農薬適
正管理係長

ヘルスケア研究開発部ヘルス
ケア研究課アソシエイト
（同）

保険局医療課長補佐 新宿西口法人営業第一部部長
代理（法人戦略部部長代理）

　社会保険診療報酬に関する
政策の企画及び立案や、診療
報酬改定作業に関する業務等

　銀行業

保険局医療介護連携政策課主
査

デイサービス暁音管理者（通
所施設管理者補佐）

　社会保険診療報酬と介護報
酬の調整並びに社会保険診療
報酬及び基金等の総合的な企
画調整に関すること、その他
医療と介護の連携に関する企
画調整に関すること

　居宅支援事業、訪問看護、
訪問介護、訪問理学療法・作
業療法・言語療法、通所介
護、短期入所生活介護、児童
発達支援・放課後等デイサー
ビス、サービス付き高齢者向
け住宅など
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
農林水産省 H31.4.1

～
541 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 株式会社デンソー H31.4.1

～
542 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 大正製薬株式会社 H31.4.1

～
543 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 株式会社農林中金総合研究所 H31.4.1

～
544 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

調査第二部兼基礎研究部研究
員（基礎研究部研究員）

農林水産政策研究所研究員

　農林水産政策に関する総合
的な調査及び研究（農山漁村
の維持・活性化に資するため
に必要な要因・方策について
の研究を行う。）

①経済、金融、資本市場に関
する調査研究
②農林漁業、農山漁村、農林
漁家に関する調査研究
③農林漁業等協同組合制度お
よび活動等に関する調査研究
④農林漁業金融一般および組
合金融に関する調査研究　な
ど

経営局経営政策課担い手育成
班担い手育成係長 熊本支店熊本支社支社長代理

（公務開発部付副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社

農林水産技術会議事務局研究
推進課企画第２係長

商品開発部第３グループ　一
般（同）

　農林水産業等に関する試験
及び研究の基本的な計画のう
ち、それらの推進を図るため
の方策に係るものの企画、立
案及び推進並びに成果の評価
に関すること

・セルフメディケーション事
業（ＯＴＣ医薬品、食品、化
粧品等）
・医薬事業（医療用医薬品）
・海外事業（東南アジアを中
心としたＯＴＣ医薬品事業）

　担い手の育成・確保に係る
予算の企画、立案及び調整

　損害保険業

農林水産技術会議事務局研究
推進課研究専門官

ＡｇＴｅｃｈ推進部事業開発
室担当係長（ＡｇＴｅｃｈ推
進部係長待遇）

　農林水産業等に関する試験
及び研究の企画及び立案にお
ける産学官連携に係る連絡・
調整等

　自動車部品の研究・開発・
生産・販売
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
林野庁 住友林業株式会社 H31.4.1

～
545 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
経済産業省 三井住友信託銀行株式会社 H31.4.1

～
546 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社リクルートキャリア H31.4.1

～
547 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

アドミニストレーション統括
室人事部人事推進２グループ
（就職みらい研究所所属メン
バー）

・理工系人材育成全般に関す
ること
－IT人材育成に係る業務
－中長期研究インターンシッ
プの普及促進に係る業務
－女性研究者の育成に関する
業務
－クロスアポイントメント制
度に関する業務
－技術士、MOT（Management
Of Technology）に関する業
務　等
・人材育成に係る基盤作成に
係る業務（ブロックチェーン
技術の適用を含む）
・その他、産学連携施策の企
画立案業務　等

　社員募集領域における人材
採用広告事業／斡旋事業／選
考支援事業

　信託銀行業

林政部木材産業課生産加工班
生産加工係長

資源環境本部山林部日向山林
事業所Ｓ４業務企画職（資源
環境本部山林部）

　素材生産の合理化、木材加
工業の経営改善などに関する
業務全般（木材産業での外国
人技能実習生の受け入れ拡大
に向けた業務（関係団体との
間での諸課題の整理・対応）
など）

　山林の経営、木材・建材の
売買、注文住宅の建築等

産業技術環境局技術振興・大
学連携推進課大学連携推進室

経済産業政策局産業資金課調
整二係長（併任）経済産業政
策局企業行動課企業会計室付

本店営業部財務相談課主任
（業務部付主任）

　インベストメント・チェー
ンのあり方に関する調査・分
析をはじめとする産業金融に
関する調査、分析及び政策の
企画立案に関する業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 石油資源開発株式会社 H31.4.1

～
548 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 H31.4.1

～
549 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
経済産業省 凸版印刷株式会社 H31.4.1

～
550 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社北海道銀行 H31.4.1

～
551 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 空知信用金庫 H31.4.1

～
552 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

商務情報政策局総務課調整一
係長

　ＩｏＴ・ＡＩの社会実装に
向けた、制度整備、促進支援
などの政策全般の企画調整業
務

　損害保険業

営業企画部金融営業推進室特
命課長（損害保険ジャパン株
式会社企画開発部特命課長）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

・地球温暖化問題・対策に関
連する業務
・環境問題・対策に関連する
業務

　石油、天然ガス及びその他
エネルギー資源の探査、開
発、採取、売買

北海道経済産業局地域経済部
製造・情報産業課機械産業係
長

札幌駅前支店主任（本部付主
任）

　北海道の機械産業を中心と
するものづくり中小企業にお
ける技術の高度化や販路拡大
等の経営支援に関する業務

　普通銀行業務（地方銀行）

北海道経済産業局産業部経営
支援課新事業促進第一係長

審査管理部調査役（総務人事
部付調査役）

産業技術環境局環境政策課地
球環境対策室国際係長（併
任）産業技術環境局環境政策
課地球環境連携室付

北海道事業所技術部坑井管理
グループ（人事部付）

商務情報政策局コンテンツ産
業課長補佐（国際担当）

教育事業推進本部 事業推進
部課長（情報コミュニケー
ション事業本部ソーシャルイ
ノベーションセンター社会基
盤構築推進本部担当課長）

　インターネット上の海賊版
対策、海外の行政機関・業界
団体との折衝、ＶＲ・ＡＲ等
のデジタル技術を活用したコ
ンテンツ開発等に関する業務

　「印刷テクノロジー」を
ベースに「情報コミュニケー
ション事業分野」、「生活・
産業事業分野」および「エレ
クトロニクス事業分野」の3
分野

　中小企業における新商品・
新サービスの開発及び販路拡
大等の経営支援に関する業務

　信用金庫業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 多摩信用金庫 H31.4.1

～
553 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 株式会社武蔵野銀行 H31.4.1

～
554 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 沼津信用金庫 H31.4.1

～
555 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

・（地域振興課）地域の中小
企業、大学、研究機関や産業
支援機関と連携しながら地域
主導型クラスターの推進を図
る。施策の活用や事業化戦略
の立案等を支援する。
・（地域企業支援室）地域産
業支援機関等と連携しなが
ら、地域中堅・中小企業等に
対し、伴走型支援を実施す
る。

　普通銀行業務

関東経済産業局産業部中小企
業課経営力向上係長

原支店主任渉外係（人事部
付）

関東経済産業局地域経済部地
域振興課プロジェクト推進第
一係長（併任）地域経済部地
域振興課地域企業支援室付

価値創造事業部課題解決企画
Ｇ調査役（店課長待遇）（人
財育成部付調査役（店課長待
遇））

・（地域振興課）地域の情報
収集や局内への情報発信を行
い、自治体等や地域の支援機
関と連携しながら、地域プロ
ジェクトの発掘・組成等を行
う。
・（地域企業支援室）地域産
業支援機関等と連携しながら
地域中堅・中小企業等に対
し、伴走型支援を実施する。

　信用金庫業

　中小企業等経営強化法の周
知を行い、同法による事業分
野別指針に沿って中小企業者
等が作成する「経営力向上計
画」についての認定業務を実
施する。

　金融業

関東経済産業局地域経済部地
域振興課産業クラスター専門
官（併任）地域経済部地域振
興課地域企業支援室付

地域サポート部地域価値創造
室主任（地域サポート部）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 株式会社阿波銀行 H31.4.1

～
556 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
資源エネルギー庁 東邦ガス株式会社 H31.4.1

～
557 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

省エネルギー・新エネルギー
部省エネルギー課技術二係長

都市エネルギー営業部所属
（東京支社所属）

　省エネルギー課民生班にお
いて、ZEH・ZEB等の省エネ住
宅・建築物に係る補助金等支
援策につき、企画・立案から
予算要求・実施までを担当、
また、国土交通省により改正
が検討される建築物省エネ法
に関して、共管省庁として必
要となる規制関連業務につい
ても担当

　ガス事業、熱供給事業、電
気供給事業
　ＬＮＧ・ＬＰＧなど高圧ガ
スの製造、輸送および販売
　ガス機器・設備の販売およ
びガス配管工事

四国経済産業局地域経済部次
世代産業課産学官連携係長
（併任）四国経済産業局地域
経済部次世代産業課ヘルスケ
ア産業室付（併任）四国経済
産業局総務企画部企画課地方
創生支援室地方創生専門官
（併任）四国経済産業局地域
経済部産業技術課知的財産室
調査官

東京支店（経営統括部付）

・四国地域の産学官連携の推
進に関する事業の実施や調査
等、政策の推進に関する業務
・ヘルスケア産業の創出・育
成に関する調査、セミナーの
開催等、政策の推進に関する
業務
・各市町村の地方創生の取組
みに関し、「しごとづく
り」、「まちづくり」等の
ニーズへの対応を行う業務
・工業所有権等の知的財産活
用に関する普及・啓発のため
のセミナー等の実施及び知的
財産の保護及び利用に係る支
援業務

　銀行業

 - 148 -



令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
特許庁 キヤノン株式会社 H31.4.1

～
558 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
中小企業庁 株式会社秋田銀行 H31.4.1

～
559 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 セコム株式会社 H31.4.1

～
560 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 電源開発株式会社 H31.4.1

～
561 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

①事業者向けの放射性物質輸
送講習会に係るとりまとめ業
務
②放射性物質の輸送に係る各
省間及び省内における連絡調
整業務
③原子力防災関連の業務計
画、マニュアル等の改正とり
まとめ調整

　電気事業（電力会社への電
力卸売、発電所の建設・保守
等）

大臣官房運輸安全監理官付災
害対策係長（併任）大臣官房
参事官付

セコムトラストシステムズ
（株）ｅ-革新営業部（本社
人事部付）

　災害発生に備えた各種訓練
の企画、交通に関連する防災
に関わる業務　等

　警備の請負とその保障業務

大臣官房運輸安全監理官付主
査（併任）大臣官房参事官付

大間現地本部原子力防災グ
ループ（原子力業務部付）

総務部国際協力課国際情報専
門官（併任）総務部国際協力
課地域協力室（併任）総務部
国際政策課多国間政策室（併
任）デザイン経営プロジェク
トチーム

知的財産法務本部周辺機器知
的財産第一課（同）

・工業所有権分野における経
済連携、国際機構、主要先進
国、新興国・開発途上国に関
する情報収集・分析
・収集・分析した情報の施策
や会合対処方針等への反映
・特許庁の所掌事務に係るデ
ザイン思考に基づいた政策の
企画及び立案

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造

経営支援部創業・新事業促進
課販路開拓係長

東京支店主任（地域未来戦略
部調査役）

　中小企業の海外展開支援を
始めとする販路開拓の強化に
係る業務、具体的には、国内
外の販路開拓支援に係る企画
立案、関係機関（独立行政法
人、自治体、地方経産局等）
との連携・調整、委託事業・
補助金・財投等の企画・執行
などの業務

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 株式会社北洋銀行 H31.4.1

～
562 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑦

　
国土交通省 ポラス株式会社 H31.4.1

～
563 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

国土交通省⑤

内閣府①

　
国土交通省 戸田建設株式会社 H31.4.1

～
564 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社竹中工務店 H31.4.1

～
565 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 株式会社日立物流 H31.4.1

～
566 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

総合政策局環境政策課国土環
境第一係長

人事部部長付（同）

　社会資本整備分野における
環境政策（地球温暖化、生物
多様性等）の総括・調整業務
など

　総合建設業

総合政策局国際政策課主査
（併任）国際統括室

経営戦略本部事業企画部　部
長補佐（経営戦略本部事業企
画部）

　国土交通省及び政府の主要
施策を踏まえた、交通分野に
係るインフラ輸出に関する各
種会合・協議の当省意見反映
作業等のとりまとめ

　自動車運送事業　他

総合政策局国際政策課経済連
携係長（併任）国際統括室

開発計画本部ＰＰＰ／ＰＦＩ
推進部門（社長室付）

　国土交通白書の広報業務及
び作成業務

　銀行業

総合政策局政策課主査 旭川中央支店調査役（経営企
画部付）

・2020東京オリパラ大会、
2025国際博覧会関連の省内調
整・とりまとめ
・規制・制度改革関連等の省
内調整・とりまとめ

　ポラスグループの経営戦略
並びに統括運営業務

・APECなど多国間（マルチ）
経済連携の一環として、我が
国の「質の高いインフラ」を
推進するための方策の企画立
案・調整
・ロシア等における都市環境
問題解決のための政策対話に
係る企画立案・調整

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理

総合政策局政策課調査係長
（併任）内閣府大臣官房消費
税価格転嫁等相談対応室国土
交通省分室室員

経営企画部秘書室主任（同）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 富士通株式会社 H31.4.1

～
567 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H31.4.1

～
568 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 京王電鉄バス株式会社 H31.4.1

～
569 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 朝日航洋株式会社 H31.4.1

～
570 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

※ ①

不動産・建設経済局情報活用
推進課ＧＩＳ係長（併任）政
策統括官付

　地理空間情報の活用の推進
に係る企画立案・実施等に関
する事務

　航空事業、空間情報事業等

総合政策局交通政策課専門官 京王バス東株式会社管理部シ
ステム業務推進担当（管理部
付）

　公共交通の利用促進に係る
エコ通勤活動の推進に関する
業務、及び公共交通事業者に
おけるデータ化の促進に関す
る業務　等

　バス事業

国土政策局国土情報課ＧＩＳ
係長（併任）政策統括官付

東京空情支社技術センター
社会インフラ技術部ＧＩＳ推
進グループ（事業企画部付）

総合政策局情報政策課サイ
バーセキュリティ対策室情報
危機管理第三係長（併任）総
合政策局情報政策本部

　国土交通省所管分野等の情
報セキュリティ対策に係る企
画・立案及び政府全体の情報
セキュリティ施策に係る関係
省庁との連絡調整、とりまと
め等

　世界の最先端技術を取り入
れた情報インフラ構築とそれ
らに関連したサービスの提
供。戦略的なＩＣＴ利活用を
実現する手法の提供

市場開発本部セキュリティ戦
略支援部アナリスト第２チー
ム（市場開発本部セキュリ
ティ戦略支援部社員）

ネットワンシステムズ株式会
社

総合政策局海外プロジェクト
推進課国際協力第一係

第四システム事業本部第一ソ
リューション事業部第一ソ
リューション部（同）

　海外インフラプロジェクト
推進に関わる他省庁、国土交
通省内各部局、在外公館、
JETRO、JICA等との諸調整業
務に関すること

　通信システム、情報処理シ
ステム及び電子デバイスの製
造、販売等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 2.7.1 前田建設工業株式会社 H31.4.1

～
571 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
国土交通省 2.7.1 みずほ信託銀行株式会社 H31.4.1

～
572 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑤

　
国土交通省 2.7.1 三井住友信託銀行株式会社 H31.4.1

～
573 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑩

　
国土交通省 2.7.1 株式会社東京証券取引所 H31.4.1

～
574 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

不動産・建設経済局総務課主
査

不動産・建設経済局不動産市
場整備課情報整備係長

不動産・建設経済局不動産業
課流通企画係長

土地・建設産業局総務課国際
室国際企画係長

不動産営業第四部（人事部
付）

　改正宅地建物取引業法の施
行に向けた準備、媒介業務に
関する相談対応、中古住宅取
引時の価格評価ツールの整
備・普及、関係者間の調整な
ど、中古住宅をはじめとする
不動産取引の円滑化・透明性
向上に向けた環境整備等を行
う。

　信託銀行業

不動産・建設経済局国際市場
課国際企画係長

土地・建設産業局不動産市場
整備課情報整備係長

ＩＴサービス部 調査役（総
合管理室（人事担当）付）

　不動産市場整備課の政策・
予算のとりまとめとして、政
策の企画立案、課内の調整等
の業務を行うとともに、不動
産情報基盤の整備・拡充に関
する業務を行う。

　取引所金融商品市場の開設

土地・建設産業局不動産業課
流通企画係長

不動産営業第五部営業第３課
主務（人事部付）

　我が国の不動産企業の海外
展開の推進、新興国における
関連制度・手続きの整備の支
援、拠点国政府との連携によ
るアフリカ等への第三国展開
を実施するため、外国の市場
調査や、相手国政府との会議
開催に向けた連絡調整を行
う。

　信託銀行業

土地・建設産業局総務課主査 本店成長戦略室リーダー（本
店経営管理本部付リーダー）

　土地政策、不動産業行政、
建設業行政などの局内経済政
策のとりまとめ、局内調整等

　土木建築工事の請負、企
画、測量、設計、施工、監理
およびコンサルティング。発
電および電気、熱等エネル
ギー供給に関する事業並びに
これに関する施設の管理、運
営および賃貸、他
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 2.7.1 野村不動産株式会社 H31.4.1

～
575 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑤

　
国土交通省 2.7.1 住友商事株式会社 H31.4.1

～
576 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
国土交通省 東京急行電鉄株式会社 H31.4.1

～
577 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 日本土地建物株式会社 H31.4.1

～
578 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

不動産・建設経済局不動産市
場整備課情報分析係長

不動産・建設経済局不動産市
場整備課不動産投資市場整備
室地域不動産投資促進係長

生活・不動産事業部門生活資
材・不動産本部不動産投資開
発事業部（同）

・不動産証券化手法を用いた
地域の公的不動産（PRE）、
企業不動産（CRE）の活用推
進
・証券化手法による耐震・環
境不動産形成促進に関するこ
と

　総合商社

土地・建設産業局不動産市場
整備課情報分析係長

野村不動産投資顧問株式会社
財務会計部財務課主任（人事
部付）

・不動産市場に関する各種情
報の収集、分析及び提供に関
すること
・不動産市場の透明性向上に
向けた情報の収集・提供に関
すること
・不動産市場の活性化に向け
た新たな企画・立案に関する
こと

　総合不動産業

土地・建設産業局不動産市場
整備課不動産投資市場整備室
地域不動産投資促進係長

都市局総務課国際室課長補佐 国際事業部事業計画部 総括
課課長補佐（国際事業室付）

　局内国際政策の総括、情報
発信に関すること、二国間・
多国間関係の構築・継続、諸
外国との都市間連携の推進

　鉄道事業等

資産マネジメント第一部係長
（人事部付）

・税制改正要望に係る調整・
とりまとめ
・金融に関する調整・とりま
とめ

　オフィスビル・商業施設・
物流施設等の開発・賃貸・管
理
　マンション・戸建住宅等の
開発・販売・賃貸
　ＣＲＥ（企業不動産）戦略
に係わるコンサルティング
　不動産の有効活用・投資に
係わるコンサルティング
　不動産鑑定評価、不動産の
調査・分析、デューデリジェ
ンス

都市局都市政策課金融税制係
長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 関西電力株式会社 H31.4.1

～
579 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑫

　
国土交通省 新日鉄興和不動産株式会社 H31.4.1

～
580 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 H31.4.1

～
581 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑪

　
国土交通省 森ビル株式会社 H31.4.1

～
582 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 西武鉄道株式会社 H31.4.1

～
583 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　不動産業（オフィスビル開
発・賃貸・管理、マンショ
ン・戸建住宅の開発・分譲・
賃貸、不動産の売買・仲介・
鑑定・コンサルティング等）

・都市再生をはじめとする都
市戦略に関する施策について
の連絡調整
・地方都市における戦略的な
都市づくりに係る助言等

都市局まちづくり推進課都市
戦略係長

　都市構造の「見える化」に
係る調査検討

　電気事業等

　居住環境の良好な住宅地の
供給に関する事業等の企画及
び立案等

　鉄道事業、沿線観光事業、
不動産事業

賃貸事業本部賃貸事業企画部
総括グループ（人事部付）

都市局都市政策課都市再構築
政策室課長補佐

営業本部姫路法人営業本部営
業第二グループリーダー（東
京支社附）

　総合ディベロッパー
　都市再開発事業、不動産賃
貸・管理事業、文化・芸術・
タウンマネジメント事業

都市局都市計画課都市計画調
査室技術企画・環境保全係長
（併任）都市局総務課国際室

建設工事部課員（同）

　都市整備に関する技術開発
の推進、沿道環境の整備保全
方策に関する調査・調整、都
市整備に関する海外への技術
協力に関する業務

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

都市局市街地整備課宅地整備
係長

計画管理部鉄道計画課主任
（人事部出向（主任待遇））

都市局市街地整備課街区再編
係長

都市開発本部開発事業部開発
１部２グループ（都市開発本
部計画企画部都市計画部都市
計画１グループ）

　中心市街地活性化関連土地
区画整理事業の調査及び企画
等に関すること
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 西日本旅客鉄道株式会社 H31.4.1

～
584 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 H31.4.1

～
585 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑯

　
国土交通省 三菱ケミカル株式会社 H31.4.1

～
586 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

国土交通省①

内閣官房①

　
国土交通省 株式会社日立製作所 H31.4.1

～
587 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑬

水管理・国土保全局水資源部
水資源政策課長補佐（併任）
内閣官房副長官補付（命）内
閣官房水循環政策本部事務局
局員

株式会社ウェルシィ（出向）
営業本部 新規事業開発室部
長（環境・生活ソリューショ
ン部門　環境・生活ソリュー
ション企画部マネージャー）

・新たな水資源政策に対応し
た法制・計画の体系整理・企
画立案
・水循環施策の推進に係る基
本計画の見直し、流域水循環
計画の策定支援及び水循環施
策の情報発信・普及啓発
・気候変動に伴う危機的な渇
水への対応検討

　化学工業製品等の製品の製
造・販売

　旅客鉄道事業等

水管理・国土保全局水資源部
水資源計画課総合水資源管理
戦略室主査（併任）水管理・
国土保全局水資源部水資源政
策課地下水対策室

都市局市街地整備課企画専門
官

建設工事部課長代理（建設工
事部付）

　土地区画整理事業の円滑な
執行の確保のための対策につ
いての調査、企画及び立案に
関すること等

水ビジネスユニット水事業部
社会システム本部東部システ
ム技術第一部技師（同）

　水資源開発基本計画その他
の水の需給に関する総合的か
つ基本的な計画の企画及び立
案並びに推進に関する調査業
務

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

東京海上日動火災保険株式会
社水管理・国土保全局総務課調

査係長

・河川行政に係る施策の企画
立案及び関係部局との調整業
務
・「国土交通フォーカス」
「生産性革命プロジェクト」
等の重点政策の策定及び関係
部局との調整業務
・地方財政措置要望の取りま
とめ及び関係部局との調整業
務

　損害保険業

公務第一部公務第一課副主任
（公務開発部主任）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 H31.4.1

～
588 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東京瓦斯株式会社 H31.4.1

～
589 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
国土交通省 H31.4.1

～
590 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑰

住宅局住宅総合整備課民間住
宅管理係長

・セーフティネット住宅の登
録拡大に関する施策の企画立
案に関すること
・空き家の適切な管理・利活
用の促進等に関する施策の企
画立案に関すること

　不動産仲介事業、駐車場事
業、カーシェアリング事業、
保険代理店業務等

リテール事業本部事業推進部
事業推進グループ主査（人事
部主査）

三井不動産リアルティ株式会
社

個人商品業務部第三分野グ
ループ担当課長（公務開発部
付参事）

東京海上日動火災保険株式会
社住宅局住宅生産課住宅瑕疵担

保対策室課長補佐

・住宅瑕疵担保履行法の施行
に関すること
・保証金の供託制度の運用等
に関すること
・住宅に関する紛争処理体制
の整備等に関すること
・既存住宅の流通・リフォー
ムの促進に関すること

　損害保険業

・建築物の省エネルギー対策
の企画立案、調整等に関する
業務
・建築物の省エネルギー対策
の普及促進方策の企画立案、
調整、実施に関する業務

　ガスの製造、供給、販売等

住宅局住宅生産課建築環境企
画室課長補佐

営業エンジニアリング事業部
リビング工事推進グループ所
属員（暮らしサービスコミュ
ニケーション部都市生活研究
所所属員）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 関西電力株式会社 H31.4.1

～
591 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑬

　
国土交通省 三菱電機株式会社 H31.4.1

～
592 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 H31.4.1

～
593 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑫

　
国土交通省 野村不動産株式会社 H31.4.1

～
594 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

住宅局住宅生産課建築環境企
画室非住宅省エネルギー対策
係長

営業本部法人営業部門法人営
業技術グループ（東京支社総
務グループ）

住宅局建築指導課建築物防災
対策室耐震化推進係長

ビルシステム事業本部稲沢製
作所開発部巻上機開発課専任
（同）

東京支社施設部建築課課員
（設備部（旅客設備）付）

・建築物のエネルギー消費性
能の向上に関する法律に基づ
く非住宅建築物の基準適合に
関する実態調査等に関するこ
と
・非住宅建築物の設計者から
建築主に対して行われる省エ
ネ性能に関する情報提供の実
態調査等に関すること

・住宅・建築物の耐震化に関
する企画及び総合調整
・耐震改修の促進に係る地方
公共団体との調整等

　電気機械器具の製造・販売

住宅局建築指導課設備係長

住宅局市街地建築課マンショ
ン政策室課長補佐

住宅事業本部企画室課長代理
（人事部付）

・マンション管理に関する施
策の企画立案に関すること
・マンション管理に係る調査
研究に関すること
・マンションの適切な維持修
繕の確保に関すること
・外部専門家を活用したマン
ション管理制度に係る企画立
案、運用等に関すること
・マンション管理に係る相談
対応

　総合不動産業

　電気事業等

・建築基準法の建築設備に係
る基準の運用実態に係る調査
・建築設備の技術開発動向の
調査等

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 2.7.1 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 H31.4.1

～
595 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑥

　
国土交通省 H31.4.1

～
596 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 原燃輸送株式会社 H31.4.1

～
597 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 株式会社商船三井 H31.4.1

～
598 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

鉄道局国際課ファイナンス係
長

海事局海洋・環境政策課環境
渉外室専門官

　海洋汚染防止に関する国際
条約・基準の改正等に伴う国
内法令や運用規定の整備にか
かる企画・立案・調整業務

　放射性物質等の陸上・海上
輸送並びにこれらに関する貨
物運送取扱事業等

海事局船舶産業課中小造船係
長

経営企画部業務改革・船隊競
争力強化チームサブリーダー
（技術部付）

　造船等に関する企画立案、
調整業務に関すること、造船
に係る国際協力等に関するこ
と等

　海運業等

自動車局自動車情報課情報企
画係長

　自動車局自動車情報課にお
いて、自動車の使用における
情報化の推進に関する基本的
な政策の企画及び立案を担当

　グループ経営戦略策定・管
理

佐川急便株式会社東京本社
労務部労務管理課係長（人事
部付アシスタントマネ
ジャー）

ＳＧホールディングス株式会
社

　我が国の鉄道システムの国
際展開の促進及び国際競争力
の強化に関する企画立案及び
施策の推進に係る事務に関す
ること

　銀行業

鉄道局国際課国際協力室ファ
イナンス係長

ソリューションプロダクツ部
電力・インフラプロジェクト
ファイナンスグループ（ソ
リューションプロダクツ部
付）

輸送部計画グループアシスタ
ントマネージャー（輸送部
付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 H31.4.1

～
599 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑱

　
国土交通省 北海道電力株式会社 H31.4.1

～
600 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H31.4.1

～
601 人事総務室人事部付（同） R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東京モノレール株式会社 H31.4.1

～
602 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
観光庁 H31.4.1

～
603 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　損害保険業

　鉄道の土木施設関係に係る
許認可事務及び土木施設関係
が原因の事故・輸送障害等の
対応

　モノレール運行の鉄道事業
等

観光産業課システム係長（併
任）観光産業課民泊業務適正
化指導室

阪急阪神ホールディングス株
式会社

航空局安全部安全企画課
金融営業推進部支援グループ
主任（公務開発部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社

・「小型無人機に関する関係
府省庁連絡会議」の開催に係
る会議ロジ、資料作成等
・「空の移動革命に向けた官
民協議会」の開催に係る会議
ロジ、資料作成等

　損害保険業

北海道局参事官付開発専門官 土木部海洋技術グループ
（土木部付国土交通省）

　北海道の開発に関する総合
的な政策のうち、主に苫小牧
東部地域開発に係る調査、企
画・立案、調整、資料作成等
を行う。

　電気事業等

近畿運輸局鉄道部技術課土木
係長

技術部施設区（線路）線路班
長代理（総務部付）

　住宅宿泊事業及び住宅宿泊
仲介業に係るシステムの運用
に関する業務

九州保険金サービス第二部熊
本保険金サービス第一課（損
害保険ジャパン株式会社企画
開発部長席付）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

関東運輸局鉄道部安全指導課
運転係長

　鉄道の運転関係に係る許認
可事務及び運転関係が原因の
事故・輸送障害等の対応

　都市交通事業、国際輸送事
業、ホテル事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
観光庁 株式会社ＪＴＢ H31.4.1

～
604 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
観光庁 株式会社プリンスホテル H31.4.1

～
605 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
観光庁 H31.4.1

～
606 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
観光庁 富士通株式会社 H31.4.1

～
607 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

国際観光部国際観光課専門官 ＰＨＲ営業部（国際営業）ア
シスタントマネージャー（人
事部課長補佐）

　国際会議やインセンティブ
ツアー等の誘致の促進に係る
企画業務

　ホテル事業等

国際観光部国際観光課専門官 株式会社ＪＴＢビジネスネッ
トワーク営業企画部副部長
営業推進チームマネージャー
兼務（人事部）

　訪日外国人旅行者の促進に
係る企画・立案業務

　旅行業、旅客鉄道会社及び
その他の運輸機関の乗車船券
類の発売に関する事業

観光地域振興部観光地域振興
課専門官（併任）観光地域振
興部観光地域づくり法人支援
室

公共・地域営業グループデジ
タルビジネス戦略推進統括部
ビジネスイノベーションセン
ター（同）

　各地域におけるＤＭＯの形
成及び育成の支援に関する企
画及び立案に関すること

　通信システム、情報処理シ
ステム及び電子デバイスの製
造、販売等

国際観光部国際観光課主査

　訪日外国人旅行者の受入環
境整備（出入国手続の迅速
化・円滑化、外国人観光案内
所等の機能向上、多言語対応
の強化、無料公衆無線ＬＡＮ
環境の整備促進、決済環境の
整備促進、災害時における情
報提供、渡航者医療環境の向
上、ムスリム旅行者の受入環
境向上、二次交通の利用環境
の向上等）に関する企画・立
案業務

　損害保険業

埼玉中央支店川口支社支社長
代理（公務開発部副参事）

東京海上日動火災保険株式会
社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
環境省 H31.4.1

～
608 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 ＡＮＡセールス株式会社 H31.4.1

～
609 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
環境省 2.4.1 中国電力株式会社 H31.4.1

～
610 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
環境省 2.4.1 H31.4.1

～
611 R4.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生・
廃棄物対策総括課企画・調整
担当専門官

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課廃棄物再生利用
推進室

自然環境局国立公園課国立公
園利用推進室ジオパーク推進
係長

販売事業本部中部支社法人販
売部顧客販売課（総務人事部
付）

　国立公園の魅力向上、エコ
ツーリズムの推進、自然ふれ
あい体験の推進、ジオパーク
との連携等の自然観光資源の
活用に関する業務

　航空セールス事業、旅行事
業

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　総合エンジニアリング事業

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生課
事業管理専門官

環境本部営業統括部ＰＰＰ営
業部（環境本部付）

水・大気環境局土壌環境課課
長補佐

・土壌環境基準及び土壌汚染
対策法の特定有害物質の基準
の見直し
・土壌中の有害物質の調査・
測定手法に係る検討
・ダイオキシン類汚染土壌に
係る調査・対策に関する検討
等

　環境保全に関する普及啓発
事業、調査研究、環境分析・
試験及び環境アセスメント等
の事業

一般財団法人九州環境管理協
会

技術部分析試験課係長（調査
分析部分析技術課主任）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業、総合エネルギー
事業

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課滞留廃棄物対策
室

電気事業本部島根原子力本部
島根原子力発電所廃止措置・
環境管理部（放射線管理担
当）（東京支社環境省出向）

ＪＦＥエンジニアリング株式
会社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
環境省 2.4.1 日立造船株式会社 H31.4.1

～
612 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
環境省 株式会社関電パワーテック H31.4.1

～
613 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 東北電力株式会社 H31.4.1

～
614 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　

①

　
環境省 電源開発株式会社 H31.4.1

～
615 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 日本原子力発電株式会社 H31.4.1

～
616 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課廃棄物対策官
（指定廃棄物）

福島地方環境事務所中間貯蔵
部工務課中間貯蔵施設管理専
門官

会津若松支社会津ダム管理セ
ンター阿賀野川ダム管理所
（発電・販売カンパニー土木
建築部（土木建築業務）勤
務）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　発電設備、燃料設備、環境
関係設備、廃棄物処理設備、
熱供給設備等の運転、保守管
理等

福島地方環境事務所中間貯蔵
部輸送課輸送調整専門官

原子力技術部原子燃料室（原
子力業務部付（上席課長））

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業（電力会社への電
力卸売、発電所の建設・保守
等）

福島地方環境事務所中間貯蔵
部管理課施設運営統括専門官

発電管理室（廃止措置プロ
ジェクト推進室）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課特定廃棄物処分
推進室廃棄物対策官

環境事業本部ソリューション
ビジネスユニット環境ソ
リューション設計部（同左・
休職）

　原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する
業務

　環境装置、プラント、機
械、プロセス機器、インフラ
整備、防災システム、精密機
器等の設計、製造

福島地方環境事務所中間貯蔵
部中間貯蔵総括課土壌再生利
用推進室飯舘工区土壌再生利
用専門官

原子力事業本部環境事業部門
環境管理グループ（原子力事
業本部環境事業部門環境管理
グループリーダー）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 2.7.15 株式会社竹中工務店 H31.4.15

～
617 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
内閣府 みずほ総合研究所株式会社 R1.5.1

～
618 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
総務省 三菱電機株式会社 R1.5.1

～
619 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

経済産業政策局産業創造課企
画係長（併任）大臣官房第四
次産業革命政策室付

　情報通信・郵政、地方自
治、行政管理・統計等、総務
省の所掌に属する各分野につ
いて、主として欧州との関連
において、国際的連携の強化
等を図るため、以下の業務に
従事する。
・各国政府等との間の政策調
整・総括
・経済、政策、技術、社会等
の動向についての情報収集
・企業進出支援

　電気機械器具の製造・販売

政策統括官（経済財政分析担
当）付参事官（総括担当）付

経済調査部エコノミスト
（同）

　月例経済報告、経済財政白
書、日本経済の作成等に必要
となる景気循環や経済構造の
動向に係る調査及び分析に関
する業務

　内外の経済、金融、政治、
財政、法律などの調査研究

国際戦略局国際経済課主査 半導体・デバイス事業本部
高周波光デバイス営業第二部
第二営業課専任（産業政策渉
外室専任）

経済産業政策局産業創造課企
画係長

東京本店工務部西地区施工事
務グループ（社長室付）

・大企業発のイノベーション
創造に向けた環境整備に関す
る調査の実施及び企画立案
・大企業によるベンチャー企
業のM&Aに関する調査の実施
及び企画立案
・産業競争力強化法改正に関
する基礎的調査の実施

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 丸紅株式会社 R1.5.1

～
620 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 R1.5.1

～
621 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
特許庁 R1.5.1

～
622 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 R1.5.1

～
623 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

沼津支店沼津第一支社課長補
佐（経営企画部経営調査室課
長補佐）

あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社

　交通に関する防災、安全の
確保に関する業務

　損害保険業

産業技術環境局環境政策課環
境経済室環境経済手法一係長

広報部サステナビリティ推進
室担当室長（サステナビリ
ティ推進部員）

・地球的規模の環境問題に関
する環境経済手法に関する企
画及び立案に関すること
・地球的規模の環境問題に関
する環境経済手法に関する事
務の総括に関すること
・地球的規模の環境問題に関
する環境経済手法に関する調
査及び分析に関すること

　総合商社

総務部総務課情報技術統括室
電子計算機専門職（併任）総
務部総務課情報技術統括室長
補佐（併任）総務部総務課シ
ステム開発室（併任）総務部
情報システム室

商務情報政策局サイバーセ
キュリティ課法人対策推進担
当係長

  産業分野でのサイバーセ
キュリティ強化に向け、経営
ガイドラインや事例集をはじ
め企業経営層への意識喚起
や、サプライチェーンを構成
する中小企業の対策強化に向
けた実態把握や課題整理、政
策の立案を行う。

　損害保険業

東京自動車営業第三部営業第
一課（公務開発部主任）

東京海上日動火災保険株式会
社

第二公共事業本部課長（第一
公共事業本部第三公共事業部
企画担当シニアエキスパー
ト）

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ

大臣官房運輸安全監理官付安
全防災係長（併任）大臣官房
参事官付

　工業所有権に関する情報シ
ステムに関する設計及び開発
に関する業務

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 株式会社ＡＮＡ　Ｃａｒｇｏ R1.5.1

～
624 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 日本通運株式会社 R1.5.1

～
625 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 西部瓦斯株式会社 R1.5.1

～
626 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 R1.5.1

～
627 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

国内貨物部門・オペレーショ
ン部門羽田国内ウェアハウス
オペレーションセンター運送
業務課（業務企画部付）

住宅局住宅生産課建築環境企
画室住宅省エネルギー対策係
長

営業本部福岡都市開発部都市
開発グループ主任（人事労政
部主任）

・戸建建売住宅のエネルギー
消費性能の状況に関する報告
徴収、エネルギー消費性能の
水準や目標達成状況の分析
・断熱材や建築設備の性能、
出荷状況等に関するアンケー
ト調査の実施、建材の性能向
上の状況や市場でのシェア等
の分析

　ガスの製造、供給、販売等

航空局安全部運航安全課

　無人航空機に関する利便性
と安全確保の両立を実現する
ためのルール作りと社会実装
に向けた運用・業務設計およ
び関係者調整支援に関する事
務等

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

総合政策局物流政策課物流効
率化推進室

東京引越支店新宿事業所営業
課（総務・労働部）

・物流分野における諸課題の
解決に向けた総合的な取り組
み
・物流分野における新技術の
活用に向けた施策の企画・立
案
・農林水産品の輸出拡大に向
けた施策の企画・立案

　自動車輸送、鉄道利用輸
送、海上輸送、船舶利用輸
送、航空利用輸送、倉庫、旅
行、通関、重量品・プラント
輸送・建設、特殊輸送、情報
処理解析等の物流事業全般

第一公共事業本部主任（第一
公共事業本部主任付け）

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ

総合政策局物流政策課物流効
率化推進室主査

・物流分野における新技術の
活用等に関する施策の企画・
立案
・地域の持続可能な物流ネッ
トワーク構築に関する施策の
企画・立案
・訪日外国人旅行者対応に関
する施策の企画・立案

　エアラインセールス事業、
ウェアハウスオペレーション
事業、ソリューション事業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 R1.5.1

～
628 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 2.4.1 株式会社奥村組 R1.5.1

～
629 R3.4.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
原子力規制庁 R1.5.1

～
630 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 ＡＧＣ株式会社 R1.5.21

～
631 R3.5.20

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課廃棄物再生利用
推進室首席廃棄物対策官（滞
留廃棄物）

長官官房総務課情報システム
専門職（併任）長官官房総務
課情報システム室付（併任）
長官官房サイバーセキュリ
ティ対策チーム員

　原子力規制委員会の基盤
ネットワークシステムの更
改、運用、情報セキュリティ
対策に関する業務及びサイ
バーセキュリティに関係する
最新知見の収集・分析、検討
業務

・システム提案、システム設
計/構築
・システム運用

通商政策局中東アフリカ課ア
フガニスタン・イラク・イラ
ン一係長

オートモーティブカンパニー
アジア事業本部プロセス技術
部（同）

　航空機技術審査センターに
おける設計審査官業務

　航空機の機体点検整備及び
運航整備における整備・改
造、航空機用原動機及び原動
機部品の整備、航空機用装備
品及び部品の整備

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部放射能汚染
廃棄物対策課滞留廃棄物対策
室首席廃棄物対策官（滞留廃
棄物）

東日本支社東北支店土木第２
部ＵＲ気仙沼工事所副所長
（東日本支社土木工務部付）

　原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する
業務

　総合建設業

ソリューション事業部課長代
理（同）

株式会社システムアーツプラ
ンニング

　アフガニスタン・イラク・
イランの経済情勢、企業動向
等の分析、日本とのビジネス
関係構築に向けた施策の企
画・調査・調整等の業務及び
中東地域全体の関連施設への
貢献

　各種ガラス等の製造及び販
売

航空局安全部航空機安全課設
計審査官（併任）航空局安全
部航空機安全課航空機技術審
査センター

エンジン整備センター整備技
術グループ（総務部）

株式会社ＪＡＬエンジニアリ
ング
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
金融庁 富士通株式会社 R1.6.1

～
632 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 株式会社ＪＶＣケンウッド R1.6.1

～
633 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 富士テレコム株式会社 R1.6.1

～
634 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

政策統括官付情報化担当参事
官室長補佐

営業推進部シニアエキスパー
ト（同）

　社会保障分野における情報
政策の企画・立案及び情報化
の推進に係る業務

　各種コンピュータ、ネット
ワーク機器販売、ソフトウェ
ア開発及び保守業務

国際戦略局技術政策課研究推
進室専門職

技術本部第８商品技術部機構
設計グループ（人事部付）

・ユニバーサルコミュニケー
ション分野の研究開発の企
画・立案及びプロジェクトの
推進・評価に関する業務等
・総務省が実施するユニバー
サルコミュニケーション分野
の先端領域の研究開発に関す
る予算要求、公募、評価等を
実施するための関係者（評価
委員等）との連絡調整に関す
る業務
・研究開発プロジェクトの受
託者等との連絡調整、研究開
発実施状況・成果等に関する
資料のとりまとめに関する業
務
・上記に関連する技術動向等
の調査、関係者間会合の開催
等の業務

　カーエレクトロニクス事
業、光学＆オーディオ事業

総合政策局リスク分析総括課
金融証券検査官（併任）総合
政策局リスク分析総括課課長
補佐

サービステクノロジー本部つ
ながるサービス技術統括部マ
ネージャー（マネージャー）

　金融システムに係るリスク
の状況及び金融市場の動向を
把握することを目的として、
株式等の高速取引行為に係る
売買動向の把握及び分析を行
うためのデータ解析ツールの
構築作業

　テクノロジーソリューショ
ン、ユビキタスソリューショ
ン、デバイスソリューション
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 コニカミノルタ株式会社 R1.6.1

～
635 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 関彰商事株式会社 R1.6.1

～
636 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 東日本旅客鉄道株式会社 R1.6.1

～
637 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

関東経済産業局資源エネル
ギー環境部省エネルギー対策
課省エネルギー対策官

マーケティング部販売促進課
主任（ヒューマンケア部付）

　事業者の省エネルギー推進
を図るため、省エネルギー施
策等の周知を行う。

　総合商社（エネルギー関
連、自動車関連、ＩＴ関連、
生活環境設備関連　等）

経済産業政策局産業構造課長
補佐（調整担当）

産業光学システム事業本部Ｑ
ＯＬソリューション事業部技
術開発部システム開発グルー
プ（産業光学システム事業本
部ＱＯＬソリューション事業
部付）

・介護サービス提供の生産性
向上に向けた政策企画・調整
・上記に関係する調査や研究
会等の企画・運営
・その他、医療・介護、ヘル
スケア分野における制度改革
や産業振興に係る政策企画・
調整等

・複合機（MFP）、プリン
ター、印刷用機器、ヘルスケ
ア用機器、産業用・医用計測
機器、産業用インクジェット
ヘッド、テキスタイルプリン
ターなどの開発・製造・販
売、並びにそれらの関連消耗
品、ソリューション・サービ
スなど
・電子材料（TACフィルムな
ど）、照明光源パネル、機能
性フィルム（遮熱フィルムな
ど）、光学デバイス（レンズ
ユニットなど）の開発・製
造・販売など

関東東北産業保安監督部電力
安全課産業保安職（併任）関
東東北産業保安監督部電力安
全課施設検査係長

東京電気システム開発工事事
務所工事管理室課員（東京電
気システム開発工事事務所課
員）

　電力安全課における
⑴ 事業用電気工作物の維持
の監督に関すること
⑵一般用電気工作物に関する
調査業務の監督に関すること

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 株式会社ＳＵＢＡＲＵ R1.6.1

～
638 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 富士フイルム株式会社 R1.6.17

～
639 R3.6.16

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 R1.6.24

～
640 R3.6.23

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
警察庁 東海旅客鉄道株式会社 R1.7.1

～
641 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

航空局安全部安全企画課主査 航空宇宙カンパニー技術開発
センター自律システム設計部
自律システム設計課（航空宇
宙カンパニー総務部付）

　無人航空機の安全利用の環
境整備のため、無人航空機の
安全性能評価手法確立に関す
る技術的支援

　自動車ならびに部品の製
造、修理および販売。航空
機、宇宙関連機器ならびにそ
の部品の製造、販売および修
理。発動機、特殊車両等の製
造、販売および修理

社会・援護局障害保健福祉部
精神・障害保健課主査

メディカルシステム事業部一
般（同）

　道路交通対策に関する各種
企画・立案等の事務に従事す
る。

　東海道新幹線及び東海地方
の在来線における鉄道事業、
鉄道車両等の製造、各種設備
の保守・検査・修繕、その他
関連事業

・精神障害者の医療、心のケ
ア、依存症などの対策
・医療観察制度などの諸制度
運用
・精神保健福祉法等の所管法
令の解釈に関する業務

　イメージングソリューショ
ン分野、インフォメーション
ソリューション分野における
研究開発・製造・販売業務

総合政策局海洋政策課係員

　北極政策の策定、国際海事
機関（ＩＭＯ）関連、海洋環
境等に関する会議等の対応及
び内閣府総合海洋政策推進事
務局及び関係部局等の連絡調
整に関する業務

　グループ経営戦略策定・管
理

ＳＧフィルダー株式会社経営
戦略部ＩＴシステム課メン
バー（ＳＧホールディングス
株式会社人事部付チーフ）

ＳＧホールディングス株式会
社

交通局交通規制課課付 中央新幹線推進本部リニア開
発本部山梨実験センター主任
（人事部人事課主任）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
金融庁 R1.7.1

～
642 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
金融庁 2.7.16 株式会社大和総研 R1.7.1

～
643 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

※ ①

　
総務省 株式会社ジュピターテレコム R1.7.1

～
644 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
総務省 R1.7.1

～
645 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

監督局金融証券検査官（併
任）総合政策局リスク分析総
括課課長補佐

技術企画本部技術戦略部アシ
スタントマネージャー（人事
本部人事部付）

　IoTの安心・安全かつ適正
な利用環境の構築の推進とそ
れに資するガイドライン等の
策定に関する業務

　損害保険業

総合政策局リスク分析総括課
専門検査官（併任）監督局総
務課課付（併任）総合政策局
マネーローンダリング・テロ
資金供与対策企画室室長補佐

アビームコンサルティング株
式会社

金融・社会インフラビジネス
ユニット銀行・証券セクター
シニアマネージャー（同）

国際戦略局技術政策課専門職

　情報通信分野の技術革新を
促進するための以下の業務
・研究開発プロジェクトの企
画
・立案及びプロジェクトの推
進
・評価等に関する業務
・国立研究開発法人の業績評
価の実施等に関する業務等

　有線テレビジョン放送事業
及び電気通信事業

情報流通行政局情報流通振興
課主査

・金融機関のマネロン対策等
管理態勢の整備、確立に関す
るモニタリング業務
・金融機関等に対するモニタ
リングの企画、立案、及びそ
の実施
・ＦＡＴＦ第４次相互審査へ
の対応に関する企画、調整、
国際的な業務を展開する金融
機関のマネロン・テロ資金供
与対策に関する業務について
のモニタリング企画

　マネジメントコンサルティ
ング、ビジネスプロセスコン
サルティング、ＩＴコンサル
ティング、アウトソーシング

監督局金融証券検査官（併
任）監督局総務課課長補佐

金融調査部制度調査課課長代
理（金融調査部課長代理）

　金融機関の経営の健全性を
判断するための基準に係る施
策の企画・立案及び推進に関
する業務

　経済・社会に関する調査・
研究、提言及びコンサルティ
ング、システムインテグレー
ション

福井支店福井中央支社副主任
（情報産業部付副主任）

東京海上日動火災保険株式会
社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
外務省 川崎汽船株式会社 R1.7.1

～
646 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 R1.7.1

～
647 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
財務省 日本生命保険相互会社 R1.7.1

～
648 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑦

　
財務省 R1.7.1

～
649 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
財務省 株式会社りそな銀行 R1.7.1

～
650 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

関税局関税課地域協力係長 融資企画部（人材サービス部
付）

　地域協力に関する国際機構
に係る関税、とん税及び特別
とん税並びに税関行政に関す
ること

　銀行業

　海外の財政経済一般に関す
る調査及び研究並びに資料及
び情報の収集及び提供に関す
ること

　生命保険業

主計局調査課課長補佐

　予算及び決算の作成に資す
るための資料の収集、整理及
び管理、財政計画及び国の財
政事情の分析並びにこれらに
関連する事項についての調査
及び資料の収集整理等に関す
ること

　損害保険業

経営企画部課長代理（経営企
画部（休職財務省出向）課長
代理）

三井住友海上火災保険株式会
社

大臣官房総合政策課課長補佐

　内外財政経済に関する調査
及び研究並びに資料及び情報
の収集及び提供等に関するこ
と

　損害保険業

大臣官房総合政策課課長補佐 人材開発部課長補佐（人材開
発部）

在パナマ日本国大使館二等書
記官

自動車船営業グループ米州
チームチーム員（休職）

・パナマ経済情勢・動向等の
情報収集・分析
・日パナマ経済関係業務・パ
ナマ運河、国際機関関連業務
・日パナマ企業等への支援

　海上運送業、陸上運送業、
航空運送業、海陸空通し運送
業、港湾運送業等

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

調査部課長代理（損害保険
ジャパン株式会社調査部長席
付）

 - 171 -



令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
財務省 三井住友信託銀行株式会社 R1.7.1

～
651 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
財務省 R1.7.1

～
652 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑥

　
財務省 2.7.1 株式会社大和総研 R1.7.1

～
653 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑥

　
財務省 2.7.1 株式会社三井住友銀行 R1.7.1
国際局開発政策課調査主任 五反田法人営業部（本店） ～

654 R3.6.30
〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

　同左

⑩

国際局地域協力課国際調整室
調整第二係長心得

国際局開発政策課調整係長心
得

　公的信用供与に係る海外投
融資及び輸出信用供与につい
ての国際的調整に係る事務に
関する企画及び立案等に関す
ること

　銀行業

国際局調査課国際資金係長 ストラクチャードファイナン
ス部プロジェクトファイナン
ス第三チーム主任（業務部
付）

国際局地域協力課調査主任 コンサルティング第二部主任
（コンサルティング企画部主
任）

　外国為替並びに国際通貨制
度及びその安定に関する多数
国間協議等に関する企画及び
立案等に関すること

　経済・社会に関する調査・
研究、提言及びコンサルティ
ング、システムインテグレー
ション

　各国財務当局との交渉や連
絡の窓口を務めるとともに、
各国の経済財政状況の調査・
分析を行う。

　信託銀行業

国際局地域協力課地域協力企
画官

　地域協力課の所掌事務のう
ち重要な専門的事項について
の企画及び立案に関すること

　損害保険業

東京海上日動火災保険株式会
社

東京海上アセットマネジメン
ト株式会社担当課長（業務企
画部参事）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 R1.7.1

～
655 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
厚生労働省 株式会社リクルートジョブズ R1.7.1

～
656 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
農林水産省 株式会社博報堂 R1.7.1

～
657 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

営業本部チャンネル推進部営
業企画グループ社員（人事
部）

・労働経済白書の作成及び取
りまとめに当たっての連絡・
調整
・月例経済報告、経済見通
し、経済財政白書に係る省内
窓口としての連絡・調整

　アルバイト、パート、派遣
社員、正社員等多様な雇用領
域における人材採用に関する
総合サービス業務

大臣官房広報評価課広報室長 クリエイティブセンター統合
プランニング局ＰＲディレク
ター（第二ＢＤビジネスデザ
インカンパニーテーマビジネ
スデザイン局ＰＲディレク
ター）

健康局結核感染症課新型イン
フルエンザ対策推進室（併
任）健康局健康課予防接種室

（1）「新型インフルエンザ
対策行動計画」のうち、情報
提供・共有の改定に関するこ
と
（2）新型インフルエンザ対
策の定例の記者発表を、広く
一般に分かりやすくするため
の修正、作成すること
（3）インターネット、パン
フレット、会議資料等、新型
インフルエンザ対策推進室が
広く一般に発出する文章を分
かりやすく修正、作成するこ
と
（4）その他、結核感染症課
が行う感染症対策に関する情
報発信（ウェブサイトの構
成・デザインを含む）を分か
りやすく、かつ、正確に伝わ
るものにする等の企画立案及
び支援を行うこと

　医薬品開発とマーケティン
グ活動をサポートするための
サービスを提供。一般医薬
品・医療用医薬品の市場調
査、パネル調査、ＣＲＯ（医
薬品開発業務受託機関）およ
び処方情報分析などを展開

医療情報部調査第１グループ
（経営企画部）

株式会社インテージヘルスケ
ア

政策統括官付政策統括室企画
第一係長

・農林水産省の統一的・戦略
的広報の企画立案・実施
・農林水産省の各種広報媒体
を通じた政策の効果的な情報
発信
・広報に関する研修の企画立
案・実施

　広告、セールスプロモー
ション及びパブリックリレー
ションズ業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 アイシン精機株式会社 R1.7.1

～
658 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 アズビル株式会社 R1.7.1

～
659 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 R1.7.1

～
660 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

経済産業省③

内閣官房①

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ商務情報政策局サイバーセ

キュリティ課国際サイバーセ
キュリティ企画官（併任）商
務情報政策局サイバーセキュ
リティ課サイバーセキュリ
ティ技術戦略企画調査官（併
任）内閣官房内閣サイバーセ
キュリティセンター

　サイバーセキュリティの技
術に関する調査及び政策の企
画立案（経済産業省の所管以
外の重要インフラや政府機関
を含む。）サイバーセキュリ
ティに関する国際連携の促進
に向けた企画立案

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

　情報技術分野における国際
標準化等に関する調査等の業
務

　製造業

技術革新統括本部システム技
術本部セキュリティ技術部サ
イバーセキュリティ統括部長
（事業戦略室企画調整担当シ
ニア・スペシャリスト）

産業技術環境局研究開発課研
究開発専門職（併任）産業技
術環境局研究開発課産業技術
プロジェクト推進室付

材料技術部担当員（休職扱
い）

①内外の技術動向を的確に把
握し、社会課題の解決に向け
て国が取り組むべき課題につ
いて、戦略的な整理・検討を
行う。
②既に執行中の研究開発プロ
ジェクトの管理・執行ととも
に、新たに国が戦略的に取り
組むべき研究開発プロジェク
トの検討・要求・管理・執行
に関する業務を行う。

　製造業

産業技術環境局国際電気標準
課長補佐（情報担当）

技術標準部国際標準グループ
（技術標準部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 花王株式会社 R1.7.1

～
661 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 岐阜信用金庫 R1.7.1

～
662 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 尾西信用金庫 R1.7.1

～
663 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社北陸銀行 R1.7.1

～
664 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社十六銀行 R1.7.1

～
665 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　物流の効率化に関する事業
の実施や我が国企業の海外展
開に際しての物流面での課題
の調査等、物流に関する政策
の推進等に関する業務

　ビューティケア（スキンケ
ア・ヘアケア）やヒューマン
ヘルスケア（食品等）製品の
研究開発。ファンデーション
やスキンクリーム、化粧水、
乳液、洗顔料等の化粧品の製
造

中部経済産業局産業部中小企
業課組織係長

東各務原支店（経営管理部
付）

　中小企業の事業活動の支援
や中小企業の交流又は連携及
び中小企業による組織に関す
る業務

　銀行業

中部経済産業局地域経済部国
際課国際係長

地域業務支援部推進役（総務
部付）

　中小ものづくり高度化法に
基づき、特定ものづくり基盤
技術の向上につながる研究開
発やその事業化に向けた取り
組みに対する支援業務

　信用金庫業

　国際関係事務の総括、通商
経済上の国際協力、海外事業
活動、外国投資家の事業活動
等に関する業務

　信用金庫業

中部経済産業局産業部流通・
サービス産業課商業振興室中
心市街地活性化専門官

経営管理部付［㈶北陸経済研
究所出向］（地域創生部付
（主任待遇））

　中心市街地における市街地
の整備改善及び商業等の活性
化の一体的推進に係る施策の
推進に関する業務

　銀行業

商務情報政策局消費・流通政
策課国際物流一係長（併任）
商務情報政策局物流企画室付

ＳＣＭ部門ロジスティクスセ
ンター開発グループ（ＳＣＭ
部門ロジスティクスセン
ター）

中部経済産業局地域経済部産
業技術課ものづくり基盤技術
専門官

成長戦略部代理（成長戦略部
付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
資源エネルギー庁 R1.7.1

～
666 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
資源エネルギー庁 三井化学株式会社 R1.7.1

～
667 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
資源エネルギー庁 日本郵船株式会社 R1.7.1

～
668 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　我が国の石油・天然ガスの
調達基盤強化に向けた、柔軟
かつ透明性の高い国際LNG市
場の構築や、石油・天然ガス
の上流開発の推進等に係る業
務

　一般貨物輸送事業（定期船
事業、航空運送事業、物流事
業）、不定期専用船事業、そ
の他事業（不動産業、その他
の事業）

資源・燃料部石油・天然ガス
課

ＬＮＧグループ（出向エネル
ギー業務グループ付資源エネ
ルギー庁東京）

資源・燃料部政策課政策企画
一係長

基盤素材事業本部企画管理部
アロマＧ（同）

　資源・燃料関係、特に国際
石油市場の動向把握、中東産
油国との関係強化に関する業
務

　ヘルスケア事業、モビリ
ティ事業、フード＆パッケー
ジング事業、基盤素材事業

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

企画開発部副長（損害保険
ジャパン株式会社企画開発部
副長）

省エネルギー・新エネルギー
部新エネルギーシステム課分
散型エネルギーシステム推進
係長

　省エネルギー・新エネル
ギー部新エネルギーシステム
課における熱エネルギーの需
要家間融通や未利用熱の活用
など、地域の特性を活かした
地産地消型の分散型エネル
ギーシステムの構築を推進す
るための政策の企画立案等

　損害保険業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 R1.7.1

～
669 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑬

　
国土交通省 2.7.1 株式会社パスコ R1.7.1

～
670 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

③

　
国土交通省 2.7.1 R1.7.1

～
671 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

不動産・建設経済局不動産市
場整備課不動産投資市場整備
室投資市場係長

不動産・建設経済局地籍整備
課計画第一係長

株式会社青山財産ネットワー
クス

不動産事業本部（コンサルタ
ント）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

企画開発部（損害保険ジャパ
ン株式会社企画開発部長席
付）

土地・建設産業局地籍整備課
計画第一係長

東北事業部営業部青森支店長
（同）

　地籍調査の事業計画・負担
金交付決定及び社会資本整備
円滑化地籍整備事業に関する
調整

　測量、情報システム開発、
建設コンサルタント

土地・建設産業局不動産市場
整備課不動産投資市場整備室
投資市場係長

　リート運用会社の財産的基
礎、知識・経験、経営体制な
どの法令に定められた要件を
審査し、事業者や関係官公庁
（金融庁、東京証券取引所）
と調整のうえ、当該認可を行
う。また、必要に応じ調査研
究や制度の改善点等の検討を
行う。

　財産コンサルティング、事
業継承コンサルティング、不
動産コンサルティング

総合政策局モビリティサービ
ス推進課企画第一係長

①新たなモビリティサービス
（MaaS等）の推進に関する総
合的な施策の企画・立案
②MaaSのプラットフォーム構
築に向けた検討
③MaaSの全国展開の前提とな
る交通事業者におけるキャッ
シュレス化の推進のための具
体的施策の企画・立案
④地域特性に応じた新型輸送
サービスの「都市と地方の新
たなモビリティサービス懇談
会」中間とりまとめを踏まえ
た具体的施策の実施
⑤新たなモビリティサービス
（MaaS等）分野における国際
協調のための国際案件への対
応

　損害保険業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 2.7.1 R1.7.1

～
672 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

④

　
国土交通省 2.7.1 株式会社小松製作所 R1.7.1

～
673 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
国土交通省 R1.7.1

～
674 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑲

　
国土交通省 東日本電信電話株式会社 R1.7.1

～
675 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

不動産・建設経済局建設市場
整備課主査

不動産・建設経済局建設市場
整備課資材係長

東京海上日動火災保険株式会
社

公務開発部担当次長兼営業開
発部公務グループ参事兼営業
企画部地方創生・健康経営室
参事（公務開発部付参事）

北海道建設業信用保証株式会
社

業務部課長代理（東京支店付
課長代理）

　中小・中堅建設企業に対す
る支援（建設産業生産性向上
支援事業の実施）、戦略的広
報（担い手確保のための建設
業の広報等）、税制改正（建
設産業の振興に資する各種税
制）の業務を行う。

　公共工事前払金保証事業、
契約保証事業

　建設資材の調達に関する企
画及び立案並びに指導に関す
ること、直轄事業における建
設資材の調達の円滑化に関す
る調整及び指導に関すること

　建設機械、産業機械、内燃
機関その他各種機械器具並び
にその部品の製造、修理及び
売買　など

都市局都市計画課都市計画調
査室専門調査官

ビジネスイノベーション本部
ＢＢＸマーケティング部担当
課長（ビジネスイノベーショ
ン本部マーケティング部担当
課長）

　ナッジ手法の推進など、都
市計画データ等を活用した都
市政策の推進に関する調査、
企画にかかる業務等　等

　東日本地域における地域電
気通信業務及びこれに附帯す
る業務、目的達成業務、活用
業務

都市局都市政策課都市政策企
画官

土地・建設産業局建設市場整
備課労働資材対策室資材係長

建機マーケティング本部 国
内販売本部ソリューション推
進部スマートコンストラク
ショングループ（同）

　都市行政に関する政府方
針、制度の連絡調整並びに都
市行政に関する各種課題の横
断的な調査及び分析

　損害保険業

土地・建設産業局建設市場整
備課主査
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 2.7.1 西日本旅客鉄道株式会社 R1.7.1

～
676 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑤

　
国土交通省 株式会社三井住友銀行 R1.7.1
自動車局旅客課係員 京浜法人営業部（本店） ～

677 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R3.6.30

⑪

　
国土交通省 一般財団法人日本海事協会 R1.7.1

～
678 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ④

　
経済産業省 金沢信用金庫 R1.7.2

～
679 R3.7.1

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

鉄道局国際課国際係長

中部経済産業局地域経済部地
域経済課地域振興室産業立地
係長

お客さま応援部副調査役（経
営管理部付副調査役）

　企業立地等による地域産業
集積の促進、自治体等と連携
した地域振興の推進や広域プ
ロジェクトへの支援、工場立
地法の適正な指導・執行等に
係る業務

　信用金庫業

航空局総務課政策企画調査室
環境企画係長

事業開発本部環境部主事
（同）

　地球温暖化対策として国内
ルール策定に伴う各種調整、
国際ルールとしてICAOや
UNFCCC（気候変動に関する国
際連合枠組条約）での国際会
議の各種調整、当該国際ルー
ルの国内ルール化に向けた国
内法制定作業に係る補助業務

・船級及び船舶の設備登
録、・船舶の検査、・材料、
舶用機器、艤装品等の検
査、・安全管理システム及び
船舶保安システムの審査登録
等

・貸切バス事業許可の更新制
の適正な運用に係る助言・指
導
・バス・タクシー事業におけ
る生産性向上の取組促進のた
めの施策に関する助言・指導
等

　銀行業

鉄道局国際課係員 近畿統括本部大阪支社人事育
成課課員（人事部付）

・国際関係事務に関する基本
的な政策及び計画のとりまと
めに関すること
・鉄道等に関する国際機関及
び外国の行政機関等との連絡
及び調整に関すること
・外国における鉄道政策及び
鉄道事情に関する調査及び資
料の収集に関すること

　旅客鉄道事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 Ｓｐｉｂｅｒ株式会社 R1.7.15

～
680 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
金融庁 りそな総合研究所株式会社 R1.8.1

～
681 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 R1.8.1

～
682 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑦

海外事業企画部企画グループ
副長（損害保険ジャパン株式
会社海外事業企画部長席付副
長）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

　ベトナム経済事情・二国間
経済関係等にかかる情報収
集・分析，経済関連行事に関
する連絡・調整，日ベトナム
双方の企業支援等に関する業
務

　損害保険業

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

事業開発部門PR&CREATIVE
マネージャー（広報室付）

在ベトナム日本国大使館三等
書記官

　医療機器・バイオテクノロ
ジー等の分野における国際標
準化活動の推進及び同分野
におけるJISの制定、認証制
度の構築

　新世代バイオ素材開発

総合政策局総合政策課実証実
験係長（併任）総合政策局総
合政策課国際金融センター係
長

経営管理部（経営管理部付）

・情報通信技術の進展等に応
じた金融サービスに係る実証
実験に関する相談等
・東京の国際金融センター化
に向けた金融庁の関連施策
（FinTechの推進、活力ある
資本市場の実現）の基礎とな
る事情の調査・分析

　企業診断、組織人事、事業
再生、事業承継、Ｍ＆Ａなど
のコンサルティングおよび各
種セミナーの開催、経営情報
サービスの提供
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
外務省 住友商事株式会社 R1.8.1

～
683 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 ＦＩＴＥＣ株式会社 R1.8.1

～
684 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 R1.8.1

～
685 営業本部企画推進部（同） R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 株式会社みずほ銀行 R1.8.1

～
686 R3.7.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

⑥

不動産・建設経済局建設業課
経営指導係

株式会社キユーソー流通シス
テム総合政策局物流政策課係員

大臣官房情報システム厚生課
電子計算機専門職

古河電気工業株式会社戦略本
部ＩＣＴ戦略企画部主査、Ｆ
ＩＴＥＣ株式会社人事・総務
部主査（同）

　経済産業省で利用している
WEB関連システム及び基盤系
外個別業務システムに関する
企画・立案・開発・運用管理
に関する業務

　要件分析～システム設計～
プログラム開発、ネットワー
ク構築ハードウェア機器設置
等のシステム構築、ＣＡＤ、
シミュレーション・数値解析
及びシステム運用・保守、
ネットワーク運用等のサービ
ス

土地・建設産業局建設業課経
営指導係

大森支店大田市場出張所（グ
ローバル人事業務部付）

　建設業の経営の改善及び中
央建設業審議会等の運営に関
する業務

　銀行業

　日中韓物流大臣会合による
シームレスな物流の実現に向
けた交渉、NEAL-NET（東アジ
ア等物流情報サービスネット
ワーク）の拡大に向けた交渉
等

　貨物利用運送事業、貨物自
動車運送事業　等

在オーストラリア日本国大使
館一等書記官

メディア・エンターテインメ
ント事業部参事、ＳＣデジタ
ルメディア（株）出向、兼
ALPHABOAT合同会社出向（人
事部参事）

・日豪経済連携協定の実施・
運用
・通商・貿易政策の情報収
集・分析
・気候変動政策の情報収集・
分析
・対日直接投資の推進
・日本企業支援関係業務（補
佐）
・地方連携の推進

　総合商社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 株式会社三井住友銀行 R1.8.1
海事局外航課企画係 東大阪エリア（本店） ～

687 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R3.6.30

⑫

　
国土交通省 一般社団法人日本造船工業会 R1.8.1

～
688 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 九州電力株式会社 R1.8.1

～
689 R4.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
会計検査院 ソニー株式会社 R1.8.9

～
690 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
経済産業省 株式会社ＬＩＸＩＬ R1.8.15

～
691 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

技術部主任（同）

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職（併任）産業技
術環境局国際標準課建築係長

インテリア事業部インテリア
商品開発部インテリア開発推
進室チームリーダー
（Technology Research本部
国際標準化推進室主査）

　土木・建築等の分野におけ
る国際標準化に係る企画立
案、ISO等の国際会議への出
席、JIS制定に係る企画立案
及び制定・改正事務、産業標
準化調査研究等に係る事務

　建材・設備機器の製造、販
売およびその関連サービス

　原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する
業務

　電気事業、熱供給事業、電
気通信事業等

第５局情報通信検査課情報シ
ステム検査室長

ＨＱリスク＆コントロール部
ＲＣＤ企画戦略Ｇｐ企画戦略
チーム（同）

　情報通信に係る経理に関す
る検査のうち事務総長から特
に命ぜられた事項の検査に関
する事務

　電子・電気機械器具の製
造、販売等

海事局船舶産業課国際業務室
主査

　外国における造船政策及び
造船事情に関する調査分析業
務及び外国の造船関係諸機関
との連絡調整業務

・造船業の振興、技術開発、
貿易、国際交流に関する施策
の立案及び推進
・造船業に関する調査及び研
究並びに情報の収集及び提供

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生課

土木建築本部土木建築技術セ
ンター（土木建築本部付環境
省出向）

・海運の国際収支等の調査分
析
・日本船舶・国際船舶の貸渡
届出受理手続き
・日本船舶・船員確保計画の
認定手続き

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 大日本印刷株式会社 R1.9.1

～
692 R3.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
外務省 R1.9.1

～
693 R3.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
文部科学省 三菱電機株式会社 R1.9.1

～
694 R3.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

東京海上日動火災保険株式会
社

金融法人営業部営業第四課
主任（公務第一部主任）

情報流通行政局情報流通振興
課情報流通高度化推進室企画
係長

ＡＢセンターコミュニケー
ション開発本部地域創生事業
推進ユニット事業推進部事業
開発グループ（ＡＢセンター
休職）

科学技術・学術政策局研究開
発基盤課専門職

先端技術総合研究所先進機能
デバイス技術部高周波デバイ
ス技術グループ専任（同）

　未来の産業創造や社会変革
をもたらし得る「ハイリス
ク・ハイインパクトな研究開
発及び「光・量子技術」に関
する施策の企画立案（関連す
る研究プロジェクトのマネジ
メントを含む）

　電気機械器具の製造・販売

・テレワークの普及・展開に
かかる施策の企画・立案
・テレワークにかかる技術動
向・政策動向等の調査検討
・テレワークにかかる普及啓
発

　総合印刷業

在マレーシア日本国大使館三
等書記官

・マレーシアにおける経済情
勢，産業政策に関する情報収
集・分析
・二国間経済関係業務
・経済関連行事に関する連
絡・調整業務
・上記の各種業務を通じた日
マレーシア双方の経済関連団
体・企業支援、対日理解促進
に関わる業務

　損害保険業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 2.8.7 株式会社みずほ銀行 R1.9.1

～
695 R3.8.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
経済産業省 沖電気工業株式会社 R1.9.1

～
696 R3.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社ＪＴＢ R1.9.1

～
697 R3.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑦

　
経済産業省 株式会社構造計画研究所 R1.9.15

～
698 R3.9.14

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

老健局認知症施策・地域介護
推進課主査

海事局外航課専門官 個人事業本部リテール事業部
ロイヤルロード銀座部西日本
営業課営業担当課長（同）

・クルーズに関する調査、情
報の収集
・クルーズの振興に係る企画
立案
・人の運送をする外航不定期
航路事業の調整

　旅行業

電力・ガス取引監視等委員会
事務局 取引監視課卸取引企
画二係長（併任）電力・ガス
取引監視等委員会事務局 取
引監視課卸取引監視専門官

役員室（同）

・介護分野におけるＩＣＴ化
の推進に向けた取組
・保険外サービスの普及・活
用促進に向けた取組
・関係会議等への対応
・関係省庁（経済産業省、総
務省）や業界団体等との連絡
調整

　銀行業

製造産業局自動車課リサイク
ル係長

情報通信事業本部社会インフ
ラソリューション事業部交通
ソリューション第一部第一
チーム（情報通信事業本部）

　自動車リサイクルについて
の国内外の動向調査・分析業
務、現行の自動車リサイクル
制度に関する評価・検討業務

　電子通信・情報処理・ソフ
トウェアの製造・販売及びこ
れらに関するシステムの構
築・保守等

　卸電力取引市場における取
引状況の調査・分析、旧一般
電気事業者による自主的取組
の評価、市場監視システムの
構築・改良、電力市場シミュ
レーションモデルの構築・改
良、同モデルを利用したシ
ミュレーションの実施等の技
術的支援

　エンジニアリングコンサル
ティング、システムソリュー
ション、プロダクツサービス

老健局振興課主査 今治支店（グローバル人事業
務部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 2.4.1 ＹＫＫ株式会社 R1.9.17

～
699 R3.9.16

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

経済産業省②

特許庁①

　
金融庁 R1.10.1

～
700 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 セコム株式会社 R1.10.1

～
701 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 九州電力株式会社 R1.10.1

～
702 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

製造産業局産業機械課技術統
括専門職（併任）特許庁総務
部国際協力課長補佐（併任）
特許庁総務部国際協力課模倣
品対策室室長補佐

国際戦略局国際経済課多国間
経済室ＯＥＣＤ係長

送配電カンパニー通信・土木
建築部通信計画グループ（テ
クニカルソリューション統括
本部情報通信本部付）

・経済協力開発機構（OECD）
の情報通信分野に関する国際
交渉、国際会議に関係する業
務
・OECDの情報通信関連会合
（CDEP等）への参加及びそれ
に付随する加盟国との二国間
及び多国間の国際交渉への参
加（対処方針の作成、関係者
との調整等の事前準備及び事
後処理を含む）

調査部兼運用企画部副長（損
害保険ジャパン株式会社調査
部長席付副長）

監督局総務課金融情報分析官
（併任）総合政策局リスク分
析総括課課付（併任）監督局
銀行第一課課付

製造産業局産業機械課技術統
括専門職（併任）製造産業局
模倣品対策室室長補佐

法務・コンプライアンスグ
ループ法務企画室長（法務・
知的財産部付）

　模倣品対策における日本企
業の課題の把握と解決に向け
た外国政府に対する各種要
請・協力事業の推進に関する
職務

　ファスニング・建材・ファ
スニング加工機械及び建材加
工機械等の製造・販売

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

国際戦略局通信規格課国際係
長

渉外部（人事部付）

　情報通信分野における標準
化活動に関する以下の業務
・各国情報通信主管庁、関係
事業者等との連絡・調整
・民間フォーラム等における
標準化活動の支援　等

　警備の請負とその保障業務

　大手金融機関等のリスク管
理態勢の調査・分析及び有価
証券ポートフォリオの分析等

　国内の損害保険事業

　電気事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 三井住友信託銀行株式会社 R1.10.1

～
703 R2.4.10

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 株式会社三井住友銀行 R1.10.1

～
704 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
財務省 R1.10.1

～
705 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
文部科学省 三菱重工業株式会社 R1.10.1

～
706 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

研究開発局海洋地球課専門職 三菱造船株式会社マリンエン
ジニアリングセンター長崎設
計部管内艤設計課管内艤チー
ム（インダストリー＆社会基
盤ドメイン管理部船海業務１
グループ）

　アジア・太平洋地域等に向
けた日本の情報通信技術の国
際展開支援に関する業務
・アジア・太平洋地域等にお
ける防災・物流・医療・教育
等に関する情報通信技術、光
ファイバ、海底ケーブル、通
信衛星等に関する日本企業の
展開支援
・アジア・太平洋地域等各国
との二国間政策対話

　信託銀行業

在アメリカ合衆国日本国大使
館三等書記官

経営企画部金融調査室室長代
理補（本店調査役補）

・米国における経済情勢、財
政・金融政策に関する情報収
集・分析
・二国間経済関係（財政・金
融等の分野）に関する連絡・
調整業務
・上記業務に関連する日本政
府等からの出張者への支援業
務

　銀行業

　国際深海科学掘削計画（Ｉ
ＯＤＰ）やユネスコ政府間海
洋科学委員会（ＩＯＣ）等に
係る国内外の調整や交渉等に
関する業務

　エネルギー・環境、機械・
設備システム、交通・輸送、
防衛・宇宙

理財局国有財産調整課課長補
佐

　行政財産の有効活用並びに
国家公務員宿舎の設置及び管
理に関すること

　不動産業

三井不動産レジデンシャル株
式会社

横浜支店事業企画グループ
（人事部付）

国際戦略局国際協力課係員 石神井支店財務相談課主務
（業務部付本店主務）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
農林水産省 株式会社愛媛銀行 R1.10.1

～
707 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 豊田通商株式会社 R1.10.1

～
708 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 R1.10.1

～
709 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 株式会社愛媛銀行 R1.10.1

～
710 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

製造産業局産業機械課素形材
製造機器二係長（併任）製造
産業局総務課調査二係長（併
任）製造産業局ものづくり政
策審議室付

壬生川支店（人事教育部付）

貿易経済協力局 通商金融課
資金協力室 企画一係長（併
任）貿易経済協力局 貿易振
興課インフラ・システム輸出
五係長

ソリューションプロダクツ部
調査役（同）

経営局金融調整課 リスク管理部（人事教育部
付）

①農協系統金融機関を巡る状
況、環境、規制等の分析及び
今後の在り方の検討
②農林水産業等のベンチャー
企業への金融支援の企画及び
調整に必要な情報収集・調査
等

通商政策局中東アフリカ課ア
フリカ室サブサハラ一係長

　製造産業局総務課、ものづ
くり政策審議室、産業機械課
において、中小企業のデジタ
ル化支援に向けた調査及び分
析業務、「ものづくり白書」
の執筆・作成業務、「ものづ
くり日本大賞」関係業務を行
う。

　銀行業

電力事業部事業開発グループ
（人事部付）

　通商金融や資金協力に関す
る調査・政策立案・統計分析
等の業務

　銀行業

　サブサハラ諸国の経済情
勢、企業動向等の分析、日本
とのビジネス関係構築に向け
た施策の企画・調査・調整等
の業務及びアフリカ地域全体
の関連施策への貢献

　総合商社

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
経済産業省 東邦液化ガス株式会社 R1.10.1

～
711 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
資源エネルギー庁 有限責任監査法人トーマツ R1.10.1

～
712 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 九州電力株式会社 R1.10.1

～
713 R3.9.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

総合政策局政策課調査第二係
長

・国土交通白書の作成、他省
庁の白書・社会資本整備関係
の長期計画についての調整
・社会資本整備に係る効果等
の経済分析等

　電気事業等

　電力取引市場の開設や円滑
な取引に向けた詳細設計や制
度具体化に係る関係者との議
論、調整などに関する業務

　会計監査、アシュアランス
サービス、株式公開支援、
コーポレートファイナンス
　各種金融関連サービス、マ
ネジメントコンサルティン
グ、国際投資、国際税務コン
サルティング　等

中部近畿産業保安監督部電力
安全課産業保安職（併任）中
部近畿産業保安監督部電力安
全課総括係

エネルギー営業部部員（総務
部総務グループ部員）

○電気工事業の監督に関する
こと
1） 電気工事業の業務の適正
化に関する法律（以下「電気
工事業法」という。）に基づ
き、電気工事業の登録を行う
業務
2） 電気工事業法に基づき、
電気工事業者の法令遵守状況
を立入検査等により確認する
業務
○電気工事士法の施行に関す
ること
・電気工事士法に基づき、電
気工事士の認定証等の交付を
行う業務
・認定電気工事従事者の承認
証発行、特種電気工事資格者
（ネオン工事）及び特種電気
工事資格者（非常用予備発電
装置工事）の認定証発行業務

　液化石油ガスの製造及び販
売、液化石油ガス機器・設備
の販売およびガス配管工事、
コークス・鉄スクラップ等鋳
造原材料の販売、等

電力・ガス事業部電力基盤整
備課企画調整一係長

マネジャー（同）

総合政策局政策課政策調査室
調査分析係長

テクニカルソリューション統
括本部土木建築本部調査・計
画グループ（テクニカルソ
リューション統括本部土木建
築本部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
国土交通省 株式会社三井住友銀行 R1.10.1

～
714 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑬

　
国土交通省 積水化学工業株式会社 R1.10.1

～
715 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 R1.10.1
鉄道局国際課主査 財務部（国際事業本部課員） ～

716 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R2.2.28

⑬

　
国土交通省 京成電鉄株式会社 R1.10.1

～
717 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 ポラス株式会社 R1.10.1

～
718 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　公的賃貸住宅の供給・管理
等に関する業務、空き家対策
に関する業務

　ポラスグループの経営戦略
並びに統括運営業務

航空局航空ネットワーク部首
都圏空港課主査

経営統括部指導事務員（人事
部指導事務員）

・東京国際空港の機能強化に
係る関係行政機関との連絡調
整に関する事務
・成田国際空港の機能強化に
係る関係機関との連絡調整に
関する事務
・東京国際空港におけるＰＦ
Ｉ事業者等の指導、監督に関
する事務

　鉄道による一般運輸業、土
地、建物の売買及び賃貸業

関東地方整備局建政部住宅整
備課住宅ストック活用係長

経営企画部秘書室係長（同）

住宅局住宅生産課ストック活
用係長

住宅カンパニー商品開発部ハ
イム開発室（同）

　既存住宅ストックに係わる
住宅生産関連の諸制度の運用
に関すること

　住宅分野、管工機材分野、
車両・ＩＴ・メディカル分野
における設備、材料等の製
造・加工・販売、建築物の設
計、施工、請負等

・PPP/PFIにおける民間資金
調達手法の課題検討に関する
業務
・PPP/PFIにおける民間資金
調達手法の拡充に向けた基盤
整備に関する業務
・PPP/PFIにおける民間資金
調達の促進に向けた情報発信
に関する業務

　銀行業

　海外鉄道プロジェクトの海
外展開に関する調査及び資料
の収集

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

総合政策局社会資本整備政策
課金融企画係

新橋支店新橋法人営業部部員
（公共・金融法人部部員）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
総務省 九州電力株式会社 R1.11.1

～
719 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
厚生労働省 R1.11.1

～
720 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
国土交通省 2.7.1 R1.11.1

～
721 R3.10.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
国土交通省 大東建託株式会社 R1.11.1

～
722 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

不動産・建設経済局不動産市
場整備課不動産投資市場整備
室投資顧問業係長

総合通信基盤局電波部電波政
策課主査

テクニカルソリューション統
括本部情報通信本部付（同）

　当課を除く電波関係課室が
実施する研究開発案件につい
て公平性・透明性・実効性を
高めるため、外部専門家・外
部有識者から構成される「電
波利用料による研究開発等の
評価に関する会合」の運営
等、研究開発等の評価に関す
る事務

　電気事業等

住宅局市街地建築課団地再生
係長

　住宅団地の再生に係る諸制
度の運用に関すること

　建設業務、不動産仲介業
務、不動産管理業務

株式会社山口銀行東京支店
（株式会社山口フィナンシャ
ルグループ出向）

設計部首都圏設計センター構
造設備課（同）

　不動産投資顧問業（不動産
投資に関する助言業務、投資
判断・取引を伴う一任業務を
行うもの）の登録、登録業者
情報の開示・更新等を実施

　銀行業務を中心に、地域の
深い情報やネットワークを活
かし、証券、コンサルティン
グ、地方創生、フィンテック
事業等を展開

株式会社山口フィナンシャル
グループ土地・建設産業局不動産市場

整備課不動産投資市場整備室
投資顧問業係長

医薬・生活衛生局生活衛生・
食品安全企画課国際食品室国
際調和推進専門官

　食品安全行政に関する国
内・国際案件の総合調整業務
（英語を使用する業務を含
む）、国際会議への出席（海
外出張を含む）、議事の省
内・省外関係機関との調整

　医療アシスタンス事業（海
外旅行保険付帯の医療サポー
ト業務、医療ツーリズムな
ど）
　ライフアシスタンス事業
（クレジットカード付帯のコ
ンシェルジュ業務など）

ネットワーク部主任Ⅱ（総務
人事部付主任Ⅱ）

日本エマージェンシーアシス
タンス株式会社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
原子力規制庁 株式会社千代田テクノル R1.11.1

～
723 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 日本航空株式会社 R1.11.15

～
724 R3.11.14

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 2.4.1 日本航空株式会社 R1.12.1

～
725 R3.11.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

③

安全推進本部運営グループ社
員（人財本部人財戦略部主
任）

総合政策局モビリティサービ
ス推進課主査

①地域特性に応じたMaaSモデ
ルの全国普及
・MaaSの事業検証のための評
価手法の調査
・地域ごとの課題抽出及び当
該課題への対応策の調査に係
る業務
②新型輸送サービスのMaaSに
おける活用
・新型輸送サービスの最新の
動向把握
・MaaSを公共交通機関として
活用する観点からの機能や制
度面等からの検討に係る業務
③我が国MaaSの国際展開
・海外のMaaS事例調査
・国内における導入可能性及
び我が国のMaaSモデルの国際
展開の可能性に関する調査の
業務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯する又は関連
する一切の事業

国内路線事業部企画グループ
（事業創造戦略部付）

労働基準局賃金課賃金・退職
金制度専門官

・働き方の多様化に対応した
賃金制度等に係る企画・立案
に関する業務
・働きやすい環境の整備等を
図る観点からの、各種手当の
見直しに関する業務

　定期航空運送事業及び不定
期航空運送事業、航空機使用
事業、その他附帯する又は関
連する一切の業務

労働基準局賃金課多様な賃金
支払対策専門官

長官官房放射線規制部門放射
線規制専門職

　放射線防護に係る安全研究
の推進及び放射性同位元素等
規制法に係る新知見の取り入
れ等に係る調査業務

　放射線測定器などの販売に
関する営業支援業務および医
療用線源などの輸入販売業務

アイソトープ営業部アイソ
トープ営業課執務（管理本部
付執務）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

任　　期

　
厚生労働省 三井化学株式会社 R1.12.1

～
726 R4.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 R1.12.1

～
727 R3.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　卸取引市場における取引状
況の調査・分析、旧一般電気
事業者による自主的取組の評
価、旧一般電気事業者による
不当な内部補助防止策の具体
化等の制度的措置の検討、そ
れら検討に向けた海外の実態
調査・分析など

　ストラテジーコンサルティ
ング、マネジメントコンサル
ティング、テクノロジーコン
サルティング、リスクコンサ
ルティング

フード＆パッケージング事業
本部コーティング・機能材事
業部開発戦略Ｇ担当（同）

ＰｗＣコンサルティング合同
会社

老健局高齢者支援課介護ロ
ボット政策調整官

　介護ロボットの研究開発・
普及に係る施策の推進に関す
る専門的・技術的事項に関す
ること

　製造業

電力・ガス取引監視等委員会
事務局取引監視課卸取引調査
一係長

Consulting-IPS,Energy.
Utility&Mining,Associate
（Consulting-IPS）
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　　③　平成30年に採用された職員（２１９人）
　　　ア．退職型（３人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
厚生労働省 日本マイクロソフト株式会社 H30.1.1

～
728 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
文部科学省 株式会社日立製作所 H30.4.1

～
729 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
国土交通省 H30.7.1

～
730 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

番号
交流採用職員の占める官職

交流元企業を退職した日の直
前に占めていた地位

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

・社会保障分野における情報
政策の企画・立案及び情報化
の推進に係る技術的支援業務
・データヘルス改革の将来像
の作成、将来像を実現するた
めの工程表の策定に関する技
術的支援

任　　期

政策統括官付情報化担当参事
官室情報システム専門官（併
任）医政局総務課（命）医療
情報化推進室員（医政局長発
令）

Windows Device Sales
Executive

　ソフトウエアおよびクラウ
ドサービス、デバイスの営
業・マーケティング

Senior Associate

○下水道管理の広域化・共同
化に関する企画・調整業務
○下水道管理の広域化・共同
化を実施・検討している地方
公共団体等への対応
○下水道と関連のある新たな
ビジネスの創出に向けた検討

　コンサルティングサービス

研究振興局参事官付専門官 日立研究所企画室研究戦略ユ
ニット主任研究員

　情報科学技術に係る研究開
発事業の推進、執行のうち拠
点支援に係る事務、科学技
術・学術審議会研究計画・評
価分科会情報科学技術委員会
等に係る国内外の調整や交渉
や関係府省及び政府機関との
連絡・調整等

ＰｗＣアドバイザリー合同会
社水管理・国土保全局下水道部

下水道企画課管理企画指導室
地域支援係長
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　　　イ．雇用継続型（２１６人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
総務省 四国電力株式会社 H30.1.1

～
731 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
スポーツ庁 株式会社アシックス H30.1.1
国際課専門職 ～

732 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 共和ピー・アール株式会社 H30.1.1

～
733 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 三井化学株式会社 H30.1.1

～
734 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

大臣官房総務課分かりやすい
広報指導室総括コミュニケー
ション専門官（併任）大臣官
房総務課分かりやすい広報指
導室長

ＰＲ業務部マネージャー（管
理部付マネージャー）

・パンフレット等、一般に発
出する文書を分かりやすく修
正する業務、その他、厚生労
働省の情報発信を分かりやす
く、かつ、正確に伝わるもの
にする等の企画立案及び支援
業務
・分かりやすい広報指導室で
行っている業務の総括

　メディアリレーションズを
中心とした広報活動の支援、
代行、コンサルティング

産業技術環境局資源循環経済
課環境管理推進室新規物質環
境影響専門職

ＲＣ・品質保証部化学品安全
センター（同）

　電気通信事業に関する技術
的制度の企画に関する国内外
の技術動向等調査に係る業務

　電気事業、電気通信事業、
熱供給に関する事業など

アシックスジャパン株式会社
ブランドマーケティング統括
部マーケティング部イベント
マーケティングチーム（グ
ローバル人事総務統括部人事
部長付）

　諸外国とのスポーツ交流に
係る企画・立案及び援助・助
言等に関すること

番号

総合通信基盤局電気通信事業
部電気通信技術システム課主
査

四国計測工業株式会社製造事
業本部電力事業部通信システ
ム部給電装置課主任（情報通
信部通信計画グループ主任）

任　　期

　各種スポーツ用品等の製造
及び販売

交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に
交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　主に新規物質の環境への影
響調査・対策、大気汚染及び
水質汚濁等の産業公害の防止
対策並びに廃棄物に関する対
策の促進に関する政策の企画
立案及び関係機関との調整に
関する業務

　ヘルスケア事業、モビリ
ティ事業、フード＆パッケー
ジング事業、基盤素材事業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 株式会社ＡＮＡ　Ｃａｒｇｏ H30.1.1
総合政策局物流政策課主査 ～

735 R2.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 H30.3.1

～
736 R3.2.28

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 国際興業株式会社 H30.3.1

～
737 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　環境の保全（良好な環境の
創出を含む。）に関する基本
的な政策に関する業務のう
ち、環境基本計画、環境白書
等の省内取りまとめ、再生可
能エネルギー、水素関係政策
の省内取りまとめ、創蓄省エ
ネルギー化の支援に関する業
務

　一般乗合、貸切、乗用旅客
自動車運送業、自動車教習
所、外車販売
　油圧機器、各種建設機械、
自動車部品、建築資材、機
器、製品等の輸出入及び販売
　不動産売買、賃貸、管理及
び宅地開発、旅行業法に基づ
く旅行業　等

　ASEAN諸国等との２国間・
多国間政策対話等の開催、新
興国物流パイロット事業及び
物流人材育成事業の実施に向
けた企画立案業務

　エアラインセールス事業、
ウェアハウスオペレーション
事業、ソリューション事業

大臣官房総務課分かりやすい
広報指導室コミュニケーショ
ン専門官

コミュニケーションサービス
本部課長（コミュニケーショ
ンサービス本部付・課長）

・厚生労働省が広く一般に向
けて出す文書（報道発表資
料、リーフレットなど）を分
かりやすく修正すること。
・厚生労働省の情報発信
(ウェブサイトの構成・デザ
インやSNSでの情報発信を含
む)を分かりやすく、かつ、
正確に伝わるようにするため
の支援を行うこと　など

　メディアリレーションズを
中心とした広報活動の支援、
代行、コンサルティング

株式会社ブレインズ・カンパ
ニー

総合政策局環境政策課長補佐 経営企画部事業戦略第二課係
長（総務部業務支援室付）

オペレーション企画部オペ
レーション企画課（オペレー
ション企画部オペレーション
企画課付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
金融庁 日本生命保険相互会社 H30.3.25

～
738 R2.3.24

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
内閣府 H30.4.1

～
739 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐（併任）監督局総務
課課付（併任）監督局銀行第
一課課付

アソシエイト（同）

（１）PPP/PFI（コンセッ
ションを含む。）に関する手
続（実施方針や事業契約、リ
スク分担等の作成）について
の法務面での指導・助言
（２）PPP/PFI（コンセッ
ションを含む。）における
ファイナンススキームや各種
契約等についての法務面での
指導・助言
（３）PFI法におけるリスク
分担や手続きの簡素化等に関
するガイドラインの改定に向
けた調査・分析
（４）PFI推進機構による出
融資に当たっての法務面での
指導・助言

　法律事務及びそれに付帯、
または密接に関連する業務

運用リスク管理室課長補佐
（人材開発部）

・金融庁の所掌する金融行政
に影響を与える可能性のある
海外当局の規制等に対する動
向調査や、各種マーケット動
向のモニタリング業務
・銀行（３メガバンクグルー
プ）のリスクに関連する情報
の収集及び分析、並びにその
結果を踏まえた政策対応につ
いて、マクロプルーデンスを
実施する観点から、必要な企
画、立案及びその実施

　生命保険業

政策企画専門職（政策統括官
（経済社会システム担当）付
参事官（総括担当）付）（併
任）内閣府本府民間資金等活
用事業推進室主査（併任）地
方創生推進事務局参事官（総
括担当）付主査（併任）内閣
府本府地方創生推進室主査

渥美坂井法律事務所弁護士法
人
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
内閣府 株式会社日建設計 H30.4.1

～
740 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
内閣府 学校法人跡見学園 H30.4.1

～
741 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

内閣府②

※ 総務省②

　
警察庁 株式会社日立システムズ H30.4.1

～
742 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
警察庁 H30.4.1

～
743 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

　
①

官民連携・ボランティア担当
主査（政策統括官(防災担当)
付参事官(普及啓発・連携担
当)付）

プロジェクト開発部門パブ
リックアセットラボ兼グロー
バルマーケティング部門グ
ローバルＰＲ部（プロジェク
ト開発部門代表付）

　システム更新に係るプロ
ジェクト管理全般及びシステ
ム運用管理の効率化に関する
検討に従事

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

　防災に関する普及啓発及び
連携の推進に関する基本的な
政策に関する事項の企画及び
立案に係る職務を行う。

　建築の企画・設計監理、都
市・地域計画及びこれらに関
連する調査・企画コンサルタ
ント業務

経済社会総合研究所上席主任
研究官（併任）総務省政策統
括官（統計基準担当）付統計
委員会担当室長

跡見学園女子大学マネジメン
ト学部マネジメント学科准教
授（同）

　内閣府経済社会総合研究所
において、上席主任研究官と
して、経済学、経済政策、統
計学等の知見を活かし、各種
研究プロジェクト等に対して
助言を行う。
　また、総務省統計委員会担
当室長（政策統括官（統計基
準担当）付）として、統計委
員会の運営等を担う。

　教育基本法及び学校教育法
に従い、学校教育を行う

生活安全局情報技術犯罪対策
課係長（併任）長官官房企画
課（併任）情報通信局情報管
理課（併任）情報通信局情報
技術解析課

サイバーセキュリティリサー
チセンタ　サイバーセキュリ
ティ対応グループ担当（同）

　情報技術の利用に伴う犯
罪、事故その他の事案に係る
市民生活の安全と平穏に関す
ること及び情報技術の利用に
伴う犯罪の予防に関すること
等の事務に従事

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ情報通信局情報管理課係長

（併任）長官官房企画課（併
任）生活安全局情報技術犯罪
対策課（併任）情報通信局情
報技術解析課

　情報システムの設計、開
発、保守及び運営管理等

第一公共事業本部シニア・エ
キスパート（同）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
金融庁 H30.4.1

～
744 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
金融庁 住友生命保険相互会社 H30.4.1

～
745 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 H30.4.1

～
746 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局総合政策
課サイバーセキュリティ対策
企画調整室室付（併任）総合
政策局リスク分析総括課課付

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ
第二金融事業本部第三バンキ
ング事業部プロジェクト統括
部バンキング担当 課長代理
（金融事業推進部企画部人事
総務担当関連企業グループ主
任）

・金融庁ネットワークシステ
ムの更改等に関する業務
・金融分野のサイバーセキュ
リティ向上に関する企画・立
案業務への参画

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐（併任）監督局総務
課課付（併任）監督局銀行第
一課課付

財務部融資運用室副長（調査
広報部副長）

情報流通行政局郵政行政部貯
金保険課保険管理係長

ホールセール企画部（人事部
スタッフ）

・金融庁の所掌する金融行政
に影響を与える可能性のある
海外当局の規制等に対する動
向調査や、各種マーケット動
向のモニタリング業務
・銀行（３メガバンクグルー
プ）のリスクに関連する情報
の収集及び分析、並びにその
結果を踏まえた政策対応につ
いて、マクロプルーデンスを
実施する観点から、必要な企
画、立案及びその実施

　生命保険業

・簡易生命保険管理業務に関
する業務
・郵政事業のうち保険募集及
び所属保険会社等の事務の代
行に係るものに関する業務
・郵便局の活用による地域住
民の利便の増進に関する事務
のうち生命保険業の代理業務
に係るものに関する業務　等

　証券業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
総務省 全日本空輸株式会社 H30.4.1

～
747 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 ＫＤＤＩ株式会社 H30.4.1

～
748 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

　

⑥

　
外務省 H30.4.1

～
749 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 全日本空輸株式会社 H30.4.1

～
750 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑪

技術企画本部技術開発戦略部
渉外グループ（技術企画本部
技術開発戦略部マネー
ジャー）

アジア大洋州局中国・モンゴ
ル第二課

人材戦略室人事部付ＡＮＡ付
エアポートサービス株式会社
出向（人材戦略室人事部付）

　日中経済・ビジネス関係強
化、台湾を含む中国経済、二
国間経済関係の情報収集・分
析等に関する業務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

・情報通信政策に資する調査
研究、このうち特に人工知能
（AI）について情報通信政策
研究所長の下で組織する会議
体において検討が進められて
いる事項に関する調査研究
・情報通信に関連する経済調
査等

　電気通信事業

主査（サイバーセキュリティ
統括官付参事官付）

整備センター業務推進部経理
チーム（人事部付休職）

・サイバーセキュリティの確
保に関する制度の推進
・サイバーセキュリティ対策
に係る国際関係業務
・サイバーセキュリティに係
る調査、普及啓発　等

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

ＩＣＴコンサルティング本部
企画部門主査（ヒューマンリ
ソース部人事･人材開発部門
主査）

　情報防護対策に必要な情報
システムのセキュリティ確保
及び情報リテラシーの維持・
向上に関する政策調整、情報
防護対策に関する各種調査お
よび秘密保全関連業務

　電気通信事業等

大臣官房総務課情報防護対策
室課長補佐

エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

情報通信政策研究所調査研究
部主任研究官
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
外務省 H30.4.1

～
751 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
外務省 H30.4.1

～
752 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 豊田通商株式会社 H30.4.1

～
753 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
財務省 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 H30.4.1

～
754 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　普通財産の減額売払、減額
貸付及び定期借地貸付に関す
る企画及び立案並びに事務の
統一に関すること、普通財産
の売払及び貸付を活用した地
域における国有財産の最適利
用に関すること等

　信託銀行業

　イラクにおける経済・エネ
ルギー等に関する情報収集・
分析、日系企業支援および対
イラク復興支援等に関する業
務

在ブルネイ日本国大使館二等
書記官

東京海上日動火災保険株式会
社
東京新都心支店主任（公務第
一部付主任）

　日ブルネイ間の人物・文化
交流事業、日本語普及事業等
の広報文化に関する業務の
他、ブルネイ経済、金融事情
の調査、分析及び情報収集等

　損害保険業

国際協力本部（事務総長付主
幹）

　ジャパン・ハウスの創設・
運営および「日本文化季間」
の広報関連業務、日本企業等
の海外展開支援の強化に関す
る業務

　総合経済団体

在英国日本国大使館一等書記
官

一般社団法人日本経済団体連
合会

在イラク日本国大使館一等書
記官（併任）在ヨルダン日本
国大使館

機械・エネルギー・プラント
プロジェクト本部プラント・
プロジェクト部第一グループ
（コーポレート部門人事総務
部付）

　総合商社

理財局国有財産業務課業務第
三係長（併任）理財局国有財
産調整課

不動産営業第２部調査役補
（人事部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
スポーツ庁 大塚製薬株式会社 H30.4.1

～
755 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 H30.4.1

～
756 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 味の素株式会社 H30.4.1

～
757 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 H30.4.1

～
758 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
スポーツ庁 ぴあ株式会社 H30.4.1

～
759 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

三井住友海上火災保険株式会
社健康スポーツ課障害者スポー

ツ振興室専門職

　スポーツによる地域振興に
係る企画及び立案並びに援助
及び助言に関すること

　BTM（Business Travel
Management）事業 & ITソ
リューション（国内及び海外
出張に関するコンサルティン
グ、国内及び海外航空券・乗
車券類の販売インセンティブ
ツアー等企業内グループ旅行
の企画手配など）

参事官（民間スポーツ担当）
付経営改善係

　スポーツ団体の経営改善に
対する指導及び助言等に関す
ること

　音楽・スポーツ・演劇・映
画・各種イベント等のチケッ
ト販売等

ライブ・エンタテインメント
第三グループ（人事法務局
付）

株式会社ＪＴＢ人事部ＪＴＢ
ユニバーシティ運営事務局人
財育成担当マネージャー（人
事総務部人事総務課担当課
長）

競技スポーツ課スポーツ科学
係長

グループ調達センター原料グ
ループ（人事部人財開発グ
ループ）

　スポーツ科学を活用した競
技力の向上施策に係る企画・
立案等に関すること

　食品及びアミノ酸関連製品
の製造販売

健康スポーツ課事業係長（併
任）健康スポーツ課スポーツ
安全係長

ニュートラシューティカルズ
事業部販売促進部課長（業務
管理部）

　スポーツを通じた健康増進
及びスポーツ活動中の事故防
止に係る企画・立案・調査等
に関すること

　医薬品・臨床検査・医療機
器・食料品・化粧品の製造、
販売、輸出及び輸入

東京本部東京南支店蒲田支社
支社長代理（人事部課長代
理）

　障害者スポーツの各種大会
の開催支援等を通じた障害者
スポーツの振興に関すること

　損害保険業

株式会社ＪＴＢビジネストラ
ベルソリューションズ参事官（地域振興担当）付専

門職
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
厚生労働省 株式会社島津製作所 H30.4.1

～
760 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 住友生命保険相互会社 H30.4.1

～
761 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 株式会社クボタ H30.4.1

～
762 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 H30.4.1

～
763 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

健康局がん・疾病対策課長補
佐

経営戦略室ヘルスケア事業戦
略ユニットマネージャー（人
事部マネージャー）

　東日本大震災により被害を
受けた地域で水道未復旧地域
との調整、福島県、現地連絡
協議会との調整、災害復旧費
に関する事務などの業務を担
う。

　総合エンジニアリング事業

医薬・生活衛生局水道課長補
佐

パイプシステム事業ユニット
鉄管研究部第３グループ長
（パイプシステム事業部付）

　水道事業等の創設、変更認
可等にかかる高度な判断を必
要とする業務、水道事業の第
三者委託に関する調整及び水
道事業体に対する技術的な調
査の企画・集計・分析等に関
する業務

　機械器具製造業

環境本部アクア事業部パイプ
ライン技術部技術室経営ス
タッフ（課長）（環境本部
付）

１ 課の所掌する行政の総合
的企画及び調査・調整に関す
ること
２ 課の所掌する法令等の制
定、改廃及び解釈に関するこ
と

　分析・計測機器、医用機
器、航空機器、産業機器の開
発、製造、販売

健康局がん・疾病対策課主査 契約審査部契約企画室主任
（調査広報部主任）

１ 課の所掌する行政の総合
的企画及び調査・調整に関す
ること
２ 課の所掌する法令等の制
定、改廃及び解釈に関するこ
と

　生命保険業

医薬・生活衛生局水道課復興
第二係長

ＪＦＥエンジニアリング株式
会社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
厚生労働省 株式会社ＩＨＩ H30.4.1

～
764 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 綜合警備保障株式会社 H30.4.1

～
765 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
厚生労働省 H30.4.1

～
766 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
厚生労働省 日本生命保険相互会社 H30.4.1

～
767 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

経理部チーフ（人事部付チー
フ）

保険局調査課医療費解析官 法人商品開発室課長補佐兼団
体年金部（法人営業企画部市
場開発室所属）

・医療費供給面のマクロ統計
の解析に関すること
・医療費供給面のミクロ統計
の解析に関すること

　生命保険業

子ども家庭局保育課主査 営業推進部常駐･綜管営業室
常駐･綜管営業企画課（営業
推進部付）

　保育対策の総合企画・他の
連絡調整に関すること、国会
関係事務など

　警備の請負とその保障業務

労働基準局安全衛生部労働衛
生課産業保健支援室長補佐

航空宇宙事業本部相馬事業所
総務部（本社人事部人事グ
ループ）

・ストレスチェック制度に関
する周知広報、制度への疑義
及び見直し対応
・「健康情報の取扱いに関す
る検討会」の運営
・労働者健康安全機構本部、
産業保健総合支援センター及
びその地域窓口（地域産業保
健センター）における産業保
健活動総合支援事業（補助
金）の運営

　航空機エンジン、発電用ボ
イラ、ＬＮＧタンク、ターボ
チャージャ等の製造

雇用環境・均等局有期・短時
間労働課多様な働き方推進室
企画第二係長

ＳＧホールディングス株式会
社

・パートタイム・有期雇用労
働法（改正法）の解釈及び改
正法の周知業務に関すること
・短時間・有期雇用労働者対
策に関する「基本方針」の制
定に関すること
・多様な正社員の普及に関す
ること

　グループ経営戦略策定・管
理並びにそれらに付随する業
務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
厚生労働省 日本生命保険相互会社 H30.4.1

～
768 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
農林水産省 株式会社日本旅行 H30.4.1

～
769 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 株式会社秋田銀行 H30.4.1

～
770 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 シダックス株式会社 H30.4.1

～
771 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
農林水産省 H30.4.1

～
772 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

食料産業局輸出促進課戦略実
行班戦略実行第３係長

角館支店（営業本部地域サ
ポート部）

　輸出戦略実行委員会に関す
る事務、日本食海外普及功労
者表彰事業の実施

　銀行業

食料産業局バイオマス循環資
源課食品リサイクル指導第２
係長

人事部採用研修課（人事部）

　食品循環資源の再生利用等
に関する企画、連絡調整、知
識の普及及び指導

　給食事業、売店コンビニエ
ンス事業、レストランカラオ
ケ事業、車両運行管理事業等

茨城南支店法人支社支社長代
理（企画開発部長席付課長代
理）

　財務諸表をはじめとする各
種行政庁提出書類の内容の適
否の確認、指導等

　損害保険業

経営局金融調整課経営専門職
損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

・情報政策の法制に関する総
合的企画及び連絡調整に関す
ること
・情報政策に関する個人情報
保護法制に関すること
・その他、情報政策に関する
法制に関すること

　生命保険業

食料産業局食文化・市場開拓
課課長補佐（業務指導班担
当）

経営管理部新事業室主任
（同）

商品開発部副主任（営業企画
部所属）

政策統括官付情報化担当参事
官室主査

　外食・中食産業の発達、改
善及び調整に関すること

　旅行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
水産庁 マルハニチロ株式会社 H30.4.1

～
773 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 株式会社インテック H30.4.1

～
774 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 H30.4.1

～
775 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　損害保険業

三井住友海上火災保険株式会
社

　経済産業省の情報化を図る
ため、個別業務等の情報シス
テムに係る企画、開発および
運用管理へのサポート、担当
課室との連絡調整等に関する
業務。
　また、省内各課からのＩＴ
に係る相談に応じ、ツール開
発・提供やシステム開発の提
案等の業務を行う。

　情報化戦略の立案、システ
ムの企画、開発等

北陸本部富山支店富山第二支
社支店長代理（人事部課長代
理）

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

資源管理部国際課国際専門官 株式会社マルハニチロ北日本
商品開発課長（人事部付課長
役）

　海外漁業協力に関する専門
の事項についての企画、調査
及び分析に関する事務等

　水産物の加工、販売等

大臣官房情報システム厚生課
情報システム室情報システム
調査官

公共ソリューション事業本部
収入保険プロジェクトチーム
主事（サブリーダー）（人事
部付）

　サービス、マネジメントシ
ステム等の分野における国際
標準化活動の推進として国内
関係者を集めた検討体制の構
築、国際会議に向けた対応方
針の決定、予算措置による規
格開発支援や活動費支援等を
実施。あわせて、同分野にお
けるJISの制定、認証制度の
構築に関する業務等を行う。
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社日本政策投資銀行 H30.4.1

～
776 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 株式会社東邦銀行 H30.4.1

～
777 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 株式会社仙台銀行 H30.4.1

～
778 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

・事業承継・世代交代集中支
援事業に関する業務
・中小企業再生支援・事業引
継ぎ支援事業に関する業務
・経営承継円滑化法における
金融支援に関する業務

　銀行業

電力・ガス取引監視等委員会
事務局ネットワーク事業監視
課料金係長（併任）電力・ガ
ス取引監視等委員会事務局
ネットワーク事業監視課ネッ
トワーク事業企画係長（併
任）電力・ガス取引監視等委
員会事務局ネットワーク事業
制度企画室付

企業金融第５部副調査役
（同）

　我が国電力・ガス市場や託
送料金制度における課題の発
掘・分析、関係機関との調
整、政策立案のための実務作
業等

　政府系金融機関

東北経済産業局地域経済部製
造産業課機械産業係長

仙台東支店次長（総務部付）

　銀行業

東北経済産業局産業部中小企
業課事業承継支援係長

地元企業応援部推進室（総務
部付）

・東北地域内における機械産
業の現状調査や課題解決のた
めの検討
・福島イノベーションコース
ト構想の実現のための支援
・中小ものづくり産業の技術
力向上・販路拡大のための対
応
・地域未来投資促進法に基づ
く地域経済牽引企業等への支
援制度周知、案件発掘
・地域中核支援事業による機
械産業のネットワーク化構築
支援
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社群馬銀行 H30.4.1

～
779 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 東京東信用金庫 H30.4.1

～
780 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 川崎信用金庫 H30.4.1

～
781 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

・地域の中小企業、大学、研
究機関や産業支援機関と連携
しながら地域主導型クラス
ターの推進を図る。施策の活
用や事業化戦略の立案などを
支援する。
・地域の特性を活かした成長
性の高い新たな分野に政策資
源を集中投入していけるよう
環境整備を行う。
・地域産業支援機関等と連携
しながら、地域中堅・中小企
業等に対し、併走型支援を行
う。

　信用金庫業

関東経済産業局地域経済部次
世代・情報産業課ヘルスケア
産業室ヘルスケア産業第二係
長

渡田支店係長（業務部調査
役）

　中小企業等によるヘルスケ
ア産業分野への展開又は当該
分野での高度化を図り、競争
力を強化するため、課題や
ニーズの発掘やものづくり企
業とのマッチング等をはじめ
とする幅広い支援を推進す
る。

　信用金庫業

関東経済産業局地域経済部産
業技術革新課技術企画第一係
長

富岡支店融資係（人事部付）

　中小企業や大学等が有機的
に連携しイノベーションを創
出する仕組み（産学官連携）
を推進する。技術シーズ創出
と事業化をつなぎ、イノベー
ションを生み出すための環境
整備を行う。

　銀行業

関東経済産業局地域経済部地
域振興課産業クラスター専門
官（併任）関東経済産業局地
域経済部地域未来投資促進室
付（併任）関東経済産業局地
域経済部地域振興課地域企業
支援室付

葛飾支店営業課主事（人事部
付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社八千代銀行 H30.4.1

～
782 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 武陽ガス株式会社 H30.4.1

～
783 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 伊丹産業株式会社 H30.4.1

～
784 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　銀行業　中小企業ものづくり高度化
法に基づく「特定研究開発等
計画」の認定に係る外部委員
会開催事務、及び、その計画
認定を受けた中小企業者等が
産学官等で連携（共同体）し
実施するものづくり基盤技術
の高度化に資する研究開発、
試作開発及び販路開拓等に対
する戦略的基盤技術高度化支
援事業の実施事業の支援、
フォローアップ等

関東経済産業局産業部製造産
業課ものづくり基盤技術専門
官

　ガス業（都市ガス及び簡易
ガス事業、ＬＰガス供給販
売、ガス器具販売、ガス配管
工事など）

中部近畿産業保安監督部近畿
支部電力安全課産業保安職
（併任）中部近畿産業保安監
督部近畿支部電力安全課電気
事業用係

保安部係員（同）

　中小企業等による産地の技
術や農林水産品等の地域の特
徴ある資源（地域資源）を活
用した創意ある取り組みを支
援し、促進する。

　電力安全課における、
（１）事業用電気工作物に係
る工事、維持及び運用に関す
ること（他の係の所掌に属す
るものを除く。）
（２）ダム水路主任技術者の
資格に関すること
（３）一般用電気工作物に関
する調査業務の監督に関する
こと
（４）電気事故防止対策に関
すること（他の係の所掌に属
するものを除く。）
（５）電気保安通信設備に関
すること

　ガスの製造、供給、販売等

関東経済産業局産業部経営支
援課地域資源企業化支援専門
官

総務部総務課（同）

渋谷支店兼青山通支店営業係
（人事部所属）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社四国銀行 H30.4.1

～
785 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社レクザム H30.4.1

～
786 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

・企業の工業所有権の取得促
進のため、特許料減免措置の
周知等を行うとともに、企業
経営における工業所有権等の
活用に関する普及・啓発のた
めのセミナー等を行う。
・四国地域の産学官連携の推
進に関する調査、セミナーの
開催等、政策の推進に関する
業務

　各種エレクトロニクス製品
等製造・販売

四国経済産業局産業部中小企
業課新事業促進室農商工連携
係長（併任）四国経済産業局
総務企画部企画課地方創生支
援室地方創生専門官（併任）
四国経済産業局総務企画部調
査課付

人事部（人事部付）

四国経済産業局地域経済部産
業技術課工業所有権活用専門
官（併任）四国経済産業局地
域経済部産業技術課知的財産
室知的財産係長（併任）四国
経済産業局地域経済部次世代
産業課調査官

技術開発部（技術開発部付）

・各市町村の地域創生の取組
みに関し、「しごとづく
り」、「まちづくり」等の
ニーズへの対応を行う。
・農林水産業の成長産業化の
支援のために必要となる総合
的な戦略の企画、立案及び総
合調整に関する業務、中小企
業の交流及び連携に関するこ
とのうち、農商工連携に関す
る業務
・地域経済産業調査に係る業
務

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 西部瓦斯株式会社 H30.4.1

～
787 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
資源エネルギー庁 本田技研工業株式会社 H30.4.1

～
788 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
資源エネルギー庁 東京瓦斯株式会社 H30.4.1

～
789 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　

③

　
中小企業庁 H30.4.1

～
790 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

省エネルギー・新エネルギー
部新エネルギーシステム課企
画調整係長

都市エネルギー事業部法人営
業第二グループ指導職（エネ
ルギー企画部計画グループ指
導職）

　分散型エネルギーリソース
の活用に係る新たな政策の企
画立案及び部局内外の関係者
との調整業務を担当

　ガスの製造、供給、販売等

業務第二部部長代理（人事部
付部長代理）

　我が国の中小企業の足下の
動向について調査・分析を行
うとともに、これまでの我が
国の中小企業の構造変化を踏
まえつつ、中長期的に取り組
むべき中小企業政策の検討に
資する調査・分析を行う業務

　中小企業の設立に際して発
行される株式の引受け・保有
及び中小企業の発行する増資
新株等の引受け・保有並びに
投資先企業に対する経営又は
技術の指導

事業環境部企画課経営力向上
係長（併任）事業環境部企画
課調査室調査係長

九州産業保安監督部電力安全
課産業保安職（併任）九州産
業保安監督部電力安全課発電
係長

総合企画室技術企画室環境企
画グループ係長（係長）

　発電用新エネルギー施設を
除く（１）発電用施設の工
事、維持及び運用に関するこ
と、（２）発電用施設に係る
電気事故防止対策に関するこ
と、（３）発電用施設の設置
に関し、その周辺地域の環境
保全に係る調査に関すること
等の業務

　ガスの製造、供給、販売等

資源・燃料部鉱物資源課鉱物
資源確保二係長

四輪事業本部購買本部購買一
部艤装課チーフ（人事・コー
ポレートガバナンス本部人事
部（出向・派遣）経済産業
省）

　鉱種毎のサプライチェーン
の実態を踏まえた鉱物資源安
定供給戦略の策定、資源外
交・資源国協力に係る企画・
調査等の業務

　二輪事業、四輪事業、航空
機事業、汎用事業及びその他
の事業

東京中小企業投資育成株式会
社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
中小企業庁 のと共栄信用金庫 H30.4.1

～
791 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
中小企業庁 西武信用金庫 H30.4.1

～
792 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 西日本建設業保証株式会社 H30.4.1

～
793 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
国土交通省 三井住友信託銀行株式会社 H30.4.1

～
794 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑧

経営支援部小規模企業振興課
地域連携二係長

主任（羽咋支店主任）（総合
戦略部長代理）

・小規模事業者支援法に基づ
く経営発達支援計画の認定及
び関連業務
・小規模企業振興基本計画の
改定及び小規模事業者支援法
改正検討
・小規模企業振興のための予
算関連業務
・その他、小規模企業振興政
策の企画立案業務

　信用金庫業

経営支援部創業・新事業促進
課創業支援専門官

事業強化支援部事業強化支援
担当（同）

　創業支援分野において、法
律、税、財政投融資等の政策
手法を活用しつつ、中小企業
の創業・起業を促進するため
の業務に従事する。また、地
方の経済産業局や市区町村、
商工会・商工会議所とも密接
に連携を行う。

　信用金庫業

大臣官房地方課公共工事契約
指導室契約管理係長

兵庫支店係長（東京支店付係
長待遇）

・電子契約システムの運用保
守等に関する業務
・統合版工事契約管理システ
ムの開発に関する業務
・国土交通省発注工事・コン
サルの契約実績のとりまとめ
業務
・行政文書開示請求に関する
業務

　公共工事前払金保証事業、
契約保証事業等

総合政策局物流政策課ターミ
ナル係長

本店営業第五部主任（人事部
付）

　物流効率化の推進に関する
施策の企画・立案、貨物自動
車ターミナル事業に係る許認
可及び事業の監査に関するこ
と、物流分野における新技術
の活用に対応したターミナル
施設のあり方に関する施策の
企画・立案

　信託銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 味の素物流株式会社 H30.4.1

～
795 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 H30.4.1

～
796 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 積水化学工業株式会社 H30.4.1

～
797 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

③

　
国土交通省 信金中央金庫 H30.4.1

～
798 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

総合政策局物流政策課物流効
率化推進室主査

冷凍食品事業部企画管理グ
ループ（人事部一般職）

　物流の平準化・標準化に向
けた調査及び施策の企画・立
案、物流分野における新技術
の活用に向けた調査及び施策
の企画・立案、物流関連の統
計の整備等に関する企画・立
案

　貨物自動車運送業

技術本部ハードウェアグルー
プ（管理本部総務部）

さくらインターネット株式会
社総合政策局行政情報化推進課

企画第２係長（併任）総合政
策局情報政策本部

　国土交通本省ＬＡＮシステ
ムに関する業務
　国土交通本省テレワークシ
ステムに関する業務

・インターネットへの接続
サービスの提供、サーバの設
置及び管理業務、各種情報提
供サービス業務、コンサル
ティング
・電気通信事業法に基づく電
気通信事業
・コンピュータソフトウェア
の企画、開発及び販売

土地・建設産業局建設市場整
備課調整係長

中四国セキスイハイム工業株
式会社技術部製品技術グルー
プ（住宅カンパニー）

　中小・中堅建設企業に対す
る支援（地域建設産業活性化
支援事業の実施）
　建設産業の魅力を発信する
広報
　税制改正要望への対応

　住宅分野、管工機材分野、
車両・ＩＴ・メディカル分野
における設備、材料等の製
造・加工・販売、建築物の設
計、施工、請負等

都市局まちづくり推進課企画
専門官

法人営業推進部次長（業務Ｇ
担当）（地域・中小企業研究
所付国土交通省出向審議役待
遇）

・都市再生の推進に関する施
策に関する事務の総括
・まちづくりに関する民間事
業者に対する支援に関する事
務の総括　等

　金融業

不動産・建設経済局建設市場
整備課調整係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 株式会社島津製作所 H30.4.1

～
799 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 三菱地所株式会社 H30.4.1

～
800 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 東日本旅客鉄道株式会社 H30.4.1

～
801 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑨

　
国土交通省 株式会社パスコ H30.4.1

～
802 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 株式会社三井住友銀行 H30.4.1

～
803 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑩

都市局まちづくり推進課官民
連携推進室官民連携推進係長

常盤橋開発部（人事部付）

　官民連携まちづくりの推進
に関する先進事例の収集及び
横展開の推進

　総合不動産業

都市局街路交通施設課駐車場
係長

東北工事事務所（復興推進）
課員（建設工事部課員）

　駐車場整備に関する長期計
画策定、指導、調整等に関す
ること

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

都市局まちづくり推進課都市
開発金融支援室まち再生係長

基盤技術研究所電子・イオン
ユニット電子グループ主任
（人事部主任）

・都市再生に関する都市開発
金融支援室関連施策について
の連絡調整
・地方都市における都市再生
等に係る助言等

　分析・計測機器、医用機
器、航空機器、産業機器の開
発、製造、販売

水管理・国土保全局河川計画
課経済係長

中央事業部営業一部東京支店
営業二課（事業推進本部事業
推進部）

○水害統計調査に関すること
○「各種資産評価単価及びデ
フレーター」の更新に関する
こと
○河川現況調査に関すること

　測量、情報システム開発、
建設コンサルタント

水管理・国土保全局下水道部
下水道企画課官民連携推進係

神田法人営業第三部（本店）

○下水道分野におけるＰＰＰ
／ＰＦＩの推進に関する企
画・調整業務
○ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を実
施・検討している地方公共団
体等への対応

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 タイムズ２４株式会社 H30.4.1

～
804 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H30.4.1

～
805 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H30.4.1

～
806 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 明治安田生命保険相互会社 H30.4.1

～
807 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

道路局企画課評価室アカウン
タビリティ係長

経営企画部付課長代理（同）

　道路の整備等に関する施策
の分析及び事業における広
報・アカウンタビリティ等に
係る事項並びにこれらに関連
する基礎調査

　駐車場事業、カーシェアリ
ング事業

銀座地区オペレーション
フィールドカウンセラー（リ
クルートフィールドカウンセ
ラー）

・住宅建設の実績及び見通
し、住宅資金の調査に関する
こと
・「安心Ｒ住宅」制度の企画
及び調整に関すること
・住宅取得の円滑化に係る調
査、企画及び調整に関するこ
と
・住居費に関する調査及び住
宅の家賃制度に関する企画並
びに調査に関すること

　コンビニエンスストア事業
運営

住宅局住宅政策課住宅経済係
長

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン

営業本部勤務（地域創生室）
（総務人事部）

・住生活サービス産業の振興
に必要な環境の整備に関する
こと
・住教育の推進に関する企画
立案

　建築物・電力設備のコンサ
ルティング、企画、設計、保
守、維持管理等

住宅局安心居住推進課長補佐 コンプライアンス統括部主席
スタッフ（人事部（出向））

・住宅セーフティネット制度
に関すること
・家賃債務保証に関すること
・高齢者の居住支援に関する
こと

　生命保険業

住宅局住宅政策課住生活サー
ビス産業振興係長

株式会社ＮＴＴファシリ
ティーズ
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 住友林業株式会社 H30.4.1

～
808 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　

③

　
国土交通省 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 H30.4.1

～
809 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 ミサワホーム株式会社 H30.4.1

～
810 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 株式会社日建設計 H30.4.1

～
811 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 積水ハウス株式会社 H30.4.1

～
812 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

住宅局建築指導課バリアフ
リー推進係長

住宅事業本部千葉支店生産Ｇ
主任（人事部）

　バリアフリー関係法令の施
行及び運用、建築物に係るバ
リアフリーに関する基準の収
集整理等、建築物の所有者等
に対するバリアフリー化に関
する普及啓発に関すること

　山林の経営、木材・建材の
売買、注文住宅の建築等

住宅局住宅生産課調査･技術
振興係長

開発本部技術開発部技術企画
室（企画調査室係長）

　長期優良住宅制度に関する
企画立案、住宅・建築物の技
術高度化に関する企画立案

　窓、サッシ及びその他の建
築建材の製造、販売

住宅局建築指導課課長補佐 技術部構造技術課主幹（技術
部構造技術課）

　木造建築物に係る基準の運
用に関すること、木造建築物
に係る新技術・新工法の技術
開発・調査に関すること

　建物及び構築物の部材の製
造及び販売、建築、土木、外
構、造園その他工事の設計、
請負、施工及び監理等

住宅局建築指導課長補佐 設計部門佐藤設計グループ土
屋設計部スタッフ（設計部門
代表付）

　建築物に関する基準等の企
画に関する業務

　建築の企画・設計監理、都
市・地域計画および これら
に関連する調査・ 企画コン
サルタント業務

住宅局総務課国際室国際調査
係長

総合住宅研究所構造・防災研
究開発グループ課長（総合住
宅研究所課長）

　諸外国の建築基準等に関す
る調査企画、建築基準等に関
する国際協力、国際会議等に
関すること

　建築物の設計、施工、請負
及び監理等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 旭化成ホームズ株式会社 H30.4.1

～
813 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社東栄住宅 H30.4.1

～
814 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社アキュラホーム H30.4.1

～
815 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 相鉄不動産株式会社 H30.4.1

～
816 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

住宅局住宅生産課住宅消費者
支援係長

マーケティング本部企画部
（新規事業推進本部企画開発
部）

・住宅品確法・住宅瑕疵担保
履行法の施行に関すること
・住宅紛争処理の支援等の住
宅紛争処理制度の運用に関す
ること
・民法改正法を踏まえた住宅
瑕疵担保に係る紛争実務にお
ける対応に関すること

　戸建住宅、集合住宅の受
注、販売、設計、施工管理

住宅局総務課国際室課長補佐 事業開発本部営業一部主任
（総務部付主任）

・住宅・建築分野全体におけ
る国際関係政策に関する企
画・立案・調整
・住宅・建築分野全体の海外
展開に関する企画・立案・調
整
・政府間の国際会議等におけ
る住宅・建築分野に関する他
国等との交渉・調整　等

　戸建住宅分譲事業、マン
ション分譲事業、建築請負事
業、不動産賃貸事業

住宅局住宅生産課企画生産係
長

株式会社アキュラホーム東京
中央東京西支店八王子第二営
業所所長（総務人事部課長）

　住宅の性能を表示する制度
（住宅性能表示制度）に関す
る企画立案、既存住宅の表示
制度に関する普及に関するこ
と、その他住宅生産に関する
制度に係る企画立案等

　建設業

住宅局安心居住推進課安心居
住係長

開発計画部開発企画センター
主査（業務管理部総務・人事
センター主査）

・居住支援協議会及び居住支
援法人の活動支援に関するこ
と
・住宅確保要配慮者の入居実
態の調査・支援に関すること
・高齢者・住宅確保要配慮者
向け賃貸住宅の整備事業に関
すること

　不動産事業

 - 216 -



令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 大同生命保険株式会社 H30.4.1

～
817 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H30.4.1

～
818 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 株式会社京三製作所 H30.4.1

～
819 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 阪急電鉄株式会社 H30.4.1

～
820 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

住宅局住宅生産課住宅瑕疵担
保対策室調査係長

商品部商品開発課係長（人事
総務部付係長）

・住宅瑕疵担保保険制度等の
見直しの検討に関すること
・住宅瑕疵担保責任保険法人
の指導・監督に関すること
・建築物省エネ法の改正のあ
り方の検討に関すること

　生命保険業

ネットビジネス統括本部プロ
ダクトデザインユニット分譲
マンションネットプロダクト
デザイングループ（企画統括
室付）

株式会社リクルート住まいカ
ンパニー住宅局住宅生産課建築環境企

画室環境企画係長

・建築物省エネ法の施行に関
すること
・建築物省エネ法の制度見直
しに関すること
・低炭素建築物の普及の促進
に関すること

　住宅領域に関わる商品、
サービスの提供

鉄道局国際課国際協力室国際
協力係長

開発センター主任（人事部長
付）

　海外の鉄道に係る人材育成
の支援等国際協力に関する業
務

　鉄道信号システム、交通管
理システム、電力変換システ
ム等、電気・電子機器の設
計、製造、販売

鉄道局国際課係員 都市交通事業本部運輸部神戸
線運輸課人事係（阪急阪神
ホールディングス株式会社人
事総務室人事部付）

・国際関係事務に関する基本
的な政策及び計画の取りまと
めに関すること
・鉄道等に関する国際機関及
び外国の行政機関等との連絡
及び調整に関すること
・外国における鉄道政策及び
鉄道事情に関する調査及び資
料の収集に関すること

　鉄道事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 近畿日本鉄道株式会社 H30.4.1

～
821 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H30.4.1

～
822 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑫

　
国土交通省 H30.4.1

～
823 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 H30.4.1

～
824 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑮

　
国土交通省 2.4.1 株式会社愛媛銀行 H30.4.1

～
825 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

鉄道局技術企画課技術開発室
新実験線係長

名古屋統括部施設部工務課事
務員（企画統括部技術管理部
付）

　鉄道の技術開発に係る調
査・研究並びに他省庁との連
絡・調整に関する業務

　鉄道事業及びその他付帯事
業

自動車営業推進部特命課長
（企画開発部長席付）

・自動運転に係る公道等実証
実験の計画策定に関する関係
者との調整及び当該計画の進
捗管理
・自動運転技術の開発・普及
促進に係る施策検討に関する
関係部局との調整

　損害保険業

自動車保険部部付スタッフ主
任（経営企画部経営調査室主
任）

自動車局技術政策課専門官
損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

自動車局技術政策課主査
あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社

・自動車アセスメント（自動
車の衝突安全性能や自動ブ
レーキの性能などを評価し、
公表するもの）の企画立案、
実施
・安全装置が装着された自動
車の普及促進策の企画立案、
実施

　損害保険業

船舶営業部営業第二課課長代
理（海上業務部課長代理）

　船舶事故による損害の賠償
を保障する制度に関する業務

　損害保険業

海事局船舶産業課企画調整係
（一般職員）

八幡浜支店一般（人事教育部
付出向）

　船舶投融資制度の現状把握
及び投融資施策の立案

　銀行業

海事局安全政策課事故保障対
策係長

東京海上日動火災保険株式会
社

海事局船舶産業課企画調整係
長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 有人宇宙システム株式会社 H30.4.1

～
826 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H30.4.1

～
827 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 京浜急行電鉄株式会社 H30.4.1

～
828 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 三井住友建設株式会社 H30.4.1

～
829 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

有人宇宙技術部技術グループ
主幹（経営企画・営業部付主
幹）

・航空機技術審査センターに
おける主幹設計審査官業務
・三菱航空機(株)が開発中で
ある国産ジェット旅客機
（MRJ）設計の安全基準・環
境基準への適合証明（型式証
明）に関わる事務

・国際宇宙ステーションにお
けるJEM（日本実験棟“きぼ
う”）の運用・利用支援業務
・安全開発保証
・衛星利用（地球観測衛星、
通信衛星、測位衛星）
・民間による宇宙利用の促進

株式会社ＪＴＢグローバル
マーケティング＆トラベル
付、春秋航空日本株式会社営
業企画本部長（総務部総務
課）

航空局国際航空課専門官
株式会社ＪＴＢグローバル
マーケティング＆トラベル

航空局安全部航空機安全課航
空機技術審査室主幹設計審査
官（併任）航空局安全部航空
機安全課航空機技術審査セン
ター

　建設事業：土木・建築・プ
レストレストコンクリート工
事の設計・施工及びこれらに
関する事業
　開発事業：不動産の売買、
賃貸及び管理に関する事業

＜国際航空施策に係る業務全
般＞
　航空の国際協定等に関する
国際航空交渉に係る各種調査
等

　訪日インバウンド旅行営業

航空局航空ネットワーク部首
都圏空港課主査

鉄道本部運転車両部運転課主
査（人事部主査）

　羽田空港の機能強化に関す
る自治体・住民との調整、住
民説明会の資料作成等

　交通事業、不動産事業、レ
ジャー・サービス事業、流通
事業等

近畿地方整備局企画部企画課
事業評価係長

中部支店土木部主任（大阪支
店土木部主任）

・近畿地方整備局内の事業評
価のとりまとめ、各部への指
導・助言、事業評価監視委員
会委員との調整等
・近畿地方整備局内の広報関
係業務の企画・立案　等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 株式会社鴻池組 H30.4.1

～
830 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社北洋銀行 H30.4.1

～
831 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

　
国土交通省 京阪電気鉄道株式会社 H30.4.1

～
832 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
観光庁 H30.4.1

～
833 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
海上保安庁 2.4.1 ＥＳＲＩジャパン株式会社 H30.4.1

～
834 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

公務部営業第三課課長代理
（同）

　住宅宿泊事業及び住宅宿泊
仲介業に関する制度の企画・
立案業務

　損害保険業

観光産業課民泊企画係長（併
任）観光産業課民泊業務適正
化指導室

三井住友海上火災保険株式会
社

近畿地方整備局道路部道路構
造保全官

東京本店土木企画部企画課課
長代理（本社付）

　近畿地方整備局管内の自治
体におけるインフラメンテナ
ンス推進に係る業務

　建設事業：土木・建築・プ
レストレストコンクリート工
事の設計・施工及びこれらに
関する事業
　開発事業：不動産の売買、
賃貸及び管理に関する事業

北海道開発局港湾空港部港湾
計画課開発専門職

北十五条支店主査（地域産業
支援部主査）

１ 北海道産品の海外輸出促
進に関する業務
２ 企業・物流関連情報に関
する業務
３ 統計情報等管理に関する
業務

　銀行業

関東運輸局鉄道部技術第一課
土木第一係長

工務部技術課（土木担当）係
長（人事部係長）

　鉄道土木施設に係る許認可
事務、施設完成検査業務等

　鉄道事業等

海洋情報部海洋情報課海洋空
間情報室海洋空間情報官

コンサルティンググループ
（第３）（総務経理グループ
員）

　海洋状況表示システムの整
備と運用にかかる技術支援業
務

　GISソフトウェアの輸出
入、販売、開発、および関連
するサービスの提供

海洋情報部情報利用推進課海
洋空間情報室海洋空間情報官
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
環境省 2.4.1 綜合警備保障株式会社 H30.4.1

～
835 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

③

　
原子力規制庁 株式会社竹中工務店 H30.4.1

～
836 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 株式会社日立製作所 H30.5.1
総合政策局秘書課課長補佐 ～

837 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

環境再生・資源循環局総務課
リサイクル推進室（小電リサ
イクル係）

総務部法務室法務課（総務部
付）

　小型家電リサイクル制度の
見直しに関する点検、制度設
計業務等

　警備の請負とその保障業務

長官官房地震・津波研究部門
技術研究調査官

エンジニアリング本部原子力
火力部門技術１グループ（エ
ンジニアリング本部（社長室
付））

　原子力規制委員会における
安全研究の基本方針による安
全研究の目的のうち
１　技術基盤の構築・維持
将来の規制活動に役立つ新た
な知見の創出、原子力規制等
における高度な専門性を有す
る人材の確保及び育成等の技
術基盤の構築・維持
２　規制活動に必要な一般的
な手段の整備
安全評価に使用する解析コー
ド、緊急時モニタリング技術
等の委員会が規制活動を遂行
するに当たり必要となる一般
的な手段の整備

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理

金融第一システム事業部事業
推進本部プロジェクトマネジ
メント推進部技師（システム
＆サービスビジネス統括本部
システム＆サービス事業管理
統括本部プロジェクトマネジ
メント推進本部金融プロジェ
クトマネジメント推進部第１
グループ技師）

　金融庁の情報システムの整
備及び管理に関すること

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

環境再生・資源循環局総務課
リサイクル推進室小電リサイ
クル係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
金融庁 株式会社日立製作所 H30.5.1

～
838 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 H30.5.1

～
839 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
農林水産省 2.4.1 株式会社伊藤園 H30.5.1

～
840 R2.4.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

④

　
経済産業省 新日鐵住金株式会社 H30.5.1

～
841 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

品質管理二部第一課（人事部
付）

在ロサンゼルス日本国総領事
館副領事

東京海上日動火災保険株式会
社

　国・地域別の輸出戦略の実
行及び検証、外国の市場及び
関係事業者等の情報収集、輸
出案件の形成、課題解決に向
けた調整の実施

　茶葉（リーフ）・飲料（ド
リンク）の製造・販売

経済産業政策局産業構造課企
画二係長

一般財団法人企業活力研究所
出向企画研究部主任研究員
（人事労政部主査）

監督局金融証券検査官（併
任）総合政策局リスク分析総
括課課付（併任）監督局総務
課課付

金融第一システム事業部事業
推進本部システム統括部部員
（同）

　仮想通貨交換業者を含む金
融機関のシステムリスク管理
態勢の整備・確立に関する検
査業務
　仮想通貨交換業者に対する
システムリスクモニタリング
に係る必要な企画、立案及び
その実施

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

茨城支店茨城南支社（公務第
一部付副主任）

　ジャパン・ハウスの設立お
よび運営に関連した対外発
信・広報活動、文化交流・人
的交流にかかる業務

　損害保険業

　平成３０年度に策定される
ことが見込まれる成長戦略を
踏まえ、第四次産業革命が経
済に与える影響や、企業の社
会保障負担を考慮しつつ、中
長期的な産業構造の変化を分
析し、経済政策ビジョンの策
定に関与する業務

　鉄鋼事業、エンジニアリン
グ事業等

食料産業局海外市場開拓・食
文化課地域戦略第１班地域戦
略第３係長

食料産業局輸出促進課地域戦
略班地域戦略第３係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社明電舎 H30.5.1

～
842 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 H30.5.1

～
843 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 H30.5.1

～
844 R3.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 東日本旅客鉄道株式会社 H30.5.1

～
845 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

貿易経済協力局技術・人材協
力課係員

経営企画グループ管理部管理
課兼務事業開発部及び海外戦
略グループ北米戦略プロジェ
クト（経営企画グループ管理
部管理課）

　海外産業人材の育成に関す
る調査・政策立案・実施等の
業務

　電気機械器具およびその他
の機械器具の製造、販売、据
付工事ならびに保守・点検
サービス

サプライチェーンインテリ
ジェンス室サプライチェーン
インテリジェンス課主任（開
発管理室）

　研究開発型ベンチャーのエ
コシステム構築に係る企画業
務、既存の予算事業及び委託
調査事業等の進捗管理　等

　主に持株会社としてのグ
ループ会社（傘下の半導体機
器、印刷関連機器、フラット
パネルディスプレイ機器事業
等を展開する会社群）の経営
管理業務等

ＫＮＴ－ＣＴホールディング
ス株式会社スポーツ事業部専
任課長（管理部専任課長）

産業技術環境局技術振興・大
学連携推進課研究開発専門職
(併任) 産業技術環境局技術
振興・大学連携推進課振興係
長

株式会社ＳＣＲＥＥＮホール
ディングス

商務情報政策局クールジャパ
ン政策課国際博覧会専門職
（併任）商務情報政策局クー
ルジャパン政策課博覧会推進
室長補佐

株式会社近畿日本ツーリスト
コーポレートビジネス

　2020年ドバイ国際博覧会に
おける日本館の企画立案に関
する業務

　個人旅行業、団体旅行業、
その他（国内、海外の団体旅
行並びに個人旅行商品の企画
販売、海外航空券の販売事
業）

商務情報政策局産業保安グ
ループ電力安全課一般用電気
工作物係長（併任）商務情報
政策局産業保安グループ電力
安全課電力技術基準係長

横浜支社横浜電力技術セン
ター電気技術主任（電気ネッ
トワーク部電力管理グループ
課員）

①一般用電気工作物（小出力
発電設備に限る。）の保安に
関する事務の調整に関するこ
と、②一般用電気工作物（小
出力発電設備に限る。）の技
術基準に関すること、③一般
用電気工作物その他電気に関
する事故の調査及び防止対策
に関すること等の業務

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 東日本旅客鉄道株式会社 H30.5.1

～
846 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 H30.5.1

～
847 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

関東東北産業保安監督部東北
支部電力安全課産業保安職
(併任)関東東北産業保安監督
部東北支部電力安全課電力技
術係長

エネルギー管理センター信濃
川発電所運転グループ電気技
術主任（エネルギー管理セン
ター課員）

　電力安全課における、
⑴電気事業用電気工作物の工
事、維持及び運用に関するこ
と（発電用施設に係るものを
除く。）
⑵電気事業用電気工作物の保
安に関すること
⑶一般用電気工作物に関する
調査業務の監督に関すること
⑷電気事故防止対策に関する
こと
⑸電力保安通信設備に関する
こと
⑹電気設備に関する技術基準
に関すること

　旅客鉄道事業、貨物鉄道事
業、旅客自動車運送事業、旅
行業、電気通信事業、電気供
給事業、設備工事業等

マニュアル一部取説グルー
プ・チームリーダー（マニュ
アル一部付）

(1)電気事業用電気工作物
（発電用施設を除く。）の工
事、維持、運用に関すること
(2)水力発電所（90万kW未
満）、火力発電所（90万kW未
満）、太陽電池発電所、風力
発電所の電気設備の工事、維
持、運用に関すること
(3)一般電気事業者等が実施
又は委託して実施している一
般用電気工作物（一般家庭、
商店等）の調査に関すること
(4)電気工作物、電気設備の
電気事故防止対策に関するこ
と
(5)ＰＣＢ使用電気使用製品
の使用・廃止届に関すること
等の業務を所掌する

　各種油圧応用機器・製品等
製造・販売

中国四国産業保安監督部四国
支部電力安全課産業保安職
（併任）中国四国産業保安監
督部四国支部電力安全課事業
用施設係長

株式会社タダノエンジニアリ
ング
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 セコム株式会社 H30.5.1

～
848 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 全日本空輸株式会社 H30.5.1

～
849 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑬

　
国土交通省 H30.5.1

～
850 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 H30.5.1

～
851 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

株式会社ワンダードリーム人
事グループ出向中（人事部
付）

大臣官房危機管理官付主査
（併任）大臣官房危機管理室

・国土交通省が所掌する国の
危機管理に関する業務
・オリンピック、パラリン
ピック、サミット等に向けた
公共交通に係るテロ対策
・ミサイル発射、核実験、テ
ロ発生時等の非常対応　等

　警備の請負とその保障業務

総合政策局安心生活政策課主
査

客室センター客室乗務第三部
乗務第八課（人事部付）

　国土交通省の所掌事務に係
るバリアフリー関係施策の企
画・立案及び省内外との連絡
調整業務、事業者の接遇向上
に関する調査事業及び観光地
のバリアフリー評価指標の普
及促進に関する調査事業等

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

営業統括本部官庁ソリュー
ション営業本部第二営業部主
任（営業統括本部官庁ソ
リューション営業本部第二営
業部）

　空港経営改革に係る政策の
企画・立案及び調査業務

　ネットワークをコアとする
ＩＣＴシステムに関する企
画・コンサルティングや設
計・構築などの提供、および
日本全国にわたるサポート
サービス拠点による２４時間
３６５日対応の保守・運用、
監視サービスならびにアウト
ソーシングサービスの提供

航空局航空ネットワーク部航
空ネットワーク企画課空港経
営改革推進室主査

ＮＥＣネッツエスアイ株式会
社

東海支社運用部運転Ⅰグルー
プ（福島事業センター環境保
全ユニット付）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　原子力発電付帯設備の保
守・設計施工・運営・サービ
ス・技術解析、ＩＴソリュー
ション、発電所理解促進サ
ポート等に係る事業

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生課
事業管理専門官

原電エンジニアリング株式会
社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
環境省 北陸電力株式会社 H30.5.1

～
852 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 学校法人浪商学園 H30.5.7

～
853 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 ＪＸ金属株式会社 H30.5.15

～
854 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 H30.5.16

～
855 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
会計検査院 株式会社ミロク情報サービス H30.6.1

～
856 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

福島地方環境事務所中間貯蔵
部調査設計課中間貯蔵施設調
査専門官

志賀原子力発電所発電部放射
線安全課（原子力部付環境省
出向）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業、熱供給事業、ガ
ス供給事業、電気通信事業等

参事官（地域振興担当）付専
門職

法人事務局総務部係長（同）

　公立のスポーツ施設の補助
等に関すること

　幼稚園、中学校、高等学
校、大学の運営

通商政策局総務課企画調査一
係長（併任）通商政策局欧州
課付

人事部（同）

　通商政策横断的な業務に関
することに加え、英国を始め
とする欧州二国間通商・産業
協力案件等のとりまとめや、
ロシアとの経済協力を始めと
する業務を担当

　非鉄金属資源の開発・採
掘、非鉄金属製品（銅、金、
銀等）の製造・販売、薄膜材
料品・精密圧延品・精密加工
品の製造・販売　等

ライフ東砂店水産チーフ（首
都圏人事部付（課長代理待
遇））

　キャッシュレス・消費者還
元事業を活用したクレジット
カード業界やFintech企業と
の連携によるキャッシュレス
の推進に関連する業務等

　スーパーマーケットチェー
ン「ライフ」を運営・展開す
る食品小売業

商務情報政策局消費・流通政
策課企画二係長（併任）商務
情報政策局キャッシュレス推
進室付

株式会社ライフコーポレー
ション

事務総長官房上席情報システ
ム調査官付副長（情報システ
ム調査官）

経営管理本部部付理事部長
（同）

　情報システムに関する事務 　税理士・公認会計士事務所
及びその顧問先企業向けの業
務用パッケージソフトウェア
の開発・販売。汎用サーバ・
パソコンの販売、サプライ用
品の販売や保守サービスの提
供
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
内閣府 H30.6.1

～
857 R2.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 キヤノン株式会社 H30.6.1

～
858 R3.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
外務省 2.8.3 H30.6.1

～
859 R3.5.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

Ｒ＆Ｄ・品質保証本部品質保
証部主査（Ｒ＆Ｄ・品質保証
本部勤務）

　食品安全委員会が行う食品
健康影響評価をはじめとする
食品の安全に関するリスクコ
ミュニケーションの企画立案

　小麦粉の製造及び販売他

在サンパウロ日本国総領事館
副領事

企画本部事業開発企画推進課
（人事本部人事統括センター
人事部付（海外））

株式会社日清製粉グループ本
社食品安全委員会事務局情報・

勧告広報課リスクコミュニ
ケーション専門官

　ジャパン・ハウスの運営に
関連したビジネス分野での二
国間経済関係促進、在サンパ
ウロ総領事館管轄地域の経済
情勢情報収集・分析および日
本企業支援、対日理解促進等
に関わる業務

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造

エンジニアリング本部ボイラ
技術総括部ボイラ戦略部開
発・デジタル推進課主席技師
（三菱パワー株式会社エンジ
ニアリング本部ボイラ技術総
括部ボイラ戦略部開発・デジ
タル推進課主席（休派））

　エネルギー安全保障（再生
可能エネルギー等）に関わる
政策立案、エネルギー関連国
際機関活動、国内外情勢の情
報収集等に関する業務

　ガスタービンコンバインド
サイクル、石炭ガス化複合等
各種発電プラントの設計、製
作

経済局経済安全保障課課長補
佐

三菱日立パワーシステムズ株
式会社経済局政策課資源安全保障室

課長補佐
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
農林水産省 株式会社鹿児島銀行 H30.6.1
経営局金融調整課経営専門職 融資部調査役（人事部付） ～

860 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R2.3.31
　

①

　
経済産業省 H30.6.1

～
861 R2.5.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 マツダ株式会社 H30.6.1

～
862 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 東日本建設業保証株式会社 H30.6.1

～
863 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑥

商務情報政策局ヘルスケア産
業課医療・介護・健康等関連
サービス創出二係長

損保ジャパン日本興亜ひまわ
り生命保険株式会社

○下水道事業の経営改善に関
する企画・調整業務、地方自
治体への支援
○下水道施設の維持管理に関
する企画・調整業務

　公共工事の前払金保証、契
約保証

　農協系統金融機関、特に信
用農業協同組合連合会（以下
「信連」という。）や農業協
同組合（以下「農協」とい
う。）の指導・監督等に必要
となる、
① 信連や農協の経営や財務
等の各種報告
② 信連の業務改定等に係る
案件毎の改定内容
③ 農協の業務の在り方に係
る検討に必要な資料
等の分析、調査等を行う業務

　銀行業

コンプライアンス部法務・コ
ンプライアンス推進グループ
課長代理（課長代理（人財開
発部付））

　国内の予防・健康管理サー
ビス等のヘルスケア産業の育
成に関する業務

　生命保険業

土地・建設産業局総務課国際
室課長補佐（併任）土地・建
設産業局総務課建設産業海外
ビジネス推進官

生産管理・物流本部ＣＳ部品
部調達在庫・供給管理グルー
プアシスタントマネージャー
（生産管理・物流本部アシス
タントマネージャー）

　我が国建設企業の国際展開
支援業務に関する企画立案、
調整及び実施や国際交渉を行
うことで、我が国企業が海外
進出しやすいビジネス環境を
整備する。

　輸送用機械器具の製造及び
販売

水管理・国土保全局下水道部
下水道企画課管理企画指導室
課長補佐

業務部課長代理（総務部課長
代理）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 日本生命保険相互会社 H30.6.15

～
864 R2.6.14

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
公正取引委員会 株式会社ＮＴＴドコモ H30.7.1

法務部主査（同） ～
865 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
金融庁 2.7.16 H30.7.1

～
866 R3.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

　
外務省 全日本空輸株式会社 H30.7.1

～
867 R2.4.7

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑫

経済産業政策局産業構造課経
済社会政策室調整二係長（併
任）経済産業政策局産業構造
課付

営業企画部ヘルスケア事業開
発Ｔ副主任（営業企画部副主
任）

　中長期的な産業構造・就業
構造の在り方について分析
し、経済政策ビジョンの策定
に関与するに当たって、少子
高齢化という足元の状況や企
業負担を踏まえた持続可能な
社会保障について、調査・分
析、企画立案を行う。

　生命保険業

・国際機関に係る事務の総括
に関すること
・国際機関に係る会議への参
加に関すること
・経済連携協定その他の国際
約束及び国際協力に関する覚
書に関すること

　通信事業、スマートライフ
事業、その他事業

金融ソリューション事業本部
コンサルティング統括セン
ター部（同）

　金融機関の経営の健全性を
判断するための基準に係る施
策の企画・立案及び推進に関
する業務

　情報システムに関する企
画、設計、開発、管理等

監督局総務課課長補佐（併
任）総合政策局リスク分析総
括課

事務総局官房国際課国際機関
係長

欧州局西欧課 人材戦略室人事部付ＡＮＡ付
エアポートサービス株式会社
出向（人材戦略室人事部付）

　西欧諸国（主としてエスト
ニア、デンマーク及びフィン
ランド）の政治経済事情及び
我が国との関係に関する情報
収集・調査研究および二国間
関係にかかわる諸案件業務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

監督局総務課課長補佐
新日鉄住金ソリューションズ
株式会社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
財務省 野村證券株式会社 H30.7.1

～
868 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑨

　
財務省 明治安田生命保険相互会社 H30.7.1

～
869 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 日本相互証券株式会社 H30.7.1

～
870 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
財務省 大和証券株式会社 H30.7.1

～
871 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑥

　
文部科学省 H30.7.1

～
872 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

大臣官房政策金融課課長補佐 業務企画部業務四課（本社勤
務）

　株式会社日本政策金融公庫
等政策金融に関する総合的又
は基本的な政策の企画及び立
案、政策金融に関する関係省
庁と民間金融機関との意見交
換並びに所管する機関の監督
等に関すること

　証券業

理財局国債企画課国債政策情
報室海外投資家係長

調査部調査グループ主任ス
タッフ（主任スタッフ）

　海外投資家に対する国債の
投資情報の提供に関する企
画、立案及びその実施並びに
国債に関する海外投資家の需
要動向等の調査に関すること

　生命保険業

理財局国債業務課調査主任
（流通市場係）

　国債に係る金利スワップ取
引及び国債流通市場の分析等
を担当

　証券業

理財局国債業務課市場分析官
（併任）理財局国債企画課

金融市場調査部次長（人事部
付次長）

国債トレーディング一部第一
課課長代理（総務部人事課
付）

　国債市場の動向その他の国
債の発行、償還及び利払の実
施に影響を及ぼす事項につい
ての調査及び分析に関する事
務

　証券業

磯子エンジニアリングセン
ター原子力先端システム設計
部グループ（先端システム設
計第三担当）主務 兼 原子力
事業部新技術応用プロジェク
ト部グループ（プロジェクト
第三部担当）主務（先端シス
テム設計部部長附）

　先端医科学や放射線医学分
野に係る研究プロジェクトの
企画・実施等

　エネルギー事業関連の製
品・システム・サービスの開
発・製造・販売

研究振興局ライフサイエンス
課専門官（併任）研究振興局
研究振興戦略官（先端医科学
研究・放射線医学担当）付専
門官（併任）研究振興局ライ
フサイエンス課がん研究推進
係長

東芝エネルギーシステムズ株
式会社
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
スポーツ庁 キヤノン株式会社 H30.7.1

～
873 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 三井住友信託銀行株式会社 H30.7.1

～
874 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
厚生労働省 明治安田生命保険相互会社 H30.7.1

～
875 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 2.3.1 第一生命保険株式会社 H30.7.1

～
876 R2.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
経済産業省 アニコム損害保険株式会社 H30.7.1

～
877 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

オリンピック・パラリンピッ
ク課専門職

渉外本部渉外センター渉外部
渉外課（人事部付）

　2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の開
催及びオリンピック・パラリ
ンピック・ムーブメントの推
進に係る専門的・技術的な連
絡調整及び助言に関すること

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造

社会・援護局福祉基盤課長補
佐

年金企画部業務管理グループ
業務チーム調査役（同）

　社会福祉法人制度等に関す
る法令の制定、改廃、解釈、
運用及び関係法令との調整等
に関すること

　信託銀行業

年金局総務課課長補佐 運用企画部アセットマネジメ
ント開発Ｇ主任スタッフ（主
任スタッフ）

　公的年金制度の総合的な企
画・立案等。また、局内外の
関係者との調整、審議会等の
資料作成、審議会委員等への
事前説明、国会対応等の業務

　生命保険業

大臣官房情報システム厚生課
情報システム室情報システム
調査官

マネジャー（同）

　経済産業省の情報化を図る
ため、省内のバックオフィス
ＩＴ化による業務効率化実現
にかかる情報システムに関す
る企画・開発、運用管理、調
整等に関する技術的支援

　生命保険業

大臣官房参事官付業態別係長
（併任）大臣官房調査統計グ
ループサービス動態統計室付

ＩＴ部システム運用課（人事
部付課長代理）

　商業動態統計調査の見直し
に係る検討、試験調査結果等
による検証など当該統計調査
の企画及び実施に関する業務

　損害保険業

大臣官房情報システム厚生課
情報システム室情報システム
調査官（併任）大臣官房秘書
課付
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社大和総研 H30.7.1

～
878 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 三菱電機株式会社 H30.7.1

～
879 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
経済産業省 株式会社日立製作所 H30.7.1

～
880 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 旭硝子株式会社 H30.7.1

～
881 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

経済産業政策局調査課分析一
係長

経済調査部主任（同）

　マクロ経済動向（ＧＤＰ、
消費、設備投資や貿易等の動
向）及び経済政策に関する調
査・分析業務

　経済・社会に関する調査・
研究、提言及びコンサルティ
ング、システムインテグレー
ション

通商政策局経済連携課経済連
携一係長

原子力・医療システム事業部
先端・医療システム部海外医
療システム課（原子力システ
ム計画部企画課）

　現在交渉中の各経済連携協
定に係る電子商取引分野・
サービス分野等の交渉方針の
立案、省内外の調整を行う。

　電気機械器具の製造・販売

通商政策局欧州課ロシア二係
長（併任）通商政策局ロシ
ア・中央アジア・コーカサス
室付

研究開発グループテクノロ
ジーイノベーション統括本部
システムイノベーションセン
タシステム生産性研究部シス
Ｐ５ユニット研究員（研究開
発グループ技術戦略室技術統
括センタ員）

　日露経済協力の推進に関す
る事業の進捗管理や課題の調
査等、政策の推進等に関する
業務

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

産業技術環境局基準認証政策
課産業標準専門職（併任）産
業技術環境局基準認証政策課
国際協力係長（併任）産業技
術環境局基準認証政策課基準
認証経済連携室付

　アジア諸国等を中心に、国
際標準化、基準認証制度を活
用した政策立案、国際会議対
応等

　各種ガラス等の製造及び販
売

技術本部知的財産部戦略的標
準化グループ主幹（ＡＧＣ株
式会社技術本部知的財産部）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社本田技術研究所 H30.7.1

～
882 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 富士電機株式会社 H30.7.1

～
883 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 キヤノン株式会社 H30.7.1

～
884 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職（併任）産業技
術環境局国際標準課機械係長

四輪Ｒ＆Ｄセンター第5技術
開発室第2ブロック（本田技
研工業株式会社人事・コーポ
レートガバナンス本部人事部
付（出向派遣）経済産業省）

　自動運転、電動車、鉄道等
の分野における国際標準化活
動の推進として国内関係者を
集めた検討体制の構築、国際
会議に向けた対応方針の決
定、予算措置による規格開発
支援や活動費支援等を実施。
あわせて、同分野における
JISの制定、認証制度の構築
に関する業務等を行う。

　オートバイ、自動車、航空
機、汎用製品の研究開発

産業技術環境局国際電気標準
課産業標準専門職

技術開発本部先端技術研究所
システム技術研究センター高
度アルゴリズム研究部システ
ム解析Ｇｒ（システム技術研
究センター付）

　スマートマニュファクチャ
リングに関する国際標準化・
普及基盤構築を担当し、委託
事業の執行管理のほか、省内
関係部局（製造産業局等）や
関係団体（産業技術総合研究
所等）との調整業務を行う。

　製造業

製造産業局化学物質管理課国
際係長

環境統括センター（人事部
付）

　化学物質管理政策の国際業
務。具体的には下記のとお
り。
・我が国の化学物質管理制度
のアウトリーチ業務（特にア
ジア地域。二国間に加え、
AMEICCや必要に応じてAPECの
場を活用。）
・化学物質管理制度に関する
条約等対応業務（ストックホ
ルム条約、ロッテルダム条約
対応）

　複合機、プリンター、カメ
ラ、半導体露光装置の製造
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社インテック H30.7.1

～
885 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 株式会社愛知銀行 H30.7.1

～
886 R3.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
経済産業省 株式会社大垣共立銀行 H30.7.1

～
887 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 日立建機株式会社 H30.7.1

～
888 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

・製造産業に関するものの輸
出、輸入、生産、及び消費の
増進、改善及び調整に関する
こと
・企業の新規、成長分野への
展開又は既存分野での高度化
及び競争力の強化に関するこ
と

　情報化戦略の立案、システ
ムの企画、開発等

中部経済産業局地域経済部次
世代産業課企画係長

港支店（経営管理部付）

　次世代産業であるＩｏＴ、
ＡＩ等の情報関連分野など新
たな分野における企業間の連
携支援や企業育成を図る業務

　銀行業

中部経済産業局産業部製造産
業課ファインセラミックス専
門職（併任）中部経済産業局
産業部製造産業課自動車関連
産業室技術係長

岡崎支店（人事部付）

東北経済産業局地域経済部製
造産業課長補佐

仙台センター営業第一課主任
（仙台センター付）

・ファインセラミックスに関
する専門的な事務を処理する
こと
・製造産業課所掌事務のうち
自動車産業及び自動車関連産
業に関する技術の向上に関す
ること

　銀行業

土地・建設産業局地価調査課
企画係長

日立建機日本株式会社営業本
部販売企画部販売店サポート
グループ主任（経営管理統括
本部人財本部総務部員）

・地価公示と不動産鑑定評価
の制度・法令に関すること
・政策関係の窓口業務

　建設機械・運搬機械及び環
境関連製品等の製造・販売・
レンタル・アフターサービス
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 アットホーム株式会社 H30.7.1

～
889 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
国土交通省 住友不動産株式会社 H30.7.1

～
890 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 2.4.1 株式会社新生銀行 H30.7.1

～
891 R2.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 三井住友信託銀行株式会社 H30.7.1
道路局総務課企画係長 梅田支店主任（人事部付） ～

892 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R2.6.30

⑨

ビル事業本部企画管理部商品
企画課（管理本部人事部部
員）

都市局都市計画課開発企画係
長（併任）都市局市街地整備
課

土地・建設産業局不動産業課
長補佐

本社営業部企画営業第一グ
ループ専任職（業務推進部専
任職）

　遊休不動産の流通・活用促
進策の検討、実行等に関する
事務

　不動産情報サービス業

・土地区画整理事業、市街地
再開発事業等税制関係業務
・市街地整備課の窓口業務

　総合不動産業

都市局まちづくり推進課都市
開発金融支援室民間都市再生
係長

法人企画部（同）

　民間都市開発推進機構のメ
ザニン支援業務に係る財務省
への予算要求、執行等に係る
事務、民間都市開発推進機構
の指導・監督等に係る事務
等

　銀行業

・政府の成長戦略、経済対策
等に関する省内及び局内調整
・コンセッション等の道路事
業のPPP/PFIの推進に係る企
画・調査・調整
・道の駅等の地域活性化に関
する施策の企画・調査・調整

　信託銀行業

都市局まちづくり推進課都市
再生推進係長

・「居心地が良く歩きたくな
る」まちなか形成に向けた自
治体等への助言等
・「政策対話」の実施をはじ
めとする関係団体、自治体の
ニーズ把握に係る業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
観光庁 R2.9.18 株式会社ぐるなび H30.7.1

～
893 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 荏原環境プラント株式会社 H30.7.1

～
894 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
公正取引委員会 2.4.1 H30.8.1

～
895 R2.7.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

事務総局経済取引局取引部取
引企画課取引調査室調査第二
係長

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン

　災害廃棄物対策に係る関係
省庁等との調整、地方自治体
等に対する技術的・法制的支
援、災害対策に関する取組の
普及・啓発等

　環境衛生施設、公害防止プ
ラント、発電施設及びこれら
の施設の維持、設計並びに管
理、施工等

オペレーション本部西東京
ゾーン情報担当（同）

国際観光部国際観光課専門官
（併任）国際観光部参事官
（国際関係）付（併任）Ｇｏ
Ｔｏ トラベル事業推進室

国際観光部国際観光課専門官
（併任）国際観光部参事官
（国際関係）付

企画部門リーダー（管理本部
人事部門付）

　ＵＮＷＴＯ（国連世界観光
機関）との日本での国際シン
ポジウムや国際会議の運営
や、ＵＮＷＴＯを通じた二国
間バイ会談の表敬対応や調整
等

　パソコン・携帯電話・ス
マートフォン等による飲食店
のインターネット検索サービ
スその他関連する事業

環境再生・資源循環局環境再
生事業担当参事官付災害廃棄
物対策室室長補佐（広域災害
計画担当）

中部支店（本社管理本部総
務・人事課付）

　ＵＮＷＴＯ（国連世界観光
機関）との日本での国際シン
ポジウムや国際会議の運営
や、ＵＮＷＴＯを通じた二国
間バイ会談の表敬対応や調整
等、Ｇｏ Ｔｏ トラベル事業
の実施に係る海外の観光振興
施策に関する情報収集等

　独占禁止政策に係る事業活
動（独占的状態に係るものを
除く。）の調査に関すること
（企業取引課及び相談指導室
の所掌に属するものを除
く。）

　コンビニエンスストア事業
運営

事務総局経済取引局取引部取
引企画課取引調査室調査係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
金融庁 2.5.1 野村證券株式会社 H30.8.1

～
896 R2.12.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
金融庁 アクセンチュア株式会社 H30.8.1

～
897 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 ソニー株式会社 H30.8.1

～
898 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

Ｒ＆Ｄセンター要素技術開発
部門コネクティビティ技術開
発部ワイヤレス技術２課
（同）

国際戦略局技術政策課イノ
ベーション推進官

　電子・電気機械器具の製
造、販売等

総合政策局秘書課情報セキュ
リティ分析専門官（併任）総
合政策局総合政策課サイバー
セキュリティ対策企画調整室
室付

総合政策局秘書課情報セキュ
リティ分析専門官（併任）総
合政策局総合政策課サイバー
セキュリティ対策企画調整室
室付（併任）総合政策局秘書
課情報化技術支援室上席技術
支援専門官

金融庁の情報システム及び情
報セキュリティに関する特に
専門的かつ技術的な事項につ
いての情報システム所管部署
に対する情報の提供及び助言
その他の支援に関する事務

野村ホールディングス株式会
社（ＩＴ統括部）（本社勤
務）

・金融庁における情報セキュ
リティ対策強化に係る業務
（研修の実施、規定の整備
等）
・金融庁ＬＡＮシステム更新
に係る業務（特に情報セキュ
リティ対策）
・金融分野に係るサイバーセ
キュリティに関する議論への
参画

　証券業

監督局金融証券検査官（併
任）監督局証券課課付（併
任）証券取引等監視委員会事
務局証券検査官

金融サービス本部アクセン
チュアファイナンス&リスク
サービスシニアコンサルタン
ト（金融サービス本部アクセ
ンチュアファイナンス&リス
クサービス）

①証券会社等に関する財務
データ・リスク情報の分析
②証券会社等のリスク管理手
法・リスク管理態勢の分析
③上記を踏まえた検査・監督
の支援　等

　総合コンサルティング業

　情報通信分野の技術革新を
推進するための以下の業務
・研究開発の企画・立案及び
プロジェクトの推進・評価に
関する業務
・研究開発成果の社会への展
開に関する業務　等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
総務省 株式会社ケイ・オプティコム H30.8.1

～
899 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 日本電信電話株式会社 H30.8.1

～
900 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 H30.8.1

～
901 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 株式会社みずほ銀行 H30.8.1

～
902 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
財務省 第一生命保険株式会社 H30.8.1
国際局地域協力課調査係長 人事部（関連事業部付） ～

903 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R2.7.31

③

人事部人事・教育推進課
（同）

情報流通行政局情報通信政策
課主査

コンシューマ事業戦略グルー
プコンシューマプロダクト
チーム（株式会社オプテージ
人事労務部）

エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社ヒュー
マンリソース部主査（ＮＴＴ
セキュリティ・ジャパン株式
会社出向）（技術企画部門セ
キュリティ戦略担当付休職）

・サイバーセキュリティ対策
に係る国際関係業務
・サイバーセキュリティに係
る普及啓発　等

　ＮＴＴ東西の株式保有、電
気通信技術に関する研究等

・ＩＣＴ（情報通信技術）分
野の総合的な政策の企画・立
案に関すること
・ＩＣＴ分野の重要政策
（IoT総合戦略等）の企画・
立案に関すること　等

　電気通信事業、有線一般放
送事業、小売電気事業、電気
通信および有線一般放送に関
する設備の設計、設置、販
売、割賦販売、賃貸および保
守、運用  等

参事官補佐（サイバーセキュ
リティ統括官付参事官付）

　アメリカ合衆国およびその
属地並びにカナダに関し、経
済に関する外交政策に関する
こと。同地域に関し、経済に
関する政務の処理に関するこ
と

　グループ経営戦略策定・管
理並びにそれらに付随する業
務

甲府支店（グローバル人事業
務部付）

北米局北米第二課主査（米国
班）

ＳＧホールディングス株式会
社

国際局調査課調査第一係長心
得

　外国為替並びに国際通貨制
度及びその安定に関する政策
の基礎となる事項の調査及び
研究に関すること

　銀行業

　外国の外国為替並びに国際
通貨制度及びその安定に係る
地域協力に関する調査及び研
究に関すること

　生命保険業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
文部科学省 H30.8.1

～
904 R3.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 東京センチュリー株式会社 H30.8.1

～
905 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 2.4.1 旭化成株式会社 H30.8.1

～
906 R2.7.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
経済産業省 公益社団法人関西経済連合会 H30.8.1

～
907 R2.7.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　産業革新機構及び地域経済
活性化支援機構の適切な運営
の支援等及び産業革新やベン
チャー支援に関する調査及び
企画立案に関する業務

　金融サービス（リース、レ
ンタル、割賦販売、ファイナ
ンス、海外進出企業向けサー
ビス等）

産業技術環境局研究開発課エ
ネルギー・環境イノベーショ
ン戦略室技術係長

研究・開発本部クリーンエネ
ルギープロジェクトエネル
ギーシステム開発部主査（課
長）（研究・開発本部クリー
ンエネルギープロジェクトエ
ネルギーシステム開発部）

　クリーンエネルギー技術に
関する国際連携推進事業の実
施、及びCO2削減に資する技
術の課題を議論・抽出する研
究会での調査・運営、技術戦
略等に関する業務

　マテリアル、住宅、ヘルス
ケア領域等の製造、研究、販
売

労働政策部主任（産業部付主
任）

　関西に存在する航空機関連
企業や産業支援機関を連携さ
せてプラットフォーム化し高
い技術を持つ中堅中小企業の
航空機産業の参入を促して市
場の拡大を図るための調査、
セミナー開催、施策の情報提
供等

　経済問題の調査研究、政府
その他関係機関への建議、地
域振興・産業振興に係る
プロジェクト推進

リース営業統括部企画グルー
プ担当課長（人事部担当課
長）

経済産業政策局産業資金課産
業革新調整・予算係長（併
任）経済産業政策局産業創造
課再生二係長（併任）経済産
業政策局産業資金課投資機構
室付

近畿経済産業局産業部製造産
業課部素材産業係長（併任）
近畿経済産業局産業部製造産
業課機械産業第二係長

産業技術環境局環境政策課エ
ネルギー・環境イノベーショ
ン戦略室技術係長

　宇宙機器、防衛機器等の設
計、製造、販売及び航空備品
の製造、販売など

宇宙航空研究開発機構宇宙科
学研究所出向（基幹職）

　科学技術・学術審議会研究
計画・評価分科会宇宙開発利
用部会の事務局業務として、
調査審議を行うための会議資
料の準備及び会議の運営業務

株式会社ＩＨＩエアロスペー
ス研究開発局宇宙開発利用課課

長補佐
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
中小企業庁 富士ゼロックス株式会社 H30.8.1

～
908 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
財務省 三井住友信託銀行株式会社 H30.8.6

～
909 R2.8.5

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
経済産業省 京セラ株式会社 H30.8.19

～
910 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 株式会社みずほ銀行 H30.9.1

～
911 R2.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　普通財産の管理処分手法及
び行政財産の有効活用手法に
関すること並びに国有財産の
管理処分に係る内部統制に関
すること

　信託銀行業

産業技術環境局国際電気標準
課課長補佐（電子担当）

研究開発本部部品研究開発統
括部中央研究所研究開発推進
部（人事部労務課員）

　グリーンセンサ・ネット
ワークシステムセンサ及びプ
ラットフォームのインターフ
ェース等に関する国際標準化
を担当し、委託事業の執行管
理を行うほか、省内関係部局
（製造産業局等）や関係団体
（（一財）マイクロマシンセ
ンター等）との調整業務を行
う。

　ファインセラミック部品、
電子デバイス、ソーラーエネ
ルギーを利用した機器、通信
機器、情報機器などの製造、
販売並びに研究

長官官房政策企画官（併任）
長官官房デジタル・トランス
フォーメーション企画調整官

株式会社みずほフィナンシャ
ルグループアセットマネジメ
ント業務部付調査役アセット
マネジメントＯｎｅ株式会社
取締役会室（グローバル人事
業務部付調査役）

　物品関税分野を中心に、
RCEP等を始めとする各国・地
域との経済連携協定の交渉に
関連する業務

　銀行業

不動産営業第五部次長（業務
部付）

通商政策局経済連携課地域連
携三係長

人事部人事グループ人事企画
（ダイバーシティ）担当　兼
共通計画グループICT担当
（休職扱い）

　中小企業庁のデジタル化に
向けた全体計画の策定支援・
調整・進捗管理、庁内デジタ
ルガバメント関連プロジェク
トに関する庁内担当課室への
助言

　ドキュメントソリューショ
ン事業（オフィスプロダクト
＆プリンター事業、プロダク
ションサービス事業、および
ソリューション＆サービス事
業等）

大臣官房企画官（併任）理財
局国有財産企画課（併任）理
財局国有財産調整課（併任）
理財局国有財産業務課
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 千代田化工建設株式会社 H30.9.1

～
912 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
資源エネルギー庁 H30.9.1

～
913 R2.8.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
国土交通省 株式会社みずほ銀行 H30.9.1

～
914 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 日本信号株式会社 H30.9.1

～
915 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　北アフリカを中心とした経
済・金融情勢等の分析、日本
との経済・ビジネス関係の構
築に向けた諸施策の企画・調
整・調査等に関する業務

　総合プラントエンジニアリ
ング業

スマートエネルギービジネス
本部システムエンジニアリン
グ部（ソリューション本部企
画部）

株式会社ＮＴＴファシリ
ティーズ省エネルギー・新エネルギー

部新エネルギーシステム課需
給管理係長（併任）省エネル
ギー・新エネルギー部政策課
熱電併給推進室付

通商政策局中東アフリカ課ア
フリカ室北アフリカ一係長

成長戦略本部営業開発部
（同）

鉄道局鉄道事業課長補佐 企業戦略第二部調査役（グ
ローバル人事業務部付調査
役）

・ＪＲ北海道による中期経営
計画・長期経営ビジョン等の
策定、当該計画のＰＤＣＡサ
イクルの確立、当該計画の達
成状況に係る検証等に関する
こと
・ＪＲ北海道の事業再生に向
けた抜本方策（他社への事業
譲渡、合併等）に関すること
・上記案件に伴う関係省庁、
関係自治体等との連絡及び調
整に関すること

　銀行業

鉄道局国際課専門官 安全信頼創造センター安全研
究室課長（人事部付）

　鉄道局の所掌に属する国際
関係事務に関する基本的な政
策の企画及び立案に関する業
務

　鉄道信号保安システム、道
路交通安全システム等の製
造・販売

　需要家側に設置されるエネ
ルギー設備等の制御によるエ
ネルギーの需給の管理に関す
る政策に関する業務

　建築物・電力設備のコンサ
ルティング、企画、設計、保
守、維持管理等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 ＥＹ新日本有限責任監査法人 H30.9.1

～
916 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 ＫＤＤＩ株式会社 H30.10.1

～
917 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 日本通運株式会社 H30.10.1

～
918 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ⑤

政策統括官付政策統括室調整
第三係長

第４事業部第２１グループシ
ニアコンサルタント（第４事
業部シニア）

埼玉支店（総務・労働部）

大臣官房広報文化外交戦略課
ＩＴ広報室主査

コミュニケーション本部デジ
タルマーケティング部（ソ
リューション営業本部）

・外務省ソーシャルメディア
等インターネットを通じた日
本の外交政策等に関する広報
戦略の企画・立案
・ソーシャルメディア発信の
運用・管理に関する業務及び
関係先との調整
・外務省内及び在外公館にお
けるソーシャルメディア発信
の支援に関する業務

　電気通信事業

○労働政策審議会 (労働政策
基本部会)に関する厚生労働
省窓口としての委員等との連
絡・調整等の業務
○「働き方の未来2035：一人
ひとりが輝くために」懇談会
等に関する厚生労働省窓口と
しての省内外関係部局との連
絡・調整等の業務等

　自動車輸送、鉄道利用輸
送、海上輸送、船舶利用輸
送、航空利用輸送、倉庫、旅
行、通関、重量品・プラント
輸送・建設、特殊輸送、情報
処理解析等の物流事業全般

鉄道局国際課プロジェクト支
援係長

・我が国鉄道システムの海外
展開に向けた外国の行政機関
等との連絡及び調整に関する
こと
・我が国鉄道システムの海外
展開に向けた我が国行政機関
及び民間事業者等との連絡及
び調整に関すること
・外国における鉄道政策及び
鉄道事情等に関する調査及び
資料の収集に関すること

　監査・保証業務、財務会計
アドバイザリーサービス等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
経済産業省 株式会社東京証券取引所 H30.10.1

～
919 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
経済産業省 H30.10.1

～
920 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
経済産業省 2.7.1 H30.10.1

～
921 R3.1.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

①

　
中小企業庁 株式会社千葉銀行 H30.10.1

～
922 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

経済産業政策局産業資金課調
査係長（併任）経済産業政策
局企業行動課企業会計室付

日本取引所自主規制法人上場
審査部部員（総合管理室（人
事担当）付）

　ESG/SDGs経営やコーポレー
トガバナンスも含めたインベ
ストメント・チェーンのあり
方に関する調査・分析をはじ
めとする産業金融に関する調
査、分析及び政策の企画立案
に関する業務

　取引所金融商品市場の開設

中部損害サポート部主任（人
事部主任）

　インフラ輸出を促進するた
めの調査業務を行う。具体的
には、新興国等におけるイン
フラ関係・借款関係の制度調
査、経済社会情勢・政治情勢
の調査等を行う。

　損害保険業

商務情報政策局情報経済課企
画二係長（併任）商務情報政
策局情報経済課アーキテク
チャ戦略企画室付

三井住友海上火災保険株式会
社貿易経済協力局通商金融課資

金協力室調査係

株式会社リクルートライフス
タイル商務情報政策局情報経済課企

画二係長 ネットビジネス本部Air事業
ユニットセールスディベロッ
プメント部セールスプランニ
ンググループグループマネ
ジャー（同）

　J-Startup関連の支援（量
産化設計・試作支援も含む）
を中心に、Connected
Industries の推進、AI関連
施策の構築に関わること、そ
の他当課の政策の企画立案に
関すること

　旅行領域、飲食領域、美容
領域、ヘルスケア領域、通販
サービス、その他日常消費領
域に関わるカスタマーの行動
支援およびクライアントの業
務支援・決済

事業環境部金融課調査・国際
係長

本店企業サポート部係長（本
店人材育成部係長）

① 東日本大震災被災地域の
復興事業再生支援
② 経営者保証ＧＬの普及促
進
③ 金融サービスの電子化へ
の中小企業の円滑適用支援
④ 国際業務
⑤ 上記業務に関わらず金融
実務全般に関するアドバイス

　銀行業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 株式会社北海道銀行 H30.10.1

～
923 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 森ビル株式会社 H30.10.1

～
924 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 株式会社日立製作所 H30.10.1

～
925 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑫

　
国土交通省 株式会社東芝 H30.10.1

～
926 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 2.7.1 日本電信電話株式会社 H30.10.1

～
927 R3.3.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕
　同左

②

総合政策局社会資本整備政策
課社会資本整備調整係長

・社会資本の老朽化対策の推
進に係る業務
・戦略的な社会資本整備の推
進業務

　総合ディベロッパー
　都市再開発事業、不動産賃
貸・管理事業、文化・芸術・
タウンマネジメント事業

人事・総務部産業政策渉外室
室長附（同）

　社会資本整備分野における
我が国事業者の海外展開支援
策に関する企画及び立案並び
に外国の行政機関等との調整
に関する事務

　電気機械器具の製造及び販
売、通信並びに電子機械器具
の製造及び販売

　ＮＴＴ東西の株式保有、電
気通信技術に関する研究等

総合政策局国際政策課国際市
場整備推進官（併任）国際統
括室

水ビジネスユニット営業統括
本部国際営業本部部長代理
（同）

　地理空間情報の活用の推進
に係る企画立案・実施等に関
する事務

総合政策局情報政策課企画第
一係長（併任）総合政策局情
報政策本部

　公共交通分野におけるオー
プンデータ化の推進に関する
業務

　電気機械器具製造業　等

国土政策局国土情報課課長補
佐（併任）政策統括官付

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ社会基盤ソリューショ
ン事業本部課長代理（研究企
画部門担当課長（プロデュー
ス担当））

本店営業部主任（本部付主
任）

　国・都道府県・市町村の公
共設備・施設等の整備・運営
事業に関する官民連携につい
ての企画・推進・支援業務

　普通銀行業務（地方銀行）

不動産・建設経済局情報活用
推進課課長補佐（併任）政策
統括官付

都市政策企画室（都市政策企
画室付）

総合政策局社会資本整備政策
課官民連携政策係長
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 株式会社ＬＩＸＩＬ H30.10.1

～
928 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社竹中工務店 H30.10.1

～
929 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
国土交通省 三井ホーム株式会社 H30.10.1

～
930 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 東芝エレベータ株式会社 H30.10.1

～
931 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　

①

　
国土交通省 株式会社アール・アイ・エー H30.10.1

～
932 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

住宅局市街地建築課マンショ
ン政策室技術係長

東京支社設計四部主任（総務
部付主任）

　既存住宅の検査・評価技術
開発、既存住宅に係る住宅性
能表示制度の基準見直し等

　建築基準法中の昇降機等及
び遊戯施設に係る基準の運用
実態の把握、技術開発及び調
査に関すること

　昇降機の開発・設計、販
売、製造、据付、保守、修
理・改造ビル管理、建築物の
設計・施工・管理

住宅局建築指導課動力係長 技術本部開発部機械開発担当
（同）

　建築工事の設計・施工監
理・施工請負、不動産の販売
等

ビル事業部エンジニアリング
営業部業務改善グループ主査
（主査）

　中古住宅を中心とする不動
産流通市場の活性化に係る環
境整備に関する事務

　建材・設備機器の製造・販
売およびその関連サービス

都市局都市計画課都市機能誘
導調整室集約都市企画係長

九州支店生産統括部工務（本
社社長室付）

・集約型都市構造化の促進に
関する政策の調整に関するこ
と
・公的不動産の有効活用の推
進に関すること

　建築工事及び土木工事に関
する請負、設計及び監理

住宅局住宅生産課既存住宅検
査・評価係長

広報部（広報部付）

土地・建設産業局不動産業課
流通市場活性化係長

　耐震性不足の老朽マンショ
ンの再生に係る技術的ガイド
ラインの策定、普及、相談体
制の整備等に関する業務

　建築設計
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
国土交通省 丸紅エアロスペース株式会社 H30.10.1

～
933 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 全日本空輸株式会社 H30.10.1

～
934 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑭

　
原子力規制庁 H30.10.1

～
935 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
特許庁 株式会社きらぼし銀行 H30.10.9

～
936 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

・国内、諸外国におけるＬＣ
Ｃ、ビジネスジェットの実態
調査
・ビジネスジェットの振興に
係る各種調整及び企画・立案
の補助業務

総務部普及支援課支援企画班
支援企画第二係長

板橋支店融資担当・法人担当
（人事部所属）

航空局総務課政策企画調査室
調査第二係

第三営業本部航空機ビジネス
ユニット主任（第二営業本部
長付）

　航空機の販売、内燃機関・
航空機搭載機器の販売等

航空局安全部航空機安全課主
幹設計審査官（併任）航空局
安全部航空機安全課航空機技
術審査センター

整備センター機体事業室（人
財戦略室人事部付休職）

・航空機技術審査センターに
おける主幹設計審査官業務
・開発中である国産ジェット
旅客機（MRJ）設計の安全基
準・環境基準への適合証明
（型式証明）に関わる事務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

ＳＧシステム株式会社ＳＩ第
３事業部インフラ基盤系ユ
ニット（人事部付アソシエイ
ト）

　原子力規制委員会の基盤
ネットワークシステムの更
改、運用、情報セキュリティ
対策に関する業務及びサイ
バーセキュリティに関する最
新知見の収集・分析、検討業
務、並びに公文書類の電子的
な管理の推進に関する業務

　グループ経営戦略策定・管
理並びにそれらに付随する業
務

　中小企業知財金融促進事
業、中小企業等に対する各種
支援策に関する業務

　銀行業

ＳＧホールディングス株式会
社長官官房総務課情報システム

専門職（併任）長官官房総務
課情報システム室室員（併
任）長官官房サイバーセキュ
リティ対策チーム員（併任）
長官官房公文書監理・情報課
推進室付
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
内閣府 ハウス食品株式会社 H30.11.1

～
937 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 株式会社みずほ銀行 H30.11.1

～
938 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 H30.11.1

～
939 R2.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ③

　
厚生労働省 大塚製薬株式会社 H30.11.1

～
940 R2.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

国際戦略局国際政策課係員 小舟町支店（グローバル人事
業務部付）

食品安全委員会事務局情報・
勧告広報課情報第１係長

ハウス食品グループ本社株式
会社研究開発本部基礎研究部
１グループ長（人事総務部長
付）

　食品の安全性の確保に関す
る情報の収集及び分析の企画
立案

　食品製造加工

株式会社ＴＯＫＡＩコミュニ
ケーションズ

　情報通信分野における海外
展開の支援に関する業務
　情報通信分野における海外
展開戦略の策定及び推進に関
する業務
　情報通信分野における海外
展開に必要な支援、関連する
政策の企画立案に関する業務
　情報通信分野における海外
展開の推進に係る外国政府と
の協議等に関する業務　等

　銀行業

医薬・生活衛生局食品基準審
査課残留農薬等基準審査室基
準策定専門官

　食品中に残留する農薬、飼
料添加物及び動物用医薬品の
規格基準の設定に関する業務

　医薬品・臨床検査・医療機
器・食料品・化粧品の製造、
販売、輸出及び輸入

情報流通行政局情報通信政策
課情報通信経済室主査

医薬営業本部眼科皮膚科営業
部アシスタントプロダクトマ
ネージャー（業務管理部係
長）

システムソリューション本部
アプリケーション事業部シス
テム五部開発一課（管理部）

　情報通信白書に関すること
及びその他情報通信に関する
経済に関する総合的な研究及
び調査に関すること

　情報及び通信サービス事業
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
厚生労働省 みずほ情報総研株式会社 H30.11.1
保険局保険課長補佐 課長（マネージャー） ～

941 〔職務内容〕 〔事業内容〕 R2.10.31

①

　
厚生労働省 H30.11.1

～
942 R3.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 南海電気鉄道株式会社 H30.11.1

～
943 R3.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
国土交通省 日本航空株式会社 H30.11.1

～
944 R3.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　日ＥＵ鉄道の相互承認に関
する業務

　鉄道事業、開発関連及び付
帯事業、開発事業、流通事
業、土地建物賃貸事業、遊園
事業

長野日本ソフトウエア株式会
社

（１）「医療保険者向け中間
サーバ」に関する関係省庁・
関係機関との調整等
（２）上記にかかる予算執
行、申請・承認手続、会議招
集、ベンダーとの調整等

　コンサルティング、システ
ムインテグレーション、アウ
トソーシング

航空局交通管制部交通管制企
画課主査

運航企画部計画グループアシ
スタントマネジャー（運航部
付アシスタントマネジャー）

　航空保安業務の高度化に資
する新たな航空交通に関する
システムに係る技術の開発及
び普及に関する企画及び立案
並びに調整に関する事務
　無人航空機の航空管制業務
に対応必要な情報収集に関す
る事務
　オリパラ開催に向けた制限
区域の設定に関する調整事務

　航空運送事業等

鉄道局技術企画課車両基準協
定係長

鉄道営業本部工務部工務課
（工務部付）

第２システム部・副参事（人
事部付・副参事）

　医療保険分野のシステム開
発におけるシステムの仕様及
びシステムの運用方法等の検
討に関する支援並びに関係者
との調整に関する補助等

　情報通信技術をベースとし
た、コンサルティング系ビジ
ネス、ソリューション系ビジ
ネス、Ｗｅｂ/Ｏｐｅｎ系ビ
ジネス、及びアウトソーシン
グ系ビジネス

保険局医療介護連携政策課保
険データ企画室長補佐
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

番号 任　　期
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位（任期中に就く地位）

　
金融庁 三井住友信託銀行株式会社 H30.12.1

～
945 R2.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
総務省 株式会社ＮＴＴドコモ H30.12.1

～
946 R3.11.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

国際戦略局国際政策課主査 企画調整室主査（兼務）ネッ
トワーク部主査（経営企画部
主査）

総合政策局リスク分析総括課
課長補佐

マーケット戦略投資ビジネス
ユニット金利為替チーム調査
役（業務部付調査役）

　金融システムに係るリスク
の状況を把握するための国内
外の金融市場及び経済情勢に
関する情報収集及び分析

　信託銀行業

・情報社会の構築に向けた
ルールの在り方に関する国際
的な議論への参加（対処方針
の作成、関係者との調整等の
事前準備、及び事後処理等）
・二国間及び多国間の国際交
渉への参加（対処方針の作
成、関係者との調整等の事前
準備、及び事後処理等
・諸外国の情報通信分野の制
度等の調査

　通信事業、スマートライフ
事業、その他事業
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　　④　平成29年に採用された職員（３４人）
　　　イ．雇用継続型（３４人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
経済産業省 住友電気工業株式会社 H29.2.1

～
947 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 H29.3.1

～
948 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
外務省 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 H29.3.10

～
949 R2.4.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
総務省 日本ユニシス株式会社 H29.4.1

～
950 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

在ニューヨーク日本国総領事
館副領事

　米国の財政経済動向にかか
る情報収集・調査分析等

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

・郵便事業の高度化のための
外国政府との協力関係の構
築・推進に関する業務
・各種照会に関する総括業務
・「経協インフラ戦略会議」
等の関連会議に関する連絡調
整業務　等

情報流通行政局郵政行政部郵
便課国際企画室専門職

　新素材、航空、物流、船舶
に係る標準化（ＪＩＳ／ＩＳ
Ｏ）の企画立案及びその実施
に関する業務
　新素材、航空、物流、船舶
分野に関する規格の普及促進
業務

　自動車関連事業、情報通信
関連事業、エレクトロニクス
関連事業、環境エネルギー関
連事業、産業素材関連事業

　コンピュータシステムの販
売、ＩＴソリューション、コ
ンサルティングサービス等

在ハンガリー日本国大使館二
等書記官

　銀行業

金融市場部調査役兼市場営業
部調査役（米州金融市場部出
向休職）

インダストリサービス戦略ビ
ジネス推進部　担当マネー
ジャー（人事部）

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ

・ハンガリー経済情勢に関す
る情報収集・分析、報告業務
・日系企業等への支援業務

　システムインテグレーショ
ン事業、ネットワークシステ
ムサービス事業等

第二公共事業本部主任（公
共・社会基盤事業推進部シニ
ア・エキスパート）

研究開発本部研究企画業務部
企画部大阪企画グループ主査
（研究企画業務部主査）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
外務省 株式会社ＩＨＩ H29.4.1

～
951 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 学校法人聖路加国際大学 H29.4.1

～
952 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
農林水産省 クミアイ化学工業株式会社 H29.4.1

～
953 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
農林水産省 H29.4.1

～
954 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

三井住友海上火災保険株式会
社経営局金融調整課経営専門職

　農業を営む法人に対して出
資を行う株式会社・投資組合
の管理・監督、地銀、信金等
農協系統金融機関以外の金融
機関に対する農業融資の啓
蒙・普及

聖路加国際病院集中治療室配
属（聖路加国際病院看護管理
室配属）

医政局看護課看護サービス推
進室看護研修推進係長

　新人看護師研修事業など、
新人看護師が就職後に行う研
修事業を担当

　教育、研究、診療業

　バーレーン経済情勢の情報
収集・分析、二国間経済関係
等の経済関係及び日本文化紹
介、留学生交流等の広報文化
に関する業務

消費・安全局植物防疫課国内
防除第２班国内防除第５係長

営業本部企画普及部（総務部
付）

　国内における植物の病害虫
防除に関する業務

　農薬の製造・販売

在バーレーン日本国大使館二
等書記官

原子力セクター管理部企画・
予算グループ（資源・エネル
ギー・環境事業領域原子力Ｓ
ＢＵ管理部企画・予算グルー
プ）

　航空機エンジン、発電用ボ
イラ、ＬＮＧタンク、ターボ
チャージャ等の製造

　損害保険業

九州本部九州損害サポート第
一部沖縄保険金お支払セン
ター所長代理（公務開発部
（休職農林水産省出向）課長
代理）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
経済産業省 株式会社百十四銀行 H29.4.1

～
955 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 株式会社谷澤総合鑑定所 H29.4.1

～
956 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　不動産鑑定評価業務

③

　
国土交通省 一般財団法人日本海事協会 H29.4.1

～
957 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
環境省 株式会社クボタ H29.4.1

～
958 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　地価の調査、公示に関する
事務

海事局海洋・環境政策課技術
企画室専門官

機関部副技師（同）

東京本社東京鑑定本部鑑定２
部（同）

　船舶のＩｏＴ、ビッグデー
タ化に関する政策の企画立
案・調整業務、船舶の省エネ
ルギー化・省ＣＯ2化に関す
る政策の企画立案・調整業務

・船級及び船舶の設備の登
録、・船舶の検査、・材料、
舶用機器、艤装品等の検
査、・安全管理システム及び
船舶保安システムの審査登録
等

水処理システム技術部（同）

　指定廃棄物等の焼却処理事
業に係る技術的事項の検討、
処理施設の仕様等の検討、指
定廃棄物（浄水発生土等）の
技術開発に関する情報収集、
保管状況の把握、関係自治体
等との調整等

　機械器具製造業

環境再生・資源循環局特定廃
棄物対策担当参事官室参事官
補佐

　中小企業の地域産業資源を
活用した事業活動の促進に関
する業務。地方創生に関する
業務（※中小企業には、農林
水産業を含まない。）

　普通銀行業

四国経済産業局産業部中小企
業課新事業促進室地域資源企
業化支援専門官（併任）四国
経済産業局総務企画部企画課
地方創生支援室地方創生専門
官

土地・建設産業局地価調査課
鑑定官（併任）土地・建設産
業局地価公示室

本店営業部主任（人事部付出
向主任待遇）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
環境省 2.4.1 日本原燃株式会社 H29.4.1

～
959 R2.6.30

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 株式会社テクノ中部 H29.4.1

～
960 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
財務省 H29.7.1

～
961 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
厚生労働省 日本システムウエア株式会社 H29.7.1

～
962 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

1.ウランの濃縮
2.原子力発電所等から生ずる
使用済燃料の再処理
3.前記2.に関する海外再処理
に伴う回収核燃料物質および
廃棄物の一時保管
4.低レベル放射性廃棄物の埋
設
5.混合酸化物燃料の製造
6.ウラン、低レベル放射性廃
棄物および使用済燃料等の輸
送
7.前各号に付帯関連する事業

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生課
事業管理専門官

再処理事業部放射線管理部放
射線安全課主任（同）

　原子力発電所の事故により
放出された、放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関す
る業務

　電気事業等

福島地方環境事務所中間貯蔵
部輸送課中間貯蔵施設輸送シ
ステム管理専門官

原子力事業本部原子力部ス
タッフ副長（同）

福島地方環境事務所環境再
生・廃棄物対策部環境再生・
廃棄物対策総括課企画・調整
担当専門官

　同左

調査部主任（損害保険ジャパ
ン株式会社調査部長席付）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社

　本邦からの海外投融資のう
ち経済開発に係るものの実施
状況の調査等に関すること

　損害保険業

国際局開発政策課経済協力調
査係長（併任）国際局国際機
構課

　ＩＴソリューション、プロ
ダクトソリューション

システム開発部サブリーダ職
（同）

保険局医療介護連携政策課保
険データ企画室主査

　医療保険者と医療機関等と
の間で連携されるシステムの
構築に関する技術的支援業務
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
農林水産省 西日本電信電話株式会社 H29.7.1

～
963 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 アズビル株式会社 H29.7.1

～
964 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
海上保安庁 一般財団法人日本海事協会 H29.7.1

～
965 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
経済産業省 ＪＦＥスチール株式会社 H29.7.15

～
966 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

・船級及び船舶の設備登録
・船舶の検査　・材料、舶用
機器、艤装品等の検査　・安
全管理システム及び船舶保安
システムの審査登録　等

　鉄鋼分野における国内外で
の標準化等に係る技術的支援
に関する業務

　鉄鋼事業

産業技術環境局国際標準課産
業標準専門職

西日本製鉄所品質保証室主任
部員（品質保証部付）

装備技術部船舶課船舶工務官 船舶管理システム部主管（人
事部付）

　船舶の建造等及び維持の基
本設計並びに工事の仕様及び
監督に関すること
　船舶の建造等及び維持に関
する技術的事項の調査及び研
究に関すること

　製造業

　農林水産省における行政情
報化に関する情報システムに
係る企画、調整等の業務

製造産業局素材産業課技術統
括専門職（併任）貿易経済協
力局貿易管理部安全保障貿易
管理政策課技術調査室付

株式会社エヌ・ティ・ティネ
オメイトＩＴビジネス本部プ
ラットフォームサービス推進
部（西日本電信電話株式会社
ビジネス営業本部クラウドソ
リューション部付）

技術開発本部センシングデバ
イス技術部バイオ・オプトグ
ループ課長代理（技術開発本
部センシングデバイス技術部
（課長代理））

　重要な素材技術の技術動
向・市場動向分析業務
　産業競争力上重要な技術の
最新動向に関する分析に関す
る業務
　重要な技術の産業基盤把握
に関する業務

大臣官房広報評価課情報シス
テム整備班システム整備第２
係長

　日本電信電話株式会社等に
関する法律に基づく、西日本
地域における地域電気通信業
務、地域電気通信業務に附帯
する業務（附帯業務）等
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
総務省 野村證券株式会社 H29.8.1

～
967 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　
スポーツ庁 近畿日本ツーリスト株式会社 H29.8.1

～
968 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ②

　
経済産業省 パナソニック株式会社 H29.8.1

～
969 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
外務省 株式会社三井住友銀行 H29.8.14

～
970 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

・国際送金業務等の条約、国
際的取決め等に関する業務
・郵便貯金管理業務及び簡易
生命保険管理業務に関する業
務
・独立行政法人郵便貯金・簡
易生命保険管理機構の組織及
び運営に関する業務等

　証券業

オリンピック・パラリンピッ
ク課企画調整係長

在サウジアラビア日本国大使
館二等書記官

欧州営業第一部部長代理(ヨ
ハネスブルグ)（欧州統括部
調査役）

先端研究本部主任研究員（全
社ＣＴＯ室技術渉外部技術政
策課主務）

　２０２０年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会
の開催に係る関係団体との連
絡調整、オリンピック・パラ
リンピックムーブメントの推
進に関する企画・立案等

　旅行業等

ＫＮＴ－ＣＴホールディング
ス株式会社海外旅行部東日本
海外航空仕入センターアメリ
カ方面オペレーション担当
（株式会社近畿日本ツーリス
ト関東管理部付）

　主としてサウジアラビアに
おける経済情勢、経済政策に
関する情報収集・分析、二国
間経済関係及び日系企業支援
に関する業務

　銀行業

　電気・電子・情報分野にお
ける国際標準化等に関する調
査等の業務

　部品から家庭用電子機器、
電化製品、ＦＡ機器、情報通
信機器、及び住宅関連機器等
に至るまでの生産、販売、
サービスを行う総合エレクト
ロニクスメーカー

産業技術環境局国際電気標準
課産業標準専門職

情報流通行政局郵政行政部貯
金保険課主査

京都支店ファイナンシャル・
コンサルティング二課（本社
勤務）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
消費者庁 大塚製薬株式会社 H29.8.21

～
971 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
外務省 H29.10.1

～
972 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

④

　
外務省 マツダ株式会社 H29.10.1

～
973 R2.1.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
国土交通省 東急不動産株式会社 H29.10.1

～
974 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

住宅局住宅総合整備課賃貸住
宅対策室課長補佐

　総合不動産業

在パラグアイ日本国大使館二
等書記官

カスタマーサービス本部用品
企画推進グループ（人事室
付）

　輸送用機械器具の製造及び
販売

　パラグアイ経済情勢・動向
等の情報収集・分析、日パラ
グアイ経済・経済協力関係、
直接投資推進、ビジネス環境
整備関係および日本パラグア
イ企業支援等に関する業務

・DIY型賃貸者の普及促進に
関すること
・住宅ストックの有効活用に
向けた支援に関すること
・住宅確保要配慮者向けの賃
貸住宅の供給方策についての
調査に関すること

住宅事業ユニット首都圏住宅
事業本部住宅ソリューション
部課長（人事部）

　ＥＰＡ／ＦＴＡ交渉、ＷＴ
Ｏ交渉及び投資関連協定の
サービス貿易分野に関わる企
画立案及び調整・調査分析業
務の補佐

　損害保険業

長野支店長野法人支社支社長
代理（損害保険ジャパン株式
会社調査部付課長代理）

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社経済局国際貿易課サービス貿

易室（併任）経済局経済連携
課

　徳島県内において実施する
子供の事故防止に関するモデ
ル事業の策定・実施の支援等

　医薬品・臨床検査・医療機
器・食料品・化粧品の製造、
販売、輸出及び輸入

消費者安全課政策企画専門職
（併任）消費者行政新未来創
造オフィス担当室室員

総務部テレホンサービスセン
ター センター長（関連事業
部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
国土交通省 日本空港ビルデング株式会社 H29.10.1

～
975 R2.6.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
観光庁 H29.10.1

～
976 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

※ ①

　
総務省 ＫＤＤＩ株式会社 H29.11.1

～
977 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑤

　
国土交通省 株式会社ＩＨＩ H29.11.1

～
978 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

・放送と連携したコンテンツ
の製作・流通の促進に関する
業務
・上記に関連するシステムの
国際展開の促進・情報発信に
関する業務
・放送コンテンツを多様な手
段で視聴者に届けることを可
能とする流通プラットフォー
ムの検討に関する業務

　電気通信事業

総合政策局政策課政策調査室
課長補佐

株式会社ＩＨＩインフラシス
テム開発部研究開発２課主査
(社会基盤・海洋事業領域 企
画管理部 管理グループ主査)

・国土交通白書の作成、他省
庁の白書・社会資本整備関係
の長期計画についての調整
・社会資本整備に係る効果等
の経済分析等

　航空機エンジン、発電用ボ
イラ、ＬＮＧタンク、ターボ
チャージャ等の製造

情報流通行政局情報通信作品
振興課主査

新規ビジネス推進本部エン
ターテイメントビジネス推進
部(渉外・コミュニケーショ
ン統括本部渉外・広報本部渉
外部課長補佐)

　新たな観光資源としてのコ
ンテンツの開発、及び新たな
観光需要の創出に係る企画・
立案業務

　空港旅客サービス業務、グ
ランドハンドリング業務、運
航支援業務、航空機貨物取扱
業務、旅客自動車運送業務及
びその他附帯業務等

業務室業務部一般社員（業務
室業務部付）

ＡＮＡエアポートサービス株
式会社観光地域振興部観光資源課

（併任）観光地域振興部観光
資源課新コンテンツ開発推進
室

航空局総務課政策企画調査室

　国際航空施策に係る業務全
般（空港インフラ国際展開の
推進、航空分野の国際問題へ
の対応、航空協定に関する諸
業務への対応等）

　旅客ターミナルビル等の建
設・管理運営

旅客ターミナル運営本部免税
事業部商品管理課（企画管理
本部総務・人事部付）
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
総務省 株式会社ラック H29.12.1

～
979 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 H29.12.1

～
980 人事部付(同) R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

②

　インフラシステム輸出の促
進のため、トップセールスの
企画・立案・調整や、新興国
における日系企業の事業環境
整備等を行う。

　グループ各社の経営管理及
びそれに附帯する業務

スターツコーポレーション株
式会社総合政策局政策課長補佐（併

任）総合政策局国際政策課

国際戦略局通信規格課専門職 ITプロフェッショナル統括本
部ITサービス事業部ITサービ
ス第三部 第三グループプロ
ジェクトマネージャー(ITプ
ロフェッショナル統括本部
付)

・国際電気通信連合、アジ
ア・太平洋電気通信標準化機
関などとの連絡・調整
・国際的な民間フォーラムに
おける次世代ブラウザの標準
化等に関する動向調査等

　セキュリティソリューショ
ンサービス、システムインテ
グレーションサービス、情報
システム関連商品の販売およ
びサービス
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　　⑤　平成28年に採用された職員（７人）
　　　イ．雇用継続型（７人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

　
環境省 富士テレコム株式会社 H28.1.1

～
981 R2.12.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

③

　
スポーツ庁 株式会社サニーサイドアップ H28.3.1

～
982 R3.2.28

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
宮内庁 沖電気工業株式会社 H28.4.1

～
983 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
厚生労働省 一般社団法人臼杵市医師会 H28.4.1

～
984 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　企業のＰＲ・広報支援業
務、スポーツ選手のマネジメ
ント、イベント企画等

スポーツプロモーションカン
パニースポーツプロモーショ
ン部部長兼2020戦略室室長
（スポーツプロモーションカ
ンパニースポーツプロモー
ション部付）

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

大臣官房総務課環境情報室情
報企画係長

　ＩＴを活用した環境行政推
進策の企画・立案・推進、電
子申請システムの整備及び管
理及びＩＴを活用した業務・
システム改革のうち電子化等
に関する業務

　各種コンピュータ、ネット
ワーク機器販売、ソフトウェ
ア開発及び保守業務

第二システム統括部公共シス
テム部第一システム課主任
（同）

地域包括支援センターコスモ
ス管理者（係長）（事務局付
出向・課長待遇）

・市町村が行う地域包括ケア
システム構築の支援施策の企
画立案業務のうち、専門的事
項に関すること
・地域共生社会の実現に係る
地域福祉の推進等、社会福祉
政策全般に関すること

　病院、検診センター、介護
老人保健施設、訪問看護、地
域包括支援センター、居宅介
護支援事業、訪問介護の事業
運営

政策課スポーツ広報戦略専門
官

　スポーツに関する戦略的な
広報に係る企画及び立案に関
すること

　最先端の情報システム，情
報セキュリティに関する技術
的動向の情報収集。予算要
求・調達仕様書作成時等にお
ける技術的観点からの助言
等。ＣＳＩＲＴ構成員として
インシデント発生時の初動対
応。　他

金融システム事業部ＳＥ第一
部マネージャ（ソリューショ
ンシステム事業本部）

　電子通信・情報処理・ソフ
トウェアの製造・販売及びこ
れらに関するシステムの構
築・保守等

長官官房秘書課調査企画室情
報技術専門官

老健局総務課課長補佐（併
任）社会・援護局地域福祉課
長補佐
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令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

　
環境省 H28.6.1

～
985 R2.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
金融庁 2.5.1 H28.9.1

～
986 R3.8.31

〔職務内容〕 〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
国土交通省 全日本空輸株式会社 H28.10.1

～
987 R3.3.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕

⑩

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局秘書課情
報化技術支援室上席技術支援
専門官

  金融庁の情報システム及び
情報セキュリティに関する特
に専門的かつ技術的な事項に
ついての情報システム所管部
署に対する情報の提供及び助
言その他の支援に関する事務

　定期航空運送事業、不定期
航空運送事業、航空機使用事
業、その他附帯事業

損害保険ジャパン日本興亜株
式会社
関西第一業務部特命課長（Ｃ
ＳＲ室長席付特命課長）

バニラ・エア株式会社出向中
（人財戦略室人事部付）

ＮＥＣソリューションイノ
ベータ株式会社
第三金融ソリューション事業
部上級プロフェッショナル
（同）

　システムインテグレーショ
ン事業、サービス事業、基盤
ソフトウェア開発事業、機器
販売

大臣官房環境経済課課長補佐
（環境ビジネス担当）

　損害保険業

　航空機技術審査センターに
おける主幹設計審査官業務。
開発中である国産ジェット旅
客機（MRJ）設計の安全基
準・環境基準への適合証明
（型式証明）に関わる事務

　環境ビジネス促進方策のた
めの基礎調査とそれに基づく
普及策の企画・立案及び情報
発信に関する業務

・金融庁が所有する業務支援
統合システムの開発・運用に
関する業務
・Fintechの今後の在り方に
関する企画・立案に係る業務
・市場課が所管している店頭
デリバティブ取引情報報告・
蓄積システムの更改に関する
業務支援及び金融商品取引所
等の監督（金融商品取引所等
が運営するシステムに関する
部分に限る。）に関する業務
支援

航空局安全部航空機安全課主
幹設計審査官（併任）航空局
安全部航空機安全課航空機技
術審査センター員

総合政策局秘書課課長補佐
（併任）総合政策局総合政策
課課付（併任）企画市場局市
場課課付
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　　⑥　平成27年に採用された職員（２人）
　　　イ．雇用継続型（２人）

令和2年1月1日 令和２年に変更が
における官職 あった場合の官職

スポーツ庁 株式会社アサツーディ・ケイ H27.10.1
～

988 R2.9.30

〔職務内容〕 〔事業内容〕

①

　
環境省 共同ピーアール株式会社 H27.11.20

～
989 R2.10.31

〔職務内容〕 〔事業内容〕
　広報・ピーアール業務等

①

任　　期番号
交流採用職員の占める官職 交流採用をされた日の直前に

交流元企業において占めてい
た地位(任期中に就く地位)

国際課国際競技大会招致推進
係長

シニア・アカウント・エグゼ
クティブ（株式会社ＡＤＫ
ホールディングス人事企画室
付）

　広告業

大臣官房総務課環境情報室室
長補佐（情報普及）

ソリューション事業局局長
（管理本部人事チーム付）

　環境省図書館の管理・運
営、国立国会図書館との連絡
調整、環境情報（統計除く）
の整理及び提供、環境情報総
合データベースに関する業務

　国際競技大会の招致・開催
に係る関係省庁及び関係ス
ポーツ団体との連絡調整、国
際競技大会組織委員会の事業
計画等に関すること
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参 考





（参考１）

(1)　交流派遣 （単位：人）

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 派遣者計

会 計 検 査 院 1 1 2 1 1 6

人 事 院 1 1

内 閣 官 房 1 1 1 3

内 閣 府 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1 13

公正取引委員会 1 1

警 察 庁 1 1 2

金 融 庁 4 2 2 5 6 7 6 6 5 6 2 51

総 務 省 1 1 1 11 17 18 11 6 8 3 2 3 2 84

法 務 省 1 1 1 3

外 務 省 1 1 2 4

財 務 省 2 2 7 3 1 1 1 2 19

文 部 科 学 省 1 2 1 2 2 1 1 1 1 2 1 15

厚 生 労 働 省 1 6 5 7 9 7 8 7 8 5 7 70

農 林 水 産 省 5 2 1 4 2 6 9 5 7 2 1 2 2 2 3 53

林 野 庁 1 1 2 1 2 3 1 4 4 19

水 産 庁 1 1

経 済 産 業 省 2 1 2 1 1 1 3 15 9 22 7 20 9 10 3 8 5 6 3 6 134

資源エネルギー庁 1 1

特 許 庁 2 2 2 1 1 2 1 2 1 14

中 小 企 業 庁 1 1

国 土 交 通 省 4 4 2 6 10 7 11 13 9 15 18 21 18 9 9 7 6 5 6 9 189

観 光 庁 1 1 1 3

環 境 省 1 2 2 1 1 1 2 2 1 13

原 子 力 規 制 庁 1 1

計 0 9 7 5 7 12 16 22 30 29 53 62 81 70 60 44 42 40 37 40 35 701

(2)　交流採用 （単位：人）

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 採用者計

会 計 検 査 院 1 1 1 3

内 閣 府 1 1 2 3 2 4 3 4 3 6 7 4 40

宮 内 庁 1 1

公正取引委員会 1 2 2 1 1 7

警 察 庁 2 3 2 3 1 11

金 融 庁 1 1 1 1 6 7 5 7 4 6 12 10 14 5 10 9 10 109

消 費 者 庁 1 2 3 2 1 3 2 14

総 務 省 1 1 2 4 3 9 4 8 8 12 10 10 11 15 10 14 11 133

法 務 省 1 1

外 務 省 2 4 10 7 11 6 11 1 3 11 2 6 9 4 6 13 9 13 12 16 17 173

財 務 省 2 1 2 2 4 2 9 13 17 14 18 8 17 9 10 8 9 10 155

国 税 庁 1 1

文 部 科 学 省 1 1 1 2 1 1 2 4 4 2 19

ス ポ ー ツ 庁 10 3 2 9 2 7 33

文 化 庁 5 5

厚 生 労 働 省 2 1 1 4 4 9 40 12 26 14 23 20 22 24 202

農 林 水 産 省 2 2 1 12 3 3 8 1 7 8 8 6 8 6 8 6 8 13 110

林 野 庁 1 1 1 1 1 1 1 7

水 産 庁 1 2 1 1 5

経 済 産 業 省 3 9 3 4 12 4 7 5 16 18 14 21 21 42 29 54 38 49 51 42 47 489

資源エネルギー庁 1 1 3 1 3 3 2 3 2 6 5 4 6 4 5 5 3 57

特 許 庁 1 1 1 1 1 1 2 3 2 13

中 小 企 業 庁 1 1 1 2 5 1 4 2 5 1 4 27

国 土 交 通 省 4 8 7 9 11 17 14 11 25 20 18 29 35 57 42 66 73 68 77 77 78 746

観 光 庁 4 3 7 2 5 6 6 2 7 3 4 5 2 56

海 上 保 安 庁 1 1 1 1 1 5

環 境 省 1 1 1 2 14 5 17 13 8 10 4 12 7 95

原 子 力 規 制 庁 3 3 2 8

計 10 28 22 27 37 36 50 31 64 92 75 112 137 215 166 244 216 226 243 246 248 2525

(参考)日本郵政公社を含む 10 28 22 29 41 49 72 31 64 92 75 112 137 215 166 244 216 226 243 246 248 2566

　　　に交流派遣又は交流採用された者の累積数である。

交　流　採　用　者　数

（注）　「派遣者計」、「採用者計」は、制度の施行（平成12年3月21日）以降令和２年12月31日まで

官民人事交流の実施状況（暦年別）

　　　  年(平成・
　　　　　 令和)
 府省名

交　流　派　遣　者　数

　　　  年(平成・
　　　　　 令和)
 府省名
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（参考２）

（１）　交流派遣 （単位：人）

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2

会 計 検 査 院 1 2 3 3 2 1

人 事 院 1 1

内 閣 官 房 1 1 1 2 1

内 閣 府 1 1 1 2 2 2 1 3 3 3 3 2 1 1 1 1

公正取引委員会 1 1

警 察 庁 1 2 2

金 融 庁 4 4 3 6 11 14 13 13 10 11 7

総 務 省 1 2 1 1 1 11 26 36 28 20 16 11 7 5 5

法 務 省 1 1 1 1 1

外 務 省 1 1 1 2 2

財 務 省 2 2 3 10 9 3 2 1 1 2 3

文 部 科 学 省 1 3 1 2 3 3 2 2 1 1 3 2

厚 生 労 働 省 1 7 11 12 16 14 15 15 16 13 9

農 林 水 産 省 4 6 2 5 5 9 14 14 11 7 3 3 4 4 5

林 野 庁 1 1 1 1 2 2 1 3 5 6 5 4 4 4

水 産 庁 1 1

経 済 産 業 省 2 3 3 3 1 2 4 19 25 32 25 29 27 21 12 14 14 12 10 10

資源エネルギー庁 1 1

特 許 庁 2 2 3 4 4 3 4 4 4 3

中 小 企 業 庁 1 1

国 土 交 通 省 4 6 6 10 14 14 17 21 22 27 35 44 43 29 18 16 12 11 11 13

観 光 庁 1 1 1 1 1 1

環 境 省 1 3 4 4 2 2 1 2 2 2 3

原 子 力 規 制 庁 1 1  

計 0 9 14 10 13 16 24 36 50 61 86 111 146 155 132 104 94 84 81 79 70

（２）　交流採用 （単位：人）

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2

会 計 検 査 院 1 1 1 2 2

内 閣 府 1 1 1 3 5 5 8 7 7 7 10 11 10

宮 内 庁 1 1 1 1 1

公正取引委員会 1 1 1 1 2 2 2 3 2

警 察 庁 2 2 4 5 5 4

金 融 庁 1 1 1 1 1 1 1 7 12 12 12 11 12 20 21 24 18 16 19 22

消 費 者 庁 1 2 5 4 4 4 5 3 3 2

総 務 省 1 1 1 2 6 7 12 13 13 17 21 22 22 24 25 26 28 27

法 務 省 1 1

外 務 省 2 6 13 17 19 21 19 15 12 15 14 16 15 14 13 20 24 28 29 33 37

財 務 省 2 3 2 3 6 4 2 2 9 22 30 31 29 26 24 24 19 18 18 19

国 税 庁 1 1 1

文 部 科 学 省 1 1 2 1 1 1 2 2 1 1 1 1 2 6 7 7

ス ポ ー ツ 庁 10 13 13 13 13 14

文 化 庁 5

厚 生 労 働 省 2 2 2 2 4 8 12 50 53 44 43 39 43 43 52

農 林 水 産 省 2 2 2 2 1 13 15 9 10 10 11 16 14 15 14 14 14 15 17 21

林 野 庁 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1

水 産 庁 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1

経 済 産 業 省 3 12 14 13 20 21 18 18 25 38 35 41 44 68 75 85 92 97 103 96 95

資源エネルギー庁 1 1 1 2 2 2 4 6 6 5 5 8 9 8 10 10 10 8 6

特 許 庁 1 2 2 2 2 2 3 4 6

中 小 企 業 庁 1 1 1 1 2 6 7 6 6 6 6 6

国 土 交 通 省 4 12 15 15 22 28 31 25 27 39 41 50 65 90 106 118 140 148 152 155 165

観 光 庁 10 11 12 9 7 10 11 7 8 9 7 8 8

海 上 保 安 庁 1 1 1 1 1 1 2 3 2 1

環 境 省 1 1 1 2 3 16 19 30 27 25 24 22 22 23

原 子 力 規 制 庁 3 3 4 4 3

計 10 38 51 53 69 81 95 91 109 157 176 208 253 354 406 428 473 481 500 510 539

(参考)日本郵政公社を含む 10 38 51 55 74 99 131 91 109 157 176 208 253 354 406 428 473 481 500 510 539

官民人事交流者の各年末時における派遣・在職状況

　　　  年(平成・
 府省名　　 令和)

各年末時における交流派遣中の者の数

　　　  年(平成・
 府省名　　 令和)

各年末時における交流採用中の者の数
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（参考３）

官 民 人 事 交 流 制 度 に つ い て

１ 官民人事交流の仕組み

、 、 、 、 、 、(1) 対象となる民間企業は 株式会社 合名会社 合資会社 合同会社 信用金庫

相互会社等のほか、

一定の要件を満たす信用協同組合及び信用協同組合連合会、信用金庫連合会、労

働金庫、農林中央金庫、監査法人、弁護士法人、医療法人、学校法人、社会福祉

法人、日本赤十字社、消費生活協同組合、特定非営利活動法人、一般社団法人及

び一般財団法人（公益社団法人及び公益財団法人を含む ）。

(2) 官民人事交流は、交流派遣及び交流採用の双方向の人事交流からなっている。

交流派遣】【

国の機関等の職員を民間企業に派遣

○ 身 分：公務員の身分は引き続き保有。公務には従事しない(民間企業に雇

用)

○ 期 間：３年以内（必要がある場合、５年まで延長可）

○ 服務等：派遣前に在職していた府省等に対する許認可申請等の業務や国家

公務員としての地位等に係る影響力利用行為の禁止

○ 給 与：派遣先の民間企業が賃金を支給（国からの支給はない）

【交流採用】

民間企業の従業員を任期を付して国の機関等で採用。

いったん民間企業を退職する「退職型」と民間企業との雇用を継続したまま採

用される「雇用継続型」の２つのタイプがあり、いずれかを選択。いずれの型で

も、任期満了後は、交流元企業に復帰。

○ 身 分: 常勤職員として選考により採用

民間企業との間では、いったん退職又は雇用継続のいずれかを

選択

○ 任 期：３年以内（必要がある場合、５年まで更新可）

○ 服務等：交流元企業の業務に従事することや交流元企業に対する許認可等

の業務を行う官職に就くことの禁止

○ 給 与：国が給与を支給（民間企業からの支給はできない）

(3) 公務の公正性を確保しつつ、円滑な交流に資するよう、交流審査会の意見を聴

いて、許認可権限のある府省との間の交流、同一の民間企業との継続的な交流、

刑事起訴等を受けた企業との交流などについて交流基準を策定。
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２ 官民人事交流の手続の流れ

交流派遣と交流採用の手続は、それぞれ次のような流れとなる。

人事院の「公募」に対し、民間企業が応募

人事院は、民間企業の名簿を各府省に提示

各府省が民間企業と協議し、人事交流の実

施に関する計画を作成

人事院が「計画」を認定

（ 民 → 官 ）交 流 派 遣 交流採用

（ 官 → 民 ） 【退 職 型】 【雇用継続型】

各府省が労働条件等に 各府省が任期満了後 各府省が任期中の雇

ついて民間企業との間 の再雇用等について 用、任期満了後の雇

で取決めを締結 民間企業との間で取 用等について民間企

決めを締結 業との間で取決めを

締結

交流派遣職員が民間企 従業員は民間企業を

業との間で労働契約を 退職

締結の上、業務に従事

（原則３年以内） 各府省で任期を定めて採用し、職務に従事

（原則３年以内）

派遣期間満了後、各府 任期満了後、民間企 任期満了後、民間企

省における職務に復帰 業が再雇用 業に復帰
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（参考４）

【参照条文】

国と民間企業との間の人事交流に関する法律(平成11年法律第224号）

（目的）

第一条 この法律は、行政運営における重要な役割を担うことが期待される職員について交流派

遣をし、民間企業の実務を経験させることを通じて、効率的かつ機動的な業務遂行の手法を体

得させ、かつ、民間企業の実情に関する理解を深めさせることにより、行政の課題に柔軟かつ

的確に対応するために必要な知識及び能力を有する人材の育成を図るとともに、民間企業にお

ける実務の経験を通じて効率的かつ機動的な業務遂行の手法を体得している者について交流採

用をして職務に従事させることにより行政運営の活性化を図るため 交流派遣及び交流採用 以、 （

下「人事交流」という ）に関し必要な措置を講じ、もって公務の能率的な運営に資することを。

目的とする。

（定義）

第二条

３ この法律において「交流派遣」とは、期間を定めて、職員（法律により任期を定めて任用さ

、 。） 、れる職員 常時勤務を要しない官職を占める職員その他の人事院規則で定める職員を除く を

その身分を保有させたまま、当該職員と民間企業との間で締結した労働契約に基づく業務に従

事させることをいう。

４ この法律において「交流採用」とは、選考により、次に掲げる者を任期を定めて常時勤務を

要する官職を占める職員として採用することをいう。

一 民間企業に雇用されていた者であって、引き続いてこの法律の規定により採用された職員

となるため退職したもの

二 民間企業に現に雇用されている者であって、この法律の規定により当該雇用関係を継続す

ることができるもの

（人事交流の制度の運用状況の報告）

第二十三条

２ 人事院は、毎年、国会及び内閣に対し、次に掲げる事項を報告しなければならない。

一 前年に交流派遣職員であった者が同年に占めていた派遣先企業における地位及び当該交流派

遣職員がその交流派遣に係る第七条第二項の規定による書類の提出の時に占めていた官職

二 三年前の年の一月一日から前年の十二月三十一日までの間に交流派遣後職務に復帰した職員

が前年（三年前の年に交流派遣後職務に復帰した場合にあっては、その復帰の日から起算して

二年を経過する日までに限る ）に占めていた官職及び当該職員が当該復帰の日の直前に派遣。

先企業において占めていた地位

三 前年に交流採用職員であった者が同年に占めていた官職及び当該交流採用職員がその交流採

用をされた日の直前に交流元企業において占めていた地位（第二条第四項第二号に係る交流採用

にあっては、当該職員が交流元企業において占めている地位を含む ）。

四 前三号に掲げるもののほか、人事交流の制度の運用状況の透明化を図るために必要な事項


